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建築基準法
昭和 25 年５月 24 日法律第 201 号

最終改正：令和４年６月 17 日法律第 69 号

第１章　総則

【目的】
第１条　この法律は、建築物の敷地、構造、設備及
び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生
命、健康及び財産の保護を図り、もって公共の
福祉の増進に資することを目的とする。

【用語の定義】
第２条　この法律において次の各号に掲げる用語の
意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
る。
一　建築物　　土地に定着する工作物のうち、屋
根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類
する構造のものを含む。）、これに附属する門
若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若
しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、
興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄
道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する
施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、
貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）
をいい、建築設備を含むものとする。

二　特殊建築物　　学校（専修学校及び各種学校
を含む。以下同様とする。）、体育館、病院、
劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、市場、
ダンスホール、遊技場、公衆浴場、旅館、共
同住宅、寄宿舎、下宿、工場、倉庫、自動車
車庫、危険物の貯蔵場、と畜場、火葬場、汚
物処理場その他これらに類する用途に供する
建築物をいう。

■関連【児童福祉施設等】令19条➡138 

■関連【学校等】令126条の２第１項二号➡192 

■関連別表第１➡112 

■関連【耐火建築物等としなければならない特殊建築物】
令115条の３➡186 

■関連【卸売市場等】法51条➡43 

三　建築設備　　建築物に設ける電気、ガス、給
水、排水、換気、暖房、冷房、消火、排煙若
しくは汚物処理の設備又は煙突、昇降機若し
くは避雷針をいう。

■関連【昇降機】令129条の３➡205 

四　居室　　居住、執務、作業、集会、娯楽その
他これらに類する目的のために継続的に使用
する室をいう。

五　主要構造部　　壁、柱、床、はり、屋根又は
階段をいい、建築物の構造上重要でない間仕
切壁、間柱、付け柱、揚げ床、最下階の床、
回り舞台の床、小ばり、ひさし、局部的な小
階段、屋外階段その他これらに類する建築物
の部分を除くものとする。

■関連【構造耐力上主要な部分】令１条三号➡131 

■関連【安全上重要である建築物の部分】法37条➡38 

■関連【特定工程】法７条の３➡19  

■関連【特定天井】令39条３項➡151 

■関連【強化天井】令112条４項一号➡180 

■関連【防煙壁】令126条の２➡192 

■関連【安全上、防火上又は衛生上重要である建築物の部分】
令144条の３➡254 

六　延焼のおそれのある部分　　隣地境界線、道
路中心線又は同一敷地内の２以上の建築物
（延べ面積の合計が 500㎡以内の建築物は、
１の建築物とみなす。）相互の外壁間の中心
線（ロにおいて「隣地境界線等」という。）
から、１階にあっては３ｍ以下、２階以上に
あっては５ｍ以下の距離にある建築物の部分
をいう。ただし、次のイ又はロのいずれかに
該当する部分を除く。

イ　防火上有効な公園、広場、川その他の空地
又は水面、耐火構造の壁その他これらに類
するものに面する部分

ロ　建築物の外壁面と隣地境界線等との角度に
応じて、当該建築物の周囲において発生す
る通常の火災時における火熱により燃焼す
るおそれのないものとして国土交通大臣が
定める部分

七　耐火構造　　壁、柱、床その他の建築物の部
分の構造のうち、耐火性能（通常の火災が終
了するまでの間当該火災による建築物の倒壊
及び延焼を防止するために当該建築物の部分
に必要とされる性能をいう。）に関して政令
で定める技術的基準に適合する鉄筋コンク
リート造、れんが造その他の構造で、国土交
通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国
土交通大臣の認定を受けたものをいう。

▪政令【耐火性能に関する技術的基準】令107条➡172  

建築基準法●　第 1条

〔 〔 〔
〔

〕 〕
〕

〕
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七の二　準耐火構造　　壁、柱、床その他の建築
物の部分の構造のうち、準耐火性能（通常の
火災による延焼を抑制するために当該建築物
の部分に必要とされる性能をいう。第九号の
三ロにおいて同じ。）に関して政令で定める
技術的基準に適合するもので、国土交通大臣
が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものをいう。
▪政令【準耐火性能に関する技術的基準】令１0７条�の２➡１７３ 

八　防火構造　　建築物の外壁又は軒裏の構造の
うち、防火性能（建築物の周囲において発生
する通常の火災による延焼を抑制するために
当該外壁又は軒裏に必要とされる性能をい
う。）に関して政令で定める技術的基準に適
合する鉄網モルタル塗、しっくい塗その他の
構造で、国土交通大臣が定めた構造方法を用
いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたも
のをいう。

▪政令【防火性能に関する技術的基準】令１0８条�➡１７３ 

■関連【準防火性能】法２３条�➡３４ 

■関連【準防火性能に関する技術的基準】令１0９条�の９➡１７７ 

九　不燃材料　　建築材料のうち、不燃性能（通
常の火災時における火熱により燃焼しないこ
とその他の政令で定める性能をいう。）に関
して政令で定める技術的基準に適合するもの
で、国土交通大臣が定めたもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものをいう。

▪政令【不燃性能及びその技術的基準】令１0８条�の２➡１７３ 

■関連【準不燃材料】令１条�五号➡１３１ 

■関連【難燃材料】令１条�六号➡１３１ 

九の二　耐火建築物　　次に掲げる基準に適合す
る建築物をいう。
イ　その主要構造部が⑴又は⑵のいずれかに該
当すること。
⑴　耐火構造であること。
⑵　次に掲げる性能（外壁以外の主要構造部

にあっては、⒤に掲げる性能に限る。）
に関して政令で定める技術的基準に適合
するものであること。
▪政令【耐火建築物の主要構造部に関する技術的基準】

令１0８条�の３➡１７３ 

⒤　当該建築物の構造、建築設備及び用途
に応じて屋内において発生が予測され
る火災による火熱に当該火災が終了す
るまで耐えること。

ⅱ　当該建築物の周囲において発生する通
常の火災による火熱に当該火災が終了
するまで耐えること。

ロ　その外壁の開口部で延焼のおそれのある部
分に、防火戸その他の＊１ 政令で定める防
火設備（その構造が遮炎性能（通常の火災
時における火炎を有効に遮るために防火設
備に必要とされる性能をいう。第 27 条第
１項において同じ。）に関して＊２ 政令で定
める技術的基準に適合するもので、国土交
通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は
国土交通大臣の認定を受けたものに限る。）
を有すること。

▪＊１ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７５ 

▪＊２ 政令【遮炎性能に関する技術的基準】令１0９条�の２➡１７５ 

■関連【特定防火設備】令１１２条�１項➡１７９ 

九の三　準耐火建築物　　耐火建築物以外の建築
物で、イ又はロのいずれかに該当し、外壁の
開口部で延焼のおそれのある部分に前号ロに
規定する防火設備を有するものをいう。

イ　主要構造部を準耐火構造としたもの
■関連【準耐火構造等の層間変形角】令１0９条�の２の２➡１７５ 

ロ　イに掲げる建築物以外の建築物であって、
イに掲げるものと同等の準耐火性能を有す
るものとして主要構造部の防火の措置その
他の事項について政令で定める技術的基準
に適合するもの

 ▪政令【イと同等の準耐火性能に関する技術的基準】

令１0９条�の３➡１７６� 

十　設計　　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第
６項に規定する設計をいう。

▪建築士法２条�６項➡４３７ 

一
十　工事監理者　　建築士法第２条第８項に規定
する工事監理をする者をいう。

▪建築士法２条�８項➡４３７ 

二
十　設計図書　　建築物、その敷地又は第 88 条
第１項から第３項までに規定する工作物に関
する工事用の図面（現寸図その他これに類す
るものを除く。）及び仕様書をいう。

■関連【設計図書】建築士法２条�６項➡４３７ 

三
十　建築　　建築物を新築し、増築し、改築し、
又は移転することをいう。

四
十　大規模の修繕　　建築物の主要構造部の一種
以上について行う過半の修繕をいう。

■関連【主要構造部】五号➡９ 

第 2条　●建築基準法
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七の二　準耐火構造　　壁、柱、床その他の建築
物の部分の構造のうち、準耐火性能（通常の
火災による延焼を抑制するために当該建築物
の部分に必要とされる性能をいう。第九号の
三ロにおいて同じ。）に関して政令で定める
技術的基準に適合するもので、国土交通大臣
が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものをいう。
▪政令【準耐火性能に関する技術的基準】令１0７条�の２➡１７３ 

八　防火構造　　建築物の外壁又は軒裏の構造の
うち、防火性能（建築物の周囲において発生
する通常の火災による延焼を抑制するために
当該外壁又は軒裏に必要とされる性能をい
う。）に関して政令で定める技術的基準に適
合する鉄網モルタル塗、しっくい塗その他の
構造で、国土交通大臣が定めた構造方法を用
いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたも
のをいう。

▪政令【防火性能に関する技術的基準】令１0８条�➡１７３ 

■関連【準防火性能】法２３条�➡３４ 

■関連【準防火性能に関する技術的基準】令１0９条�の９➡１７７ 

九　不燃材料　　建築材料のうち、不燃性能（通
常の火災時における火熱により燃焼しないこ
とその他の政令で定める性能をいう。）に関
して政令で定める技術的基準に適合するもの
で、国土交通大臣が定めたもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものをいう。

▪政令【不燃性能及びその技術的基準】令１0８条�の２➡１７３ 

■関連【準不燃材料】令１条�五号➡１３１ 

■関連【難燃材料】令１条�六号➡１３１ 

九の二　耐火建築物　　次に掲げる基準に適合す
る建築物をいう。

イ　その主要構造部が⑴又は⑵のいずれかに該
当すること。

⑴　耐火構造であること。
⑵　次に掲げる性能（外壁以外の主要構造部

にあっては、⒤に掲げる性能に限る。）
に関して政令で定める技術的基準に適合
するものであること。
▪政令【耐火建築物の主要構造部に関する技術的基準】

令１0８条�の３➡１７３ 

⒤　当該建築物の構造、建築設備及び用途
に応じて屋内において発生が予測され
る火災による火熱に当該火災が終了す
るまで耐えること。

ⅱ　当該建築物の周囲において発生する通
常の火災による火熱に当該火災が終了
するまで耐えること。

ロ　その外壁の開口部で延焼のおそれのある部
分に、防火戸その他の＊１ 政令で定める防
火設備（その構造が遮炎性能（通常の火災
時における火炎を有効に遮るために防火設
備に必要とされる性能をいう。第 27 条第
１項において同じ。）に関して＊２ 政令で定
める技術的基準に適合するもので、国土交
通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は
国土交通大臣の認定を受けたものに限る。）
を有すること。

▪＊１ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７５ 

▪＊２ 政令【遮炎性能に関する技術的基準】令１0９条�の２➡１７５ 

■関連【特定防火設備】令１１２条�１項➡１７９ 

九の三　準耐火建築物　　耐火建築物以外の建築
物で、イ又はロのいずれかに該当し、外壁の
開口部で延焼のおそれのある部分に前号ロに
規定する防火設備を有するものをいう。

イ　主要構造部を準耐火構造としたもの
■関連【準耐火構造等の層間変形角】令１0９条�の２の２➡１７５ 

ロ　イに掲げる建築物以外の建築物であって、
イに掲げるものと同等の準耐火性能を有す
るものとして主要構造部の防火の措置その
他の事項について政令で定める技術的基準
に適合するもの

 ▪政令【イと同等の準耐火性能に関する技術的基準】

令１0９条�の３➡１７６� 

十　設計　　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第
６項に規定する設計をいう。

▪建築士法２条�６項➡４３７ 

一
十　工事監理者　　建築士法第２条第８項に規定
する工事監理をする者をいう。

▪建築士法２条�８項➡４３７ 

二
十　設計図書　　建築物、その敷地又は第 88 条
第１項から第３項までに規定する工作物に関
する工事用の図面（現寸図その他これに類す
るものを除く。）及び仕様書をいう。

■関連【設計図書】建築士法２条�６項➡４３７ 

三
十　建築　　建築物を新築し、増築し、改築し、
又は移転することをいう。

四
十　大規模の修繕　　建築物の主要構造部の一種
以上について行う過半の修繕をいう。

■関連【主要構造部】五号➡９ 
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五
十　大規模の模様替　　建築物の主要構造部の一
種以上について行う過半の模様替をいう。

六
十　建築主　　建築物に関する工事の請負契約の
注文者又は請負契約によらないで自らその工
事をする者をいう。

七
十　設計者　　その者の責任において、設計図書
を作成した者をいい、建築士法第 20 条の２
第３項又は第 20 条の３第３項の規定により
建築物が構造関係規定（同法第 20 条の２第
２項に規定する構造関係規定をいう。第５条
の６第２項及び第６条第３項第二号において
同じ。）又は設備関係規定（同法第 20 条の３
第２項に規定する設備関係規定をいう。第５
条の６第３項及び第６条第３項第三号におい
て同じ。）に適合することを確認した構造設
計一級建築士（同法第 10 条の３第４項に規
定する構造設計一級建築士をいう。第５条の
６第２項及び第６条第３項第二号において同
じ。）又は設備設計一級建築士（同法第 10 条
の３第４項に規定する設備設計一級建築士を
いう。第５条の６第３項及び第６条第３項第
三号において同じ。）を含むものとする。

八
十　工事施工者　　建築物、その敷地若しくは第
88 条第１項から第３項までに規定する工作
物に関する工事の請負人又は請負契約によら
ないで自らこれらの工事をする者をいう。

九
十　都市計画　　都市計画法（昭和43年法律第100号）第

４条第１項に規定する都市計画をいう。
▪都市計画法４条１項➡699 

十
二　都市計画区域又は準都市計画区域　　それぞ
れ、都市計画法第４条第２項に規定する都市
計画区域又は準都市計画区域をいう。

▪都市計画法４条２項➡699 

一
二　第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専

用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種
中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二
種住居地域、準住居地域、田園住居地域、近
隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地
域、工業専用地域、特別用途地区、特定用途
制限地域、特例容積率適用地区、高層住居誘
導地区、高度地区、高度利用地区、特定街区、
都市再生特別地区、居住環境向上用途誘導地
区、特定用途誘導地区、防火地域、準防火地
域、特定防災街区整備地区又は景観地区　　
　それぞれ、都市計画法第８条第１項第一号

から第六号までに掲げる第一種低層住居専用
地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高
層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、
第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地
域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、
準工業地域、工業地域、工業専用地域、特別
用途地区、特定用途制限地域、特例容積率適
用地区、高層住居誘導地区、高度地区、高度
利用地区、特定街区、都市再生特別地区、居
住環境向上用途誘導地区、特定用途誘導地区、
防火地域、準防火地域、特定防災街区整備地
区又は景観地区をいう。

▪都市計画法８条１項➡701 

二
二　地区計画　　都市計画法第 12 条の４第１項
第一号に掲げる地区計画をいう。

▪都市計画法12条の４第１項一号➡707 

三
二　地区整備計画　　都市計画法第 12 条の５第
２項第一号に掲げる地区整備計画をいう。

▪都市計画法12条の５第２項一号➡707 

四
二　防災街区整備地区計画　　都市計画法第 12
条の４第１項第二号に掲げる防災街区整備地
区計画をいう。

▪都市計画法12条の４第１項二号➡707 

五
二　特定建築物地区整備計画　　密集市街地にお
ける防災街区の整備の促進に関する法律（平
成９年法律第49号。以下「密集市街地整備法」と
いう。）第 32 条第２項第一号に規定する特定
建築物地区整備計画をいう。

六
二　防災街区整備地区整備計画　　密集市街地整
備法第 32 条第２項第二号に規定する防災街
区整備地区整備計画をいう。

七
二　歴史的風致維持向上地区計画　　都市計画法
第 12 条の４第１項第三号に掲げる歴史的風
致維持向上地区計画をいう。

▪都市計画法12条の４第１項三号➡707 

八
二　歴史的風致維持向上地区整備計画　　地域に
おける歴史的風致の維持及び向上に関する法
律（平成20年法律第40号。以下「地域歴史的風致法」
という。）第 31 条第２項第一号に規定する歴
史的風致維持向上地区整備計画をいう。

九
二　沿道地区計画　　都市計画法第 12 条の４第
１項第四号に掲げる沿道地区計画をいう。

▪都市計画法12条の４第１項四号➡707 

十
三　沿道地区整備計画　　幹線道路の沿道の整備
に関する法律（昭和55年法律第34号。以下「沿道
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整備法」という。）第９条第２項第一号に掲
げる沿道地区整備計画をいう。

一
三　集落地区計画　　都市計画法第 12 条の４第
１項第五号に掲げる集落地区計画をいう。

▪都市計画法１２条�の４第１項五号➡７0７ 

二
三　集落地区整備計画　　集落地域整備法（昭和62

年法律第63号）第５条第３項に規定する集落地区
整備計画をいう。

三
三　地区計画等　　都市計画法第４条第９項に規
定する地区計画等をいう。

▪都市計画法４条�９項➡６�９９ 

四
三　プログラム　　電子計算機に対する指令で
あって、１の結果を得ることができるように
組み合わされたものをいう。

五
三　特定行政庁　　建築主事を置く市町村の区域
については当該市町村の長をいい、その他の
市町村の区域については都道府県知事をい
う。ただし、第 97 条の２第１項又は第 97 条
の３第１項の規定により建築主事を置く市町
村の区域内の政令で定める建築物について
は、都道府県知事とする。

▪政令【都道府県知事が特定行政庁となる建築物】

令２条�の２➡１３３ 

▪政令【市町村の建築主事等の特例】令１４８条�１項➡２５７ 

▪政令【特別区の特例】令１４９条�１項➡２５８ 

【適用の除外】
第３条　この法律並びにこれに基づく命令及び条例
の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築
物については、適用しない。
一　文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によっ
て国宝、重要文化財、重要有形民俗文化財、
特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記
念物として指定され、又は仮指定された建築
物

▪文化財保護法２７条�➡８0９ 

二　旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年
法律第43号）の規定によって重要美術品等とし
て認定された建築物

三　文化財保護法第 182 条第２項の条例その他の
条例の定めるところにより現状変更の規制及
び保存のための措置が講じられている建築物
（次号において「保存建築物」という。）であっ
て、特定行政庁が建築審査会の同意を得て指
定したもの

▪文化財保護法１８２条�２項➡８１0 

四　第一号若しくは第二号に掲げる建築物又は保
存建築物であったものの原形を再現する建築
物で、特定行政庁が建築審査会の同意を得て
その原形の再現がやむを得ないと認めたもの

２　この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の
規定の施行又は適用の際現に存する建築物若し
くはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様
替の工事中の建築物若しくはその敷地がこれら
の規定に適合せず、又はこれらの規定に適合し
ない部分を有する場合においては、当該建築物、
建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部
分に対しては、当該規定は、適用しない。
■関連【既存の建築物に関する制限の緩和】法８６�条�の７➡９６� 

■関連【既存の建築物に関する制限の緩和等】
令１３７条�〜１３７条�の１９➡２４１ 

３　前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する
建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその
敷地の部分に対しては、適用しない。

一　この法律又はこれに基づく命令若しくは条例
を改正する法令による改正（この法律に基づ
く命令又は条例を廃止すると同時に新たにこ
れに相当する命令又は条例を制定することを
含む。）後のこの法律又はこれに基づく命令
若しくは条例の規定の適用の際当該規定に相
当する従前の規定に違反している建築物、建
築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部
分

二　都市計画区域若しくは準都市計画区域の指定
若しくは変更、第一種低層住居専用地域、第
二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専
用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種
住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田
園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工
業地域、工業地域若しくは工業専用地域若し
くは防火地域若しくは準防火地域に関する都
市計画の決定若しくは変更、第 42 条第１項、
第 52 条第２項第二号若しくは第三号若しく
は第８項、第 56 条第１項第二号イ若しくは
別表第３備考３の号の区域の指定若しくはそ
の取消し又は第 52 条第１項第八号、第２項
第三号若しくは第８項、第 53 条第１項第六
号、第 56 条第１項第二号ニ若しくは別表第
３に欄の５の項に掲げる数値の決定若しくは
変更により、第 43 条第１項、第 48 条第１項
から第 14 項まで、第 52 条第１項、第２項、
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整備法」という。）第９条第２項第一号に掲
げる沿道地区整備計画をいう。

一
三　集落地区計画　　都市計画法第 12 条の４第
１項第五号に掲げる集落地区計画をいう。

▪都市計画法１２条�の４第１項五号➡７0７ 

二
三　集落地区整備計画　　集落地域整備法（昭和62

年法律第63号）第５条第３項に規定する集落地区
整備計画をいう。

三
三　地区計画等　　都市計画法第４条第９項に規
定する地区計画等をいう。

▪都市計画法４条�９項➡６�９９ 

四
三　プログラム　　電子計算機に対する指令で
あって、１の結果を得ることができるように
組み合わされたものをいう。

五
三　特定行政庁　　建築主事を置く市町村の区域
については当該市町村の長をいい、その他の
市町村の区域については都道府県知事をい
う。ただし、第 97 条の２第１項又は第 97 条
の３第１項の規定により建築主事を置く市町
村の区域内の政令で定める建築物について
は、都道府県知事とする。

▪政令【都道府県知事が特定行政庁となる建築物】

令２条�の２➡１３３ 

▪政令【市町村の建築主事等の特例】令１４８条�１項➡２５７ 

▪政令【特別区の特例】令１４９条�１項➡２５８ 

【適用の除外】
第３条　この法律並びにこれに基づく命令及び条例
の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築
物については、適用しない。

一　文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によっ
て国宝、重要文化財、重要有形民俗文化財、
特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記
念物として指定され、又は仮指定された建築
物

▪文化財保護法２７条�➡８0９ 

二　旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年
法律第43号）の規定によって重要美術品等とし
て認定された建築物

三　文化財保護法第 182 条第２項の条例その他の
条例の定めるところにより現状変更の規制及
び保存のための措置が講じられている建築物
（次号において「保存建築物」という。）であっ
て、特定行政庁が建築審査会の同意を得て指
定したもの

▪文化財保護法１８２条�２項➡８１0 

四　第一号若しくは第二号に掲げる建築物又は保
存建築物であったものの原形を再現する建築
物で、特定行政庁が建築審査会の同意を得て
その原形の再現がやむを得ないと認めたもの

２　この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の
規定の施行又は適用の際現に存する建築物若し
くはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様
替の工事中の建築物若しくはその敷地がこれら
の規定に適合せず、又はこれらの規定に適合し
ない部分を有する場合においては、当該建築物、
建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部
分に対しては、当該規定は、適用しない。
■関連【既存の建築物に関する制限の緩和】法８６�条�の７➡９６� 

■関連【既存の建築物に関する制限の緩和等】
令１３７条�〜１３７条�の１９➡２４１ 

３　前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する
建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその
敷地の部分に対しては、適用しない。

一　この法律又はこれに基づく命令若しくは条例
を改正する法令による改正（この法律に基づ
く命令又は条例を廃止すると同時に新たにこ
れに相当する命令又は条例を制定することを
含む。）後のこの法律又はこれに基づく命令
若しくは条例の規定の適用の際当該規定に相
当する従前の規定に違反している建築物、建
築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部
分

二　都市計画区域若しくは準都市計画区域の指定
若しくは変更、第一種低層住居専用地域、第
二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専
用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種
住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田
園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工
業地域、工業地域若しくは工業専用地域若し
くは防火地域若しくは準防火地域に関する都
市計画の決定若しくは変更、第 42 条第１項、
第 52 条第２項第二号若しくは第三号若しく
は第８項、第 56 条第１項第二号イ若しくは
別表第３備考３の号の区域の指定若しくはそ
の取消し又は第 52 条第１項第八号、第２項
第三号若しくは第８項、第 53 条第１項第六
号、第 56 条第１項第二号ニ若しくは別表第
３に欄の５の項に掲げる数値の決定若しくは
変更により、第 43 条第１項、第 48 条第１項
から第 14 項まで、第 52 条第１項、第２項、

第 3条　●建築基準法
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第７項若しくは第８項、第 53 条第１項から
第３項まで、第 54 条第１項、第 55 条第１項、
第 56 条第１項、第 56 条の２第１項若しくは
第 61 条に規定する建築物、建築物の敷地若
しくは建築物若しくはその敷地の部分に関す
る制限又は第 43 条第３項、第 43 条の２、第
49 条から第 50 条まで若しくは第 68 条の９
の規定に基づく条例に規定する建築物、建築
物の敷地若しくは建築物若しくはその敷地の
部分に関する制限に変更があった場合におけ
る当該変更後の制限に相当する従前の制限に
違反している建築物、建築物の敷地又は建築
物若しくはその敷地の部分

三　工事の着手がこの法律又はこれに基づく命令
若しくは条例の規定の施行又は適用の後であ
る増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規
模の模様替に係る建築物又はその敷地

四　前号に該当する建築物又はその敷地の部分
五　この法律又はこれに基づく命令若しくは条例
の規定に適合するに至った建築物、建築物の
敷地又は建築物若しくはその敷地の部分

【建築主事】
第４条　政令で指定する人口 25 万以上の市は、そ
の長の指揮監督の下に、第６条第１項の規定に
よる確認に関する事務をつかさどらせるため
に、建築主事を置かなければならない。

２　市町村（前項の市を除く。）は、その長の指揮
監督の下に、第６条第１項の規定による確認に
関する事務をつかさどらせるために、建築主事
を置くことができる。

３　市町村は、前項の規定により建築主事を置こう
とする場合においては、あらかじめ、その設置
について、都道府県知事に協議しなければなら
ない。

４　市町村が前項の規定により協議して建築主事を
置くときは、当該市町村の長は、建築主事が置
かれる日の 30 日前までにその旨を公示し、か
つ、これを都道府県知事に通知しなければなら
ない。

５　都道府県は、都道府県知事の指揮監督の下に、
第１項又は第２項の規定によって建築主事を置
いた市町村（第 97 条の２を除き、以下「建築
主事を置く市町村」という。）の区域外におけ
る建築物に係る第６条第１項の規定による確認
に関する事務をつかさどらせるために、建築主

事を置かなければならない。
６　第１項、第２項及び前項の建築主事は、市町村
又は都道府県の職員で第 77 条の 58 第１項の登
録を受けた者のうちから、それぞれ市町村の長
又は都道府県知事が命ずる。

７　特定行政庁は、その所轄区域を分けて、その区
域を所管する建築主事を指定することができ
る。

【建築基準適合判定資格者検定】
第５条　建築基準適合判定資格者検定は、建築士の
設計に係る建築物が第６条第１項の建築基準関
係規定に適合するかどうかを判定するために必
要な知識及び経験について行う。

２　建築基準適合判定資格者検定は、国土交通大臣
が行う。

３　建築基準適合判定資格者検定は、一級建築士試
験に合格した者で、建築行政又は第 77 条の 18
第１項の確認検査の業務その他これに類する業
務で政令で定めるものに関して、２年以上の実
務の経験を有するものでなければ受けることが
できない。

▪政令【受検資格】令２条�の３➡１３３ 

４　建築基準適合判定資格者検定に関する事務をつ
かさどらせるために、国土交通省に、建築基準
適合判定資格者検定委員を置く。ただし、次条
第１項の指定建築基準適合判定資格者検定機関
が同項の建築基準適合判定資格者検定事務を行
う場合においては、この限りでない。

５　建築基準適合判定資格者検定委員は、建築及び
行政に関し学識経験のある者のうちから、国土
交通大臣が命ずる。

６　国土交通大臣は、不正の手段によって建築基準
適合判定資格者検定を受け、又は受けようとし
た者に対しては、合格の決定を取り消し、又は
その建築基準適合判定資格者検定を受けること
を禁止することができる。

７　国土交通大臣は、前項又は次条第２項の規定に
よる処分を受けた者に対し、情状により、２年
以内の期間を定めて建築基準適合判定資格者検
定を受けることができないものとすることがで
きる。

８　前各項に定めるものを除くほか、建築基準適合
判定資格者検定の手続及び基準その他建築基準
適合判定資格者検定に関し必要な事項は、政令
で定める。

建築基準法●　第 4条



14 建築基準法　第１章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

▪政令【検定の基準等】令３条�〜８条�の３➡１３３ 

【建築基準適合判定資格者検定事務を行う者の指定】
第５条の２　国土交通大臣は、第 77 条の２から第
77 条の５までの規定の定めるところにより指
定する者（以下「指定建築基準適合判定資格者
検定機関」という。）に、建築基準適合判定資
格者検定の実施に関する事務（以下「建築基準
適合判定資格者検定事務」という。）を行わせ
ることができる。

２　指定建築基準適合判定資格者検定機関は、前条
第６項に規定する国土交通大臣の職権を行うこ
とができる。

３　国土交通大臣は、第１項の規定による指定をし
たときは、建築基準適合判定資格者検定事務を
行わないものとする。

【受検手数料】
第５条の３　建築基準適合判定資格者検定を受けよ
うとする者（市町村又は都道府県の職員である
者を除く。）は、政令で定めるところにより、
実費を勘案して政令で定める額の受検手数料
を、国（指定建築基準適合判定資格者検定機関
が行う建築基準適合判定資格者検定を受けよう
とする者にあっては、指定建築基準適合判定資
格者検定機関）に納めなければならない。

▪政令【受検手数料】令８条�の３➡１３４ 

２　前項の規定により指定建築基準適合判定資格者
検定機関に納められた受検手数料は、当該指定
建築基準適合判定資格者検定機関の収入とす
る。

【構造計算適合判定資格者検定】
第５条の４　構造計算適合判定資格者検定は、建築
士の設計に係る建築物の計画について第６条の
３第１項の構造計算適合性判定を行うために必
要な知識及び経験について行う。

２　構造計算適合判定資格者検定は、国土交通大臣
が行う。

３　構造計算適合判定資格者検定は、一級建築士試
験に合格した者で、第６条の３第１項の構造計
算適合性判定の業務その他これに類する業務で
政令で定めるものに関して、５年以上の実務の
経験を有するものでなければ受けることができ
ない。

▪政令【受検資格】令８条�の４➡１３４ 

４　構造計算適合判定資格者検定に関する事務をつ
かさどらせるために、国土交通省に、構造計算

適合判定資格者検定委員を置く。ただし、次条
第１項の指定構造計算適合判定資格者検定機関
が同項の構造計算適合判定資格者検定事務を行
う場合においては、この限りでない。

５　第５条第５項の規定は構造計算適合判定資格者
検定委員に、同条第６項から第８項までの規定
は構造計算適合判定資格者検定について準用す
る。この場合において、同条第７項中「次条第
２項」とあるのは、「第５条の５第２項におい
て準用する第５条の２第２項」と読み替えるも
のとする。

【構造計算適合判定資格者検定事務を行う者の指定
等】
第５条の５　国土交通大臣は、第 77 条の 17 の２第
１項及び同条第２項において準用する第 77 条
の３から第 77 条の５までの規定の定めるとこ
ろにより指定する者（以下「指定構造計算適合
判定資格者検定機関」という。）に、構造計算
適合判定資格者検定の実施に関する事務（以下
「構造計算適合判定資格者検定事務」という。）
を行わせることができる。

２　第５条の２第２項及び第５条の３第２項の規定
は指定構造計算適合判定資格者検定機関に、第
５条の２第３項の規定は構造計算適合判定資格
者検定事務に、第５条の３第１項の規定は構造
計算適合判定資格者検定について準用する。こ
の場合において、第５条の２第２項中「前条第
６項」とあるのは「第５条の４第５項において
準用する第５条第６項」と、同条第３項中「第
１項」とあるのは「第５条の５第１項」と、第
５条の３第１項中「者（市町村又は都道府県の
職員である者を除く。）」とあるのは「者」と読
み替えるものとする。

【建築物の設計及び工事監理】
第５条の６　建築士法第３条第１項（同条第２項の
規定により適用される場合を含む。以下同じ。）、
第３条の２第１項（同条第２項において準用す
る同法第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。以下同じ。）若しくは第３条の３第
１項（同条第２項において準用する同法第３条
第２項の規定により適用される場合を含む。以
下同じ。）に規定する建築物又は同法第３条の
２第３項（同法第３条の３第２項において読み
替えて準用する場合を含む。以下同じ。）の規
定に基づく条例に規定する建築物の工事は、そ

第 5条の 2　●建築基準法
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▪政令【検定の基準等】令３条�〜８条�の３➡１３３ 

【建築基準適合判定資格者検定事務を行う者の指定】
第５条の２　国土交通大臣は、第 77 条の２から第
77 条の５までの規定の定めるところにより指
定する者（以下「指定建築基準適合判定資格者
検定機関」という。）に、建築基準適合判定資
格者検定の実施に関する事務（以下「建築基準
適合判定資格者検定事務」という。）を行わせ
ることができる。

２　指定建築基準適合判定資格者検定機関は、前条
第６項に規定する国土交通大臣の職権を行うこ
とができる。

３　国土交通大臣は、第１項の規定による指定をし
たときは、建築基準適合判定資格者検定事務を
行わないものとする。

【受検手数料】
第５条の３　建築基準適合判定資格者検定を受けよ
うとする者（市町村又は都道府県の職員である
者を除く。）は、政令で定めるところにより、
実費を勘案して政令で定める額の受検手数料
を、国（指定建築基準適合判定資格者検定機関
が行う建築基準適合判定資格者検定を受けよう
とする者にあっては、指定建築基準適合判定資
格者検定機関）に納めなければならない。

▪政令【受検手数料】令８条�の３➡１３４ 

２　前項の規定により指定建築基準適合判定資格者
検定機関に納められた受検手数料は、当該指定
建築基準適合判定資格者検定機関の収入とす
る。

【構造計算適合判定資格者検定】
第５条の４　構造計算適合判定資格者検定は、建築
士の設計に係る建築物の計画について第６条の
３第１項の構造計算適合性判定を行うために必
要な知識及び経験について行う。

２　構造計算適合判定資格者検定は、国土交通大臣
が行う。

３　構造計算適合判定資格者検定は、一級建築士試
験に合格した者で、第６条の３第１項の構造計
算適合性判定の業務その他これに類する業務で
政令で定めるものに関して、５年以上の実務の
経験を有するものでなければ受けることができ
ない。

▪政令【受検資格】令８条�の４➡１３４ 

４　構造計算適合判定資格者検定に関する事務をつ
かさどらせるために、国土交通省に、構造計算

適合判定資格者検定委員を置く。ただし、次条
第１項の指定構造計算適合判定資格者検定機関
が同項の構造計算適合判定資格者検定事務を行
う場合においては、この限りでない。

５　第５条第５項の規定は構造計算適合判定資格者
検定委員に、同条第６項から第８項までの規定
は構造計算適合判定資格者検定について準用す
る。この場合において、同条第７項中「次条第
２項」とあるのは、「第５条の５第２項におい
て準用する第５条の２第２項」と読み替えるも
のとする。

【構造計算適合判定資格者検定事務を行う者の指定
等】
第５条の５　国土交通大臣は、第 77 条の 17 の２第
１項及び同条第２項において準用する第 77 条
の３から第 77 条の５までの規定の定めるとこ
ろにより指定する者（以下「指定構造計算適合
判定資格者検定機関」という。）に、構造計算
適合判定資格者検定の実施に関する事務（以下
「構造計算適合判定資格者検定事務」という。）
を行わせることができる。

２　第５条の２第２項及び第５条の３第２項の規定
は指定構造計算適合判定資格者検定機関に、第
５条の２第３項の規定は構造計算適合判定資格
者検定事務に、第５条の３第１項の規定は構造
計算適合判定資格者検定について準用する。こ
の場合において、第５条の２第２項中「前条第
６項」とあるのは「第５条の４第５項において
準用する第５条第６項」と、同条第３項中「第
１項」とあるのは「第５条の５第１項」と、第
５条の３第１項中「者（市町村又は都道府県の
職員である者を除く。）」とあるのは「者」と読
み替えるものとする。

【建築物の設計及び工事監理】
第５条の６　建築士法第３条第１項（同条第２項の
規定により適用される場合を含む。以下同じ。）、
第３条の２第１項（同条第２項において準用す
る同法第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。以下同じ。）若しくは第３条の３第
１項（同条第２項において準用する同法第３条
第２項の規定により適用される場合を含む。以
下同じ。）に規定する建築物又は同法第３条の
２第３項（同法第３条の３第２項において読み
替えて準用する場合を含む。以下同じ。）の規
定に基づく条例に規定する建築物の工事は、そ
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れぞれ当該各条に規定する建築士の設計によら
なければ、することができない。

▪建築士法３条�〜３条�の３➡４３７ 

２　建築士法第２条第７項に規定する構造設計図書
による同法第 20 条の２第１項の建築物の工事
は、構造設計一級建築士の構造設計（同法第２
条第７項に規定する構造設計をいう。以下この
項及び次条第３項第二号において同じ。）又は
当該建築物が構造関係規定に適合することを構
造設計一級建築士が確認した構造設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の２➡４５１ 

３　建築士法第２条第７項に規定する設備設計図書
による同法第 20 条の３第１項の建築物の工事
は、設備設計一級建築士の設備設計（同法第２
条第７項に規定する設備設計をいう。以下この
項及び次条第３項第三号において同じ。）又は
当該建築物が設備関係規定に適合することを設
備設計一級建築士が確認した設備設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の３➡４５１ 

４　建築主は、第１項に規定する工事をする場合に
おいては、それぞれ建築士法第３条第１項、第
３条の２第１項若しくは第３条の３第１項に規
定する建築士又は同法第３条の２第３項の規定
に基づく条例に規定する建築士である工事監理
者を定めなければならない。

５　前項の規定に違反した工事は、することができ
ない。

【建築物の建築等に関する申請及び確認】
第６条　建築主は、第一号から第三号までに掲げる
建築物を建築しようとする場合（増築しようと
する場合においては、建築物が増築後において
第一号から第三号までに掲げる規模のものとな
る場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修
繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合
又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする
場合においては、当該工事に着手する前に、そ
の計画が建築基準関係規定（この法律並びにこ
れに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基
準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、
構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基
づく命令及び条例の規定で政令で定めるものを
いう。以下同じ。）に適合するものであること
について、確認の申請書を提出して建築主事の

確認を受け、確認済証の交付を受けなければな
らない。当該確認を受けた建築物の計画の変更
（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）を
して、第一号から第三号までに掲げる建築物を
建築しようとする場合（増築しようとする場合
においては、建築物が増築後において第一号か
ら第三号までに掲げる規模のものとなる場合を
含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しく
は大規模の模様替をしようとする場合又は第四
号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、
同様とする。

▪政令【建築基準関係規定】令９条�➡１３４ 

▪省令【軽微な変更】規則３条�の２第１項➡３１２ 

■関連【建築基準関係規定】バリアフリー法１４条�４項➡５８６� 

■関連【建築基準関係規定】都市緑地法４１条�➡７７８ 

■関連【建築基準関係規定】建築物省エネ法１１条�２項➡８６�１ 

■関連【用途変更に対する準用】法８７条�➡９８ 

■関連【確認等を要しない類似の用途】令１３７条�の１８➡２４６� 

■関連【建築設備への準用】法８７条�の４➡１00 

■関連【確認等を要する建築設備】令１４６�条�➡２５５ 

■関連【工作物への準用】法８８条�➡１0１ 

■関連【工作物の指定】令１３８条�➡２４７ 

■関連【仮設建築物に対する制限の緩和】法８５条�➡９0 

一　別表第１い欄に掲げる用途に供する特殊建築
物で、その用途に供する部分の床面積の合計
が 200㎡を超えるもの

▪別表第１➡１１２ 

二　木造の建築物で３以上の階数を有し、又は延
べ面積が 500㎡、高さが 13 ｍ若しくは軒の
高さが９ｍを超えるもの

三　木造以外の建築物で２以上の階数を有し、又
は延べ面積が 200㎡を超えるもの

四　前３号に掲げる建築物を除くほか、都市計画
区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道
府県知事が都道府県都市計画審議会の意見を
聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観
法（平成16年法律第110号）第 74 条第１項の準景観
地区（市町村長が指定する区域を除く。）内
又は都道府県知事が関係市町村の意見を聴い
てその区域の全部若しくは一部について指定
する区域内における建築物

▪景観法７４条�１項➡７９８ 

２　前項の規定は、防火地域及び準防火地域外にお
いて建築物を増築し、改築し、又は移転しよう
とする場合で、その増築、改築又は移転に係る
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部分の床面積の合計が 10㎡以内であるときに
ついては、適用しない。

３　建築主事は、第１項の申請書が提出された場合
において、その計画が次の各号のいずれかに該
当するときは、当該申請書を受理することがで
きない。
一　建築士法第３条第１項、第３条の２第１項、
第３条の３第１項、第 20 条の２第１項若し
くは第 20 条の３第１項の規定又は同法第３
条の２第３項の規定に基づく条例の規定に違
反するとき。

▪建築士法３条�〜３条�の３➡４３７ 

二　構造設計一級建築士以外の一級建築士が建築
士法第 20 条の２第１項の建築物の構造設計
を行った場合において、当該建築物が構造関
係規定に適合することを構造設計一級建築士
が確認した構造設計によるものでないとき。

▪建築士法２0条�の２➡４５１ 

三　設備設計一級建築士以外の一級建築士が建築
士法第 20 条の３第１項の建築物の設備設計
を行った場合において、当該建築物が設備関
係規定に適合することを設備設計一級建築士
が確認した設備設計によるものでないとき。

▪建築士法２0条�の３➡４５１ 

４　建築主事は、第１項の申請書を受理した場合に
おいては、同項第一号から第三号までに係るも
のにあってはその受理した日から 35 日以内に、
同項第四号に係るものにあってはその受理した
日から７日以内に、申請に係る建築物の計画が
建築基準関係規定に適合するかどうかを審査
し、審査の結果に基づいて建築基準関係規定に
適合することを確認したときは、当該申請者に
確認済証を交付しなければならない。

■関連【消防長等の同意】法９３条�➡１0３ 

５　建築主事は、前項の場合において、申請に係る
建築物の計画が第６条の３第１項の構造計算適
合性判定を要するものであるときは、建築主か
ら同条第７項の適合判定通知書又はその写しの
提出を受けた場合に限り、第１項の規定による
確認をすることができる。

６	 建築主事は、第４項の場合（申請に係る建築物
の計画が第６条の３第１項の特定構造計算基準
（第 20 条第１項第二号イの政令で定める基準に
従った構造計算で同号イに規定する方法による
ものによって確かめられる安全性を有すること

に係る部分に限る。）に適合するかどうかを審
査する場合その他国土交通省令で定める場合に
限る。）において、第４項の期間内に当該申請
者に第１項の確認済証を交付することができな
い合理的な理由があるときは、35 日の範囲内
において、第４項の期間を延長することができ
る。この場合においては、その旨及びその延長
する期間並びにその期間を延長する理由を記載
した通知書を同項の期間内に当該申請者に交付
しなければならない。

▪省令【確認済証等の様式等】規則２条�２項➡３0９ 

７	 建築主事は、第４項の場合において、申請に係
る建築物の計画が建築基準関係規定に適合しな
いことを認めたとき、又は建築基準関係規定に
適合するかどうかを決定することができない正
当な理由があるときは、その旨及びその理由を
記載した通知書を同項の期間（前項の規定によ
り第４項の期間を延長した場合にあっては、当
該延長後の期間）内に当該申請者に交付しなけ
ればならない。

８	 第１項の確認済証の交付を受けた後でなけれ
ば、同項の建築物の建築、大規模の修繕又は大
規模の模様替の工事は、することができない。

９	 第１項の規定による確認の申請書、同項の確認
済証並びに第６項及び第７項の通知書の様式
は、国土交通省令で定める。

▪省令【確認申請書の様式】規則１条�の３➡２６�５ 

▪省令【確認済証等の様式等】規則２条�➡３0８ 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による確認】
第６条の２　前条第１項各号に掲げる建築物の計画
（前条第３項各号のいずれかに該当するものを
除く。）が建築基準関係規定に適合するもので
あることについて、第 77 条の 18 から第 77 条
の 21 までの規定の定めるところにより国土交
通大臣又は都道府県知事が指定した者の確認を
受け、国土交通省令で定めるところにより確認
済証の交付を受けたときは、当該確認は前条第
１項の規定による確認と、当該確認済証は同項
の確認済証とみなす。

 ▪省令【指定確認検査機関の確認済証の様式等】

規則３条�の４➡３１５  

■関連【指定確認検査機関】法７７条�の１８〜３５➡７５ 

２　前項の規定による指定は、２以上の都道府県の
区域において同項の規定による確認の業務を行
おうとする者を指定する場合にあっては国土交

第 6条の 2　●建築基準法
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部分の床面積の合計が 10㎡以内であるときに
ついては、適用しない。

３　建築主事は、第１項の申請書が提出された場合
において、その計画が次の各号のいずれかに該
当するときは、当該申請書を受理することがで
きない。

一　建築士法第３条第１項、第３条の２第１項、
第３条の３第１項、第 20 条の２第１項若し
くは第 20 条の３第１項の規定又は同法第３
条の２第３項の規定に基づく条例の規定に違
反するとき。

▪建築士法３条�〜３条�の３➡４３７ 

二　構造設計一級建築士以外の一級建築士が建築
士法第 20 条の２第１項の建築物の構造設計
を行った場合において、当該建築物が構造関
係規定に適合することを構造設計一級建築士
が確認した構造設計によるものでないとき。

▪建築士法２0条�の２➡４５１ 

三　設備設計一級建築士以外の一級建築士が建築
士法第 20 条の３第１項の建築物の設備設計
を行った場合において、当該建築物が設備関
係規定に適合することを設備設計一級建築士
が確認した設備設計によるものでないとき。

▪建築士法２0条�の３➡４５１ 

４　建築主事は、第１項の申請書を受理した場合に
おいては、同項第一号から第三号までに係るも
のにあってはその受理した日から 35 日以内に、
同項第四号に係るものにあってはその受理した
日から７日以内に、申請に係る建築物の計画が
建築基準関係規定に適合するかどうかを審査
し、審査の結果に基づいて建築基準関係規定に
適合することを確認したときは、当該申請者に
確認済証を交付しなければならない。

■関連【消防長等の同意】法９３条�➡１0３ 

５　建築主事は、前項の場合において、申請に係る
建築物の計画が第６条の３第１項の構造計算適
合性判定を要するものであるときは、建築主か
ら同条第７項の適合判定通知書又はその写しの
提出を受けた場合に限り、第１項の規定による
確認をすることができる。

６	 建築主事は、第４項の場合（申請に係る建築物
の計画が第６条の３第１項の特定構造計算基準
（第 20 条第１項第二号イの政令で定める基準に
従った構造計算で同号イに規定する方法による
ものによって確かめられる安全性を有すること

に係る部分に限る。）に適合するかどうかを審
査する場合その他国土交通省令で定める場合に
限る。）において、第４項の期間内に当該申請
者に第１項の確認済証を交付することができな
い合理的な理由があるときは、35 日の範囲内
において、第４項の期間を延長することができ
る。この場合においては、その旨及びその延長
する期間並びにその期間を延長する理由を記載
した通知書を同項の期間内に当該申請者に交付
しなければならない。

▪省令【確認済証等の様式等】規則２条�２項➡３0９ 

７	 建築主事は、第４項の場合において、申請に係
る建築物の計画が建築基準関係規定に適合しな
いことを認めたとき、又は建築基準関係規定に
適合するかどうかを決定することができない正
当な理由があるときは、その旨及びその理由を
記載した通知書を同項の期間（前項の規定によ
り第４項の期間を延長した場合にあっては、当
該延長後の期間）内に当該申請者に交付しなけ
ればならない。

８	 第１項の確認済証の交付を受けた後でなけれ
ば、同項の建築物の建築、大規模の修繕又は大
規模の模様替の工事は、することができない。

９	 第１項の規定による確認の申請書、同項の確認
済証並びに第６項及び第７項の通知書の様式
は、国土交通省令で定める。

▪省令【確認申請書の様式】規則１条�の３➡２６�５ 

▪省令【確認済証等の様式等】規則２条�➡３0８ 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による確認】
第６条の２　前条第１項各号に掲げる建築物の計画
（前条第３項各号のいずれかに該当するものを
除く。）が建築基準関係規定に適合するもので
あることについて、第 77 条の 18 から第 77 条
の 21 までの規定の定めるところにより国土交
通大臣又は都道府県知事が指定した者の確認を
受け、国土交通省令で定めるところにより確認
済証の交付を受けたときは、当該確認は前条第
１項の規定による確認と、当該確認済証は同項
の確認済証とみなす。

 ▪省令【指定確認検査機関の確認済証の様式等】

規則３条�の４➡３１５  

■関連【指定確認検査機関】法７７条�の１８〜３５➡７５ 

２　前項の規定による指定は、２以上の都道府県の
区域において同項の規定による確認の業務を行
おうとする者を指定する場合にあっては国土交
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通大臣が、一の都道府県の区域において同項の
規定による確認の業務を行おうとする者を指定
する場合にあっては都道府県知事がするものと
する。

３　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
規定による確認の申請を受けた場合において、
申請に係る建築物の計画が次条第１項の構造計
算適合性判定を要するものであるときは、建築
主から同条第７項の適合判定通知書又はその写
しの提出を受けた場合に限り、第１項の規定に
よる確認をすることができる。

４　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
規定による確認の申請を受けた場合において、
申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に
適合しないことを認めたとき、又は建築基準関
係規定に適合するかどうかを決定することがで
きない正当な理由があるときは、国土交通省令
で定めるところにより、その旨及びその理由を
記載した通知書を当該申請者に交付しなければ
ならない。
▪省令【指定確認検査機関の確認済証の様式等】規則３条�の４➡３１５ 

５	 第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
確認済証又は前項の通知書の交付をしたとき
は、国土交通省令で定める期間内に、国土交通
省令で定めるところにより、確認審査報告書を
作成し、当該確認済証又は当該通知書の交付に
係る建築物の計画に関する国土交通省令で定め
る書類を添えて、これを特定行政庁に提出しな
ければならない。

▪省令【確認審査報告書】規則３条�の５➡３１５ 

６	 特定行政庁は、前項の規定による確認審査報告
書の提出を受けた場合において、第１項の確認
済証の交付を受けた建築物の計画が建築基準関
係規定に適合しないと認めるときは、当該建築
物の建築主及び当該確認済証を交付した同項の
規定による指定を受けた者にその旨を通知しな
ければならない。この場合において、当該確認
済証は、その効力を失う。

７	 前項の場合において、特定行政庁は、必要に応
じ、第９条第１項又は第 10 項の命令その他の
措置を講ずるものとする。

【構造計算適合性判定】
第６条の３　建築主は、第６条第１項の場合におい
て、申請に係る建築物の計画が第 20 条第１項
第二号若しくは第三号に定める基準（同項第二

号イ又は第三号イの政令で定める基準に従った
構造計算で、同項第二号イに規定する方法若し
くはプログラムによるもの又は同項第三号イに
規定するプログラムによるものによって確か
められる安全性を有することに係る部分に限
る。以下「特定構造計算基準」という。）又は
第３条第２項（第 86 条の９第１項において準
用する場合を含む。）の規定により第 20 条の規
定の適用を受けない建築物について第 86 条の
７第１項の政令で定める範囲内において増築若
しくは改築をする場合における同項の政令で定
める基準（特定構造計算基準に相当する基準と
して＊１ 政令で定めるものに限る。以下「特定
増改築構造計算基準」という。）に適合するか
どうかの確認審査（第６条第４項に規定する審
査又は前条第１項の規定による確認のための審
査をいう。以下この項において同じ。）を要す
るものであるときは、構造計算適合性判定（当
該建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増
改築構造計算基準に適合するかどうかの判定を
いう。以下同じ。）の申請書を提出して都道府
県知事の構造計算適合性判定を受けなければな
らない。ただし、当該建築物の計画が特定構造
計算基準（第 20 条第１項第二号イの政令で定
める基準に従った構造計算で同号イに規定する
方法によるものによって確かめられる安全性を
有することに係る部分のうち確認審査が比較的
容易にできるものとして＊２ 政令で定めるもの
に限る。）又は特定増改築構造計算基準（確認
審査が比較的容易にできるものとして＊２ 政令
で定めるものに限る。）に適合するかどうかを、
構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を
有する者として国土交通省令で定める要件を備
える者である建築主事が第６条第４項に規定す
る審査をする場合又は前条第１項の規定による
指定を受けた者が当該国土交通省令で定める要
件を備える者である第 77 条の 24 第１項の確認
検査員に前条第１項の規定による確認のための
審査をさせる場合は、この限りでない。

▪＊１ 政令【特定増改築構造計算基準】令９条�の２➡１３５ 

▪＊２ 政令【確認審査が容易な特定構造計算基準及び

特定増改築構造計算基準】令９条�の３➡１３５ 

 ▪省令【構造計算に関する高度の専門知識等を有する者等】

規則３条�の１３➡３１９ 

■関連【指定構造計算適合性判定機関による適判の実施】

建築基準法●　第 6条の 3

〔

〔

〕

〕

〔

〔

〕

〕



18 建築基準法　第１章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

法１８条�の２➡３１ 

２　都道府県知事は、前項の申請書を受理した場合
において、申請に係る建築物の計画が建築基準
関係規定に適合するものであることについて当
該都道府県に置かれた建築主事が第６条第１項
の規定による確認をするときは、当該建築主事
を当該申請に係る構造計算適合性判定に関する
事務に従事させてはならない。

３　都道府県知事は、特別な構造方法の建築物の計
画について第１項の構造計算適合性判定を行う
に当たって必要があると認めるときは、当該構
造方法に係る構造計算に関して専門的な識見を
有する者の意見を聴くものとする。

４　都道府県知事は、第１項の申請書を受理した場
合においては、その受理した日から 14 日以内
に、当該申請に係る構造計算適合性判定の結果
を記載した通知書を当該申請者に交付しなけれ
ばならない。

５　都道府県知事は、前項の場合（申請に係る建築
物の計画が特定構造計算基準（第 20 条第１項
第二号イの政令で定める基準に従った構造計算
で同号イに規定する方法によるものによって確
かめられる安全性を有することに係る部分に限
る。）に適合するかどうかの判定の申請を受け
た場合その他国土交通省令で定める場合に限
る。）において、前項の期間内に当該申請者に
同項の通知書を交付することができない合理的
な理由があるときは、35 日の範囲内において、
同項の期間を延長することができる。この場合
においては、その旨及びその延長する期間並び
にその期間を延長する理由を記載した通知書を
同項の期間内に当該申請者に交付しなければな
らない。

６　都道府県知事は、第４項の場合において、申請
書の記載によっては当該建築物の計画が特定構
造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合
するかどうかを決定することができない正当な
理由があるときは、その旨及びその理由を記載
した通知書を同項の期間（前項の規定により第
４項の期間を延長した場合にあっては、当該延
長後の期間）内に当該申請者に交付しなければ
ならない。

７　建築主は、第４項の規定により同項の通知書の
交付を受けた場合において、当該通知書が適合
判定通知書（当該建築物の計画が特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準に適合するも
のであると判定された旨が記載された通知書を
いう。以下同じ。）であるときは、第６条第１
項又は前条第１項の規定による確認をする建築
主事又は同項の規定による指定を受けた者に、
当該適合判定通知書又はその写しを提出しなけ
ればならない。ただし、当該建築物の計画に係
る第６条第７項又は前条第４項の通知書の交付
を受けた場合は、この限りでない。

８　建築主は、前項の場合において、建築物の計画
が第６条第１項の規定による建築主事の確認に
係るものであるときは、同条第４項の期間（同
条第６項の規定により同条第４項の期間が延長
された場合にあっては、当該延長後の期間）の
末日の３日前までに、前項の適合判定通知書又
はその写しを当該建築主事に提出しなければな
らない。

９　第１項の規定による構造計算適合性判定の申請
書及び第４項から第６項までの通知書の様式
は、国土交通省令で定める。

▪省令【構造計算適合性判定の申請書の様式】

規則３条�の７➡３１６� 

【建築物の建築に関する確認の特例】
第６条の４　第一号若しくは第二号に掲げる建築物
の建築、大規模の修繕若しくは大規模の模様替
又は第三号に掲げる建築物の建築に対する第６
条及び第６条の２の規定の適用については、第
６条第１項中「政令で定めるものをいう。以下
同じ」とあるのは、「政令で定めるものをいい、
建築基準法令の規定のうち政令で定める規定を
除く。以下この条及び次条において同じ」とす
る。

▪政令【確認の特例】令１0条�➡１３５ 

一　第 68 条の 10 第１項の認定を受けた型式（次
号において「認定型式」という。）に適合す
る建築材料を用いる建築物

二　認定型式に適合する建築物の部分を有する建
築物

三　第６条第１項第四号に掲げる建築物で建築士
の設計に係るもの

２　前項の規定により読み替えて適用される第６条
第１項に規定する政令のうち建築基準法令の規
定を定めるものにおいては、建築士の技術水準、
建築物の敷地、構造及び用途その他の事情を勘
案して、建築士及び建築物の区分に応じ、建築

第 6条の 4　●建築基準法
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法１８条�の２➡３１ 

２　都道府県知事は、前項の申請書を受理した場合
において、申請に係る建築物の計画が建築基準
関係規定に適合するものであることについて当
該都道府県に置かれた建築主事が第６条第１項
の規定による確認をするときは、当該建築主事
を当該申請に係る構造計算適合性判定に関する
事務に従事させてはならない。

３　都道府県知事は、特別な構造方法の建築物の計
画について第１項の構造計算適合性判定を行う
に当たって必要があると認めるときは、当該構
造方法に係る構造計算に関して専門的な識見を
有する者の意見を聴くものとする。

４　都道府県知事は、第１項の申請書を受理した場
合においては、その受理した日から 14 日以内
に、当該申請に係る構造計算適合性判定の結果
を記載した通知書を当該申請者に交付しなけれ
ばならない。

５　都道府県知事は、前項の場合（申請に係る建築
物の計画が特定構造計算基準（第 20 条第１項
第二号イの政令で定める基準に従った構造計算
で同号イに規定する方法によるものによって確
かめられる安全性を有することに係る部分に限
る。）に適合するかどうかの判定の申請を受け
た場合その他国土交通省令で定める場合に限
る。）において、前項の期間内に当該申請者に
同項の通知書を交付することができない合理的
な理由があるときは、35 日の範囲内において、
同項の期間を延長することができる。この場合
においては、その旨及びその延長する期間並び
にその期間を延長する理由を記載した通知書を
同項の期間内に当該申請者に交付しなければな
らない。

６　都道府県知事は、第４項の場合において、申請
書の記載によっては当該建築物の計画が特定構
造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合
するかどうかを決定することができない正当な
理由があるときは、その旨及びその理由を記載
した通知書を同項の期間（前項の規定により第
４項の期間を延長した場合にあっては、当該延
長後の期間）内に当該申請者に交付しなければ
ならない。

７　建築主は、第４項の規定により同項の通知書の
交付を受けた場合において、当該通知書が適合
判定通知書（当該建築物の計画が特定構造計算

基準又は特定増改築構造計算基準に適合するも
のであると判定された旨が記載された通知書を
いう。以下同じ。）であるときは、第６条第１
項又は前条第１項の規定による確認をする建築
主事又は同項の規定による指定を受けた者に、
当該適合判定通知書又はその写しを提出しなけ
ればならない。ただし、当該建築物の計画に係
る第６条第７項又は前条第４項の通知書の交付
を受けた場合は、この限りでない。

８　建築主は、前項の場合において、建築物の計画
が第６条第１項の規定による建築主事の確認に
係るものであるときは、同条第４項の期間（同
条第６項の規定により同条第４項の期間が延長
された場合にあっては、当該延長後の期間）の
末日の３日前までに、前項の適合判定通知書又
はその写しを当該建築主事に提出しなければな
らない。

９　第１項の規定による構造計算適合性判定の申請
書及び第４項から第６項までの通知書の様式
は、国土交通省令で定める。

▪省令【構造計算適合性判定の申請書の様式】

規則３条�の７➡３１６� 

【建築物の建築に関する確認の特例】
第６条の４　第一号若しくは第二号に掲げる建築物
の建築、大規模の修繕若しくは大規模の模様替
又は第三号に掲げる建築物の建築に対する第６
条及び第６条の２の規定の適用については、第
６条第１項中「政令で定めるものをいう。以下
同じ」とあるのは、「政令で定めるものをいい、
建築基準法令の規定のうち政令で定める規定を
除く。以下この条及び次条において同じ」とす
る。

▪政令【確認の特例】令１0条�➡１３５ 

一　第 68 条の 10 第１項の認定を受けた型式（次
号において「認定型式」という。）に適合す
る建築材料を用いる建築物

二　認定型式に適合する建築物の部分を有する建
築物

三　第６条第１項第四号に掲げる建築物で建築士
の設計に係るもの

２　前項の規定により読み替えて適用される第６条
第１項に規定する政令のうち建築基準法令の規
定を定めるものにおいては、建築士の技術水準、
建築物の敷地、構造及び用途その他の事情を勘
案して、建築士及び建築物の区分に応じ、建築

第 6条の 4　●建築基準法
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主事の審査を要しないこととしても建築物の安
全上、防火上及び衛生上支障がないと認められ
る規定を定めるものとする。

【建築物に関する完了検査】
第７条　建築主は、第６条第１項の規定による工事
を完了したときは、国土交通省令で定めるとこ
ろにより、建築主事の検査を申請しなければな
らない。

■関連【用途変更の読替え規定】法８７条�➡９８ 

▪省令【完了検査申請書の様式】規則４条�➡３１９ 

２　前項の規定による申請は、第６条第１項の規定
による工事が完了した日から４日以内に建築主
事に到達するように、しなければならない。た
だし、申請をしなかったことについて国土交通
省令で定めるやむを得ない理由があるときは、
この限りでない。

 ▪省令【申請できないやむを得ない理由】

規則４条�の３➡３２0 

３　前項ただし書の場合における検査の申請は、そ
の理由がやんだ日から４日以内に建築主事に到
達するように、しなければならない。

４　建築主事が第１項の規定による申請を受理した
場合においては、建築主事又はその委任を受け
た当該市町村若しくは都道府県の職員（以下こ
の章において「建築主事等」という。）は、そ
の申請を受理した日から７日以内に、当該工事
に係る建築物及びその敷地が建築基準関係規定
に適合しているかどうかを検査しなければなら
ない。

５　建築主事等は、前項の規定による検査をした場
合において、当該建築物及びその敷地が建築基
準関係規定に適合していることを認めたとき
は、国土交通省令で定めるところにより、当該
建築物の建築主に対して検査済証を交付しなけ
ればならない。

▪省令【検査済証の様式】規則４条�の４➡３２0 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による完了検査】
第７条の２　第 77 条の 18 から第 77 条の 21 までの
規定の定めるところにより国土交通大臣又は都
道府県知事が指定した者が、第６条第１項の規
定による工事の完了の日から４日が経過する日
までに、当該工事に係る建築物及びその敷地が
建築基準関係規定に適合しているかどうかの検
査を引き受けた場合において、当該検査の引受
けに係る工事が完了したときについては、前条

第１項から第３項までの規定は、適用しない。
２　前項の規定による指定は、２以上の都道府県の
区域において同項の検査の業務を行おうとする
者を指定する場合にあっては国土交通大臣が、
一の都道府県の区域において同項の検査の業務
を行おうとする者を指定する場合にあっては都
道府県知事がするものとする。

３　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
規定による検査の引受けを行ったときは、国土
交通省令で定めるところにより、その旨を証す
る書面を建築主に交付するとともに、その旨を
建築主事に通知しなければならない。

▪省令【完了検査引受証等の様式】規則４条�の５➡３２0 

４　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
規定による検査の引受けを行ったときは、当該
検査の引受けを行った第６条第１項の規定によ
る工事が完了した日又は当該検査の引受けを
行った日のいずれか遅い日から７日以内に、第
１項の検査をしなければならない。

５　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
検査をした建築物及びその敷地が建築基準関係
規定に適合していることを認めたときは、国土
交通省令で定めるところにより、当該建築物の
建築主に対して検査済証を交付しなければなら
ない。この場合において、当該検査済証は、前
条第５項の検査済証とみなす。

 ▪省令【指定確認検査機関の検査済証の様式】

規則４条�の６➡３２１ 

６　第１項の規定による指定を受けた者は、同項の
検査をしたときは、国土交通省令で定める期間
内に、国土交通省令で定めるところにより、完
了検査報告書を作成し、同項の検査をした建築
物及びその敷地に関する国土交通省令で定める
書類を添えて、これを特定行政庁に提出しなけ
ればならない。

▪省令【完了検査報告書】規則４条�の７➡３２１ 

７　特定行政庁は、前項の規定による完了検査報告
書の提出を受けた場合において、第１項の検査
をした建築物及びその敷地が建築基準関係規定
に適合しないと認めるときは、遅滞なく、第９
条第１項又は第７項の規定による命令その他必
要な措置を講ずるものとする。

【建築物に関する中間検査】
第７条の３　建築主は、第６条第１項の規定による
工事が次の各号のいずれかに該当する工程（以

建築基準法●　第 7条



20 建築基準法　第１章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

下「特定工程」という。）を含む場合において、
当該特定工程に係る工事を終えたときは、その
都度、国土交通省令で定めるところにより、建
築主事の検査を申請しなければならない。

▪省令【中間検査申請書の様式】規則４条�の８➡３２１ 

一　階数が３以上である共同住宅の床及びはりに
鉄筋を配置する工事の工程のうち政令で定め
る工程

▪政令【特定工程】令１１条�➡１３６� 

二　前号に掲げるもののほか、特定行政庁が、そ
の地方の建築物の建築の動向又は工事に関す
る状況その他の事情を勘案して、区域、期間
又は建築物の構造、用途若しくは規模を限っ
て指定する工程

２　前項の規定による申請は、特定工程に係る工事
を終えた日から４日以内に建築主事に到達する
ように、しなければならない。ただし、申請を
しなかったことについて国土交通省令で定める
やむを得ない理由があるときは、この限りでな
い。

 ▪省令【申請できないやむを得ない理由】

規則４条�の３➡３２0 

３　前項ただし書の場合における検査の申請は、そ
の理由がやんだ日から４日以内に建築主事に到
達するように、しなければならない。

４　建築主事が第１項の規定による申請を受理した
場合においては、建築主事等は、その申請を受
理した日から４日以内に、当該申請に係る工事
中の建築物等（建築、大規模の修繕又は大規模
の模様替の工事中の建築物及びその敷地をい
う。以下この章において同じ。）について、検
査前に施工された工事に係る建築物の部分及び
その敷地が建築基準関係規定に適合するかどう
かを検査しなければならない。

５　建築主事等は、前項の規定による検査をした場
合において、工事中の建築物等が建築基準関係
規定に適合することを認めたときは、国土交通
省令で定めるところにより、当該建築主に対し
て当該特定工程に係る中間検査合格証を交付し
なければならない。

▪省令【中間検査合格証の様式】規則４条�の１0➡３２１ 

６　第１項第一号の政令で定める特定工程ごとに政
令で定める当該特定工程後の工程及び特定行政
庁が同項第二号の指定と併せて指定する特定工
程後の工程（第 18 条第 22 項において「特定工

程後の工程」と総称する。）に係る工事は、前
項の規定による当該特定工程に係る中間検査合
格証の交付を受けた後でなければ、これを施工
してはならない。

▪政令【特定工程後の工程】令１２条�➡１３６� 

７　建築主事等又は前条第１項の規定による指定を
受けた者は、第４項の規定による検査において
建築基準関係規定に適合することを認められた
工事中の建築物等について、第７条第４項、前
条第１項、第４項又は次条第１項の規定による
検査をするときは、第４項の規定による検査に
おいて建築基準関係規定に適合することを認め
られた建築物の部分及びその敷地については、
これらの規定による検査をすることを要しな
い。

８　第１項第二号の規定による指定に関して公示そ
の他の必要な事項は、国土交通省令で定める。

▪省令【特定工程の指定に関する事項】規則４条�の１１➡３２２ 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による中間検査】
第７条の４　第６条第１項の規定による工事が特定
工程を含む場合において、第７条の２第１項の
規定による指定を受けた者が当該特定工程に係
る工事を終えた後の工事中の建築物等につい
て、検査前に施工された工事に係る建築物の部
分及びその敷地が建築基準関係規定に適合する
かどうかの検査を当該工事を終えた日から４日
が経過する日までに引き受けたときについて
は、前条第１項から第３項までの規定は、適用
しない。

２　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、前項の規定による検査の引受けを行ったと
きは、国土交通省令で定めるところにより、そ
の旨を証する書面を建築主に交付するととも
に、その旨を建築主事に通知しなければならな
い。

▪省令【中間検査引受証等の様式】規則４条�の１２➡３２２ 

３　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、第１項の検査をした場合において、特定工
程に係る工事中の建築物等が建築基準関係規定
に適合することを認めたときは、国土交通省令
で定めるところにより、当該建築主に対して当
該特定工程に係る中間検査合格証を交付しなけ
ればならない。

 ▪省令【指定確認検査機関の中間検査合格証の様式】

規則４条�の１３➡３２２ 

第 7条の 4　●建築基準法
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下「特定工程」という。）を含む場合において、
当該特定工程に係る工事を終えたときは、その
都度、国土交通省令で定めるところにより、建
築主事の検査を申請しなければならない。

▪省令【中間検査申請書の様式】規則４条�の８➡３２１ 

一　階数が３以上である共同住宅の床及びはりに
鉄筋を配置する工事の工程のうち政令で定め
る工程

▪政令【特定工程】令１１条�➡１３６� 

二　前号に掲げるもののほか、特定行政庁が、そ
の地方の建築物の建築の動向又は工事に関す
る状況その他の事情を勘案して、区域、期間
又は建築物の構造、用途若しくは規模を限っ
て指定する工程

２　前項の規定による申請は、特定工程に係る工事
を終えた日から４日以内に建築主事に到達する
ように、しなければならない。ただし、申請を
しなかったことについて国土交通省令で定める
やむを得ない理由があるときは、この限りでな
い。

 ▪省令【申請できないやむを得ない理由】

規則４条�の３➡３２0 

３　前項ただし書の場合における検査の申請は、そ
の理由がやんだ日から４日以内に建築主事に到
達するように、しなければならない。

４　建築主事が第１項の規定による申請を受理した
場合においては、建築主事等は、その申請を受
理した日から４日以内に、当該申請に係る工事
中の建築物等（建築、大規模の修繕又は大規模
の模様替の工事中の建築物及びその敷地をい
う。以下この章において同じ。）について、検
査前に施工された工事に係る建築物の部分及び
その敷地が建築基準関係規定に適合するかどう
かを検査しなければならない。

５　建築主事等は、前項の規定による検査をした場
合において、工事中の建築物等が建築基準関係
規定に適合することを認めたときは、国土交通
省令で定めるところにより、当該建築主に対し
て当該特定工程に係る中間検査合格証を交付し
なければならない。

▪省令【中間検査合格証の様式】規則４条�の１0➡３２１ 

６　第１項第一号の政令で定める特定工程ごとに政
令で定める当該特定工程後の工程及び特定行政
庁が同項第二号の指定と併せて指定する特定工
程後の工程（第 18 条第 22 項において「特定工

程後の工程」と総称する。）に係る工事は、前
項の規定による当該特定工程に係る中間検査合
格証の交付を受けた後でなければ、これを施工
してはならない。

▪政令【特定工程後の工程】令１２条�➡１３６� 

７　建築主事等又は前条第１項の規定による指定を
受けた者は、第４項の規定による検査において
建築基準関係規定に適合することを認められた
工事中の建築物等について、第７条第４項、前
条第１項、第４項又は次条第１項の規定による
検査をするときは、第４項の規定による検査に
おいて建築基準関係規定に適合することを認め
られた建築物の部分及びその敷地については、
これらの規定による検査をすることを要しな
い。

８　第１項第二号の規定による指定に関して公示そ
の他の必要な事項は、国土交通省令で定める。

▪省令【特定工程の指定に関する事項】規則４条�の１１➡３２２ 

【国土交通大臣等の指定を受けた者による中間検査】
第７条の４　第６条第１項の規定による工事が特定
工程を含む場合において、第７条の２第１項の
規定による指定を受けた者が当該特定工程に係
る工事を終えた後の工事中の建築物等につい
て、検査前に施工された工事に係る建築物の部
分及びその敷地が建築基準関係規定に適合する
かどうかの検査を当該工事を終えた日から４日
が経過する日までに引き受けたときについて
は、前条第１項から第３項までの規定は、適用
しない。

２　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、前項の規定による検査の引受けを行ったと
きは、国土交通省令で定めるところにより、そ
の旨を証する書面を建築主に交付するととも
に、その旨を建築主事に通知しなければならな
い。

▪省令【中間検査引受証等の様式】規則４条�の１２➡３２２ 

３　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、第１項の検査をした場合において、特定工
程に係る工事中の建築物等が建築基準関係規定
に適合することを認めたときは、国土交通省令
で定めるところにより、当該建築主に対して当
該特定工程に係る中間検査合格証を交付しなけ
ればならない。

 ▪省令【指定確認検査機関の中間検査合格証の様式】

規則４条�の１３➡３２２ 
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４　前項の規定により交付された特定工程に係る中
間検査合格証は、それぞれ、当該特定工程に係
る前条第５項の中間検査合格証とみなす。

５　前条第７項の規定の適用については、第３項の
規定により特定工程に係る中間検査合格証が交
付された第１項の検査は、それぞれ、同条第５
項の規定により当該特定工程に係る中間検査合
格証が交付された同条第４項の規定による検査
とみなす。

６　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、第１項の検査をしたときは、国土交通省令
で定める期間内に、国土交通省令で定めるとこ
ろにより、中間検査報告書を作成し、同項の検
査をした工事中の建築物等に関する国土交通省
令で定める書類を添えて、これを特定行政庁に
提出しなければならない。

▪省令【中間検査報告書】規則４条�の１４➡３２２ 

７　特定行政庁は、前項の規定による中間検査報告
書の提出を受けた場合において、第１項の検査
をした工事中の建築物等が建築基準関係規定に
適合しないと認めるときは、遅滞なく、第９条
第１項又は第 10 項の規定による命令その他必
要な措置を講ずるものとする。

【建築物に関する検査の特例】
第７条の５　第６条の４第１項第一号若しくは第二
号に掲げる建築物の建築、大規模の修繕若しく
は大規模の模様替又は同項第三号に掲げる建築
物の建築の工事（同号に掲げる建築物の建築の
工事にあっては、国土交通省令で定めるところ
により建築士である工事監理者によって設計図
書のとおりに実施されたことが確認されたもの
に限る。）に対する第７条から前条までの規定
の適用については、第７条第４項及び第５項中
「建築基準関係規定」とあるのは「前条第１項
の規定により読み替えて適用される第６条第１
項に規定する建築基準関係規定」と、第７条の
２第１項、第５項及び第７項、第７条の３第４
項、第５項及び第７項並びに前条第１項、第３
項及び第７項中「建築基準関係規定」とあるの
は「第６条の４第１項の規定により読み替えて
適用される第６条第１項に規定する建築基準関
係規定」とする。

▪省令【建築物に関する検査の特例】規則４条�の１５➡３２３ 

【検査済証の交付を受けるまでの建築物の使用制限】
第７条の６　第６条第１項第一号から第三号までの

建築物を新築する場合又はこれらの建築物（共
同住宅以外の住宅及び居室を有しない建築物を
除く。）の増築、改築、移転、大規模の修繕若
しくは大規模の模様替の工事で、廊下、階段、
出入口その他の避難施設、消火栓、スプリンク
ラーその他の消火設備、排煙設備、非常用の照
明装置、非常用の昇降機若しくは防火区画で
＊１ 政令で定めるものに関する工事（＊２ 政令で
定める軽易な工事を除く。以下この項、第 18
条第 24 項及び第 90 条の３において「避難施設
等に関する工事」という。）を含むものをする
場合においては、当該建築物の建築主は、第７
条第５項の検査済証の交付を受けた後でなけれ
ば、当該新築に係る建築物又は当該避難施設等
に関する工事に係る建築物若しくは建築物の部
分を使用し、又は使用させてはならない。ただ
し、次の各号のいずれかに該当する場合には、
検査済証の交付を受ける前においても、仮に、
当該建築物又は建築物の部分を使用し、又は使
用させることができる。

▪＊１ 政令【避難施設等の範囲】令１３条�➡１３６� 

▪＊２ 政令【軽易な工事】令１３条�の２➡１３７ 

■関連【安全上の措置等に関する計画届】法９0条�の３➡１0２ 

一　特定行政庁が、安全上、防火上及び避難上支
障がないと認めたとき。

二　建築主事又は第７条の２第１項の規定による
指定を受けた者が、安全上、防火上及び避難
上支障がないものとして国土交通大臣が定め
る基準に適合していることを認めたとき。

三　第７条第１項の規定による申請が受理された
日（第７条の２第１項の規定による指定を受
けた者が同項の規定による検査の引受けを
行った場合にあっては、当該検査の引受けに
係る工事が完了した日又は当該検査の引受け
を行った日のいずれか遅い日）から７日を経
過したとき。

２　前項第一号及び第二号の規定による認定の申請
の手続に関し必要な事項は、国土交通省令で定
める。

▪省令【仮使用の認定の申請等】規則４条�の１６�➡３２３ 

３　第７条の２第１項の規定による指定を受けた者
は、第１項第二号の規定による認定をしたとき
は、国土交通省令で定める期間内に、国土交通
省令で定めるところにより、仮使用認定報告書
を作成し、同号の規定による認定をした建築物
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に関する国土交通省令で定める書類を添えて、
これを特定行政庁に提出しなければならない。

４　特定行政庁は、前項の規定による仮使用認定報
告書の提出を受けた場合において、第１項第二
号の規定による認定を受けた建築物が同号の国
土交通大臣が定める基準に適合しないと認める
ときは、当該建築物の建築主及び当該認定を
行った第７条の２第１項の規定による指定を受
けた者にその旨を通知しなければならない。こ
の場合において、当該認定は、その効力を失う。

【維持保全】
第８条　建築物の所有者、管理者又は占有者は、そ
の建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法
な状態に維持するように努めなければならな
い。

２　次の各号のいずれかに該当する建築物の所有者
又は管理者は、その建築物の敷地、構造及び建
築設備を常時適法な状態に維持するため、必要
に応じ、その建築物の維持保全に関する準則又
は計画を作成し、その他適切な措置を講じなけ
ればならない。ただし、国、都道府県又は建築
主事を置く市町村が所有し、又は管理する建築
物については、この限りでない。
一　特殊建築物で安全上、防火上又は衛生上特に
重要であるものとして政令で定めるもの

▪政令【維持保全に関する準則の作成等を要する建築物】

令１３条�の３第１項➡１３７ 

二　前号の特殊建築物以外の特殊建築物その他政
令で定める建築物で、特定行政庁が指定する
もの
 ▪政令【維持保全に関する準則の作成等を要する建築物】

令１３条�の３第２項➡１３７ 

３　国土交通大臣は、前項各号のいずれかに該当す
る建築物の所有者又は管理者による同項の準則
又は計画の適確な作成に資するため、必要な指
針を定めることができる。

【違反建築物に対する措置】
第９条　特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこ
の法律の規定に基づく許可に付した条件に違反
した建築物又は建築物の敷地については、当該
建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請
負人（請負工事の下請人を含む。）若しくは現
場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地
の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当
該工事の施工の停止を命じ、又は、相当の猶予

期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、
増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その
他これらの規定又は条件に対する違反を是正す
るために必要な措置をとることを命ずることが
できる。

２　特定行政庁は、前項の措置を命じようとする場
合においては、あらかじめ、その措置を命じよ
うとする者に対して、その命じようとする措置
及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期
限を記載した通知書を交付して、その措置を命
じようとする者又はその代理人に意見書及び自
己に有利な証拠を提出する機会を与えなければ
ならない。

３　前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を
受けた日から３日以内に、特定行政庁に対して、
意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を
行うことを請求することができる。

４　特定行政庁は、前項の規定による意見の聴取の
請求があった場合においては、第１項の措置を
命じようとする者又はその代理人の出頭を求め
て、公開による意見の聴取を行わなければなら
ない。

５　特定行政庁は、前項の規定による意見の聴取を
行う場合においては、第１項の規定によって命
じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び
場所を、期日の２日前までに、前項に規定する
者に通知するとともに、これを公告しなければ
ならない。

６　第４項に規定する者は、意見の聴取に際して、
証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提
出することができる。

７　特定行政庁は、緊急の必要がある場合において
は、前５項の規定にかかわらず、これらに定め
る手続によらないで、仮に、使用禁止又は使用
制限の命令をすることができる。

■関連【建築監視員】法９条�の２➡２３ 

８　前項の命令を受けた者は、その命令を受けた日
から３日以内に、特定行政庁に対して公開によ
る意見の聴取を行うことを請求することができ
る。この場合においては、第４項から第６項ま
での規定を準用する。ただし、意見の聴取は、
その請求があった日から５日以内に行わなけれ
ばならない。

９　特定行政庁は、前項の意見の聴取の結果に基づ
いて、第７項の規定によって仮にした命令が不

第 ８条　●建築基準法
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に関する国土交通省令で定める書類を添えて、
これを特定行政庁に提出しなければならない。

４　特定行政庁は、前項の規定による仮使用認定報
告書の提出を受けた場合において、第１項第二
号の規定による認定を受けた建築物が同号の国
土交通大臣が定める基準に適合しないと認める
ときは、当該建築物の建築主及び当該認定を
行った第７条の２第１項の規定による指定を受
けた者にその旨を通知しなければならない。こ
の場合において、当該認定は、その効力を失う。

【維持保全】
第８条　建築物の所有者、管理者又は占有者は、そ
の建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法
な状態に維持するように努めなければならな
い。

２　次の各号のいずれかに該当する建築物の所有者
又は管理者は、その建築物の敷地、構造及び建
築設備を常時適法な状態に維持するため、必要
に応じ、その建築物の維持保全に関する準則又
は計画を作成し、その他適切な措置を講じなけ
ればならない。ただし、国、都道府県又は建築
主事を置く市町村が所有し、又は管理する建築
物については、この限りでない。

一　特殊建築物で安全上、防火上又は衛生上特に
重要であるものとして政令で定めるもの

▪政令【維持保全に関する準則の作成等を要する建築物】

令１３条�の３第１項➡１３７ 

二　前号の特殊建築物以外の特殊建築物その他政
令で定める建築物で、特定行政庁が指定する
もの
 ▪政令【維持保全に関する準則の作成等を要する建築物】

令１３条�の３第２項➡１３７ 

３　国土交通大臣は、前項各号のいずれかに該当す
る建築物の所有者又は管理者による同項の準則
又は計画の適確な作成に資するため、必要な指
針を定めることができる。

【違反建築物に対する措置】
第９条　特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこ
の法律の規定に基づく許可に付した条件に違反
した建築物又は建築物の敷地については、当該
建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請
負人（請負工事の下請人を含む。）若しくは現
場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地
の所有者、管理者若しくは占有者に対して、当
該工事の施工の停止を命じ、又は、相当の猶予

期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、
増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その
他これらの規定又は条件に対する違反を是正す
るために必要な措置をとることを命ずることが
できる。

２　特定行政庁は、前項の措置を命じようとする場
合においては、あらかじめ、その措置を命じよ
うとする者に対して、その命じようとする措置
及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期
限を記載した通知書を交付して、その措置を命
じようとする者又はその代理人に意見書及び自
己に有利な証拠を提出する機会を与えなければ
ならない。

３　前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を
受けた日から３日以内に、特定行政庁に対して、
意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を
行うことを請求することができる。

４　特定行政庁は、前項の規定による意見の聴取の
請求があった場合においては、第１項の措置を
命じようとする者又はその代理人の出頭を求め
て、公開による意見の聴取を行わなければなら
ない。

５　特定行政庁は、前項の規定による意見の聴取を
行う場合においては、第１項の規定によって命
じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び
場所を、期日の２日前までに、前項に規定する
者に通知するとともに、これを公告しなければ
ならない。

６　第４項に規定する者は、意見の聴取に際して、
証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提
出することができる。

７　特定行政庁は、緊急の必要がある場合において
は、前５項の規定にかかわらず、これらに定め
る手続によらないで、仮に、使用禁止又は使用
制限の命令をすることができる。

■関連【建築監視員】法９条�の２➡２３ 

８　前項の命令を受けた者は、その命令を受けた日
から３日以内に、特定行政庁に対して公開によ
る意見の聴取を行うことを請求することができ
る。この場合においては、第４項から第６項ま
での規定を準用する。ただし、意見の聴取は、
その請求があった日から５日以内に行わなけれ
ばならない。

９　特定行政庁は、前項の意見の聴取の結果に基づ
いて、第７項の規定によって仮にした命令が不

第 ８条　●建築基準法
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当でないと認めた場合においては、第１項の命
令をすることができる。意見の聴取の結果、第
７項の規定によって仮にした命令が不当である
と認めた場合においては、直ちに、その命令を
取り消さなければならない。

10	 特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこの法
律の規定に基づく許可に付した条件に違反する
ことが明らかな建築、修繕又は模様替の工事中
の建築物については、緊急の必要があって第２
項から第６項までに定める手続によることがで
きない場合に限り、これらの手続によらないで、
当該建築物の建築主又は当該工事の請負人（請
負工事の下請人を含む。）若しくは現場管理者
に対して、当該工事の施工の停止を命ずること
ができる。この場合において、これらの者が当
該工事の現場にいないときは、当該工事に従事
する者に対して、当該工事に係る作業の停止を
命ずることができる。

■関連【建築監視員】法９条�の２➡２３ 

11	 第１項の規定により必要な措置を命じようとす
る場合において、過失がなくてその措置を命ぜ
られるべき者を確知することができず、かつ、
その違反を放置することが著しく公益に反する
と認められるときは、特定行政庁は、その者の
負担において、その措置を自ら行い、又はその
命じた者若しくは委任した者に行わせることが
できる。この場合においては、相当の期限を定
めて、その措置を行うべき旨及びその期限まで
にその措置を行わないときは、特定行政庁又は
その命じた者若しくは委任した者がその措置を
行うべき旨をあらかじめ公告しなければならな
い。

12	 特定行政庁は、第１項の規定により必要な措置
を命じた場合において、その措置を命ぜられた
者がその措置を履行しないとき、履行しても十
分でないとき、又は履行しても同項の期限まで
に完了する見込みがないときは、行政代執行法
（昭和23年法律第43号）の定めるところに従い、みず
から義務者のなすべき行為をし、又は第三者を
してこれをさせることができる。

13	 特定行政庁は、第１項又は第 10 項の規定によ
る命令をした場合（建築監視員が第 10 項の規
定による命令をした場合を含む。）においては、
標識の設置その他国土交通省令で定める方法に
より、その旨を公示しなければならない。

▪省令【違反建築物の公告の方法】規則４条�の１７➡３２４ 

14	 前項の標識は、第１項又は第 10 項の規定によ
る命令に係る建築物又は建築物の敷地内に設置
することができる。この場合においては、第１
項又は第 10 項の規定による命令に係る建築物
又は建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者
は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはなら
ない。

15	 第１項、第７項又は第 10 項の規定による命令
については、行政手続法（平成５年法律第88号）第３
章（第 12 条及び第 14 条を除く。）の規定は、
適用しない。

【建築監視員】
第９条の２　特定行政庁は、政令で定めるところに
より、当該市町村又は都道府県の職員のうちか
ら建築監視員を命じ、前条第７項及び第 10 項
に規定する特定行政庁の権限を行なわせること
ができる。

▪政令【建築監視員の資格】令１４条�➡１３７ 

【違反建築物の設計者等に対する措置】
第９条の３　特定行政庁は、第９条第１項又は第
10 項の規定による命令をした場合（建築監視
員が同条第 10 項の規定による命令をした場合
を含む。）においては、国土交通省令で定める
ところにより、当該命令に係る建築物の設計者、
工事監理者若しくは工事の請負人（請負工事の
下請人を含む。次項において同じ。）若しくは
当該建築物について宅地建物取引業に係る取引
をした宅地建物取引業者又は当該命令に係る浄
化槽の製造業者の氏名又は名称及び住所その他
国土交通省令で定める事項を、建築士法、建設
業法（昭和24年法律第100号）、浄化槽法（昭和58年法律第
43号）又は宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）の
定めるところによりこれらの者を監督する国土
交通大臣又は都道府県知事に通知しなければな
らない。

▪省令【違反建築物の設計者等の通知】規則４条�の１９➡３２４ 

２　国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の規定
による通知を受けた場合においては、遅滞なく、
当該通知に係る者について、建築士法、建設業
法、浄化槽法又は宅地建物取引業法による免許
又は許可の取消し、業務の停止の処分その他必
要な措置を講ずるものとし、その結果を同項の
規定による通知をした特定行政庁に通知しなけ
ればならない。

建築基準法●　第 ９条の 2
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【保安上危険な建築物等の所有者等に対する指導及
び助言】
第９条の４　特定行政庁は、建築物の敷地、構造又
は建築設備（いずれも第３条第２項の規定によ
り次章の規定又はこれに基づく命令若しくは条
例の規定の適用を受けないものに限る。）につ
いて、損傷、腐食その他の劣化が生じ、そのま
ま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有
害となるおそれがあると認める場合において
は、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者
又は占有者に対して、修繕、防腐措置その他当
該建築物又はその敷地の維持保全に関し必要な
指導及び助言をすることができる。

【著しく保安上危険な建築物等の所有者等に対する
勧告及び命令】
第 10 条　特定行政庁は、第６条第１項第一号に掲
げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、
構造又は建築設備（いずれも第３条第２項の規
定により次章の規定又はこれに基づく命令若し
くは条例の規定の適用を受けないものに限る。）
について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そ
のまま放置すれば著しく保安上危険となり、又
は著しく衛生上有害となるおそれがあると認め
る場合においては、当該建築物又はその敷地の
所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶
予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改
築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限
その他保安上又は衛生上必要な措置をとること
を勧告することができる。

▪政令【勧告の対象となる建築物】令１４条�の２➡１３７ 

２　特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な
理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかっ
た場合において、特に必要があると認めるとき
は、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、
その勧告に係る措置をとることを命ずることが
できる。

３　前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、
建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第
３条第２項の規定により次章の規定又はこれに
基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けな
いものに限る。）が著しく保安上危険であり、
又は著しく衛生上有害であると認める場合にお
いては、当該建築物又はその敷地の所有者、管
理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付
けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、

修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安
上又は衛生上必要な措置をとることを命ずるこ
とができる。

４　第９条第２項から第９項まで及び第 11 項から
第 15 項までの規定は、前２項の場合に準用す
る。

【第３章の規定に適合しない建築物に対する措置】
第 11 条　特定行政庁は、建築物の敷地、構造、建
築設備又は用途（いずれも第３条第２項（第
86 条の９第１項において準用する場合を含
む。）の規定により第３章の規定又はこれに基
づく命令若しくは条例の規定の適用を受けない
ものに限る。）が公益上著しく支障があると認
める場合においては、当該建築物の所在地の市
町村の議会の同意を得た場合に限り、当該建築
物の所有者、管理者又は占有者に対して、相当
の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、
修繕、模様替、使用禁止又は使用制限を命ずる
ことができる。この場合においては、当該建築
物の所在地の市町村は、当該命令に基づく措置
によって通常生ずべき損害を時価によって補償
しなければならない。

２　前項の規定によって補償を受けることができる
者は、その補償金額に不服がある場合において
は、政令の定める手続によって、その決定の通
知を受けた日から１月以内に土地収用法（昭和26
年法律第219号）第 94 条第２項の規定による収用委
員会の裁決を求めることができる。

▪政令【収用委員会の採決の申請手続】令１５条�➡１３７ 

【報告、検査等】
第 12 条　第６条第１項第一号に掲げる建築物で安
全上、防火上又は衛生上特に重要であるものと
して＊１ 政令で定めるもの（国、都道府県及び
建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する
建築物（以下この項及び第３項において「国等
の建築物」という。）を除く。）及び当該＊１ 政
令で定めるもの以外の特定建築物（同号に掲げ
る建築物その他＊２ 政令で定める建築物をいう。
以下この条において同じ。）で特定行政庁が指
定するもの（国等の建築物を除く。）の所有者
（所有者と管理者が異なる場合においては、管
理者。第３項において同じ。）は、これらの建
築物の敷地、構造及び建築設備について、国土
交通省令で定めるところにより、定期に、一級
建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員資
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【保安上危険な建築物等の所有者等に対する指導及
び助言】
第９条の４　特定行政庁は、建築物の敷地、構造又
は建築設備（いずれも第３条第２項の規定によ
り次章の規定又はこれに基づく命令若しくは条
例の規定の適用を受けないものに限る。）につ
いて、損傷、腐食その他の劣化が生じ、そのま
ま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有
害となるおそれがあると認める場合において
は、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者
又は占有者に対して、修繕、防腐措置その他当
該建築物又はその敷地の維持保全に関し必要な
指導及び助言をすることができる。

【著しく保安上危険な建築物等の所有者等に対する
勧告及び命令】
第 10 条　特定行政庁は、第６条第１項第一号に掲
げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、
構造又は建築設備（いずれも第３条第２項の規
定により次章の規定又はこれに基づく命令若し
くは条例の規定の適用を受けないものに限る。）
について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そ
のまま放置すれば著しく保安上危険となり、又
は著しく衛生上有害となるおそれがあると認め
る場合においては、当該建築物又はその敷地の
所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶
予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改
築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限
その他保安上又は衛生上必要な措置をとること
を勧告することができる。

▪政令【勧告の対象となる建築物】令１４条�の２➡１３７ 

２　特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な
理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかっ
た場合において、特に必要があると認めるとき
は、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、
その勧告に係る措置をとることを命ずることが
できる。

３　前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、
建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第
３条第２項の規定により次章の規定又はこれに
基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けな
いものに限る。）が著しく保安上危険であり、
又は著しく衛生上有害であると認める場合にお
いては、当該建築物又はその敷地の所有者、管
理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付
けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、

修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安
上又は衛生上必要な措置をとることを命ずるこ
とができる。

４　第９条第２項から第９項まで及び第 11 項から
第 15 項までの規定は、前２項の場合に準用す
る。

【第３章の規定に適合しない建築物に対する措置】
第 11 条　特定行政庁は、建築物の敷地、構造、建
築設備又は用途（いずれも第３条第２項（第
86 条の９第１項において準用する場合を含
む。）の規定により第３章の規定又はこれに基
づく命令若しくは条例の規定の適用を受けない
ものに限る。）が公益上著しく支障があると認
める場合においては、当該建築物の所在地の市
町村の議会の同意を得た場合に限り、当該建築
物の所有者、管理者又は占有者に対して、相当
の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、
修繕、模様替、使用禁止又は使用制限を命ずる
ことができる。この場合においては、当該建築
物の所在地の市町村は、当該命令に基づく措置
によって通常生ずべき損害を時価によって補償
しなければならない。

２　前項の規定によって補償を受けることができる
者は、その補償金額に不服がある場合において
は、政令の定める手続によって、その決定の通
知を受けた日から１月以内に土地収用法（昭和26
年法律第219号）第 94 条第２項の規定による収用委
員会の裁決を求めることができる。

▪政令【収用委員会の採決の申請手続】令１５条�➡１３７ 

【報告、検査等】
第 12 条　第６条第１項第一号に掲げる建築物で安
全上、防火上又は衛生上特に重要であるものと
して＊１ 政令で定めるもの（国、都道府県及び
建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する
建築物（以下この項及び第３項において「国等
の建築物」という。）を除く。）及び当該＊１ 政
令で定めるもの以外の特定建築物（同号に掲げ
る建築物その他＊２ 政令で定める建築物をいう。
以下この条において同じ。）で特定行政庁が指
定するもの（国等の建築物を除く。）の所有者
（所有者と管理者が異なる場合においては、管
理者。第３項において同じ。）は、これらの建
築物の敷地、構造及び建築設備について、国土
交通省令で定めるところにより、定期に、一級
建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員資
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格者証の交付を受けている者（次項及び次条第
３項において「建築物調査員」という。）にそ
の状況の調査（これらの建築物の敷地及び構造
についての損傷、腐食その他の劣化の状況の点
検を含み、これらの建築物の建築設備及び防火
戸その他の＊３ 政令で定める防火設備（以下「建
築設備等」という。）についての第３項の検査
を除く。）をさせて、その結果を特定行政庁に
報告しなければならない。

▪＊１ 政令【定期報告を要する建築物等】令１６�条�１項➡１３８ 

▪＊２ 政令【定期報告を要する建築物等】令１６�条�２項➡１３８ 

▪＊３ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７５ 

▪省令【建築物の定期報告】規則５条�➡３２４ 

２　国、都道府県又は建築主事を置く市町村が所有
し、又は管理する特定建築物の管理者である国、
都道府県若しくは市町村の機関の長又はその委
任を受けた者（以下この章において「国の機関
の長等」という。）は、当該特定建築物の敷地
及び構造について、国土交通省令で定めるとこ
ろにより、定期に、一級建築士若しくは二級建
築士又は建築物調査員に、損傷、腐食その他の
劣化の状況の点検（当該特定建築物の防火戸そ
の他の前項の政令で定める防火設備についての
第４項の点検を除く。）をさせなければならな
い。ただし、当該特定建築物（第６条第１項第
一号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生
上特に重要であるものとして前項の政令で定め
るもの及び同項の規定により特定行政庁が指定
するものを除く。）のうち特定行政庁が安全上、
防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査
会の同意を得て指定したものについては、この
限りでない。

▪政令【定期報告を要する建築物等】令１６�条�１項➡１３８ 

 ▪省令【国の機関の長等による建築物の点検】

規則５条�の２➡３２５ 

３　特定建築設備等（昇降機及び特定建築物の昇降
機以外の建築設備等をいう。以下この項及び次
項において同じ。）で安全上、防火上又は衛生
上特に重要であるものとして政令で定めるもの
（国等の建築物に設けるものを除く。）及び当該
政令で定めるもの以外の特定建築設備等で特定
行政庁が指定するもの（国等の建築物に設ける
ものを除く。）の所有者は、これらの特定建築
設備等について、国土交通省令で定めるところ
により、定期に、一級建築士若しくは二級建築

士又は建築設備等検査員資格者証の交付を受け
ている者（次項及び第 12 条の３第２項におい
て「建築設備等検査員」という。）に検査（こ
れらの特定建築設備等についての損傷、腐食そ
の他の劣化の状況の点検を含む。）をさせて、
その結果を特定行政庁に報告しなければならな
い。

▪政令【定期報告を要する建築物等】令１６�条�３項➡１３８ 

▪省令【建築設備等の定期報告】規則６条�➡３２５ 

４　国の機関の長等は、国、都道府県又は建築主事
を置く市町村が所有し、又は管理する建築物の
特定建築設備等について、国土交通省令で定め
るところにより、定期に、一級建築士若しくは
二級建築士又は建築設備等検査員に、損傷、腐
食その他の劣化の状況の点検をさせなければな
らない。ただし、当該特定建築設備等（前項の
政令で定めるもの及び同項の規定により特定行
政庁が指定するものを除く。）のうち特定行政
庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認
めて建築審査会の同意を得て指定したものにつ
いては、この限りでない。

▪政令【定期報告を要する建築物等】令１６�条�３項➡１３８  

▪省令【国の機関の長等による建築設備等の点検】

規則６条�の２➡３２６� 

５　特定行政庁、建築主事又は建築監視員は、次に
掲げる者に対して、建築物の敷地、構造、建築
設備若しくは用途、建築材料若しくは建築設備
その他の建築物の部分（以下「建築材料等」と
いう。）の受取若しくは引渡しの状況、建築物
に関する工事の計画若しくは施工の状況又は建
築物の敷地、構造若しくは建築設備に関する調
査（以下「建築物に関する調査」という。）の
状況に関する報告を求めることができる。

一　建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理
者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材
料等を製造した者、工事監理者、工事施工者
又は建築物に関する調査をした者

二　第 77 条の 21 第１項の指定確認検査機関
三　第 77 条の 35 の５第１項の指定構造計算適合
性判定機関

６　特定行政庁又は建築主事にあっては第６条第４
項、第６条の２第６項、第７条第４項、第７条
の３第４項、第９条第１項、第 10 項若しくは
第 13 項、第 10 条第１項から第３項まで、前条
第１項又は第 90 条の２第１項の規定の施行に

建築基準法●　第 12 条
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必要な限度において、建築監視員にあっては第
９条第 10 項の規定の施行に必要な限度におい
て、当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、
管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築
材料等を製造した者、工事監理者、工事施工者
又は建築物に関する調査をした者に対し、帳
簿、書類その他の物件の提出を求めることがで
きる。

７　建築主事又は特定行政庁の命令若しくは建築主
事の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県
の職員にあっては第６条第４項、第６条の２第
６項、第７条第４項、第７条の３第４項、第９
条第１項、第 10 項若しくは第 13 項、第 10 条
第１項から第３項まで、前条第１項又は第 90
条の２第１項の規定の施行に必要な限度におい
て、建築監視員にあっては第９条第 10 項の規
定の施行に必要な限度において、当該建築物、
建築物の敷地、建築材料等を製造した者の工
場、営業所、事務所、倉庫その他の事業場、建
築工事場又は建築物に関する調査をした者の営
業所、事務所その他の事業場に立ち入り、建築
物、建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築
材料等の製造に関係がある物件、設計図書その
他建築物に関する工事に関係がある物件若しく
は建築物に関する調査に関係がある物件を検査
し、若しくは試験し、又は建築物若しくは建築
物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建
築主、設計者、建築材料等を製造した者、工事
監理者、工事施工者若しくは建築物に関する調
査をした者に対し必要な事項について質問する
ことができる。ただし、住居に立ち入る場合に
おいては、あらかじめ、その居住者の承諾を得
なければならない。

８　特定行政庁は、確認その他の建築基準法令の規
定による処分並びに第１項及び第３項の規定に
よる報告に係る建築物の敷地、構造、建築設備
又は用途に関する台帳を整備し、かつ、当該台
帳（当該処分及び当該報告に関する書類で国土
交通省令で定めるものを含む。）を保存しなけ
ればならない。

▪省令【台帳の記載事項等】規則６条�の３第２項➡３２７  

９　前項の台帳の記載事項その他その整備に関し必
要な事項及び当該台帳（同項の国土交通省令で
定める書類を含む。）の保存期間その他その保
存に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。

▪省令【台帳の記載事項等】規則６条�の３➡３２７ 

【建築物調査員資格者証】
第 12 条の２　国土交通大臣は、次の各号のいずれ
かに該当する者に対し、建築物調査員資格者証
を交付する。

一　前条第１項の調査及び同条第２項の点検（次
項第四号及び第３項第三号において「調査等」
という。）に関する講習で国土交通省令で定
めるものの課程を修了した者

▪省令【建築物の種類等】規則６条�の６➡３２９ 

二　前号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び
能力を有すると国土交通大臣が認定した者

２　国土交通大臣は、前項の規定にかかわらず、次
の各号のいずれかに該当する者に対しては、建
築物調査員資格者証の交付を行わないことがで
きる。

一　未成年者
二　建築基準法令の規定により刑に処せられ、そ
の執行を終わり、又はその執行を受けること
がなくなった日から起算して２年を経過しな
い者

三　次項（第二号を除く。）の規定により建築物
調査員資格者証の返納を命ぜられ、その日か
ら起算して１年を経過しない者

四　心身の故障により調査等の業務を適正に行う
ことができない者として国土交通省令で定め
るもの

３　国土交通大臣は、建築物調査員が次の各号のい
ずれかに該当すると認めるときは、その建築物
調査員資格者証の返納を命ずることができる。

一　この法律又はこれに基づく命令の規定に違反
したとき。

二　前項第三号又は第四号のいずれかに該当する
に至ったとき。

三　調査等に関して不誠実な行為をしたとき。
四　偽りその他不正の手段により建築物調査員資
格者証の交付を受けたとき。

４　建築物調査員資格者証の交付の手続その他建築
物調査員資格者証に関し必要な事項は、国土交
通省令で定める。

▪省令【建築物調査資格者の種類】規則６条�の５第１項➡３２８ 

【建築設備等検査員資格者証】
第12条の３　建築設備等検査員資格者証の種類は、
国土交通省令で定める。

▪省令【建築物調査資格者の種類】規則６条�の５第２項➡３２８ 

第 12 条の 2　●建築基準法
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必要な限度において、建築監視員にあっては第
９条第 10 項の規定の施行に必要な限度におい
て、当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、
管理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築
材料等を製造した者、工事監理者、工事施工者
又は建築物に関する調査をした者に対し、帳
簿、書類その他の物件の提出を求めることがで
きる。

７　建築主事又は特定行政庁の命令若しくは建築主
事の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県
の職員にあっては第６条第４項、第６条の２第
６項、第７条第４項、第７条の３第４項、第９
条第１項、第 10 項若しくは第 13 項、第 10 条
第１項から第３項まで、前条第１項又は第 90
条の２第１項の規定の施行に必要な限度におい
て、建築監視員にあっては第９条第 10 項の規
定の施行に必要な限度において、当該建築物、
建築物の敷地、建築材料等を製造した者の工
場、営業所、事務所、倉庫その他の事業場、建
築工事場又は建築物に関する調査をした者の営
業所、事務所その他の事業場に立ち入り、建築
物、建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築
材料等の製造に関係がある物件、設計図書その
他建築物に関する工事に関係がある物件若しく
は建築物に関する調査に関係がある物件を検査
し、若しくは試験し、又は建築物若しくは建築
物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建
築主、設計者、建築材料等を製造した者、工事
監理者、工事施工者若しくは建築物に関する調
査をした者に対し必要な事項について質問する
ことができる。ただし、住居に立ち入る場合に
おいては、あらかじめ、その居住者の承諾を得
なければならない。

８　特定行政庁は、確認その他の建築基準法令の規
定による処分並びに第１項及び第３項の規定に
よる報告に係る建築物の敷地、構造、建築設備
又は用途に関する台帳を整備し、かつ、当該台
帳（当該処分及び当該報告に関する書類で国土
交通省令で定めるものを含む。）を保存しなけ
ればならない。

▪省令【台帳の記載事項等】規則６条�の３第２項➡３２７  

９　前項の台帳の記載事項その他その整備に関し必
要な事項及び当該台帳（同項の国土交通省令で
定める書類を含む。）の保存期間その他その保
存に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。

▪省令【台帳の記載事項等】規則６条�の３➡３２７ 

【建築物調査員資格者証】
第 12 条の２　国土交通大臣は、次の各号のいずれ
かに該当する者に対し、建築物調査員資格者証
を交付する。

一　前条第１項の調査及び同条第２項の点検（次
項第四号及び第３項第三号において「調査等」
という。）に関する講習で国土交通省令で定
めるものの課程を修了した者

▪省令【建築物の種類等】規則６条�の６➡３２９ 

二　前号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び
能力を有すると国土交通大臣が認定した者

２　国土交通大臣は、前項の規定にかかわらず、次
の各号のいずれかに該当する者に対しては、建
築物調査員資格者証の交付を行わないことがで
きる。

一　未成年者
二　建築基準法令の規定により刑に処せられ、そ
の執行を終わり、又はその執行を受けること
がなくなった日から起算して２年を経過しな
い者

三　次項（第二号を除く。）の規定により建築物
調査員資格者証の返納を命ぜられ、その日か
ら起算して１年を経過しない者

四　心身の故障により調査等の業務を適正に行う
ことができない者として国土交通省令で定め
るもの

３　国土交通大臣は、建築物調査員が次の各号のい
ずれかに該当すると認めるときは、その建築物
調査員資格者証の返納を命ずることができる。

一　この法律又はこれに基づく命令の規定に違反
したとき。

二　前項第三号又は第四号のいずれかに該当する
に至ったとき。

三　調査等に関して不誠実な行為をしたとき。
四　偽りその他不正の手段により建築物調査員資
格者証の交付を受けたとき。

４　建築物調査員資格者証の交付の手続その他建築
物調査員資格者証に関し必要な事項は、国土交
通省令で定める。

▪省令【建築物調査資格者の種類】規則６条�の５第１項➡３２８ 

【建築設備等検査員資格者証】
第12条の３　建築設備等検査員資格者証の種類は、
国土交通省令で定める。

▪省令【建築物調査資格者の種類】規則６条�の５第２項➡３２８ 
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２　建築設備等検査員が第 12 条第３項の検査及び
同条第４項の点検（次項第一号において「検査
等」という。）を行うことができる建築設備等
の種類は、前項の建築設備等検査員資格者証の
種類に応じて国土交通省令で定める。

▪省令【建築物等の種類等】規則６条�の６➡３２９ 

３　国土交通大臣は、次の各号のいずれかに該当す
る者に対し、建築設備等検査員資格者証を交付
する。
一　検査等に関する講習で建築設備等検査員資格
者証の種類ごとに国土交通省令で定めるもの
の課程を修了した者

▪省令【建築物等の種類等】規則６条�の６➡３２９ 

二　前号に掲げる者と同等以上の専門的知識及び
能力を有すると国土交通大臣が認定した者

４　前条第２項から第４項までの規定は、建築設備
等検査員資格者証について準用する。この場合
において、同条第２項中「前項」とあるのは「次
条第３項」と、同項第四号及び同条第３項第三
号中「調査等」とあるのは「次条第２項に規定
する検査等」と読み替えるものとする。

【身分証明書の携帯】
第 13 条　建築主事、建築監視員若しくは特定行政
庁の命令若しくは建築主事の委任を受けた当該
市町村若しくは都道府県の職員が第 12 条第７
項の規定によって建築物、建築物の敷地若しく
は建築工事場に立ち入る場合又は建築監視員が
第９条の２（第 90 条第３項において準用する
場合を含む。）の規定による権限を行使する場
合においては、その身分を示す証明書を携帯し、
関係者に提示しなければならない。

２　第 12 条第７項の規定による権限は、犯罪捜査
のために認められたものと解釈してはならな
い。

【都道府県知事又は国土交通大臣の勧告、助言又は
援助】
第 14 条　建築主事を置く市町村の長は、都道府県
知事又は国土交通大臣に、都道府県知事は、国
土交通大臣に、この法律の施行に関し必要な助
言又は援助を求めることができる。

２　国土交通大臣は、特定行政庁に対して、都道府
県知事は、建築主事を置く市町村の長に対して、
この法律の施行に関し必要な勧告、助言若しく
は援助をし、又は必要な参考資料を提供するこ
とができる。

【届出及び統計】
第 15 条　建築主が建築物を建築しようとする場合
又は建築物の除却の工事を施工する者が建築物
を除却しようとする場合においては、これらの
者は、建築主事を経由して、その旨を都道府県
知事に届け出なければならない。ただし、当該
建築物又は当該工事に係る部分の床面積の合計
が 10㎡以内である場合においては、この限り
でない。

２　前項の規定にかかわらず、同項の建築物の建築
又は除却が第一号の耐震改修又は第二号の建替
えに該当する場合における同項の届出は、それ
ぞれ、当該各号に規定する所管行政庁が都道府
県知事であるときは直接当該都道府県知事に対
し、市町村の長であるときは当該市町村の長を
経由して行わなければならない。

一　建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７
年法律第123号）第 17 条第１項の規定により建築
物の耐震改修（増築又は改築に限る。）の計
画の認定を同法第２条第３項の所管行政庁に
申請する場合の当該耐震改修

▪耐震改修法１７条�１項➡６�２６� 

二　密集市街地整備法第４条第１項の規定により
建替計画の認定を同項の所管行政庁に申請す
る場合の当該建替え

▪密集市街地整備法４条�１項➡８４0 

３　市町村の長は、当該市町村の区域内における建
築物が火災、震災、水災、風災その他の災害に
より滅失し、又は損壊した場合においては、都
道府県知事に報告しなければならない。ただし、
当該滅失した建築物又は損壊した建築物の損壊
した部分の床面積の合計が 10㎡以内である場
合においては、この限りでない。

４　都道府県知事は、前３項の規定による届出及び
報告に基づき、建築統計を作成し、これを国土
交通大臣に送付し、かつ、関係書類を国土交通
省令で定める期間保存しなければならない。

５　前各項の規定による届出、報告並びに建築統計
の作成及び送付の手続は、国土交通省令で定め
る。

▪省令【建築工事届及び建築物除却届】規則８条�➡３３４ 

【報告、検査等】
第 15 条の２　国土交通大臣は、第１条の目的を達
成するため特に必要があると認めるときは、建
築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若

建築基準法●　第 13 条
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しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を
製造した者、工事監理者、工事施工者、建築物
に関する調査をした者若しくは第 68 条の 10 第
１項の型式適合認定、第 68 条の 25 第１項の構
造方法等の認定若しくは第 68 条の 26 の特殊構
造方法等認定（以下この項において「型式適合
認定等」という。）を受けた者に対し、建築物
の敷地、構造、建築設備若しくは用途、建築材
料等の受取若しくは引渡しの状況、建築物に関
する工事の計画若しくは施工の状況若しくは建
築物に関する調査の状況に関する報告若しくは
帳簿、書類その他の物件の提出を求め、又はそ
の職員に、建築物、建築物の敷地、建築材料等
を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫そ
の他の事業場、建築工事場、建築物に関する調
査をした者の営業所、事務所その他の事業場若
しくは型式適合認定等を受けた者の事務所その
他の事業場に立ち入り、建築物、建築物の敷地、
建築設備、建築材料、建築材料等の製造に関係
がある物件、設計図書その他建築物に関する工
事に関係がある物件、建築物に関する調査に関
係がある物件若しくは型式適合認定等に関係が
ある物件を検査させ、若しくは試験させ、若し
くは建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管
理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材
料等を製造した者、工事監理者、工事施工者、
建築物に関する調査をした者若しくは型式適合
認定等を受けた者に対し必要な事項について質
問させることができる。ただし、住居に立ち入
る場合においては、あらかじめ、その居住者の
承諾を得なければならない。

２　前項の規定により立入検査をする職員は、その
身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな
ければならない。

３　第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために
認められたものと解釈してはならない。

【国土交通大臣又は都道府県知事への報告】
第 16 条　国土交通大臣は、特定行政庁に対して、
都道府県知事は、建築主事を置く市町村の長に
対して、この法律の施行に関して必要な報告又
は統計の資料の提出を求めることができる。

【特定行政庁等に対する指示等】
第 17 条　国土交通大臣は、都道府県若しくは市町
村の建築主事の処分がこの法律若しくはこれに
基づく命令の規定に違反し、又は都道府県若し

くは市町村の建築主事がこれらの規定に基づく
処分を怠っている場合において、国の利害に重
大な関係がある建築物に関し必要があると認め
るときは、当該都道府県知事又は市町村の長に
対して、期限を定めて、都道府県又は市町村の
建築主事に対し必要な措置を命ずべきことを指
示することができる。

２　国土交通大臣は、都道府県の建築主事の処分が
この法律若しくはこれに基づく命令の規定に違
反し、又は都道府県の建築主事がこれらの規定
に基づく処分を怠っている場合において、これ
らにより多数の者の生命又は身体に重大な危害
が発生するおそれがあると認めるときは、当該
都道府県知事に対して、期限を定めて、都道府
県の建築主事に対し必要な措置を命ずべきこと
を指示することができる。

３　都道府県知事は、市町村の建築主事の処分がこ
の法律若しくはこれに基づく命令の規定に違反
し、又は市町村の建築主事がこれらの規定に基
づく処分を怠っている場合において、これらに
より多数の者の生命又は身体に重大な危害が発
生するおそれがあると認めるときは、当該市町
村の長に対して、期限を定めて、市町村の建築
主事に対し必要な措置を命ずべきことを指示す
ることができる。

４　国土交通大臣は、前項の場合において都道府県
知事がそのすべき指示をしないときは、自ら同
項の指示をすることができる。

５　都道府県知事又は市町村の長は、正当な理由が
ない限り、前各項の規定により国土交通大臣又
は都道府県知事が行った指示に従わなければな
らない。

６　都道府県又は市町村の建築主事は、正当な理由
がない限り、第１項から第４項までの規定によ
る指示に基づく都道府県知事又は市町村の長の
命令に従わなければならない。

７　国土交通大臣は、都道府県知事若しくは市町村
の長が正当な理由がなく、所定の期限までに、
第１項の規定による指示に従わない場合又は都
道府県若しくは市町村の建築主事が正当な理由
がなく、所定の期限までに、第１項の規定によ
る国土交通大臣の指示に基づく都道府県知事若
しくは市町村の長の命令に従わない場合におい
ては、正当な理由がないことについて社会資本
整備審議会の確認を得た上で、自ら当該指示に

第 16 条　●建築基準法
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しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を
製造した者、工事監理者、工事施工者、建築物
に関する調査をした者若しくは第 68 条の 10 第
１項の型式適合認定、第 68 条の 25 第１項の構
造方法等の認定若しくは第 68 条の 26 の特殊構
造方法等認定（以下この項において「型式適合
認定等」という。）を受けた者に対し、建築物
の敷地、構造、建築設備若しくは用途、建築材
料等の受取若しくは引渡しの状況、建築物に関
する工事の計画若しくは施工の状況若しくは建
築物に関する調査の状況に関する報告若しくは
帳簿、書類その他の物件の提出を求め、又はそ
の職員に、建築物、建築物の敷地、建築材料等
を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫そ
の他の事業場、建築工事場、建築物に関する調
査をした者の営業所、事務所その他の事業場若
しくは型式適合認定等を受けた者の事務所その
他の事業場に立ち入り、建築物、建築物の敷地、
建築設備、建築材料、建築材料等の製造に関係
がある物件、設計図書その他建築物に関する工
事に関係がある物件、建築物に関する調査に関
係がある物件若しくは型式適合認定等に関係が
ある物件を検査させ、若しくは試験させ、若し
くは建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管
理者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材
料等を製造した者、工事監理者、工事施工者、
建築物に関する調査をした者若しくは型式適合
認定等を受けた者に対し必要な事項について質
問させることができる。ただし、住居に立ち入
る場合においては、あらかじめ、その居住者の
承諾を得なければならない。

２　前項の規定により立入検査をする職員は、その
身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな
ければならない。

３　第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために
認められたものと解釈してはならない。

【国土交通大臣又は都道府県知事への報告】
第 16 条　国土交通大臣は、特定行政庁に対して、
都道府県知事は、建築主事を置く市町村の長に
対して、この法律の施行に関して必要な報告又
は統計の資料の提出を求めることができる。

【特定行政庁等に対する指示等】
第 17 条　国土交通大臣は、都道府県若しくは市町
村の建築主事の処分がこの法律若しくはこれに
基づく命令の規定に違反し、又は都道府県若し

くは市町村の建築主事がこれらの規定に基づく
処分を怠っている場合において、国の利害に重
大な関係がある建築物に関し必要があると認め
るときは、当該都道府県知事又は市町村の長に
対して、期限を定めて、都道府県又は市町村の
建築主事に対し必要な措置を命ずべきことを指
示することができる。

２　国土交通大臣は、都道府県の建築主事の処分が
この法律若しくはこれに基づく命令の規定に違
反し、又は都道府県の建築主事がこれらの規定
に基づく処分を怠っている場合において、これ
らにより多数の者の生命又は身体に重大な危害
が発生するおそれがあると認めるときは、当該
都道府県知事に対して、期限を定めて、都道府
県の建築主事に対し必要な措置を命ずべきこと
を指示することができる。

３　都道府県知事は、市町村の建築主事の処分がこ
の法律若しくはこれに基づく命令の規定に違反
し、又は市町村の建築主事がこれらの規定に基
づく処分を怠っている場合において、これらに
より多数の者の生命又は身体に重大な危害が発
生するおそれがあると認めるときは、当該市町
村の長に対して、期限を定めて、市町村の建築
主事に対し必要な措置を命ずべきことを指示す
ることができる。

４　国土交通大臣は、前項の場合において都道府県
知事がそのすべき指示をしないときは、自ら同
項の指示をすることができる。

５　都道府県知事又は市町村の長は、正当な理由が
ない限り、前各項の規定により国土交通大臣又
は都道府県知事が行った指示に従わなければな
らない。

６　都道府県又は市町村の建築主事は、正当な理由
がない限り、第１項から第４項までの規定によ
る指示に基づく都道府県知事又は市町村の長の
命令に従わなければならない。

７　国土交通大臣は、都道府県知事若しくは市町村
の長が正当な理由がなく、所定の期限までに、
第１項の規定による指示に従わない場合又は都
道府県若しくは市町村の建築主事が正当な理由
がなく、所定の期限までに、第１項の規定によ
る国土交通大臣の指示に基づく都道府県知事若
しくは市町村の長の命令に従わない場合におい
ては、正当な理由がないことについて社会資本
整備審議会の確認を得た上で、自ら当該指示に
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係る必要な措置をとることができる。
８　国土交通大臣は、都道府県知事若しくは市町村
の長がこの法律若しくはこれに基づく命令の規
定に違反し、又はこれらの規定に基づく処分を
怠っている場合において、国の利害に重大な関
係がある建築物に関し必要があると認めるとき
は、当該都道府県知事又は市町村の長に対して、
期限を定めて、必要な措置をとるべきことを指
示することができる。

９　国土交通大臣は、都道府県知事がこの法律若し
くはこれに基づく命令の規定に違反し、又はこ
れらの規定に基づく処分を怠っている場合にお
いて、これらにより多数の者の生命又は身体に
重大な危害が発生するおそれがあると認めると
きは、当該都道府県知事に対して、期限を定め
て、必要な措置をとるべきことを指示すること
ができる。

10	 都道府県知事は、市町村の長がこの法律若しく
はこれに基づく命令の規定に違反し、又はこれ
らの規定に基づく処分を怠っている場合におい
て、これらにより多数の者の生命又は身体に重
大な危害が発生するおそれがあると認めるとき
は、当該市町村の長に対して、期限を定めて、
必要な措置をとるべきことを指示することがで
きる。

11	 第４項及び第５項の規定は、前３項の場合につ
いて準用する。この場合において、第５項中「前
各項」とあるのは、「第８項から第 10 項まで又
は第 11 項において準用する第４項」と読み替
えるものとする。

12	 国土交通大臣は、都道府県知事又は市町村の長
が正当な理由がなく、所定の期限までに、第８
項の規定による指示に従わない場合において
は、正当な理由がないことについて社会資本整
備審議会の確認を得た上で、自ら当該指示に係
る必要な措置をとることができる。

【国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物
に対する確認、検査又は是正措置に関する手続の
特例】
第 18 条　国、都道府県又は建築主事を置く市町村
の建築物及び建築物の敷地については、第６条
から第７条の６まで、第９条から第９条の３ま
で、第 10 条及び第 90 条の２の規定は、適用し
ない。この場合においては、次項から第 25 項
までの規定に定めるところによる。

２　第６条第１項の規定によって建築し、又は大規
模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとす
る建築物の建築主が国、都道府県又は建築主事
を置く市町村である場合においては、当該国の
機関の長等は、当該工事に着手する前に、その
計画を建築主事に通知しなければならない。た
だし、防火地域及び準防火地域外において建築
物を増築し、改築し、又は移転しようとする場
合（当該増築、改築又は移転に係る部分の床面
積の合計が 10㎡以内である場合に限る。）にお
いては、この限りでない。

３　建築主事は、前項の通知を受けた場合において
は、第６条第４項に定める期間内に、当該通知
に係る建築物の計画が建築基準関係規定（第６
条の４第１項第一号若しくは第二号に掲げる建
築物の建築、大規模の修繕若しくは大規模の模
様替又は同項第三号に掲げる建築物の建築につ
いて通知を受けた場合にあっては、同項の規定
により読み替えて適用される第６条第１項に規
定する建築基準関係規定。以下この項及び第
14 項において同じ。）に適合するかどうかを審
査し、審査の結果に基づいて、建築基準関係規
定に適合することを認めたときは、当該通知を
した国の機関の長等に対して確認済証を交付し
なければならない。

４　国の機関の長等は、第２項の場合において、同
項の通知に係る建築物の計画が特定構造計算基
準又は特定増改築構造計算基準に適合するかど
うかの前項に規定する審査を要するものである
ときは、当該建築物の計画を都道府県知事に通
知し、構造計算適合性判定を求めなければなら
ない。ただし、当該建築物の計画が特定構造計
算基準（第 20 条第１項第二号イの政令で定め
る基準に従った構造計算で同号イに規定する方
法によるものによって確かめられる安全性を有
することに係る部分のうち前項に規定する審査
が比較的容易にできるものとして政令で定める
ものに限る。）又は特定増改築構造計算基準（同
項に規定する審査が比較的容易にできるものと
して政令で定めるものに限る。）に適合するか
どうかを第６条の３第１項ただし書の国土交通
省令で定める要件を備える者である建築主事が
前項に規定する審査をする場合は、この限りで
ない。

５　都道府県知事は、前項の通知を受けた場合にお

建築基準法●　第 1８ 条
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【委員の欠格条項】
第 80 条　次の各号のいずれかに該当する者は、委
員となることができない。
一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
二　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わる
まで又はその執行を受けることがなくなるま
での者

【委員の解任】
第 80 条の２　市町村長又は都道府県知事は、それ
ぞれその任命に係る委員が前条各号のいずれか
に該当するに至った場合においては、その委員
を解任しなければならない。

２� 市町村長又は都道府県知事は、それぞれその任
命に係る委員が次の各号のいずれかに該当する
場合においては、その委員を解任することがで
きる。
一　心身の故障のため職務の執行に堪えないと認
められる場合

二　職務上の義務違反その他委員たるに適しない
非行があると認められる場合

【会長】
第 81 条　建築審査会に会長を置く。会長は、委員
が互選する。

２� 会長は、会務を総理し、建築審査会を代表する。
３� 会長に事故があるときは、委員のうちからあら
かじめ互選された者が、その職務を代理する。

【委員の除斥】
第 82 条　委員は、自己又は３親等以内の親族の利
害に関係のある事件については、この法律に規
定する同意又は第 94 条第１項前段の審査請求
に対する裁決に関する議事に加わることができ
ない。

【条例への委任】
第 83 条　この章に規定するものを除くほか、建築
審査会の組織、議事並びに委員の任期、報酬及
び費用弁償その他建築審査会に関して必要な事
項は、条例で定める。この場合において、委員
の任期については、国土交通省令で定める基準
を参酌するものとする。

第６章　雑則

【被災市街地における建築制限】
第 84 条　特定行政庁は、市街地に災害のあった場

合において都市計画又は土地区画整理法による
土地区画整理事業のため必要があると認めると
きは、区域を指定し、災害が発生した日から１
月以内の期間を限り、その区域内における建築
物の建築を制限し、又は禁止することができる。

２� 特定行政庁は、更に１月を超えない範囲内にお
いて前項の期間を延長することができる。

【簡易な構造の建築物に対する制限の緩和】
第 84 条の２　壁を有しない自動車車庫、屋根を帆

布としたスポーツの練習場その他の＊1 政令で
指定する簡易な構造の建築物又は建築物の部分
で、＊2 政令で定める基準に適合するものにつ
いては、第 22 条から第 26 条まで、第 27 条第
１項及び第３項、第 35 条の２、第 61 条、第
62 条並びに第 67 条第１項の規定は、適用しな
い。

▪＊1 政令【簡易な構造の建築物の指定】令136条の９➡240 

▪＊2 政令【簡易な構造の建築物の基準】令136条の10➡240 

【仮設建築物に対する制限の緩和】
第 85 条　非常災害があった場合において、非常災
害区域等（非常災害が発生した区域又はこれに
隣接する区域で特定行政庁が指定するものをい
う。第 87 条の３第１項において同じ。）内にお
いては、災害により破損した建築物の応急の修
繕又は次の各号のいずれかに該当する応急仮設
建築物の建築でその災害が発生した日から１月
以内にその工事に着手するものについては、建
築基準法令の規定は、適用しない。ただし、防
火地域内に建築する場合については、この限り
でない。

一　国、地方公共団体又は日本赤十字社が災害救
助のために建築するもの

二　被災者が自ら使用するために建築するもので
延べ面積が 30㎡以内のもの

■関連【一時的用途変更の緩和】法87条の３➡99 

２� 災害があった場合において建築する停車場、官
公署その他これらに類する公益上必要な用途に
供する応急仮設建築物又は工事を施工するため
に現場に設ける事務所、下小屋、材料置場その
他これらに類する仮設建築物については、第６
条から第７条の６まで、第 12 条第１項から第
４項まで、第 15 条、第 18 条（第 25 項を除く。）、
第 19 条、第 21 条から第 23 条まで、第 26 条、
第 31 条、第 33 条、第 34 条第２項、第 35 条、
第 36 条（第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 31 条、
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【委員の欠格条項】
第 80 条　次の各号のいずれかに該当する者は、委
員となることができない。

一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
二　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わる
まで又はその執行を受けることがなくなるま
での者

【委員の解任】
第 80 条の２　市町村長又は都道府県知事は、それ
ぞれその任命に係る委員が前条各号のいずれか
に該当するに至った場合においては、その委員
を解任しなければならない。

２� 市町村長又は都道府県知事は、それぞれその任
命に係る委員が次の各号のいずれかに該当する
場合においては、その委員を解任することがで
きる。

一　心身の故障のため職務の執行に堪えないと認
められる場合

二　職務上の義務違反その他委員たるに適しない
非行があると認められる場合

【会長】
第 81 条　建築審査会に会長を置く。会長は、委員
が互選する。

２� 会長は、会務を総理し、建築審査会を代表する。
３� 会長に事故があるときは、委員のうちからあら
かじめ互選された者が、その職務を代理する。

【委員の除斥】
第 82 条　委員は、自己又は３親等以内の親族の利
害に関係のある事件については、この法律に規
定する同意又は第 94 条第１項前段の審査請求
に対する裁決に関する議事に加わることができ
ない。

【条例への委任】
第 83 条　この章に規定するものを除くほか、建築
審査会の組織、議事並びに委員の任期、報酬及
び費用弁償その他建築審査会に関して必要な事
項は、条例で定める。この場合において、委員
の任期については、国土交通省令で定める基準
を参酌するものとする。

第６章　雑則

【被災市街地における建築制限】
第 84 条　特定行政庁は、市街地に災害のあった場

合において都市計画又は土地区画整理法による
土地区画整理事業のため必要があると認めると
きは、区域を指定し、災害が発生した日から１
月以内の期間を限り、その区域内における建築
物の建築を制限し、又は禁止することができる。

２� 特定行政庁は、更に１月を超えない範囲内にお
いて前項の期間を延長することができる。

【簡易な構造の建築物に対する制限の緩和】
第 84 条の２　壁を有しない自動車車庫、屋根を帆

布としたスポーツの練習場その他の＊1 政令で
指定する簡易な構造の建築物又は建築物の部分
で、＊2 政令で定める基準に適合するものにつ
いては、第 22 条から第 26 条まで、第 27 条第
１項及び第３項、第 35 条の２、第 61 条、第
62 条並びに第 67 条第１項の規定は、適用しな
い。

▪＊1 政令【簡易な構造の建築物の指定】令136条の９➡240 

▪＊2 政令【簡易な構造の建築物の基準】令136条の10➡240 

【仮設建築物に対する制限の緩和】
第 85 条　非常災害があった場合において、非常災
害区域等（非常災害が発生した区域又はこれに
隣接する区域で特定行政庁が指定するものをい
う。第 87 条の３第１項において同じ。）内にお
いては、災害により破損した建築物の応急の修
繕又は次の各号のいずれかに該当する応急仮設
建築物の建築でその災害が発生した日から１月
以内にその工事に着手するものについては、建
築基準法令の規定は、適用しない。ただし、防
火地域内に建築する場合については、この限り
でない。

一　国、地方公共団体又は日本赤十字社が災害救
助のために建築するもの

二　被災者が自ら使用するために建築するもので
延べ面積が 30㎡以内のもの

■関連【一時的用途変更の緩和】法87条の３➡99 

２� 災害があった場合において建築する停車場、官
公署その他これらに類する公益上必要な用途に
供する応急仮設建築物又は工事を施工するため
に現場に設ける事務所、下小屋、材料置場その
他これらに類する仮設建築物については、第６
条から第７条の６まで、第 12 条第１項から第
４項まで、第 15 条、第 18 条（第 25 項を除く。）、
第 19 条、第 21 条から第 23 条まで、第 26 条、
第 31 条、第 33 条、第 34 条第２項、第 35 条、
第 36 条（第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 31 条、
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第 33 条、第 34 条第２項及び第 35 条に係る部
分に限る。）、第 37 条、第 39 条及び第 40 条の
規定並びに第３章の規定は、適用しない。ただ
し、防火地域又は準防火地域内にある延べ面積
が 50㎡を超えるものについては、第 62 条の規
定の適用があるものとする。

■関連【屋根】法62条➡57 

３� 前２項の応急仮設建築物を建築した者は、その
建築工事を完了した後３月を超えて当該建築物
を存続させようとする場合においては、その超
えることとなる日前に、特定行政庁の許可を受
けなければならない。ただし、当該許可の申請
をした場合において、その超えることとなる日
前に当該申請に対する処分がされないときは、
当該処分がされるまでの間は、なお当該建築物
を存続させることができる。

４� 特定行政庁は、前項の許可の申請があった場合
において、安全上、防火上及び衛生上支障がな
いと認めるときは、２年以内の期間を限って、
その許可をすることができる。

５� 特定行政庁は、被災者の需要に応ずるに足りる
適当な建築物が不足することその他の理由によ
り前項に規定する期間を超えて使用する特別の
必要がある応急仮設建築物について、安全上、
防火上及び衛生上支障がなく、かつ、公益上や
むを得ないと認める場合においては、同項の規
定にかかわらず、更に１年を超えない範囲内に
おいて同項の規定による許可の期間を延長する
ことができる。被災者の需要に応ずるに足りる
適当な建築物が不足することその他の理由によ
り当該延長に係る期間を超えて使用する特別の
必要がある応急仮設建築物についても、同様と
する。

６� 特定行政庁は、仮設興行場、博覧会建築物、仮
設店舗その他これらに類する仮設建築物（次項
及び第 101 条第１項第十号において「仮設興行
場等」という。）について安全上、防火上及び
衛生上支障がないと認める場合においては、１
年以内の期間（建築物の工事を施工するためそ
の工事期間中当該従前の建築物に代えて必要と
なる仮設店舗その他の仮設建築物については、
特定行政庁が当該工事の施工上必要と認める期
間）を定めてその建築を許可することができ
る。この場合においては、第 12 条第１項から
第４項まで、第 21 条から第 27 条まで、第 31 条、

第 34 条第２項、第 35 条の２、第 35 条の３及
び第 37 条の規定並びに第３章の規定は、適用
しない。

■関連【仮設建築物等に対する制限の緩和】

令147条１項➡256 

７� 特定行政庁は、国際的な規模の会議又は競技会
の用に供することその他の理由により１年を超
えて使用する特別の必要がある仮設興行場等に
ついて、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、
かつ、公益上やむを得ないと認める場合におい
ては、前項の規定にかかわらず、当該仮設興行
場等の使用上必要と認める期間を定めてその建
築を許可することができる。この場合において
は、同項後段の規定を準用する。

８� 特定行政庁は、第５項の規定により許可の期間
を延長する場合又は前項の規定による許可をす
る場合においては、あらかじめ、建築審査会の
同意を得なければならない。ただし、官公署、
病院、学校その他の公益上特に必要なものとし
て国土交通省令で定める用途に供する応急仮設
建築物について第５項の規定により許可の期間
を延長する場合は、この限りでない。

▪省令【公益上特に必要な用途】

規則10条の15の８➡349 

【景観重要建造物である建築物に対する制限の緩和】
第 85 条の２　景観法第 19 条第１項の規定により
景観重要建造物として指定された建築物のう
ち、良好な景観の保全のためその位置又は構造
をその状態において保存すべきものについて
は、市町村は、同法第 22 条及び第 25 条の規定
の施行のため必要と認める場合においては、国
土交通大臣の承認を得て、条例で、第 21 条か
ら第 25 条まで、第 28 条、第 43 条、第 44 条、
第 47 条、第 52 条、第 53 条、第 54 条から第
56 条の２まで、第 58 条、第 61 条、第 62 条、
第 67 条第１項及び第５項から第７項まで並び
に第 68 条第１項及び第２項の規定の全部若し
くは一部を適用せず、又はこれらの規定による
制限を緩和することができる。
■関連【景観重要建造物の指定】景観法19条１項➡795 

【伝統的建造物群保存地区内の制限の緩和】
第 85 条の３　文化財保護法第 143 条第１項又は第
２項の伝統的建造物群保存地区内においては、
市町村は、同条第１項後段（同条第２項後段
において準用する場合を含む。）の条例におい

建築基準法●　第 85 条の 2
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べきことを命ずることができる。
６	 特定行政庁は、認定建築主が前項の命令に違反
したときは、第１項又は第３項の認定を取り消
すことができる。

【公共事業の施行等による敷地面積の減少について
の第３条等の規定の準用】
第 86 条の９　第３条第２項及び第３項（第一号及
び第二号を除く。）の規定は、次に掲げる事業
の施行の際現に存する建築物若しくはその敷地
又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の
建築物若しくはその敷地が、当該事業の施行に
よるこれらの建築物の敷地面積の減少により、
この法律若しくはこれに基づく命令若しくは条
例の規定に適合しないこととなった場合又はこ
れらの規定に適合しない部分を有するに至った
場合について準用する。この場合において、同
項第三号中「この法律又はこれに基づく命令若
しくは条例の規定の施行又は適用」とあるのは、
「第 86 条の９第１項各号に掲げる事業の施行に
よる建築物の敷地面積の減少」と読み替えるも
のとする。
一　土地収用法第３条各号に掲げるものに関する
事業若しくは都市計画法の規定により土地を
収用し、若しくは使用することができる都市
計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法
第 16 条に規定する関連事業

二　その他前号の事業に準ずる事業で政令で定め
るもの
▪政令【敷地面積の減少について法３条等を準用する事業】

令１３７条�の１７➡２４６� 

２	 第 53 条の２第３項（第 57 条の５第３項、第
67 条第４項及び第 68 条第４項において準用す
る場合を含む。以下この項において同じ。）の
規定は、前項各号に掲げる事業の施行による面
積の減少により、当該事業の施行の際現に建築
物の敷地として使用されている土地で第 53 条
の２第１項（第 57 条の５第３項において準用
する場合を含む。）、第 67 条第３項若しくは第
68 条第３項の規定に適合しなくなるもの又は
当該事業の施行の際現に存する所有権その他の
権利に基づいて建築物の敷地として使用するな
らばこれらの規定に適合しないこととなる土地
について準用する。この場合において、第 53
条の２第３項中「同項の規定は」とあるのは「第
１項、第 67 条第３項又は第 68 条第３項の規定

は」と、同項第一号中「第１項の都市計画にお
ける建築物の敷地面積の最低限度が変更された
際、」とあるのは「第 86 条の９第１項各号に掲
げる事業の施行により面積が減少した際、当該
面積の減少がなくとも」と、「従前の制限」と
あるのは「制限」と、同項第二号中「第１項」
とあるのは「第１項（第 57 条の５第３項にお
いて準用する場合を含む。）、第 67 条第３項若
しくは第 68 条第３項」と、「同項」とあるのは
「これら」と読み替えるものとする。

【用途の変更に対するこの法律の準用】
第 87 条　建築物の用途を変更して第６条第１項第
一号の特殊建築物のいずれかとする場合（当該
用途の変更が政令で指定する類似の用途相互間
におけるものである場合を除く。）においては、
同条（第３項、第５項及び第６項を除く。）、第
６条の２（第３項を除く。）、第６条の４（第１
項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限
る。）、第７条第１項並びに第 18 条第１項から
第３項まで及び第 14 項から第 16 項までの規定
を準用する。この場合において、第７条第１項
中「建築主事の検査を申請しなければならない」
とあるのは、「建築主事に届け出なければなら
ない」と読み替えるものとする。

▪政令【確認等を要しない類似の用途】令１３７条�の１８➡２４６� 

▪【建築物に関する完了検査】法７条�➡１９ 

２	 建築物（次項の建築物を除く。）の用途を変更
する場合においては、第 48 条第１項から第 14
項まで、第 51 条、第 60 条の２第３項及び第
68 条の３第７項の規定並びに第 39 条第２項、
第 40 条、第 43 条第３項、第 43 条の２、第 49
条から第 50 条まで、第 60 条の２の２第４項、
第 60 条の３第３項、第 68 条の２第１項及び第
５項並びに第 68 条の９第１項の規定に基づく
条例の規定を準用する。

▪【用途地域等】法４８条�➡４１ 

▪【卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置】

法５１条�➡４３ 

３	 第３条第２項の規定により第 27 条、第 28 条第
１項若しくは第３項、第 29 条、第 30 条、第
35 条から第 35 条の３まで、第 36 条中第 28 条
第１項若しくは第 35 条に関する部分、第 48 条
第１項から第 14 項まで若しくは第 51 条の規定
又は第 39 条第２項、第 40 条、第 43 条第３項、
第 43 条の２、第 49 条から第 50 条まで、第 68
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べきことを命ずることができる。
６	 特定行政庁は、認定建築主が前項の命令に違反
したときは、第１項又は第３項の認定を取り消
すことができる。

【公共事業の施行等による敷地面積の減少について
の第３条等の規定の準用】
第 86 条の９　第３条第２項及び第３項（第一号及
び第二号を除く。）の規定は、次に掲げる事業
の施行の際現に存する建築物若しくはその敷地
又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の
建築物若しくはその敷地が、当該事業の施行に
よるこれらの建築物の敷地面積の減少により、
この法律若しくはこれに基づく命令若しくは条
例の規定に適合しないこととなった場合又はこ
れらの規定に適合しない部分を有するに至った
場合について準用する。この場合において、同
項第三号中「この法律又はこれに基づく命令若
しくは条例の規定の施行又は適用」とあるのは、
「第 86 条の９第１項各号に掲げる事業の施行に
よる建築物の敷地面積の減少」と読み替えるも
のとする。

一　土地収用法第３条各号に掲げるものに関する
事業若しくは都市計画法の規定により土地を
収用し、若しくは使用することができる都市
計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法
第 16 条に規定する関連事業

二　その他前号の事業に準ずる事業で政令で定め
るもの
▪政令【敷地面積の減少について法３条等を準用する事業】

令１３７条�の１７➡２４６� 

２	 第 53 条の２第３項（第 57 条の５第３項、第
67 条第４項及び第 68 条第４項において準用す
る場合を含む。以下この項において同じ。）の
規定は、前項各号に掲げる事業の施行による面
積の減少により、当該事業の施行の際現に建築
物の敷地として使用されている土地で第 53 条
の２第１項（第 57 条の５第３項において準用
する場合を含む。）、第 67 条第３項若しくは第
68 条第３項の規定に適合しなくなるもの又は
当該事業の施行の際現に存する所有権その他の
権利に基づいて建築物の敷地として使用するな
らばこれらの規定に適合しないこととなる土地
について準用する。この場合において、第 53
条の２第３項中「同項の規定は」とあるのは「第
１項、第 67 条第３項又は第 68 条第３項の規定

は」と、同項第一号中「第１項の都市計画にお
ける建築物の敷地面積の最低限度が変更された
際、」とあるのは「第 86 条の９第１項各号に掲
げる事業の施行により面積が減少した際、当該
面積の減少がなくとも」と、「従前の制限」と
あるのは「制限」と、同項第二号中「第１項」
とあるのは「第１項（第 57 条の５第３項にお
いて準用する場合を含む。）、第 67 条第３項若
しくは第 68 条第３項」と、「同項」とあるのは
「これら」と読み替えるものとする。

【用途の変更に対するこの法律の準用】
第 87 条　建築物の用途を変更して第６条第１項第
一号の特殊建築物のいずれかとする場合（当該
用途の変更が政令で指定する類似の用途相互間
におけるものである場合を除く。）においては、
同条（第３項、第５項及び第６項を除く。）、第
６条の２（第３項を除く。）、第６条の４（第１
項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限
る。）、第７条第１項並びに第 18 条第１項から
第３項まで及び第 14 項から第 16 項までの規定
を準用する。この場合において、第７条第１項
中「建築主事の検査を申請しなければならない」
とあるのは、「建築主事に届け出なければなら
ない」と読み替えるものとする。

▪政令【確認等を要しない類似の用途】令１３７条�の１８➡２４６� 

▪【建築物に関する完了検査】法７条�➡１９ 

２	 建築物（次項の建築物を除く。）の用途を変更
する場合においては、第 48 条第１項から第 14
項まで、第 51 条、第 60 条の２第３項及び第
68 条の３第７項の規定並びに第 39 条第２項、
第 40 条、第 43 条第３項、第 43 条の２、第 49
条から第 50 条まで、第 60 条の２の２第４項、
第 60 条の３第３項、第 68 条の２第１項及び第
５項並びに第 68 条の９第１項の規定に基づく
条例の規定を準用する。

▪【用途地域等】法４８条�➡４１ 

▪【卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置】

法５１条�➡４３ 

３	 第３条第２項の規定により第 27 条、第 28 条第
１項若しくは第３項、第 29 条、第 30 条、第
35 条から第 35 条の３まで、第 36 条中第 28 条
第１項若しくは第 35 条に関する部分、第 48 条
第１項から第 14 項まで若しくは第 51 条の規定
又は第 39 条第２項、第 40 条、第 43 条第３項、
第 43 条の２、第 49 条から第 50 条まで、第 68
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条の２第１項若しくは第 68 条の９第１項の規
定に基づく条例の規定（次条第１項において「第
27 条等の規定」という。）の適用を受けない建
築物の用途を変更する場合においては、次の各
号のいずれかに該当する場合を除き、これらの
規定を準用する。
一　増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様
替をする場合

二　当該用途の変更が政令で指定する類似の用途
相互間におけるものであって、かつ、建築物
の修繕若しくは模様替をしない場合又はその
修繕若しくは模様替が大規模でない場合

▪政令【法27条等を準用しない類似の用途】

令１３７条�の１９第１項➡２４７ 

三　第 48 条第１項から第 14 項までの規定に関し
ては、用途の変更が政令で定める範囲内であ
る場合

▪政令【法27条等を準用しない類似の用途】

令１３７条�の１９第２項➡２４７ 

４	 第86条の７第２項（第35条に係る部分に限る。）
及び第 86 条の７第３項（第 28 条第１項若しく
は第３項、第 29 条、第 30 条、第 35 条の３又
は第 36 条（居室の採光面積に係る部分に限る。
以下この項において同じ。）に係る部分に限る。）
の規定は、第３条第２項の規定により第 28 条
第１項若しくは第３項、第 29 条、第 30 条、第
35 条、第 35 条の３又は第 36 条の規定の適用
を受けない建築物の用途を変更する場合につい
て準用する。この場合において、第 86 条の７
第２項及び第３項中「増築等」とあるのは「用
途の変更」と、「第３条第３項」とあるのは「第
87 条第３項」と読み替えるものとする。

【既存の１の建築物について２以上の工事に分けて
用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和】
第 87 条の２　第３条第２項の規定により第 27 条
等の規定の適用を受けない１の建築物について
２以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を
行う場合（第 86 条の８第１項に規定する場合
に該当する場合を除く。）において、特定行政
庁が当該２以上の工事の全体計画が次に掲げる
基準に適合すると認めたときにおける第３条第
２項及び前条第３項の規定の適用については、
第３条第２項中「建築、修繕若しくは模様替の
工事中の」とあるのは「第 87 条の２第１項の
認定を受けた全体計画に係る２以上の工事の工

事中若しくはこれらの工事の間の」と、前条第
３項中「準用する」とあるのは「準用する。た
だし、次条第１項の認定を受けた全体計画に係
る２以上の工事のうち最後の工事に着手するま
では、この限りでない」とする。

一　１の建築物の用途の変更に伴う工事を２以上
の工事に分けて行うことが当該建築物の利用
状況その他の事情によりやむを得ないもので
あること。

二　全体計画に係る全ての工事の完了後におい
て、当該全体計画に係る建築物及び建築物の
敷地が建築基準法令の規定に適合することと
なること。

三　全体計画に係るいずれの工事の完了後におい
ても、当該全体計画に係る建築物及び建築物
の敷地について、交通上の支障、安全上、防
火上及び避難上の危険性並びに衛生上及び市
街地の環境の保全上の有害性が増大しないも
のであること。

■関連【増築等の全体計画認定】法８６�条�の８➡９７ 

２　第 86 条の８第２項から第６項までの規定は、
前項の認定について準用する。

【建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築
物として使用する場合の制限の緩和】
第 87 条の３　非常災害があった場合において、非

常災害区域等内にある建築物の用途を変更して
災害救助用建築物（住宅、病院その他これらに
類する建築物で、国、地方公共団体又は日本赤
十字社が災害救助のために使用するものをい
う。以下この条及び第 101 条第１項第十六号に
おいて同じ。）として使用するとき（その災害
が発生した日から１月以内に当該用途の変更に
着手するときに限る。）における当該災害救助
用建築物については、建築基準法令の規定は、
適用しない。ただし、非常災害区域等のうち防
火地域内にある建築物については、この限りで
ない。

２	 災害があった場合において、建築物の用途を変
更して公益的建築物（学校、集会場その他これ
らに類する公益上必要な用途に供する建築物を
いう。以下この条及び第 101 条第１項第十六号
において同じ。）として使用するときにおける
当該公益的建築物については、第 12 条第１項
から第４項まで、第 21 条、第 22 条、第 26 条、
第 30 条、第 34 条第２項、第 35 条、第 36 条（第
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21 条、第 26 条、第 34 条第２項及び第 35 条に
係る部分に限る。）、第 39 条、第 40 条、第３章
並びに第 87 条第１項及び第２項の規定は、適
用しない。

３	 建築物の用途を変更して第１項の災害救助用建
築物又は前項の公益的建築物とした者は、その
用途の変更を完了した後３月を超えて当該建築
物を引き続き災害救助用建築物又は公益的建築
物として使用しようとする場合においては、そ
の超えることとなる日前に、特定行政庁の許可
を受けなければならない。ただし、当該許可の
申請をした場合において、その超えることとな
る日前に当該申請に対する処分がされないとき
は、当該処分がされるまでの間は、当該建築物
を引き続き災害救助用建築物又は公益的建築物
として使用することができる。

４	 特定行政庁は、前項の許可の申請があった場合
において、安全上、防火上及び衛生上支障がな
いと認めるときは、２年以内の期間を限って、
その許可をすることができる。

５	 特定行政庁は、被災者の需要に応ずるに足りる
適当な建築物が不足することその他の理由によ
り前項に規定する期間を超えて使用する特別の
必要がある災害救助用建築物又は公益的建築物
について、安全上、防火上及び衛生上支障がな
く、かつ、公益上やむを得ないと認める場合に
おいては、同項の規定にかかわらず、更に１年
を超えない範囲内において同項の規定による許
可の期間を延長することができる。被災者の需
要に応ずるに足りる適当な建築物が不足するこ
とその他の理由により当該延長に係る期間を超
えて使用する特別の必要がある災害救助用建築
物又は公益的建築物についても、同様とする。

６	 特定行政庁は、建築物の用途を変更して興行場
等（興行場、博覧会建築物、店舗その他これら
に類する建築物をいう。以下同じ。）とする場
合における当該興行場等について安全上、防火
上及び衛生上支障がないと認めるときは、１年
以内の期間（建築物の用途を変更して代替建築
物（建築物の工事を施工するためその工事期間
中当該従前の建築物に代えて使用する興行場、
店舗その他これらに類する建築物をいう。）と
する場合における当該代替建築物については、
特定行政庁が当該工事の施工上必要と認める期
間）を定めて、当該建築物を興行場等として使

用することを許可することができる。この場合
においては、第 12 条第１項から第４項まで、
第 21 条、第 22 条、第 24 条、第 26 条、第 27
条、第 34 条第２項、第 35 条の２、第 35 条の３、
第３章及び第 87 条第２項の規定は、適用しな
い。

７	 特定行政庁は、建築物の用途を変更して特別興
行場等（国際的な規模の会議又は競技会の用に
供することその他の理由により１年を超えて使
用する特別の必要がある興行場等をいう。以下
この項において同じ。）とする場合における当
該特別興行場等について、安全上、防火上及び
衛生上支障がなく、かつ、公益上やむを得ない
と認めるときは、前項の規定にかかわらず、当
該特別興行場等の使用上必要と認める期間を定
めて、当該建築物を特別興行場等として使用す
ることを許可することができる。この場合にお
いては、同項後段の規定を準用する。

８	 特定行政庁は、第５項の規定により許可の期間
を延長する場合又は前項の規定による許可をす
る場合においては、あらかじめ、建築審査会の
同意を得なければならない。ただし、病院、学
校その他の公益上特に必要なものとして国土交
通省令で定める用途に供する災害救助用建築物
又は公益的建築物について第５項の規定により
許可の期間を延長する場合は、この限りでない。

▪省令【公益上特に必要な用途】

規則１0条�の１５の８➡３４９ 

【建築設備への準用】
第 87 条の４　政令で指定する昇降機その他の建築
設備を第６条第１項第一号から第三号までに掲
げる建築物に設ける場合においては、同項（第
87 条第１項において準用する場合を含む。）の
規定による確認又は第 18 条第２項（第 87 条第
１項において準用する場合を含む。）の規定に
よる通知を要する場合を除き、第６条（第３項、
第５項及び第６項を除く。）、第６条の２（第３
項を除く。）、第６条の４（第１項第一号及び第
二号の建築物に係る部分に限る。）、第７条から
第７条の４まで、第７条の５（第６条の４第１
項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限
る。）、第７条の６、第 18 条（第４項から第 13
項まで及び第 25 項を除く。）及び第 89 条から
第 90 条の３までの規定を準用する。この場合
において、第６条第４項中「同項第一号から第

第 ８7 条の 4　●建築基準法

〔

〕



100 建築基準法　第６章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

21 条、第 26 条、第 34 条第２項及び第 35 条に
係る部分に限る。）、第 39 条、第 40 条、第３章
並びに第 87 条第１項及び第２項の規定は、適
用しない。

３	 建築物の用途を変更して第１項の災害救助用建
築物又は前項の公益的建築物とした者は、その
用途の変更を完了した後３月を超えて当該建築
物を引き続き災害救助用建築物又は公益的建築
物として使用しようとする場合においては、そ
の超えることとなる日前に、特定行政庁の許可
を受けなければならない。ただし、当該許可の
申請をした場合において、その超えることとな
る日前に当該申請に対する処分がされないとき
は、当該処分がされるまでの間は、当該建築物
を引き続き災害救助用建築物又は公益的建築物
として使用することができる。

４	 特定行政庁は、前項の許可の申請があった場合
において、安全上、防火上及び衛生上支障がな
いと認めるときは、２年以内の期間を限って、
その許可をすることができる。

５	 特定行政庁は、被災者の需要に応ずるに足りる
適当な建築物が不足することその他の理由によ
り前項に規定する期間を超えて使用する特別の
必要がある災害救助用建築物又は公益的建築物
について、安全上、防火上及び衛生上支障がな
く、かつ、公益上やむを得ないと認める場合に
おいては、同項の規定にかかわらず、更に１年
を超えない範囲内において同項の規定による許
可の期間を延長することができる。被災者の需
要に応ずるに足りる適当な建築物が不足するこ
とその他の理由により当該延長に係る期間を超
えて使用する特別の必要がある災害救助用建築
物又は公益的建築物についても、同様とする。

６	 特定行政庁は、建築物の用途を変更して興行場
等（興行場、博覧会建築物、店舗その他これら
に類する建築物をいう。以下同じ。）とする場
合における当該興行場等について安全上、防火
上及び衛生上支障がないと認めるときは、１年
以内の期間（建築物の用途を変更して代替建築
物（建築物の工事を施工するためその工事期間
中当該従前の建築物に代えて使用する興行場、
店舗その他これらに類する建築物をいう。）と
する場合における当該代替建築物については、
特定行政庁が当該工事の施工上必要と認める期
間）を定めて、当該建築物を興行場等として使

用することを許可することができる。この場合
においては、第 12 条第１項から第４項まで、
第 21 条、第 22 条、第 24 条、第 26 条、第 27
条、第 34 条第２項、第 35 条の２、第 35 条の３、
第３章及び第 87 条第２項の規定は、適用しな
い。

７	 特定行政庁は、建築物の用途を変更して特別興
行場等（国際的な規模の会議又は競技会の用に
供することその他の理由により１年を超えて使
用する特別の必要がある興行場等をいう。以下
この項において同じ。）とする場合における当
該特別興行場等について、安全上、防火上及び
衛生上支障がなく、かつ、公益上やむを得ない
と認めるときは、前項の規定にかかわらず、当
該特別興行場等の使用上必要と認める期間を定
めて、当該建築物を特別興行場等として使用す
ることを許可することができる。この場合にお
いては、同項後段の規定を準用する。

８	 特定行政庁は、第５項の規定により許可の期間
を延長する場合又は前項の規定による許可をす
る場合においては、あらかじめ、建築審査会の
同意を得なければならない。ただし、病院、学
校その他の公益上特に必要なものとして国土交
通省令で定める用途に供する災害救助用建築物
又は公益的建築物について第５項の規定により
許可の期間を延長する場合は、この限りでない。

▪省令【公益上特に必要な用途】

規則１0条�の１５の８➡３４９ 

【建築設備への準用】
第 87 条の４　政令で指定する昇降機その他の建築
設備を第６条第１項第一号から第三号までに掲
げる建築物に設ける場合においては、同項（第
87 条第１項において準用する場合を含む。）の
規定による確認又は第 18 条第２項（第 87 条第
１項において準用する場合を含む。）の規定に
よる通知を要する場合を除き、第６条（第３項、
第５項及び第６項を除く。）、第６条の２（第３
項を除く。）、第６条の４（第１項第一号及び第
二号の建築物に係る部分に限る。）、第７条から
第７条の４まで、第７条の５（第６条の４第１
項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限
る。）、第７条の６、第 18 条（第４項から第 13
項まで及び第 25 項を除く。）及び第 89 条から
第 90 条の３までの規定を準用する。この場合
において、第６条第４項中「同項第一号から第
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三号までに係るものにあってはその受理した日
から 35 日以内に、同項第四号に係るものにあっ
てはその受理した日から７日以内に」とあるの
は、「その受理した日から７日以内に」と読み
替えるものとする。

▪政令【確認等を要する建築設備】令１４６�条�➡２５５ 

【工作物への準用】
第 88 条　煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他こ
れらに類する工作物で＊１ 政令で指定するもの
及び昇降機、ウォーターシュート、飛行塔その
他これらに類する工作物で＊２ 政令で指定する
もの（以下この項において「昇降機等」という。）
については、第３条、第６条（第３項、第５項
及び第６項を除くものとし、第１項及び第４項
は、昇降機等については第１項第一号から第三
号までの建築物に係る部分、その他のものに
ついては同項第四号の建築物に係る部分に限
る。）、第６条の２（第３項を除く。）、第６条の
４（第１項第一号及び第二号の建築物に係る部
分に限る。）、第７条から第７条の４まで、第７
条の５（第６条の４第１項第一号及び第二号の
建築物に係る部分に限る。）、第８条から第 11
条まで、第 12 条第５項（第三号を除く。）及び
第６項から第９項まで、第 13 条、第 15 条の２、
第 18 条（第４項から第 13 項まで及び第 24 項
を除く。）、第 20 条、第 28 条の２（同条各号に
掲げる基準のうち政令で定めるものに係る部分
に限る。）、第 32 条、第 33 条、第 34 条第１項、
第 36 条（避雷設備及び昇降機に係る部分に限
る。）、第 37 条、第 38 条、第 40 条、第３章の
２（第 68 条の 20 第２項については、同項に規
定する建築物以外の認証型式部材等に係る部分
に限る。）、第 86 条の７第１項（第 28 条の２
（第 86 条の７第１項の政令で定める基準に係る
部分に限る。）に係る部分に限る。）、第 86 条の
７第２項（第 20 条に係る部分に限る。）、第 86
条の７第３項（第 32 条、第 34 条第１項及び第
36 条（昇降機に係る部分に限る。）に係る部分
に限る。）、前条、次条並びに第 90 条の規定を、
昇降機等については、第７条の６、第 12 条第
１項から第４項まで、第 12 条の２、第 12 条の
３及び第 18 条第 24 項の規定を準用する。この
場合において、第 20 条第１項中「次の各号に
掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号
に定める基準」とあるのは、「＊３ 政令で定める

技術的基準」と読み替えるものとする。
▪＊１ 政令【工作物の指定】令１３８条�１項➡２４７ 

▪＊２ 同条�２項➡２４８ 

▪＊３ 政令【煙突〜遊戯施設】令１３９条�〜１４４条�➡２４９ 

２	 製造施設、貯蔵施設、遊戯施設等の工作物で政
令で指定するものについては、第３条、第６
条（第３項、第５項及び第６項を除くものと
し、第１項及び第４項は、第１項第一号から第
三号までの建築物に係る部分に限る。）、第６条
の２（第３項を除く。）、第７条、第７条の２、
第７条の６から第９条の３まで、第 11 条、第
12 条第５項（第三号を除く。）及び第６項から
第９項まで、第 13 条、第 15 条の２、第 18 条
（第４項から第 13 項まで及び第 19 項から第 23
項までを除く。）、第 48 条から第 51 条まで、第
60 条の２第３項、第 60 条の２の２第４項、第
60 条の３第３項、第 68 条の２第１項及び第５
項、第 68 条の３第６項から第９項まで、第 86
条の７第１項（第 48 条第１項から第 14 項まで
及び第 51 条に係る部分に限る。）、第 87 条第２
項（第 48 条第１項から第 14 項まで、第 49 条
から第 51 条まで、第 60 条の２第３項、第 60
条の２の２第４項、第 60 条の３第３項並びに
第 68 条の２第１項及び第５項に係る部分に限
る。）、第 87 条第３項（第 48 条第１項から第
14 項まで、第 49 条から第 51 条まで及び第 68
条の２第１項に係る部分に限る。）、前条、次条、
第 91 条、第 92 条の２並びに第 93 条の２の規
定を準用する。この場合において、第６条第２
項及び別表第２中「床面積の合計」とあるのは
「築造面積」と、第 68 条の２第１項中「敷地、
構造、建築設備又は用途」とあるのは「用途」
と読み替えるものとする。

▪政令【工作物の指定】令１３８条�３項➡２４８ 

３	 第３条、第８条から第 11 条まで、第 12 条（第
５項第三号を除く。）、第 12 条の２、第 12 条の
３、第 13 条、第 15 条の２並びに第 18 条第１
項及び第 25 項の規定は、第 64 条に規定する工
作物について準用する。

４	 第１項中第６条から第７条の５まで、第 18 条
（第１項及び第 25 項を除く。）及び次条に係る
部分は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和
36年法律第191号）第 12 条第１項、第 16 条第１項、
第 30 条第１項若しくは第 35 条第１項、都市計
画法第 29 条第１項若しくは第２項若しくは第
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35 条の２第１項本文、特定都市河川浸水被害
対策法（平成15年法律第77号）第 57 条第１項若しくは
第 62 条第１項又は津波防災地域づくりに関す
る法律（平成23年法律第123号）第 73 条第１項若しく
は第 78 条第１項の規定による許可を受けなけ
ればならない場合の擁壁については、適用しな
い。

【工事現場における確認の表示等】
第 89 条　第６条第１項の建築、大規模の修繕又は
大規模の模様替の工事の施工者は、当該工事現
場の見易い場所に、国土交通省令で定める様式
によって、建築主、設計者、工事施工者及び工
事の現場管理者の氏名又は名称並びに当該工事
に係る同項の確認があった旨の表示をしなけれ
ばならない。

▪省令【工事現場の確認の表示の様式】規則１１条�➡３５５ 

２	 第６条第１項の建築、大規模の修繕又は大規模
の模様替の工事の施工者は、当該工事に係る設
計図書を当該工事現場に備えておかなければな
らない。

【工事現場の危害の防止】
第 90 条　建築物の建築、修繕、模様替又は除却の
ための工事の施工者は、当該工事の施工に伴う
地盤の崩落、建築物又は工事用の工作物の倒壊
等による危害を防止するために必要な措置を講
じなければならない。

２	 前項の措置の技術的基準は、政令で定める。
▪政令【７章の８‥工事現場の危害の防止】

令１３６�条�の２の２0〜１３６�条�の８➡２３８ 

３	 第３条第２項及び第３項、第９条（第 13 項及
び第 14 項を除く。）、第９条の２、第９条の３（設
計者及び宅地建物取引業者に係る部分を除く。）
並びに第 18 条第１項及び第 25 項の規定は、第
１項の工事の施工について準用する。

【工事中の特殊建築物等に対する措置】
第 90 条の２　特定行政庁は、第９条又は第 10 条
の規定による場合のほか、建築、修繕若しくは
模様替又は除却の工事の施工中に使用されてい
る第６条第１項第一号から第三号までの建築物
が、安全上、防火上又は避難上著しく支障があ
ると認める場合においては、当該建築物の建築
主又は所有者、管理者若しくは占有者に対して、
相当の猶予期限を付けて、当該建築物の使用禁
止、使用制限その他安全上、防火上又は避難上
必要な措置を採ることを命ずることができる。

２	 第９条第２項から第９項まで及び第 11 項から
第 15 項までの規定は、前項の場合に準用する。

【工事中における安全上の措置等に関する計画の届
出】
第 90 条の３　別表第１い欄の⑴項、⑵項及び⑷項

に掲げる用途に供する建築物並びに地下の工作
物内に設ける建築物で政令で定めるものの新築
の工事又はこれらの建築物に係る避難施設等に
関する工事の施工中において当該建築物を使用
し、又は使用させる場合においては、当該建築
主は、国土交通省令で定めるところにより、あ
らかじめ、当該工事の施工中における当該建築
物の安全上、防火上又は避難上の措置に関する
計画を作成して特定行政庁に届け出なければな
らない。

▪政令【工事中の安全措置の届出を要する建築物】

令１４７条�の２➡２５６� 

▪省令【安全措置等の計画届の様式】規則１１条�の２➡３５５ 

■関連【検査済証の交付前の使用制限】法７条�の６第１項➡２１ 

【建築物の敷地が区域、地域又は地区の内外にわた
る場合の措置】
第91条　建築物の敷地がこの法律の規定（第52条、

第 53 条、第 54 条から第 56 条の２まで、第 57
条の２、第 57 条の３、第 67 条第１項及び第２
項並びに別表第３の規定を除く。以下この条に
おいて同じ。）による建築物の敷地、構造、建
築設備又は用途に関する禁止又は制限を受ける
区域（第 22 条第１項の市街地の区域を除く。
以下この条において同じ。）、地域（防火地域及
び準防火地域を除く。以下この条において同
じ。）又は地区（高度地区を除く。以下この条
において同じ。）の内外にわたる場合において
は、その建築物又はその敷地の全部について敷
地の過半の属する区域、地域又は地区内の建築
物に関するこの法律の規定又はこの法律に基づ
く命令の規定を適用する。

■関連【屋根】法２２条�、２４条�➡３４ 

■関連【容積率】法５２条�７項➡４５ 

■関連【建蔽率】法５３条�２項、７項、８項➡４７ 

■関連【低層住専等の外壁の後退距離】法５４条�➡４９ 

■関連【低層住専等の建築物の高さの限度】法５５条�➡４９ 

■関連【建築物の各部分の高さ】法５６�条�５項➡５１ 

■関連【道路斜線制限の備考１】別表第３➡１１８ 

■関連【日影規制】法５６�条�の２第５項➡５２ 

■関連【特例容積率適用地区】法５７条�の２➡５２ 
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35 条の２第１項本文、特定都市河川浸水被害
対策法（平成15年法律第77号）第 57 条第１項若しくは
第 62 条第１項又は津波防災地域づくりに関す
る法律（平成23年法律第123号）第 73 条第１項若しく
は第 78 条第１項の規定による許可を受けなけ
ればならない場合の擁壁については、適用しな
い。

【工事現場における確認の表示等】
第 89 条　第６条第１項の建築、大規模の修繕又は
大規模の模様替の工事の施工者は、当該工事現
場の見易い場所に、国土交通省令で定める様式
によって、建築主、設計者、工事施工者及び工
事の現場管理者の氏名又は名称並びに当該工事
に係る同項の確認があった旨の表示をしなけれ
ばならない。

▪省令【工事現場の確認の表示の様式】規則１１条�➡３５５ 

２	 第６条第１項の建築、大規模の修繕又は大規模
の模様替の工事の施工者は、当該工事に係る設
計図書を当該工事現場に備えておかなければな
らない。

【工事現場の危害の防止】
第 90 条　建築物の建築、修繕、模様替又は除却の
ための工事の施工者は、当該工事の施工に伴う
地盤の崩落、建築物又は工事用の工作物の倒壊
等による危害を防止するために必要な措置を講
じなければならない。

２	 前項の措置の技術的基準は、政令で定める。
▪政令【７章の８‥工事現場の危害の防止】

令１３６�条�の２の２0〜１３６�条�の８➡２３８ 

３	 第３条第２項及び第３項、第９条（第 13 項及
び第 14 項を除く。）、第９条の２、第９条の３（設
計者及び宅地建物取引業者に係る部分を除く。）
並びに第 18 条第１項及び第 25 項の規定は、第
１項の工事の施工について準用する。

【工事中の特殊建築物等に対する措置】
第 90 条の２　特定行政庁は、第９条又は第 10 条
の規定による場合のほか、建築、修繕若しくは
模様替又は除却の工事の施工中に使用されてい
る第６条第１項第一号から第三号までの建築物
が、安全上、防火上又は避難上著しく支障があ
ると認める場合においては、当該建築物の建築
主又は所有者、管理者若しくは占有者に対して、
相当の猶予期限を付けて、当該建築物の使用禁
止、使用制限その他安全上、防火上又は避難上
必要な措置を採ることを命ずることができる。

２	 第９条第２項から第９項まで及び第 11 項から
第 15 項までの規定は、前項の場合に準用する。

【工事中における安全上の措置等に関する計画の届
出】
第 90 条の３　別表第１い欄の⑴項、⑵項及び⑷項

に掲げる用途に供する建築物並びに地下の工作
物内に設ける建築物で政令で定めるものの新築
の工事又はこれらの建築物に係る避難施設等に
関する工事の施工中において当該建築物を使用
し、又は使用させる場合においては、当該建築
主は、国土交通省令で定めるところにより、あ
らかじめ、当該工事の施工中における当該建築
物の安全上、防火上又は避難上の措置に関する
計画を作成して特定行政庁に届け出なければな
らない。

▪政令【工事中の安全措置の届出を要する建築物】

令１４７条�の２➡２５６� 

▪省令【安全措置等の計画届の様式】規則１１条�の２➡３５５ 

■関連【検査済証の交付前の使用制限】法７条�の６第１項➡２１ 

【建築物の敷地が区域、地域又は地区の内外にわた
る場合の措置】
第91条　建築物の敷地がこの法律の規定（第52条、

第 53 条、第 54 条から第 56 条の２まで、第 57
条の２、第 57 条の３、第 67 条第１項及び第２
項並びに別表第３の規定を除く。以下この条に
おいて同じ。）による建築物の敷地、構造、建
築設備又は用途に関する禁止又は制限を受ける
区域（第 22 条第１項の市街地の区域を除く。
以下この条において同じ。）、地域（防火地域及
び準防火地域を除く。以下この条において同
じ。）又は地区（高度地区を除く。以下この条
において同じ。）の内外にわたる場合において
は、その建築物又はその敷地の全部について敷
地の過半の属する区域、地域又は地区内の建築
物に関するこの法律の規定又はこの法律に基づ
く命令の規定を適用する。

■関連【屋根】法２２条�、２４条�➡３４ 

■関連【容積率】法５２条�７項➡４５ 

■関連【建蔽率】法５３条�２項、７項、８項➡４７ 

■関連【低層住専等の外壁の後退距離】法５４条�➡４９ 

■関連【低層住専等の建築物の高さの限度】法５５条�➡４９ 

■関連【建築物の各部分の高さ】法５６�条�５項➡５１ 

■関連【道路斜線制限の備考１】別表第３➡１１８ 

■関連【日影規制】法５６�条�の２第５項➡５２ 

■関連【特例容積率適用地区】法５７条�の２➡５２ 
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■関連【防火地域及び準防火地域】法６�５条�➡５７ 

■関連【特定防災街区整備地区】法６�７条�➡５７ 

■関連【地区計画の区域】法６�８条�の８➡６�５ 

【面積、高さ及び階数の算定】
第 92条　建築物の敷地面積、建築面積、延べ面積、
床面積及び高さ、建築物の軒、天井及び床の高
さ、建築物の階数並びに工作物の築造面積の算
定方法は、政令で定める。

▪政令【面積、高さ等の算定方法】令２条�➡１３１ 

▪政令【居室の天井の高さ】令２１条�➡１４５ 

▪政令【居室の床の高さ及び防湿方法】令２２条�➡１４５ 

【許可の条件】
第 92 条の２　この法律の規定による許可には、建
築物又は建築物の敷地を交通上、安全上、防火
上又は衛生上支障がないものとするための条件
その他必要な条件を付することができる。この
場合において、その条件は、当該許可を受けた
者に不当な義務を課するものであってはならな
い。

【許可又は確認に関する消防長等の同意等】
第 93 条　特定行政庁、建築主事又は指定確認検査
機関は、この法律の規定による許可又は確認を
する場合においては、当該許可又は確認に係る
建築物の工事施工地又は所在地を管轄する消防
長（消防本部を置かない市町村にあっては、市
町村長。以下同じ。）又は消防署長の同意を得
なければ、当該許可又は確認をすることができ
ない。ただし、確認に係る建築物が防火地域及
び準防火地域以外の区域内における住宅（長屋、
共同住宅その他政令で定める住宅を除く。）で
ある場合又は建築主事若しくは指定確認検査機
関が第 87 条の４において準用する第６条第１
項若しくは第６条の２第１項の規定による確認
をする場合においては、この限りでない。

▪政令【消防長等の同意を要する住宅】令１４７条�の３➡２５７ 

２	 消防長又は消防署長は、前項の規定によって同
意を求められた場合においては、当該建築物の
計画が法律又はこれに基づく命令若しくは条例
の規定（建築主事又は指定確認検査機関が第６
条の４第１項第一号若しくは第二号に掲げる建
築物の建築、大規模の修繕、大規模の模様替若
しくは用途の変更又は同項第三号に掲げる建築
物の建築について確認する場合において同意を
求められたときは、同項の規定により読み替え
て適用される第６条第１項の政令で定める建築

基準法令の規定を除く。）で建築物の防火に関
するものに違反しないものであるときは、同項
第四号に係る場合にあっては、同意を求められ
た日から３日以内に、その他の場合にあっては、
同意を求められた日から７日以内に同意を与え
てその旨を当該特定行政庁、建築主事又は指定
確認検査機関に通知しなければならない。この
場合において、消防長又は消防署長は、同意す
ることができない事由があると認めるときは、
これらの期限内に、その事由を当該特定行政庁、
建築主事又は指定確認検査機関に通知しなけれ
ばならない。

▪政令【建築物の建築に関する確認の特例】

令１0条�➡１３５ 

３	 第 68 条の 20 第１項（第 68 条の 22 第２項にお
いて準用する場合を含む。）の規定は、消防長
又は消防署長が第１項の規定によって同意を求
められた場合に行う審査について準用する。

４	 建築主事又は指定確認検査機関は、第１項ただ
し書の場合において第６条第１項（第 87 条の
４において準用する場合を含む。）の規定によ
る確認申請書を受理したとき若しくは第６条の
２第１項（第 87 条の４において準用する場合
を含む。）の規定による確認の申請を受けたと
き又は第 18 条第２項（第 87 条第１項又は第
87 条の４において準用する場合を含む。）の規
定による通知を受けた場合においては、遅滞な
く、これを当該申請又は通知に係る建築物の工
事施工地又は所在地を管轄する消防長又は消防
署長に通知しなければならない。

５	 建築主事又は指定確認検査機関は、第 31 条第
２項に規定する屎尿浄化槽又は建築物におけ
る衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第
20号）第２条第１項に規定する特定建築物に該当
する建築物に関して、第６条第１項（第 87 条
第１項において準用する場合を含む。）の規定
による確認の申請書を受理した場合、第６条の
２第１項（第 87 条第１項において準用する場
合を含む。）の規定による確認の申請を受けた
場合又は第 18 条第２項（第 87 条第１項におい
て準用する場合を含む。）の規定による通知を
受けた場合においては、遅滞なく、これを当該
申請又は通知に係る建築物の工事施工地又は所
在地を管轄する保健所長に通知しなければなら
ない。

建築基準法●　第 ９2 条

〔

〕
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別表第 1　●建築基準法

別表第１　�耐火建築物等としなければならない特殊建築物（第６条、第21条、第27条、第28条、第35条–第35条の３、第90条の
３関係）

い ろ は に

用‥‥途 い欄の用途に供する階

い欄の用途に供する部分（⑴項の
場合にあっては客席、⑵項及び⑷
項の場合にあっては２階、⑸項の
場合にあっては３階以上の部分
に限り、かつ、病院及び診療所に
ついてはその部分に患者の収容
施設がある場合に限る。）の床面
積の合計

い欄の用途に供
する部分の床面
積の合計

⑴

劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会
堂、集会場その他これらに類する
もので政令で定めるもの

▪未制定

３階以上の階
■関連法２７条�１項四号➡３５ 

■関連法２７条�１項一号かっこ書➡３５ 

200㎡（屋外観覧席に
あっては、1,000㎡）以上

⑵

病院、診療所（患者の収容施設があ
るものに限る。）ホテル、旅館、下
宿、共同住宅、寄宿舎その他これら
に類するもので政令で定めるもの

▪令１１５条�の３第一号➡１８６� 

３階以上の階

■関連法２７条�１項一号かっこ書➡３５ 

300㎡以上

⑶
学校、体育館その他これらに類す
るもので政令で定めるもの

▪令１１５条�の３第二号➡１８６� 
３階以上の階
■関連法２７条�１項一号かっこ書➡３５ 

2,000㎡以上

⑷

百貨店、マーケット、展示場、キャ
バレー、カフェー、ナイトクラブ、
バー、ダンスホール、遊技場その他
これらに類するもので政令で定め
るもの

▪令１１５条�の３第三号➡１８６� 

３階以上の階

■関連法２７条�１項一号かっこ書➡３５ 

500㎡以上

■関連法２７条�１項三号➡３５ 

⑸
倉庫その他これに類するもので政
令で定めるもの

▪未制定
200㎡以上 1,500㎡以上

⑹

自動車車庫、自動車修理工場その
他これらに類するもので政令で定
めるもの

▪令１１５条�の３第四号➡１８６� 

３階以上の階 150㎡以上
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A

建築基準法施行令
昭和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号

最終改正：令和５年２月 10 日政令第 34 号

第１章　総則

第１節　用語の定義等

【用語の定義】
第１条　この政令において次の各号に掲げる用語の
意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
る。
一　敷地　　１の建築物又は用途上不可分の関係
にある２以上の建築物のある一団の土地をい
う。

二　地階　　床が地盤面下にある階で、床面から
地盤面までの高さがその階の天井の高さの　
以上のものをいう。

三　構造耐力上主要な部分　　基礎、基礎ぐい、
壁、柱、小屋組、土台、斜材（筋かい、方づえ、
火打材その他これらに類するものをいう。）、
床版、屋根版又は横架材（はり、けたその他
これらに類するものをいう。）で、建築物の
自重若しくは積載荷重、積雪荷重、風圧、土
圧若しくは水圧又は地震その他の震動若しく
は衝撃を支えるものをいう。

■関連【主要構造部】法２条五号➡9 

四　耐水材料　　れんが、石、人造石、コンクリー
ト、アスファルト、陶磁器、ガラスその他こ
れらに類する耐水性の建築材料をいう。

五　準不燃材料　　建築材料のうち、通常の火災
による火熱が加えられた場合に、加熱開始後
10 分間第 108 条の２各号（建築物の外部の
仕上げに用いるものにあっては、同条第一号
及び第二号）に掲げる要件を満たしているも
のとして、国土交通大臣が定めたもの又は国
土交通大臣の認定を受けたものをいう。
■関連【不燃性能及びその技術的基準】令108条の２➡173 

六　難燃材料　　建築材料のうち、通常の火災に
よる火熱が加えられた場合に、加熱開始後５
分間第 108 条の２各号（建築物の外部の仕上
げに用いるものにあっては、同条第一号及び

1
3

第二号）に掲げる要件を満たしているものと
して、国土交通大臣が定めたもの又は国土交
通大臣の認定を受けたものをいう。
■関連【不燃性能及びその技術的基準】令108条の２➡173 

【面積、高さ等の算定方法】
第２条　次の各号に掲げる面積、高さ及び階数の算
定方法は、当該各号に定めるところによる。

一　敷地面積　　敷地の水平投影面積による。た
だし、建築基準法（以下「法」という。）第
42 条第２項、第３項又は第５項の規定によっ
て道路の境界線とみなされる線と道との間の
部分の敷地は、算入しない。

二　建築面積　　建築物（地階で地盤面上１ｍ以
下にある部分を除く。以下この号において
同じ。）の外壁又はこれに代わる柱の中心線
（軒、ひさし、はね出し縁その他これらに類
するもの（以下この号において「軒等」とい
う。）で当該中心線から水平距離１ｍ以上突
き出たもの（建築物の建蔽率の算定の基礎と
なる建築面積を算定する場合に限り、工場又
は倉庫の用途に供する建築物において専ら貨
物の積卸しその他これに類する業務のために
設ける軒等でその端と敷地境界線との間の敷
地の部分に有効な空地が確保されていること
その他の理由により安全上、防火上及び衛生
上支障がないものとして国土交通大臣が定め
る軒等（以下この号において「特例軒等」と
いう。）のうち当該中心線から突き出た距離
が水平距離１ｍ以上５ｍ未満のものであるも
のを除く。）がある場合においては、その端
から水平距離１ｍ後退した線（建築物の建蔽
率の算定の基礎となる建築面積を算定する場
合に限り、特例軒等のうち当該中心線から水
平距離５ｍ以上突き出たものにあっては、そ
の端から水平距離５ｍ以内で当該特例軒等の
構造に応じて国土交通大臣が定める距離後退
した線））で囲まれた部分の水平投影面積に
よる。ただし、国土交通大臣が高い開放性を
有すると認めて指定する構造の建築物又はそ
の部分については、当該建築物又はその部分
の端から水平距離１ｍ以内の部分の水平投影
面積は、当該建築物の建築面積に算入しない。

三　床面積　　建築物の各階又はその一部で壁そ
の他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投
影面積による。

建築基準法施行令●　第 1条

〔

〔

〕

〕
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第 2条　●建築基準法施行令

四　延べ面積　　建築物の各階の床面積の合計に
よる。ただし、法第 52 条第１項に規定する
延べ面積（建築物の容積率の最低限度に関す
る規制に係る当該容積率の算定の基礎となる
延べ面積を除く。）には、次に掲げる建築物
の部分の床面積を算入しない。

■関連【ただし書の適用】令２条�３項➡１３�３� 

■関連【容積率】法５２条�３項、６項➡４４ 

イ　自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車
の停留又は駐車のための施設（誘導車路、
操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供
する部分（第３項第一号及び第 137 条の８
において「自動車車庫等部分」という。）

ロ　専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に
供する部分（第３項第二号及び第 137 条の
８において「備蓄倉庫部分」という。）

ハ　蓄電池（床に据え付けるものに限る。）を
設ける部分（第３項第三号及び第 137 条の
８において「蓄電池設置部分」という。）

ニ　自家発電設備を設ける部分（第３項第四号
及び第 137 条の８において「自家発電設備
設置部分」という。）

ホ　貯水槽を設ける部分（第３項第五号及び第
137 条の８において「貯水槽設置部分」と
いう。）

ヘ　宅配ボックス（配達された物品（荷受人が
不在その他の事由により受け取ることがで
きないものに限る。）の一時保管のための
荷受箱をいう。）を設ける部分（第３項第
六号及び第 137 条の８において「宅配ボッ
クス設置部分」という。）

五　築造面積　　工作物の水平投影面積による。
ただし、国土交通大臣が別に算定方法を定め
た工作物については、その算定方法による。

六　建築物の高さ　　地盤面からの高さによる。
ただし、次のイ、ロ又はハのいずれかに該当
する場合においては、それぞれイ、ロ又はハ
に定めるところによる。
イ　法第 56 条第１項第一号の規定並びに第

130 条の 12 及び第 135 条の 19 の規定によ
る高さの算定については、前面道路の路面
の中心からの高さによる。

▪【道路斜線制限】法５６条�１項一号➡４９ 

▪【道路斜線制限の後退距離算定の特例】

令１３�0条�の１２➡２２0 

▪【容積率算定に当たり建築物から除かれる部分】

令１３�５条�の１９➡２２７ 

ロ　法第 33 条及び法第 56 条第１項第三号に規
定する高さ並びに法第 57 条の４第１項、
法第 58 条第１項及び第２項、法第 60 条の
２の２第３項並びに法第 60 条の３第２項
に規定する高さ（北側の前面道路又は隣地
との関係についての建築物の各部分の高さ
の最高限度が定められている場合における
その高さに限る。）を算定する場合を除き、
階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓
その他これらに類する建築物の屋上部分の
水平投影面積の合計が当該建築物の建築面
積の　以内の場合においては、その部分
の高さは、12 ｍ（法第 55 条第１項から第
３項まで、法第 56 条の２第４項、法第 59
条の２第１項（法第 55 条第１項に係る部
分に限る。）並びに法別表第４ろ欄２の項、
３の項及び４の項ロの場合には、５ｍ）ま
では、当該建築物の高さに算入しない。

▪【避雷設備】法３�３�条�➡３�７ 

▪【北側斜線制限】法５６条�１項三号➡５0 

▪【特例容積率適用地区】法５７条�の４第１項➡５３� 

▪【高度地区】法５８条�➡５４ 

▪【居住環境向上用途誘導地区】法６0条�の２の２➡５６ 

▪【特定用途誘導地区】法６0条�の３➡５６ 

▪【低層住専等の高さの限度】法５５条�➡４９ 

▪【日影制限】法５６条�の２➡５１ 

ハ　棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに
類する屋上突出物は、当該建築物の高さに
算入しない。

七　軒の高さ　　地盤面（第 130 条の 12 第一号
イの場合には、前面道路の路面の中心）から
建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支
持する壁、敷桁又は柱の上端までの高さによ
る。

▪【道路斜線制限の後退距離算定の特例】

令１３�0条�の１２➡２２0 

八　階数　　昇降機塔、装飾塔、物見塔その他こ
れらに類する建築物の屋上部分又は地階の倉
庫、機械室その他これらに類する建築物の部
分で、水平投影面積の合計がそれぞれ当該建
築物の建築面積の　以下のものは、当該建
築物の階数に算入しない。また、建築物の一
部が吹抜きとなっている場合、建築物の敷地

1
8

1
8

〔
〔

〕

〕

〔
〔〕

〕
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第 2条　●建築基準法施行令

四　延べ面積　　建築物の各階の床面積の合計に
よる。ただし、法第 52 条第１項に規定する
延べ面積（建築物の容積率の最低限度に関す
る規制に係る当該容積率の算定の基礎となる
延べ面積を除く。）には、次に掲げる建築物
の部分の床面積を算入しない。

■関連【ただし書の適用】令２条�３項➡１３�３� 

■関連【容積率】法５２条�３項、６項➡４４ 

イ　自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車
の停留又は駐車のための施設（誘導車路、
操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供
する部分（第３項第一号及び第 137 条の８
において「自動車車庫等部分」という。）

ロ　専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に
供する部分（第３項第二号及び第 137 条の
８において「備蓄倉庫部分」という。）

ハ　蓄電池（床に据え付けるものに限る。）を
設ける部分（第３項第三号及び第 137 条の
８において「蓄電池設置部分」という。）

ニ　自家発電設備を設ける部分（第３項第四号
及び第 137 条の８において「自家発電設備
設置部分」という。）

ホ　貯水槽を設ける部分（第３項第五号及び第
137 条の８において「貯水槽設置部分」と
いう。）

ヘ　宅配ボックス（配達された物品（荷受人が
不在その他の事由により受け取ることがで
きないものに限る。）の一時保管のための
荷受箱をいう。）を設ける部分（第３項第
六号及び第 137 条の８において「宅配ボッ
クス設置部分」という。）

五　築造面積　　工作物の水平投影面積による。
ただし、国土交通大臣が別に算定方法を定め
た工作物については、その算定方法による。

六　建築物の高さ　　地盤面からの高さによる。
ただし、次のイ、ロ又はハのいずれかに該当
する場合においては、それぞれイ、ロ又はハ
に定めるところによる。

イ　法第 56 条第１項第一号の規定並びに第
130 条の 12 及び第 135 条の 19 の規定によ
る高さの算定については、前面道路の路面
の中心からの高さによる。

▪【道路斜線制限】法５６条�１項一号➡４９ 

▪【道路斜線制限の後退距離算定の特例】

令１３�0条�の１２➡２２0 

▪【容積率算定に当たり建築物から除かれる部分】

令１３�５条�の１９➡２２７ 

ロ　法第 33 条及び法第 56 条第１項第三号に規
定する高さ並びに法第 57 条の４第１項、
法第 58 条第１項及び第２項、法第 60 条の
２の２第３項並びに法第 60 条の３第２項
に規定する高さ（北側の前面道路又は隣地
との関係についての建築物の各部分の高さ
の最高限度が定められている場合における
その高さに限る。）を算定する場合を除き、
階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓
その他これらに類する建築物の屋上部分の
水平投影面積の合計が当該建築物の建築面
積の　以内の場合においては、その部分
の高さは、12 ｍ（法第 55 条第１項から第
３項まで、法第 56 条の２第４項、法第 59
条の２第１項（法第 55 条第１項に係る部
分に限る。）並びに法別表第４ろ欄２の項、
３の項及び４の項ロの場合には、５ｍ）ま
では、当該建築物の高さに算入しない。

▪【避雷設備】法３�３�条�➡３�７ 

▪【北側斜線制限】法５６条�１項三号➡５0 

▪【特例容積率適用地区】法５７条�の４第１項➡５３� 

▪【高度地区】法５８条�➡５４ 

▪【居住環境向上用途誘導地区】法６0条�の２の２➡５６ 

▪【特定用途誘導地区】法６0条�の３➡５６ 

▪【低層住専等の高さの限度】法５５条�➡４９ 

▪【日影制限】法５６条�の２➡５１ 

ハ　棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに
類する屋上突出物は、当該建築物の高さに
算入しない。

七　軒の高さ　　地盤面（第 130 条の 12 第一号
イの場合には、前面道路の路面の中心）から
建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支
持する壁、敷桁又は柱の上端までの高さによ
る。

▪【道路斜線制限の後退距離算定の特例】

令１３�0条�の１２➡２２0 

八　階数　　昇降機塔、装飾塔、物見塔その他こ
れらに類する建築物の屋上部分又は地階の倉
庫、機械室その他これらに類する建築物の部
分で、水平投影面積の合計がそれぞれ当該建
築物の建築面積の　以下のものは、当該建
築物の階数に算入しない。また、建築物の一
部が吹抜きとなっている場合、建築物の敷地

1
8

1
8
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が斜面又は段地である場合その他建築物の部
分によって階数を異にする場合においては、
これらの階数のうち最大なものによる。

２	 前項第二号、第六号又は第七号の「地盤面」と
は、建築物が周囲の地面と接する位置の平均の
高さにおける水平面をいい、その接する位置の
高低差が３ｍを超える場合においては、その高
低差３ｍ以内ごとの平均の高さにおける水平面
をいう。

■関連【平均地盤面】別表第４➡１１９ 

３	 第１項第四号ただし書の規定は、次の各号に掲
げる建築物の部分の区分に応じ、当該敷地内の
建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２
以上の建築物がある場合においては、それらの
建築物の各階の床面積の合計の和）に当該各号
に定める割合を乗じて得た面積を限度として適
用するものとする。
一　自動車車庫等部分　　　
二　備蓄倉庫部分　　　
三　蓄電池設置部分　　　
四　自家発電設備設置部分　　　
五　貯水槽設置部分　　　
六　宅配ボックス設置部分　　　
４	 第１項第六号ロ又は第八号の場合における水平
投影面積の算定方法は、同項第二号の建築面積
の算定方法によるものとする。

【都道府県知事が特定行政庁となる建築物】
第２条の２　法第２条第三十五号ただし書の政令で
定める建築物のうち法第 97 条の２第１項の規
定により建築主事を置く市町村の区域内のもの
は、第 148 条第１項に規定する建築物以外の建
築物とする。

２	 法第２条第三十五号ただし書の政令で定める建
築物のうち法第 97 条の３第１項の規定により
建築主事を置く特別区の区域内のものは、第
149 条第１項に規定する建築物とする。

第２節　建築基準適合判定資格者検定

【受検資格】
第２条の３　法第５条第３項に規定する政令で定め
る業務は、次のとおりとする。
一　建築審査会の委員として行う業務
二　学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短

1
5

1
50
1
50

1
100

1
100

1
100

期大学を除く。）の学部、専攻科又は大学院
において教授又は准教授として建築に関する
教育又は研究を行う業務

三　建築物の敷地、構造及び建築設備の安全上、
防火上又は衛生上の観点からする審査又は検
査の業務（法第 77 条の 18 第１項の確認検査
の業務（以下「確認検査の業務」という。）
を除く。）であって国土交通大臣が確認検査
の業務と同等以上の知識及び能力を要すると
認めたもの

【建築基準適合判定資格者検定の基準】
第３条　法第５条の規定による建築基準適合判定資
格者検定は、法第６条第１項又は法第６条の２
第１項の規定による確認をするために必要な知
識及び経験について行う。

【建築基準適合判定資格者検定の方法】
第４条　建築基準適合判定資格者検定は、経歴審査
及び考査によって行う。

２	 前項の経歴審査は、建築行政又は確認検査の業
務若しくは第２条の３各号に掲げる業務に関す
る実務の経歴について行う。

３	 第１項の考査は、法第６条第１項の建築基準関
係規定に関する知識について行う。

【建築基準適合判定資格者検定の施行】
第５条　建築基準適合判定資格者検定は、毎年１回
以上行う。

２	 建築基準適合判定資格者検定の期日及び場所
は、国土交通大臣が、あらかじめ、官報で公告
する。

【合格公告及び通知】
第６条　国土交通大臣（法第５条の２第１項の指定
があったときは、同項の指定建築基準適合判定
資格者検定機関（以下「指定建築基準適合判定
資格者検定機関」という。））は、建築基準適合
判定資格者検定に合格した者の氏名を公告し、
合格した者にその旨を通知する。

【建築基準適合判定資格者検定委員の定員】
第７条　建築基準適合判定資格者検定委員の数は、
10 人以内とする。

【建築基準適合判定資格者検定委員の勤務】
第８条　建築基準適合判定資格者検定委員は、非常
勤とする。

【受検の申込み】
第８条の２　建築基準適合判定資格者検定（指定建
築基準適合判定資格者検定機関が行うものを除

建築基準法施行令●　第 2条の 2
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第 ８条の 3　●建築基準法施行令

く。）の受検の申込みは、住所地又は勤務地の
都道府県知事を経由して行わなければならな
い。

２	 前項の規定により都道府県が処理することとさ
れている事務は、地方自治法（昭和22年法律第67号）
第２条第９項第一号に規定する第一号法定受託
事務とする。

【受検手数料】
第８条の３　法第５条の３第１項の受検手数料の額
は、３万円とする。

２	 前項の受検手数料は、これを納付した者が検定
を受けなかった場合においても、返還しない。

３	 建築基準適合判定資格者検定の受検手数料で
あって指定建築基準適合判定資格者検定機関に
納付するものの納付の方法は、法第 77 条の９
第１項の建築基準適合判定資格者検定事務規程
の定めるところによる。

第２節の２　構造計算適合判定資格者検定

【受検資格】
第８条の４　法第５条の４第３項の政令で定める業
務は、次のとおりとする。
一　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第７項に規

定する構造設計の業務
二　法第６条第４項若しくは法第 18 条第３項に
規定する審査又は法第６条の２第１項の規定
による確認のための審査の業務（法第 20 条
第１項に規定する基準に適合するかどうかの
審査の業務を含むものに限る。）

三　建築物の構造の安全上の観点からする審査の
業務（法第６条の３第１項の構造計算適合性
判定の業務を除く。）であって国土交通大臣
が同項の構造計算適合性判定の業務と同等以
上の知識及び能力を要すると認めたもの

【構造計算適合判定資格者検定の基準等】
第８条の５　法第５条の４の規定による構造計算適
合判定資格者検定は、建築士の設計に係る建築
物の計画が法第６条の３第１項に規定する特定
構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適
合するかどうかの審査をするために必要な知識
及び経験について行う。

２　第４条から第６条まで及び第８条の２の規定は
構造計算適合判定資格者検定に、第７条及び第

８条の規定は構造計算適合判定資格者検定委員
について準用する。この場合において、第４条
第２項中「建築行政又は確認検査の業務若しく
は第２条の３各号に掲げる業務」とあるのは「法
第６条の３第１項の構造計算適合性判定の業務
又は第８条の４各号に掲げる業務」と、同条第
３項中「第６条第１項の建築基準関係規定」と
あるのは「第６条の３第１項に規定する特定構
造計算基準及び特定増改築構造計算基準」と、
第５条第１項中「毎年」とあるのは「３年に」と、
第６条中「第５条の２第１項」とあるのは「第
５条の５第１項」と読み替えるものとする。

【受検手数料】
第８条の６　法第５条の５第２項において準用する
法第５条の３第１項の受検手数料の額は、３万
5,000 円とする。

２　第８条の３第２項及び第３項の規定は、前項の
受検手数料について準用する。この場合におい
て、同条第３項中「第 77 条の９第１項」とあ
るのは、「第 77 条の 17 の２第２項において準
用する法第 77 条の９第１項」と読み替えるも
のとする。

第２節の３　建築基準関係規定

第９条　法第６条第１項（法第 87 条第１項、法第
87 条の４（法第 88 条第１項及び第２項におい
て準用する場合を含む。）並びに法第 88 条第１
項及び第２項において準用する場合を含む。）
の政令で定める規定は、次に掲げる法律の規定
並びにこれらの規定に基づく命令及び条例の規
定で建築物の敷地、構造又は建築設備に係るも
のとする。

■関連【バリアフリー法】法１４条�４項➡５８６ 

■関連【都市緑地法】法４１条�➡７７８ 

■関連【建築物省エネ法】法１１条�２項➡８６１ 

一　消防法（昭和23年法律第186号）第９条、第９条の２、
第 15 条及び第 17 条

二　屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第３条から第
５条まで（広告物の表示及び広告物を掲出す
る物件の設置の禁止又は制限に係る部分に限
る。）

三　港湾法（昭和25年法律第218号）第 40 条第１項（同
法第 50 条の５第２項の規定により読み替え



134 建築基準法施行令　第１章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

第 ８条の 3　●建築基準法施行令

く。）の受検の申込みは、住所地又は勤務地の
都道府県知事を経由して行わなければならな
い。

２	 前項の規定により都道府県が処理することとさ
れている事務は、地方自治法（昭和22年法律第67号）
第２条第９項第一号に規定する第一号法定受託
事務とする。

【受検手数料】
第８条の３　法第５条の３第１項の受検手数料の額
は、３万円とする。

２	 前項の受検手数料は、これを納付した者が検定
を受けなかった場合においても、返還しない。

３	 建築基準適合判定資格者検定の受検手数料で
あって指定建築基準適合判定資格者検定機関に
納付するものの納付の方法は、法第 77 条の９
第１項の建築基準適合判定資格者検定事務規程
の定めるところによる。

第２節の２　構造計算適合判定資格者検定

【受検資格】
第８条の４　法第５条の４第３項の政令で定める業
務は、次のとおりとする。

一　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第７項に規
定する構造設計の業務

二　法第６条第４項若しくは法第 18 条第３項に
規定する審査又は法第６条の２第１項の規定
による確認のための審査の業務（法第 20 条
第１項に規定する基準に適合するかどうかの
審査の業務を含むものに限る。）

三　建築物の構造の安全上の観点からする審査の
業務（法第６条の３第１項の構造計算適合性
判定の業務を除く。）であって国土交通大臣
が同項の構造計算適合性判定の業務と同等以
上の知識及び能力を要すると認めたもの

【構造計算適合判定資格者検定の基準等】
第８条の５　法第５条の４の規定による構造計算適
合判定資格者検定は、建築士の設計に係る建築
物の計画が法第６条の３第１項に規定する特定
構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適
合するかどうかの審査をするために必要な知識
及び経験について行う。

２　第４条から第６条まで及び第８条の２の規定は
構造計算適合判定資格者検定に、第７条及び第

８条の規定は構造計算適合判定資格者検定委員
について準用する。この場合において、第４条
第２項中「建築行政又は確認検査の業務若しく
は第２条の３各号に掲げる業務」とあるのは「法
第６条の３第１項の構造計算適合性判定の業務
又は第８条の４各号に掲げる業務」と、同条第
３項中「第６条第１項の建築基準関係規定」と
あるのは「第６条の３第１項に規定する特定構
造計算基準及び特定増改築構造計算基準」と、
第５条第１項中「毎年」とあるのは「３年に」と、
第６条中「第５条の２第１項」とあるのは「第
５条の５第１項」と読み替えるものとする。

【受検手数料】
第８条の６　法第５条の５第２項において準用する
法第５条の３第１項の受検手数料の額は、３万
5,000 円とする。

２　第８条の３第２項及び第３項の規定は、前項の
受検手数料について準用する。この場合におい
て、同条第３項中「第 77 条の９第１項」とあ
るのは、「第 77 条の 17 の２第２項において準
用する法第 77 条の９第１項」と読み替えるも
のとする。

第２節の３　建築基準関係規定

第９条　法第６条第１項（法第 87 条第１項、法第
87 条の４（法第 88 条第１項及び第２項におい
て準用する場合を含む。）並びに法第 88 条第１
項及び第２項において準用する場合を含む。）
の政令で定める規定は、次に掲げる法律の規定
並びにこれらの規定に基づく命令及び条例の規
定で建築物の敷地、構造又は建築設備に係るも
のとする。

■関連【バリアフリー法】法１４条�４項➡５８６ 

■関連【都市緑地法】法４１条�➡７７８ 

■関連【建築物省エネ法】法１１条�２項➡８６１ 

一　消防法（昭和23年法律第186号）第９条、第９条の２、
第 15 条及び第 17 条

二　屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第３条から第
５条まで（広告物の表示及び広告物を掲出す
る物件の設置の禁止又は制限に係る部分に限
る。）

三　港湾法（昭和25年法律第218号）第 40 条第１項（同
法第 50 条の５第２項の規定により読み替え
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A

て適用する場合を含む。）
四　高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）第 24 条
五　ガス事業法（昭和29年法律第51号）第 162 条
六　駐車場法（昭和32年法律第106号）第 20 条（都市再
生特別措置法（平成14年法律第22号）第 19 条の 14、
第 62 条の 12 及び第 107 条並びに都市の低炭
素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第
20 条の規定により読み替えて適用する場合
を含む。）

七　水道法（昭和32年法律第177号）第 16 条
八　下水道法（昭和33年法律第79号）第 10 条第１項及び
第３項、第 25 条の２並びに第 30 条第１項

九　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第
191号）第 12 条第１項、第 16 条第１項、第 30
条第１項及び第 35 条第１項

十　流通業務市街地の整備に関する法律（昭和41年
法律第110号）第５条第１項

一
十　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化
に関する法律（昭和42年法律第149号）第 38 条の２

二
十　都市計画法（昭和43年法律第100号）第 29 条第１項
及び第２項、第 35 条の２第１項、第 41 条第
２項（同法第 35 条の２第４項において準用
する場合を含む。）、第 42 条、第 43 条第１項
並びに第 53 条第１項（都市再生特別措置法
第 36 条の４の規定により読み替えて適用す
る場合を含む。）並びに都市計画法第 53 条第
２項において準用する同法第 52 条の２第２
項

三
十　特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法（昭

和53年法律第26号）第５条第１項から第３項まで
（同条第５項において準用する場合を含む。）

四
十　自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車
対策の総合的推進に関する法律（昭和55年法律第
87号）第５条第４項

五
十　浄化槽法（昭和58年法律第43号）第３条の２第１項
六
十　特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77

号）第 10 条

第２節の４　特定増改築構造計算基準等

【特定増改築構造計算基準】
第９条の２　法第６条の３第１項本文の政令で定め
る基準は、第 81 条第２項又は第３項に規定す
る基準に従った構造計算で、法第 20 条第１項

第二号イに規定する方法若しくはプログラムに
よるもの又は同項第三号イに規定するプログラ
ムによるものによって確かめられる安全性を有
することとする。

【確認審査が比較的容易にできる特定構造計算基準
及び特定増改築構造計算基準】
第９条の３　法第６条の３第１項ただし書の政令で
定める特定構造計算基準及び特定増改築構造計
算基準並びに法第 18 条第４項ただし書の政令
で定める特定構造計算基準及び特定増改築構造
計算基準は、第 81 条第２項第二号イに掲げる
構造計算で、法第 20 条第１項第二号イに規定
する方法によるものによって確かめられる安全
性を有することとする。

■関連【許容応力度等計算】令８１条�２項二号イ➡１６２ 

第３節　建築物の建築に関する確認の�
特例

第 10 条　法第６条の４第１項の規定により読み替
えて適用される法第６条第１項（法第 87 条第
１項及び法第 87 条の４において準用する場合
を含む。）の政令で定める規定は、次の各号（法
第 87 条第１項において準用する場合にあって
は第一号及び第二号、法第 87 条の４において
準用する場合にあっては同号。以下この条にお
いて同じ。）に掲げる建築物の区分に応じ、そ
れぞれ当該各号に定める規定とする。

一　法第６条�の４第１項第二号に掲げる建築物の
うち、その認定型式に適合する建築物の部分
が第 １３�６ 条�の２の １１ 第一号に掲げるもので
あるもの　　その認定型式が、同号イに掲げ
る全ての規定に適合するものであることの認
定を受けたものである場合にあっては同号イ
に掲げる全ての規定、同号ロに掲げる全ての
規定に適合するものであることの認定を受け
たものである場合にあっては同号ロに掲げる
全ての規定

▪【建築物の建築に関する確認の特例】法６条�の４➡１８ 

▪【型式適合認定の対象とする建築物の部分

及び一連の規定】令１３�６条�の２の１１➡２３�６ 

二　法第６条�の４第１項第二号に掲げる建築物の
うち、その認定型式に適合する建築物の部分
が第 １３�６ 条�の２の １１ 第二号の表の建築物の
部分の欄の各項に掲げるものであるもの　　

建築基準法施行令●　第 ９条の 2
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第 11 条　●建築基準法施行令

　　同表の一連の規定の欄の当該各項に掲げ
る規定（これらの規定中建築物の部分の構造
に係る部分が、当該認定型式に適合する建築
物の部分に適用される場合に限る。）

三　法第６条�の４第１項第三号に掲げる建築物の
うち防火地域及び準防火地域以外の区域内に
おける一戸建ての住宅（住宅の用途以外の用
途に供する部分の床面積の合計が、延べ面積
の　 以上であるもの又は ５0㎡を超えるもの
を除く。）�　　次に定める規定
イ　法第 20 条（第１項第四号イに係る部分に
限る。）、法第 21 条から法第 25 条まで、法
第 27 条、法第 28 条、法第 29 条、法第 31
条第１項、法第 32 条、法第 33 条、法第
35 条から法第 35 条の３まで及び法第 37
条の規定

ロ　次章（第１節の３、第 32 条及び第 35 条を
除く。）、第３章（第８節を除き、第 80 条
の２にあっては国土交通大臣が定めた安全
上必要な技術的基準のうちその指定する基
準に係る部分に限る。）、第４章から第５章
の２まで、第５章の４（第２節を除く。）
及び第 144 条の３の規定

ハ　法第 39 条から法第 41 条までの規定に基づ
く条例の規定のうち特定行政庁が法第６条
の４第２項の規定の趣旨により規則で定め
る規定

四　法第６条�の４第１項第三号に掲げる建築物の
うち前号の一戸建ての住宅以外の建築物

　　　　次に定める規定
イ　法第 20 条（第１項第四号イに係る部分に
限る。）、法第 21 条、法第 28 条第１項及び
第２項、法第 29 条、法第 30 条、法第 31
条第１項、法第 32 条、法第 33 条並びに法
第 37 条の規定

ロ　次章（第 20 条の３、第１節の３、第 32 条
及び第 35 条を除く。）、第３章（第８節を
除き、第 80 条の２にあっては国土交通大
臣が定めた安全上必要な技術的基準のうち
その指定する基準に係る部分に限る。）、第
119 条、第５章の４（第 129 条の２の４第
１項第六号及び第七号並びに第２節を除
く。）及び第 144 条の３の規定

ハ　法第 39 条から法第 41 条までの規定に基づ
く条例の規定のうち特定行政庁が法第６条

１
２

の４第２項の規定の趣旨により規則で定め
る規定

第３節の２　中間検査合格証の交付を�
受けるまでの共同住宅に関する工事の�
施工制限

【工事を終えたときに中間検査を申請しなければな
らない工程】
第 11 条　法第７条の３第１項第一号の政令で定め
る工程は、２階の床及びこれを支持するはりに
鉄筋を配置する工事の工程とする。

【中間検査合格証の交付を受けるまで施工してはな
らない工程】
第 12 条　法第７条の３第６項の政令で定める特定
工程後の工程のうち前条に規定する工程に係る
ものは、２階の床及びこれを支持するはりに配
置された鉄筋をコンクリートその他これに類す
るもので覆う工事の工程とする。

第３節の３　検査済証の交付を受ける�
までの建築物の使用制限

【避難施設等の範囲】
第 13 条　法第７条の６第１項の政令で定める避難
施設、消火設備、排煙設備、非常用の照明装置、
非常用の昇降機又は防火区画（以下この条及び
次条において「避難施設等」という。）は、次
に掲げるもの（当該工事に係る避難施設等がな
いものとした場合に第 112 条、第５章第２節か
ら第４節まで、第 128 条の３、第 129 条の 13
の３又は消防法施行令（昭和36年政令第37号）第 12 条
から第 15 条までの規定による技術的基準に適
合している建築物に係る当該避難施設等を除
く。）とする。

一　避難階（直接地上へ通ずる出入口のある階を
いう。以下同じ。）以外の階にあっては居室
から第 120 条又は第 121 条の直通階段に、避
難階にあっては階段又は居室から屋外への出
口に通ずる出入口及び廊下その他の通路

■関連【避難階】令１２0条�〜➡１８７ 

二　第 118 条の客席からの出口の戸、第 120 条又
は第 121 条の直通階段、同条第３項ただし書
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第 11 条　●建築基準法施行令

　　同表の一連の規定の欄の当該各項に掲げ
る規定（これらの規定中建築物の部分の構造
に係る部分が、当該認定型式に適合する建築
物の部分に適用される場合に限る。）

三　法第６条�の４第１項第三号に掲げる建築物の
うち防火地域及び準防火地域以外の区域内に
おける一戸建ての住宅（住宅の用途以外の用
途に供する部分の床面積の合計が、延べ面積
の　 以上であるもの又は ５0㎡を超えるもの
を除く。）�　　次に定める規定

イ　法第 20 条（第１項第四号イに係る部分に
限る。）、法第 21 条から法第 25 条まで、法
第 27 条、法第 28 条、法第 29 条、法第 31
条第１項、法第 32 条、法第 33 条、法第
35 条から法第 35 条の３まで及び法第 37
条の規定

ロ　次章（第１節の３、第 32 条及び第 35 条を
除く。）、第３章（第８節を除き、第 80 条
の２にあっては国土交通大臣が定めた安全
上必要な技術的基準のうちその指定する基
準に係る部分に限る。）、第４章から第５章
の２まで、第５章の４（第２節を除く。）
及び第 144 条の３の規定

ハ　法第 39 条から法第 41 条までの規定に基づ
く条例の規定のうち特定行政庁が法第６条
の４第２項の規定の趣旨により規則で定め
る規定

四　法第６条�の４第１項第三号に掲げる建築物の
うち前号の一戸建ての住宅以外の建築物

　　　　次に定める規定
イ　法第 20 条（第１項第四号イに係る部分に
限る。）、法第 21 条、法第 28 条第１項及び
第２項、法第 29 条、法第 30 条、法第 31
条第１項、法第 32 条、法第 33 条並びに法
第 37 条の規定

ロ　次章（第 20 条の３、第１節の３、第 32 条
及び第 35 条を除く。）、第３章（第８節を
除き、第 80 条の２にあっては国土交通大
臣が定めた安全上必要な技術的基準のうち
その指定する基準に係る部分に限る。）、第
119 条、第５章の４（第 129 条の２の４第
１項第六号及び第七号並びに第２節を除
く。）及び第 144 条の３の規定

ハ　法第 39 条から法第 41 条までの規定に基づ
く条例の規定のうち特定行政庁が法第６条

１
２

の４第２項の規定の趣旨により規則で定め
る規定

第３節の２　中間検査合格証の交付を�
受けるまでの共同住宅に関する工事の�
施工制限

【工事を終えたときに中間検査を申請しなければな
らない工程】
第 11 条　法第７条の３第１項第一号の政令で定め
る工程は、２階の床及びこれを支持するはりに
鉄筋を配置する工事の工程とする。

【中間検査合格証の交付を受けるまで施工してはな
らない工程】
第 12 条　法第７条の３第６項の政令で定める特定
工程後の工程のうち前条に規定する工程に係る
ものは、２階の床及びこれを支持するはりに配
置された鉄筋をコンクリートその他これに類す
るもので覆う工事の工程とする。

第３節の３　検査済証の交付を受ける�
までの建築物の使用制限

【避難施設等の範囲】
第 13 条　法第７条の６第１項の政令で定める避難
施設、消火設備、排煙設備、非常用の照明装置、
非常用の昇降機又は防火区画（以下この条及び
次条において「避難施設等」という。）は、次
に掲げるもの（当該工事に係る避難施設等がな
いものとした場合に第 112 条、第５章第２節か
ら第４節まで、第 128 条の３、第 129 条の 13
の３又は消防法施行令（昭和36年政令第37号）第 12 条
から第 15 条までの規定による技術的基準に適
合している建築物に係る当該避難施設等を除
く。）とする。

一　避難階（直接地上へ通ずる出入口のある階を
いう。以下同じ。）以外の階にあっては居室
から第 120 条又は第 121 条の直通階段に、避
難階にあっては階段又は居室から屋外への出
口に通ずる出入口及び廊下その他の通路

■関連【避難階】令１２0条�〜➡１８７ 

二　第 118 条の客席からの出口の戸、第 120 条又
は第 121 条の直通階段、同条第３項ただし書
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A

の避難上有効なバルコニー、屋外通路その他
これらに類するもの、第 125 条の屋外への出
口及び第 126 条第２項の屋上広場

三　第 128 条の３第１項の地下街の各構えが接す
る地下道及び同条第４項の地下道への出入口

四　スプリンクラー設備、水噴霧消火設備又は泡
消火設備で自動式のもの

五　第 126 条の２第１項の排煙設備
六　第 126 条の４の非常用の照明装置
七　第 129 条の 13 の３の非常用の昇降機
八　第 112 条（第 128 条の３第５項において準用
する場合を含む。）又は第 128 条の３第２項
若しくは第３項の防火区画

【避難施設等に関する工事に含まれない軽易な工事】
第 13 条の２　法第７条の６第１項の政令で定める
軽易な工事は、バルコニーの手すりの塗装の工
事、出入口又は屋外への出口の戸に用いるガラ
スの取替えの工事、非常用の照明装置に用いる
照明カバーの取替えの工事その他当該避難施設
等の機能の確保に支障を及ぼさないことが明ら
かな工事とする。

第３節の４　維持保全に関する準則の�
作成等を要する建築物

第 13 条の３　法第８条第２項第一号の政令で定め
る特殊建築物は、次に掲げるものとする。
一　法別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用
途に供する特殊建築物でその用途に供する部
分の床面積の合計が 100㎡を超えるもの（当
該床面積の合計が 200㎡以下のものにあって
は、階数が３以上のものに限る。）

二　法別表第１い欄⑸項又は⑹項に掲げる用途に
供する特殊建築物でその用途に供する部分の
床面積の合計が 3,000㎡を超えるもの

２　法第８条第２項第二号の政令で定める建築物
は、事務所その他これに類する用途に供する建
築物（特殊建築物を除く。）のうち階数が３以
上で延べ面積が 200㎡を超えるものとする。

第３節の５　建築監視員

第 14 条　建築監視員は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければならない。
一　３年以上の建築行政に関する実務の経験を有
する者

二　建築士で１年以上の建築行政に関する実務の
経験を有するもの

三　建築の実務に関し技術上の責任のある地位に
あった建築士で国土交通大臣が前２号のいず
れかに該当する者と同等以上の建築行政に関
する知識及び能力を有すると認めたもの

第３節の６　勧告の対象となる建築物

第 14 条の２　法第 10 条第１項の政令で定める建
築物は、次に掲げるものとする。

一　法別表第１い欄に掲げる用途に供する特殊建
築物のうち階数が３以上でその用途に供する
部分の床面積の合計が 100㎡を超え 200㎡以
下のもの

二　事務所その他これに類する用途に供する建築
物（法第６条第１項第一号に掲げる建築物
を除く。）のうち階数が３以上で延べ面積が
200㎡を超えるもの

第４節　損失補償

【収用委員会の裁決の申請手続】
第 15 条　補償金額について不服がある者が、法第
11 条第２項（法第 88 条第１項から第３項まで
において準用する場合を含む。）の規定によっ
て収用委員会の裁決を求めようとする場合にお
いては、土地収用法（昭和26年法律第219号）第 94 条
第３項の規定による裁決申請書には、同項各号
の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事項を
記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名
二　当該建築物又は工作物の所在地
三　当該建築物又は工作物について申請者の有す
る権利

四　当該建築物又は工作物の用途及び構造の概
要、附近見取図、配置図並びに各階平面図。
ただし、命ぜられた措置に関係がない部分は、
省略することができる。

五　法第 11 条第１項（法第 88 条第１項から第３

建築基準法施行令●　第 13 条の 2
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第 16 条　●建築基準法施行令

項までにおいて準用する場合を含む。）の規
定によって特定行政庁が命じた措置

六　通知を受けた補償金額及びその通知を受領し
た年月日

七　通知を受けた補償金額を不服とする理由並び
に申請者が求める補償金額及びその内訳

八　前各号に掲げるものを除くほか、申請者が必
要と認める事項

第５節　定期報告を要する建築物等

第 16 条　法第 12 条第１項の安全上、防火上又は
衛生上特に重要であるものとして政令で定める
建築物は、次に掲げるもの（避難階以外の階を
法別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用途
に供しないことその他の理由により通常の火災
時において避難上著しい支障が生ずるおそれの
少ないものとして国土交通大臣が定めるものを
除く。）とする。

一　地階又は３階以上の階を法別表第１い欄⑴項
に掲げる用途に供する建築物及び当該用途に
供する部分（客席の部分に限る。）の床面積
の合計が 100㎡以上の建築物

二　劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築
物で、主階が１階にないもの

三　法別表第１い欄⑵項又は⑷項に掲げる用途に
供する建築物

四　３階以上の階を法別表第１い欄⑶項に掲げる
用途に供する建築物及び当該用途に供する部
分の床面積の合計が 2,000㎡以上の建築物

２　法第 12 条第１項の政令で定める建築物は、第
14 条の２に規定する建築物とする。

３　法第 12 条第３項の政令で定める特定建築設備
等は、次に掲げるものとする。
一　第 129 条の３第１項各号に掲げる昇降機（使

用頻度が低く劣化が生じにくいことその他の
理由により人が危害を受けるおそれのある事
故が発生するおそれの少ないものとして国土
交通大臣が定めるものを除く。）

▪【昇降機】令１２９条�の３第１項➡２0５ 

二　防火設備のうち、法第６条第１項第一号に掲
げる建築物で第１項各号に掲げるものに設け
るもの（常時閉鎖をした状態にあることその
他の理由により通常の火災時において避難上

著しい支障が生ずるおそれの少ないものとし
て国土交通大臣が定めるものを除く。）

第 17条〜第 18 条　（削除）

第２章　一般構造

第１節　採光に必要な開口部

【居室の採光】
第 19 条　法第 28 条第１項（法第 87 条第３項にお
いて準用する場合を含む。以下この条及び次条
において同じ。）の政令で定める建築物は、児
童福祉施設（幼保連携型認定こども園を除く。）、
助産所、身体障害者社会参加支援施設（補装具
製作施設及び視聴覚障害者情報提供施設を除
く。）、保護施設（医療保護施設を除く。）、婦人
保護施設、老人福祉施設、有料老人ホーム、母
子保健施設、障害者支援施設、地域活動支援セ
ンター、福祉ホーム又は障害福祉サービス事業
（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労
継続支援を行う事業に限る。）の用に供する施
設（以下「児童福祉施設等」という。）とする。

■関連【居室の採光及び換気】法２８条�➡３�６ 

■関連【児童福祉施設】児童福祉法７条�➡９４６ 

２	 法第 28 条第１項の政令で定める居室は、次に
掲げるものとする。

一　保育所及び幼保連携型認定こども園の保育室
二　診療所の病室
三　児童福祉施設等の寝室（入所する者の使用す
るものに限る。）

四　児童福祉施設等（保育所を除く。）の居室のう
ちこれらに入所し、又は通う者に対する保育、
訓練、日常生活に必要な便宜の供与その他こ
れらに類する目的のために使用されるもの

五　病院、診療所及び児童福祉施設等の居室のう
ち入院患者又は入所する者の談話、娯楽その
他これらに類する目的のために使用されるも
の

３	 法第 28 条第１項の政令で定める割合は、次の
表の左欄に掲げる居室の種類の区分に応じ、そ
れぞれ同表の右欄に掲げる割合とする。ただ

〔

〔
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第 16 条　●建築基準法施行令

項までにおいて準用する場合を含む。）の規
定によって特定行政庁が命じた措置

六　通知を受けた補償金額及びその通知を受領し
た年月日

七　通知を受けた補償金額を不服とする理由並び
に申請者が求める補償金額及びその内訳

八　前各号に掲げるものを除くほか、申請者が必
要と認める事項

第５節　定期報告を要する建築物等

第 16 条　法第 12 条第１項の安全上、防火上又は
衛生上特に重要であるものとして政令で定める
建築物は、次に掲げるもの（避難階以外の階を
法別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用途
に供しないことその他の理由により通常の火災
時において避難上著しい支障が生ずるおそれの
少ないものとして国土交通大臣が定めるものを
除く。）とする。

一　地階又は３階以上の階を法別表第１い欄⑴項
に掲げる用途に供する建築物及び当該用途に
供する部分（客席の部分に限る。）の床面積
の合計が 100㎡以上の建築物

二　劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築
物で、主階が１階にないもの

三　法別表第１い欄⑵項又は⑷項に掲げる用途に
供する建築物

四　３階以上の階を法別表第１い欄⑶項に掲げる
用途に供する建築物及び当該用途に供する部
分の床面積の合計が 2,000㎡以上の建築物

２　法第 12 条第１項の政令で定める建築物は、第
14 条の２に規定する建築物とする。

３　法第 12 条第３項の政令で定める特定建築設備
等は、次に掲げるものとする。

一　第 129 条の３第１項各号に掲げる昇降機（使
用頻度が低く劣化が生じにくいことその他の
理由により人が危害を受けるおそれのある事
故が発生するおそれの少ないものとして国土
交通大臣が定めるものを除く。）

▪【昇降機】令１２９条�の３第１項➡２0５ 

二　防火設備のうち、法第６条第１項第一号に掲
げる建築物で第１項各号に掲げるものに設け
るもの（常時閉鎖をした状態にあることその
他の理由により通常の火災時において避難上

著しい支障が生ずるおそれの少ないものとし
て国土交通大臣が定めるものを除く。）

第 17条〜第 18 条　（削除）

第２章　一般構造

第１節　採光に必要な開口部

【居室の採光】
第 19 条　法第 28 条第１項（法第 87 条第３項にお
いて準用する場合を含む。以下この条及び次条
において同じ。）の政令で定める建築物は、児
童福祉施設（幼保連携型認定こども園を除く。）、
助産所、身体障害者社会参加支援施設（補装具
製作施設及び視聴覚障害者情報提供施設を除
く。）、保護施設（医療保護施設を除く。）、婦人
保護施設、老人福祉施設、有料老人ホーム、母
子保健施設、障害者支援施設、地域活動支援セ
ンター、福祉ホーム又は障害福祉サービス事業
（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労
継続支援を行う事業に限る。）の用に供する施
設（以下「児童福祉施設等」という。）とする。

■関連【居室の採光及び換気】法２８条�➡３�６ 

■関連【児童福祉施設】児童福祉法７条�➡９４６ 

２	 法第 28 条第１項の政令で定める居室は、次に
掲げるものとする。

一　保育所及び幼保連携型認定こども園の保育室
二　診療所の病室
三　児童福祉施設等の寝室（入所する者の使用す
るものに限る。）

四　児童福祉施設等（保育所を除く。）の居室のう
ちこれらに入所し、又は通う者に対する保育、
訓練、日常生活に必要な便宜の供与その他こ
れらに類する目的のために使用されるもの

五　病院、診療所及び児童福祉施設等の居室のう
ち入院患者又は入所する者の談話、娯楽その
他これらに類する目的のために使用されるも
の

３	 法第 28 条第１項の政令で定める割合は、次の
表の左欄に掲げる居室の種類の区分に応じ、そ
れぞれ同表の右欄に掲げる割合とする。ただ
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A

し、同表の⑴の項から⑹の項までの左欄に掲げ
る居室のうち、国土交通大臣が定める基準に従
い、照明設備の設置、有効な採光方法の確保そ
の他これらに準ずる措置が講じられているもの
にあっては、それぞれ同表の右欄に掲げる割合
から　 までの範囲内において国土交通大臣が
別に定める割合とする。

居室の種類 割合

⑴ 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、
中等教育学校又は幼保連携型認定こども園の教室 　　

⑵ 前項第一号に掲げる居室

⑶ 住宅の居住のための居室

　　
⑷ 病院又は診療所の病室

⑸ 寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室

⑹ 前項第三号及び第四号に掲げる居室

⑺ ⑴の項に掲げる学校以外の学校の教室
　　

⑻ 前項第五号に掲げる居室

【有効面積の算定方法】
第 20 条　法第 28 条第１項に規定する居室の窓そ

の他の開口部（以下この条において「開口部」
という。）で採光に有効な部分の面積は、当該
居室の開口部ごとの面積に、それぞれ採光補正
係数を乗じて得た面積を合計して算定するもの
とする。ただし、国土交通大臣が別に算定方法
を定めた建築物の開口部については、その算定
方法によることができる。

２ 前項の採光補正係数は、次の各号に掲げる地域
又は区域の区分に応じ、それぞれ当該各号に定
めるところにより計算した数値（天窓にあって
は当該数値に 3.0 を乗じて得た数値、その外側
に幅 90㎝以上の縁側（ぬれ縁を除く。）その他
これに類するものがある開口部にあっては当該
数値に 0.7 を乗じて得た数値）とする。ただし、
採光補正係数が 3.0 を超えるときは、3.0 を限
度とする。
一　第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専
用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種
中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二
種住居地域、準住居地域又は田園住居地域　
　隣地境界線（法第 86 条第 10 項に規定する
公告対象区域（以下「公告対象区域」とい
う。）内の建築物にあっては、当該公告対象
区域内の他の法第 86 条の２第１項に規定す
る一敷地内認定建築物（同条第９項の規定に

1
10

1
5

1
7

1
10

より一敷地内認定建築物とみなされるものを
含む。以下この号において「一敷地内認定建
築物」という。）又は同条第３項に規定する
一敷地内許可建築物（同条第 11 項又は第 12
項の規定により一敷地内許可建築物とみなさ
れるものを含む。以下この号において「一敷
地内許可建築物」という。）との隣地境界線
を除く。以下この号において同じ。）又は同
一敷地内の他の建築物（公告対象区域内の建
築物にあっては、当該公告対象区域内の他の
一敷地内認定建築物又は一敷地内許可建築物
を含む。以下この号において同じ。）若しく
は当該建築物の他の部分に面する開口部の部
分で、その開口部の直上にある建築物の各部
分（開口部の直上垂直面から後退し、又は突
出する部分がある場合においては、その部分
を含み、半透明のひさしその他採光上支障の
ないひさしがある場合においては、これを除
くものとする。）からその部分の面する隣地
境界線（開口部が、道（都市計画区域又は準
都市計画区域内においては、法第 42 条に規
定する道路をいう。第 144 条の４を除き、以
下同じ。）に面する場合にあっては当該道の
反対側の境界線とし、公園、広場、川その他
これらに類する空地又は水面に面する場合に
あっては当該公園、広場、川その他これらに
類する空地又は水面の幅の 　だけ隣地境界
線の外側にある線とする。）又は同一敷地内
の他の建築物若しくは当該建築物の他の部分
の対向部までの水平距離（以下この項におい
て「水平距離」という。）を、その部分から
開口部の中心までの垂直距離で除した数値の
うちの最も小さい数値（以下「採光関係比率」
という。）に 6.0 を乗じた数値から 1.4 を減じ
て得た算定値（次のイからハまでに掲げる場
合にあっては、それぞれイからハまでに定め
る数値）

イ　開口部が道に面する場合であって、当該算
定値が 1.0 未満となる場合　　1.0

ロ　開口部が道に面しない場合であって、水平
距離が７ｍ以上であり、かつ、当該算定値
が 1.0 未満となる場合　　1.0

ハ　開口部が道に面しない場合であって、水平
距離が７ｍ未満であり、かつ、当該算定値
が負数となる場合　　０

1
2

建築基準法施行令●　第 20 条
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第 115 条の 3　●建築基準法施行令

くは壁（これらの床又は壁を貫通する給水
管、配電管その他の管の部分及びその周囲の
部分の構造が国土交通大臣が定めた構造方法
を用いるものに限る。）又は特定防火設備で
第 112 条第 19 項第一号に規定する構造であ
るもので区画されていること。

七　建築物の各室及び各通路について、壁（床面
からの高さが 1.2 ｍ以下の部分を除く。）及び
天井（天井のない場合においては、屋根）の
室内に面する部分（回り縁、窓台その他これ
らに類する部分を除く。）の仕上げが難燃材
料でされ、又はスプリンクラー設備、水噴霧
消火設備、泡消火設備その他これらに類する
もので自動式のもの及び第 126 条の３の規定
に適合する排煙設備が設けられていること。

八　主要構造部である柱又ははりを接合する継手
又は仕口の構造が、通常の火災時の加熱に対
して耐力の低下を有効に防止することができ
るものとして国土交通大臣が定めた構造方法
を用いるものであること。

九　国土交通大臣が定める基準に従った構造計算
によって、通常の火災により建築物全体が容
易に倒壊するおそれのないことが確かめられ
た構造であること。

２	 法第 26 条第三号の政令で定める用途は、畜舎、
堆肥舎並びに水産物の増殖場及び養殖場の上家
とする。

【耐火建築物等としなければならない特殊建築物】
第 115 条の３　法別表第１い欄の⑵項から⑷項ま
で及び⑹項（法第 87 条第３項において法第 27
条の規定を準用する場合を含む。）に掲げる用
途に類するもので政令で定めるものは、それぞ
れ次の各号に掲げるものとする。
一　⑵項の用途に類するもの　　児童福祉施設等
（幼保連携型認定こども園を含む。以下同じ。）

■関連【児童福祉施設等】令１９条�１項➡１３�８ 

二　⑶項の用途に類するもの　　博物館、美術館、
図書館、ボーリング場、スキー場、スケート
場、水泳場又はスポーツの練習場

三　⑷項の用途に類するもの　　公衆浴場、待合、
料理店、飲食店又は物品販売業を営む店舗（床
面積が 10㎡以内のものを除く。）

四　⑹項の用途に類するもの　　映画スタジオ又
はテレビスタジオ

【自動車車庫等の用途に供してはならない準耐火建
築物】
第 115 条の４　法第 27 条第３項（法第 87 条第３
項において準用する場合を含む。次条第１項に
おいて同じ。）の規定により政令で定める準耐
火建築物は、第 109 条の３第一号に掲げる技術
的基準に適合するもの（同条第二号に掲げる技
術的基準に適合するものを除く。）とする。

【危険物の数量】
第 116 条　法第 27 条第３項第二号の規定により政
令で定める危険物の数量の限度は、次の表に定
めるところによるものとする。

危険物品の種類

数量

常時貯蔵する
場合

製造所又は他の事
業を営む工場にお
いて処理する場合

火
薬
類（
玩
具
煙
火
を
除
く
。）

火薬 20ｔ 10ｔ

爆薬 20ｔ ５ｔ

工業雷管及び
電気雷管 300万個 50万個

銃用雷管 1,000万個 500万個

信号雷管 300万個 50万個

実包 1,000万個 ５万個

空包 1,000万個 ５万個

信管及び火管 10万個 ５万個

導爆線 500㎞ 500㎞

導火線 2,500㎞ 500㎞

電気導火線 ７万個 ５万個

信号炎管及び
信号火箭 ２ｔ ２ｔ

煙火 ２ｔ ２ｔ

その他の火薬
又は爆薬を使
用した火工品

当該火工品の原料をなす火薬又は爆薬の
数量に応じて、火薬又は爆薬の数量のそ
れぞれの限度による。

消防法第２条第７
項に規定する危険
物

危険物の規制に関
する政令（昭和34年
政令第306号）別表第
３の類別欄に掲げ
る類、同表の品名
欄に掲げる品名及
び同表の性質欄に
掲げる性状に応じ、
それぞれ同表の指
定数量欄に定める
数量の 10 倍の数量

危険物の規制に関
する政令別表第３
の類別欄に掲げる
類、同表の品名欄
に掲げる品名及び
同表の性質欄に掲
げる性状に応じ、
それぞれ同表の指
定数量欄に定める
数量の 10 倍の数量

マッチ 300マッチトン 300マッチトン

可燃性ガス 700㎥ ２万㎥

圧縮ガス 7,000㎥ 20万㎥

液化ガス 70ｔ 2,000ｔ

この表において、可燃性ガス及び圧縮ガスの容積の数値は、
温度が０度で圧力が１気圧の状態に換算した数値とする。
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【特定用途制限地域内の工作物】
第 144 条の２の４　第 138 条第３項第六号に掲げ
るものについては、第 130 条の２の規定を準用
する。

２	 第 138 条第３項第六号に掲げるものについての
法第 88 条第２項において準用する法第 87 条第
３項の規定によって法第 49 条の２の規定に基
づく条例の規定を準用する場合における同項第
二号に規定する類似の用途の指定については、
当該条例で定めるものとする。

第10章　雑則

【安全上、防火上又は衛生上重要である建築物の部
分】
第 144 条の３　法第 37 条の規定により政令で定め
る安全上、防火上又は衛生上重要である建築物
の部分は、次に掲げるものとする。

一　構造耐力上主要な部分で基礎及び主要構造部
以外のもの

二　耐火構造、準耐火構造又は防火構造の構造部
分で主要構造部以外のもの

三　第 109 条に定める防火設備又はこれらの部分
四　建築物の内装又は外装の部分で安全上又は防
火上重要であるものとして国土交通大臣が定
めるもの

五　主要構造部以外の間仕切壁、揚げ床、最下階
の床、小ばり、ひさし、局部的な小階段、屋
外階段、バルコニーその他これらに類する部
分で防火上重要であるものとして国土交通大
臣が定めるもの

六　建築設備又はその部分（消防法第 21 条の２
第１項に規定する検定対象機械器具等及び同
法第 21 条の 16 の２に規定する自主表示対象
機械器具等、ガス事業法第２条第 13 項に規
定するガス工作物及び同法第 137 条第１項に
規定するガス用品、電気用品安全法（昭和36年
法律第234号）第２条第１項に規定する電気用品、
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化
に関する法律第２条第７項に規定する液化石
油ガス器具等並びに安全上、防火上又は衛生
上支障がないものとして国土交通大臣が定め
るものを除く。）

【道に関する基準】
第 144 条の４　法第 42 条第１項第五号の規定によ
り政令で定める基準は、次の各号に掲げるもの
とする。

一　両端が他の道路に接続したものであること。
ただし、次のイからホまでのいずれかに該当
する場合においては、袋路状道路（法第 43
条第３項第五号に規定する袋路状道路をい
う。以下この条において同じ。）とすること
ができる。

イ　延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に
接続する道にあっては、当該袋路状道路が
他の道路に接続するまでの部分の延長を含
む。ハにおいて同じ。）が 35 ｍ以下の場合

ロ　終端が公園、広場その他これらに類するも
ので自動車の転回に支障がないものに接続
している場合

ハ　延長が 35 ｍを超える場合で、終端及び区
間 35 ｍ以内ごとに国土交通大臣の定める
基準に適合する自動車の転回広場が設けら
れている場合

ニ　幅員が６ｍ以上の場合
ホ　イからニまでに準ずる場合で、特定行政庁
が周囲の状況により避難及び通行の安全上
支障がないと認めた場合

二　道が同一平面で交差し、若しくは接続し、又
は屈曲する箇所（交差、接続又は屈曲により
生ずる内角が 120 度以上の場合を除く。）は、
角地の隅角を挟む辺の長さ２ｍの二等辺三角
形の部分を道に含む隅切りを設けたものであ
ること。ただし、特定行政庁が周囲の状況に
よりやむを得ないと認め、又はその必要がな
いと認めた場合においては、この限りでない。

三　砂利敷その他ぬかるみとならない構造である
こと。

四　縦断勾配が 12％以下であり、かつ、階段状
でないものであること。ただし、特定行政庁
が周囲の状況により避難及び通行の安全上支
障がないと認めた場合においては、この限り
でない。

五　道及びこれに接する敷地内の排水に必要な側
溝、街渠その他の施設を設けたものであるこ
と。

２	 地方公共団体は、その地方の気候若しくは風土
の特殊性又は土地の状況により必要と認める場

第 1４４ 条の 2の ４　●建築基準法施行令
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A

合においては、条例で、区域を限り、前項各号
に掲げる基準と異なる基準を定めることができ
る。

３	 地方公共団体は、前項の規定により第１項各号
に掲げる基準を緩和する場合においては、あら
かじめ、国土交通大臣の承認を得なければなら
ない。

【窓その他の開口部を有しない居室】
第 144 条の５　法第 43 条第３項第三号の規定によ
り政令で定める窓その他の開口部を有しない居
室は、第 116 条の２に規定するものとする。

【道路内に建築することができる建築物に関する基
準等】
第 145 条　法第 44 条第１項第三号の政令で定める
基準は、次のとおりとする。
一　主要構造部が耐火構造であること。

■関連【耐火性能関係規定】令１0８条�の３第３項➡１７４ 

二　耐火構造とした床若しくは壁又は特定防火設
備のうち、次に掲げる要件を満たすものとし
て、国土交通大臣が定めた構造方法を用いる
もの又は国土交通大臣の認定を受けたもので
道路と区画されていること。
イ　第 112 条第 19 項第一号イ及びロ並びに第
二号ロに掲げる要件を満たしていること。

ロ　閉鎖又は作動をした状態において避難上支
障がないものであること。

三　道路の上空に設けられる建築物にあっては、
屋外に面する部分に、ガラス（網入りガラス
を除く。）、瓦、タイル、コンクリートブロッ
ク、飾石、テラコッタその他これらに類する
材料が用いられていないこと。ただし、これ
らの材料が道路上に落下するおそれがない部
分については、この限りでない。

２	 法第 44 条第１項第四号の規定により政令で定
める建築物は、道路（高度地区（建築物の高さ
の最低限度が定められているものに限る。以下
この項において同じ。）、高度利用地区又は都市
再生特別地区内の自動車のみの交通の用に供す
るものを除く。）の上空に設けられる渡り廊下
その他の通行又は運搬の用途に供する建築物
で、次の各号のいずれかに該当するものであ
り、かつ、主要構造部が耐火構造であり、又は
不燃材料で造られている建築物に設けられるも
の、高度地区、高度利用地区又は都市再生特別
地区内の自動車のみの交通の用に供する道路の

上空に設けられる建築物、高架の道路の路面下
に設けられる建築物並びに自動車のみの交通の
用に供する道路に設けられる建築物である休憩
所、給油所及び自動車修理所（高度地区、高度
利用地区又は都市再生特別地区内の自動車のみ
の交通の用に供する道路の上空に設けられるも
の及び高架の道路の路面下に設けられるものを
除く。）とする。

■関連【耐火性能関係規定】令１0８条�の３第３項➡１７４ 

一　学校、病院、老人ホームその他これらに類す
る用途に供する建築物に設けられるもので、
生徒、患者、老人等の通行の危険を防止する
ために必要なもの

二　建築物の５階以上の階に設けられるもので、
その建築物の避難施設として必要なもの

三　多数人の通行又は多量の物品の運搬の用途に
供するもので、道路の交通の緩和に寄与する
もの

３	 前項の建築物のうち、道路の上空に設けられる
ものの構造は、次の各号に定めるところによら
なければならない。

一　構造耐力上主要な部分は、鉄骨造、鉄筋コン
クリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造と
し、その他の部分は、不燃材料で造ること。

二　屋外に面する部分には、ガラス（網入ガラス
を除く。）、瓦、タイル、コンクリートブロッ
ク、飾石、テラコッタその他これらに類する
材料を用いないこと。ただし、これらの材料
が道路上に落下するおそれがない部分につい
ては、この限りでない。

三　道路の上空に設けられる建築物が渡り廊下そ
の他の通行又は運搬の用途に供する建築物で
ある場合においては、その側面には、床面か
らの高さが 1.5 ｍ以上の壁を設け、その壁の
床面からの高さが 1.5 ｍ以下の部分に開口部
を設けるときは、これにはめごろし戸を設け
ること。

【確認等を要する建築設備】
第 146 条　法第 87 条の４（法第 88 条第１項及び
第２項において準用する場合を含む。）の規定
により政令で指定する建築設備は、次に掲げる
ものとする。

一　エレベーター及びエスカレーター
二　小荷物専用昇降機（昇降路の出し入れ口の下
端が当該出し入れ口が設けられる室の床面よ
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り高いことその他の理由により人が危害を受
けるおそれのある事故が発生するおそれの少
ないものとして国土交通大臣が定めるものを
除く。）

三　法第 12 条第３項の規定により特定行政庁が
指定する建築設備（屎尿浄化槽及び合併処理
浄化槽を除く。）

２	 第７章の８の規定は、前項各号に掲げる建築設
備について準用する。

【仮設建築物等に対する制限の緩和】
第 147 条　法第 85 条第２項の規定の適用を受ける
建築物（以下この項において「応急仮設建築物
等」という。）又は同条第６項若しくは第７項
の規定による許可を受けた建築物（いずれも高
さが 60 ｍ以下のものに限る。）については、第
22 条、第 28 条から第 30 条まで、第 37 条、第
46 条、第 49 条、第 67 条、第 70 条、第３章第
８節、第 112 条、第 114 条、第５章の２、第
129 条の２の３（屋上から突出する水槽、煙
突その他これらに類するものに係る部分に限
る。）、第 129 条の 13 の２及び第 129 条の 13 の
３の規定は適用せず、応急仮設建築物等につい
ては、第 41 条から第 43 条まで、第 48 条及び
第５章の規定は適用しない。

２	 災害があった場合において建築物の用途を変更
して法第 87 条の３第２項に規定する公益的建
築物として使用するときにおける当該公益的建
築物（以下この項において「公益的建築物」と
いう。）、建築物の用途を変更して同条第６項に
規定する興行場等とする場合における当該興行
場等及び建築物の用途を変更して同条第７項に
規定する特別興行場等とする場合における当該
特別興行場等（いずれも高さが 60 ｍ以下のも
のに限る。）については、第 22 条、第 28 条か
ら第 30 条まで、第 46 条、第 49 条、第 112 条、
第 114 条、第５章の２、第 129 条の 13 の２及
び第 129 条の 13 の３の規定は適用せず、公益
的建築物については、第 41 条から第 43 条まで
及び第５章の規定は適用しない。

３	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
一号に掲げる煙突でその存続期間が２年以内の
もの（高さが 60 ｍを超えるものにあっては、
その構造及び周囲の状況に関し安全上支障がな
いものとして国土交通大臣が定める基準に適合
するものに限る。）については、第 139 条第１

項第三号及び第四号の規定並びに同条第４項に
おいて準用する第 37 条、第 38 条第６項及び第
67 条の規定は、適用しない。

４	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
二号に掲げる工作物でその存続期間が２年以内
のもの（高さが 60 ｍを超えるものにあっては、
その構造及び周囲の状況に関し安全上支障がな
いものとして国土交通大臣が定める基準に適合
するものに限る。）については、第 140 条第２
項において準用する第 139 条第１項第三号及び
第四号の規定並びに第 140 条第４項において準
用する第 37 条、第 38 条第６項及び第 67 条の
規定は、適用しない。

５	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
三号又は第四号に掲げる工作物でその存続期間
が２年以内のもの（高さが 60 ｍを超えるもの
にあっては、その構造及び周囲の状況に関し安
全上支障がないものとして国土交通大臣が定め
る基準に適合するものに限る。）については、
第 141 条第２項において準用する第 139 条第１
項第三号及び第四号の規定並びに第 141 条第４
項において準用する第 37 条、第 38 条第６項、
第 67 条及び第 70 条の規定は、適用しない。

【工事中における安全上の措置等に関する計画の届
出を要する建築物】
第 147 条の２　法第 90 条の３（法第 87 条の４に
おいて準用する場合を含む。）の政令で定める
建築物は、次に掲げるものとする。

一　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営
む店舗（床面積が 10㎡以内のものを除く。）
又は展示場の用途に供する建築物で３階以上
の階又は地階におけるその用途に供する部分
の床面積の合計が 1,500㎡を超えるもの

二　病院、診療所（患者の収容施設があるものに
限る。）又は児童福祉施設等の用途に供する
建築物で５階以上の階におけるその用途に供
する部分の床面積の合計が 1,500㎡を超える
もの

■関連【児童福祉施設等】令１９条�１項➡１３�８ 

三　劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集
会場、ホテル、旅館、キャバレー、カフェー、
ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技場、
公衆浴場、待合、料理店若しくは飲食店の用
途又は前２号に掲げる用途に供する建築物で
５階以上の階又は地階におけるその用途に供

第 1４7 条　●建築基準法施行令
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り高いことその他の理由により人が危害を受
けるおそれのある事故が発生するおそれの少
ないものとして国土交通大臣が定めるものを
除く。）

三　法第 12 条第３項の規定により特定行政庁が
指定する建築設備（屎尿浄化槽及び合併処理
浄化槽を除く。）

２	 第７章の８の規定は、前項各号に掲げる建築設
備について準用する。

【仮設建築物等に対する制限の緩和】
第 147 条　法第 85 条第２項の規定の適用を受ける
建築物（以下この項において「応急仮設建築物
等」という。）又は同条第６項若しくは第７項
の規定による許可を受けた建築物（いずれも高
さが 60 ｍ以下のものに限る。）については、第
22 条、第 28 条から第 30 条まで、第 37 条、第
46 条、第 49 条、第 67 条、第 70 条、第３章第
８節、第 112 条、第 114 条、第５章の２、第
129 条の２の３（屋上から突出する水槽、煙
突その他これらに類するものに係る部分に限
る。）、第 129 条の 13 の２及び第 129 条の 13 の
３の規定は適用せず、応急仮設建築物等につい
ては、第 41 条から第 43 条まで、第 48 条及び
第５章の規定は適用しない。

２	 災害があった場合において建築物の用途を変更
して法第 87 条の３第２項に規定する公益的建
築物として使用するときにおける当該公益的建
築物（以下この項において「公益的建築物」と
いう。）、建築物の用途を変更して同条第６項に
規定する興行場等とする場合における当該興行
場等及び建築物の用途を変更して同条第７項に
規定する特別興行場等とする場合における当該
特別興行場等（いずれも高さが 60 ｍ以下のも
のに限る。）については、第 22 条、第 28 条か
ら第 30 条まで、第 46 条、第 49 条、第 112 条、
第 114 条、第５章の２、第 129 条の 13 の２及
び第 129 条の 13 の３の規定は適用せず、公益
的建築物については、第 41 条から第 43 条まで
及び第５章の規定は適用しない。

３	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
一号に掲げる煙突でその存続期間が２年以内の
もの（高さが 60 ｍを超えるものにあっては、
その構造及び周囲の状況に関し安全上支障がな
いものとして国土交通大臣が定める基準に適合
するものに限る。）については、第 139 条第１

項第三号及び第四号の規定並びに同条第４項に
おいて準用する第 37 条、第 38 条第６項及び第
67 条の規定は、適用しない。

４	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
二号に掲げる工作物でその存続期間が２年以内
のもの（高さが 60 ｍを超えるものにあっては、
その構造及び周囲の状況に関し安全上支障がな
いものとして国土交通大臣が定める基準に適合
するものに限る。）については、第 140 条第２
項において準用する第 139 条第１項第三号及び
第四号の規定並びに第 140 条第４項において準
用する第 37 条、第 38 条第６項及び第 67 条の
規定は、適用しない。

５	 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第
三号又は第四号に掲げる工作物でその存続期間
が２年以内のもの（高さが 60 ｍを超えるもの
にあっては、その構造及び周囲の状況に関し安
全上支障がないものとして国土交通大臣が定め
る基準に適合するものに限る。）については、
第 141 条第２項において準用する第 139 条第１
項第三号及び第四号の規定並びに第 141 条第４
項において準用する第 37 条、第 38 条第６項、
第 67 条及び第 70 条の規定は、適用しない。

【工事中における安全上の措置等に関する計画の届
出を要する建築物】
第 147 条の２　法第 90 条の３（法第 87 条の４に
おいて準用する場合を含む。）の政令で定める
建築物は、次に掲げるものとする。

一　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営
む店舗（床面積が 10㎡以内のものを除く。）
又は展示場の用途に供する建築物で３階以上
の階又は地階におけるその用途に供する部分
の床面積の合計が 1,500㎡を超えるもの

二　病院、診療所（患者の収容施設があるものに
限る。）又は児童福祉施設等の用途に供する
建築物で５階以上の階におけるその用途に供
する部分の床面積の合計が 1,500㎡を超える
もの

■関連【児童福祉施設等】令１９条�１項➡１３�８ 

三　劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集
会場、ホテル、旅館、キャバレー、カフェー、
ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技場、
公衆浴場、待合、料理店若しくは飲食店の用
途又は前２号に掲げる用途に供する建築物で
５階以上の階又は地階におけるその用途に供
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する部分の床面積の合計が 2,000㎡を超える
もの

四　地下の工作物内に設ける建築物で居室の床面
積の合計が 1,500㎡を超えるもの

【消防長等の同意を要する住宅】
第 147 条の３　法第 93 条第１項ただし書の政令で
定める住宅は、一戸建ての住宅で住宅の用途以
外の用途に供する部分の床面積の合計が延べ面
積の　	以上であるもの又は 50㎡を超えるもの
とする。

【映像等の送受信による通話の方法による口頭審査】
第 147 条の４　法第 94 条第３項の口頭審査につい
ては、行政不服審査法施行令（平成27年政令第391号）
第２条の規定により読み替えられた同令第８条
の規定を準用する。この場合において、同条中
「総務省令」とあるのは、「国土交通省令」と読
み替えるものとする。

【権限の委任】
第 147 条の５　この政令に規定する国土交通大臣
の権限は、国土交通省令で定めるところにより、
その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に
委任することができる。

【市町村の建築主事等の特例】
第 148 条　法第 97 条の２第１項の政令で定める事
務は、法の規定により建築主事の権限に属する
ものとされている事務のうち、次に掲げる建築
物又は工作物（当該建築物又は工作物の新築、
改築、増築、移転、築造又は用途の変更に関し
て、法律並びにこれに基づく命令及び条例の規
定により都道府県知事の許可を必要とするもの
を除く。）に係る事務とする。
一　法第６条第１項第四号に掲げる建築物
二　第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項
第一号に掲げる煙突若しくは同項第三号に掲
げる工作物で高さが 10 ｍ以下のもの又は同
項第五号に掲げる擁壁で高さが３ｍ以下のも
の（いずれも前号に規定する建築物以外の建
築物の敷地内に築造するものを除く。）

２	 法第 97 条の２第４項の政令で定める事務は、
次に掲げる事務（建築審査会が置かれていない
市町村の長にあっては、第一号及び第三号に掲
げる事務）とする。
一　法第６条の２第６項及び第７項（これらの規
定を法第 88 条第１項において準用する場合
を含む。）、法第７条の２第７項（法第 88 条

1
2

第１項において準用する場合を含む。）、法
第７条の４第７項（法第 88 条第１項におい
て準用する場合を含む。）、法第９条（法第
88 条第１項及び第３項並びに法第 90 条第３
項において準用する場合を含む。）、法第９
条の２（法第 88 条第１項及び第３項並びに
法第 90 条第３項において準用する場合を含
む。）、法第９条の３（法第 88 条第１項及び
第３項並びに法第 90 条第３項において準用
する場合を含む。）、法第９条の４（法第 88
条第１項及び第３項において準用する場合を
含む。）、法第 10 条（法第 88 条第１項及び
第３項において準用する場合を含む。）、法
第 11 条第１項（法第 88 条第１項及び第３
項において準用する場合を含む。）、法第 12
条（法第 88 条第１項及び第３項において準
用する場合を含む。）、法第 18 条第 25 項（法
第 88 条第１項及び第３項並びに法第 90 条
第３項において準用する場合を含む。）、法
第 43 条第２項第一号、法第 85 条第３項、第
５項、第６項及び第８項（同条第５項の規定
により許可の期間を延長する場合に係る部分
に限る。）、法第 86 条第１項、第２項及び第
８項（同条第１項又は第２項の規定による認
定に係る部分に限る。）、法第 86 条の２第１
項及び第６項（同条第１項の規定による認定
に係る部分に限る。）、法第 86 条の５第２項
及び第４項（同条第２項の規定による認定の
取消しに係る部分に限る。）、法第 86 条の６、
法第 86 条の８（第２項を除き、法第 87 条の
２第２項において準用する場合を含む。）、法
第 87 条の２第１項、法第 87 条第３項、第５
項、第６項及び第８項（同条第５項の規定に
より許可の期間を延長する場合に係る部分に
限る。）並びに法第 93 条の２に規定する都道
府県知事たる特定行政庁の権限に属する事務
のうち、前項各号に掲げる建築物又は工作物
に係る事務

二　法第 43 条第２項第二号、法第 44 条第１項第
二号、法第 52 条第 14 項（同項第二号に該
当する場合に限る。以下この号において同
じ。）、同条第 15 項（同条第 14 項の規定によ
る許可をする場合に係る部分に限る。）にお
いて準用する法第 44 条第２項、法第 53 条第
６項第三号、同条第９項（同号の規定による
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第１２条�［権限の委任］‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥355
第２号様式（第１条�の３�、第３�条�、第３�条�の３�関係）�‥ ‥‥‥357
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B

建築基準法施行規則（抄）
昭和 25 年 11 月 16 日建設省令第 40 号

最終改正：令和５年３月 31 日国土交通省令第 30 号

【建築基準適合判定資格者検定の受検申込書】
第１条　建築基準適合判定資格者検定（指定建築基
準適合判定資格者検定機関が建築基準適合判定
資格者検定事務を行うものを除く。）を受けよ
うとする者は、別記第１号様式による受検申込
書に申請前６月以内に撮影した無帽、正面、無
背景の縦の長さ 4.5㎝、横の長さ 3.5㎝の写真（以
下「受検申込用写真」という。）を添え、これ
を国土交通大臣に提出しなければならない。

２	 指定建築基準適合判定資格者検定機関が建築基
準適合判定資格者検定事務を行う建築基準適合
判定資格者検定を受けようとする者は、前項の
受検申込書に受検申込用写真を添え、指定建築
基準適合判定資格者検定機関の定めるところに
より、これを指定建築基準適合判定資格者検定
機関に提出しなければならない。

【受検者の不正行為に対する報告】
第１条の２　指定建築基準適合判定資格者検定機関
は、建築基準法（以下「法」という。）第５条
の２第２項の規定により法第５条第６項に規定
する国土交通大臣の職権を行ったときは、遅滞
なく次に掲げる事項を記載した報告書を国土交
通大臣に提出しなければならない。
一　不正行為者の氏名、住所及び生年月日
二　不正行為に係る検定の年月日及び検定地
三　不正行為の事実
四　処分の内容及び年月日
五　その他参考事項

【構造計算適合判定資格者検定の受検申込書】
第１条の２の２　構造計算適合判定資格者検定（指
定構造計算適合判定資格者検定機関が構造計算
適合判定資格者検定事務を行うものを除く。）
を受けようとする者は、別記第１号の２様式に
よる受検申込書に受検申込用写真を添え、これ
を国土交通大臣に提出しなければならない。

【準用】
第１条の２の３　第１条第２項の規定は指定構造計
算適合判定資格者検定機関が構造計算適合判定
資格者検定事務を行う構造計算適合判定資格者
検定を受けようとする者に、第１条の２の規定

は指定構造計算適合判定資格者検定機関が法第
５条の５第２項において読み替えて準用する法
第５条の２第２項の規定により法第５条の４第
５項において準用する法第５条第６項に規定す
る国土交通大臣の職権を行ったときについて準
用する。この場合において、第１条第２項中「前
項」とあるのは「第１条の２の２」と読み替え
るものとする。

【確認申請書の様式】
第１条の３　法第６条第１項（法第 87 条第１項に
おいて準用する場合を含む。第４項において同
じ。）の規定による確認の申請書は、次の各号
に掲げる図書及び書類とする。ただし、次の表
１のい項に掲げる配置図又は各階平面図は、次
の表２の�項のろ欄に掲げる道路に接して有効
な部分の配置図若しくは特定道路の配置図、同
表の�項のろ欄に掲げる道路高さ制限適合建築
物の配置図、隣地高さ制限適合建築物の配置図
若しくは北側高さ制限適合建築物の配置図又は
同表の�項のろ欄に掲げる日影図と、表１のろ
項に掲げる２面以上の立面図又は２面以上の断
面図は、表２の�項のろ欄に掲げる道路高さ制
限適合建築物の２面以上の立面図、隣地高さ制
限適合建築物の２面以上の立面図若しくは北側
高さ制限適合建築物の２面以上の立面図又は同
表の�項のろ欄に掲げる防災都市計画施設に面
する方向の立面図と、それぞれ併せて作成する
ことができる。

一　別記第２号様式による正本１通及び副本１通
に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添
えたもの（正本に添える図書にあっては、当
該図書の設計者の氏名が記載されたものに限
る。）。

イ　次の表１の各項に掲げる図書（用途変更の
場合においては同表のは項に掲げる図書
を、国土交通大臣があらかじめ安全である
と認定した構造の建築物又はその部分に係
る場合で当該認定に係る認定書の写しを添
えたものにおいては同項に掲げる図書のう
ち国土交通大臣の指定したものを除く。）

ロ　申請に係る建築物が次の⑴から⑶までに掲
げる建築物である場合にあっては、それぞ
れ当該⑴から⑶までに定める図書及び書類

⑴　次の表２の各項のい欄並びに表５の⑵項
及び⑶項のい欄に掲げる建築物　　それ

建築基準法施行規則（抄）●　第 1条
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第 1条の 3　●建築基準法施行規則（抄）

ぞれ表２の各項のろ欄に掲げる図書並び
に表５の⑵項のろ欄に掲げる計算書及び
同表の⑶項のろ欄に掲げる図書（用途変
更の場合においては表２の⑴項のろ欄に
掲げる図書を、国土交通大臣があらかじ
め安全であると認定した構造の建築物又
はその部分に係る場合で当該認定に係る
認定書の写しを添えたものにおいては表
２の⑴項のろ欄に掲げる図書、表５の⑴
項及び⑷項から⑹項までのろ欄に掲げる
計算書並びに同表の⑶項のろ欄に掲げる
図書のうち国土交通大臣が指定したもの
を、⑵の認定を受けた構造の建築物又は
その部分に係る場合においては同表の⑵
項のろ欄に掲げる計算書を除く。）

⑵　次の⒤及びⅱに掲げる建築物（用途変更
をする建築物を除く。）　　それぞれ当該
⒤及びⅱに定める図書（国土交通大臣が
あらかじめ安全であると認定した構造の
建築物又はその部分に係る場合において
は、当該認定に係る認定書の写し及び当
該構造であることを確かめることができ
るものとして国土交通大臣が指定した構
造計算の計算書）。ただし、ⅰ及びⅱに
掲げる建築物について法第 20 条第１項
第二号イ及び第三号イの認定を受けたプ
ログラムによる構造計算によって安全性
を確かめた場合は、当該認定に係る認定
書の写し、当該プログラムによる構造計
算を行うときに電子計算機（入出力装置
を含む。以下同じ。）に入力した構造設
計の条件並びに構造計算の過程及び結果
に係る情報を記録した磁気ディスク等
（磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ
の他これらに準ずる方法により一定の事
項を確実に記録しておくことができる物

をいう。以下同じ。）並びにⅰ及びⅱに
定める図書のうち国土交通大臣が指定し
たものをもって代えることができる。

ⅰ　次の表３の各項のい欄左段（⑵項に
あってはい欄）に掲げる建築物　　当
該各項のろ欄に掲げる構造計算書

ⅱ　建築基準法施行令（以下「令」という。）
第 81 条第２項第一号イ若しくはロ又
は同項第二号イ又は同条第３項に規定
する国土交通大臣が定める基準に従っ
た構造計算により安全性を確かめた建
築物　　次の表３の各項のろ欄に掲げ
る構造計算書に準ずるものとして国土
交通大臣が定めるもの

⑶　次の表４の各項のい欄に掲げる建築物　
　　当該各項に掲げる書類（建築主事が、
当該書類を有していないことその他の理
由により、提出を求める場合に限る。）

二　別記第３号様式による建築計画概要書
三　代理者によって確認の申請を行う場合にあっ
ては、当該代理者に委任することを証する書
類（以下「委任状」という。）又はその写し

四　申請に係る建築物が一級建築士、二級建築士
又は木造建築士（第４項第四号、第３条第３
項第四号及び第３条の７第１項第四号におい
て「建築士」という。）により構造計算によっ
てその安全性を確かめられたものである場合
（建築士法（昭和25年法律第202号）第 20 条の２の規
定の適用がある場合を除く。第４項第四号、
第３条第３項第四号及び第３条の７第１項第
四号において同じ。）にあっては、同法第 20
条第２項に規定する証明書（構造計算書を除
く。第４項第四号、第３条第３項第四号及び
第３条の７第１項第四号において単に「証明
書」という。）の写し

１
図書の種類 明示すべき事項

い 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位

敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請に係る建築物と他の建築物との別

擁壁の設置その他安全上適当な措置

土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との高低差及び申請に係る建築物の各部分の高さ

敷地の接する道路の位置、幅員及び種類
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第 1条の 3　●建築基準法施行規則（抄）

ぞれ表２の各項のろ欄に掲げる図書並び
に表５の⑵項のろ欄に掲げる計算書及び
同表の⑶項のろ欄に掲げる図書（用途変
更の場合においては表２の⑴項のろ欄に
掲げる図書を、国土交通大臣があらかじ
め安全であると認定した構造の建築物又
はその部分に係る場合で当該認定に係る
認定書の写しを添えたものにおいては表
２の⑴項のろ欄に掲げる図書、表５の⑴
項及び⑷項から⑹項までのろ欄に掲げる
計算書並びに同表の⑶項のろ欄に掲げる
図書のうち国土交通大臣が指定したもの
を、⑵の認定を受けた構造の建築物又は
その部分に係る場合においては同表の⑵
項のろ欄に掲げる計算書を除く。）

⑵　次の⒤及びⅱに掲げる建築物（用途変更
をする建築物を除く。）　　それぞれ当該
⒤及びⅱに定める図書（国土交通大臣が
あらかじめ安全であると認定した構造の
建築物又はその部分に係る場合において
は、当該認定に係る認定書の写し及び当
該構造であることを確かめることができ
るものとして国土交通大臣が指定した構
造計算の計算書）。ただし、ⅰ及びⅱに
掲げる建築物について法第 20 条第１項
第二号イ及び第三号イの認定を受けたプ
ログラムによる構造計算によって安全性
を確かめた場合は、当該認定に係る認定
書の写し、当該プログラムによる構造計
算を行うときに電子計算機（入出力装置
を含む。以下同じ。）に入力した構造設
計の条件並びに構造計算の過程及び結果
に係る情報を記録した磁気ディスク等
（磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ
の他これらに準ずる方法により一定の事
項を確実に記録しておくことができる物

をいう。以下同じ。）並びにⅰ及びⅱに
定める図書のうち国土交通大臣が指定し
たものをもって代えることができる。

ⅰ　次の表３の各項のい欄左段（⑵項に
あってはい欄）に掲げる建築物　　当
該各項のろ欄に掲げる構造計算書

ⅱ　建築基準法施行令（以下「令」という。）
第 81 条第２項第一号イ若しくはロ又
は同項第二号イ又は同条第３項に規定
する国土交通大臣が定める基準に従っ
た構造計算により安全性を確かめた建
築物　　次の表３の各項のろ欄に掲げ
る構造計算書に準ずるものとして国土
交通大臣が定めるもの

⑶　次の表４の各項のい欄に掲げる建築物　
　　当該各項に掲げる書類（建築主事が、
当該書類を有していないことその他の理
由により、提出を求める場合に限る。）

二　別記第３号様式による建築計画概要書
三　代理者によって確認の申請を行う場合にあっ
ては、当該代理者に委任することを証する書
類（以下「委任状」という。）又はその写し

四　申請に係る建築物が一級建築士、二級建築士
又は木造建築士（第４項第四号、第３条第３
項第四号及び第３条の７第１項第四号におい
て「建築士」という。）により構造計算によっ
てその安全性を確かめられたものである場合
（建築士法（昭和25年法律第202号）第 20 条の２の規
定の適用がある場合を除く。第４項第四号、
第３条第３項第四号及び第３条の７第１項第
四号において同じ。）にあっては、同法第 20
条第２項に規定する証明書（構造計算書を除
く。第４項第四号、第３条第３項第四号及び
第３条の７第１項第四号において単に「証明
書」という。）の写し

１
図書の種類 明示すべき事項

い 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位

敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請に係る建築物と他の建築物との別

擁壁の設置その他安全上適当な措置

土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との高低差及び申請に係る建築物の各部分の高さ

敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

267建築基準法施行規則

A

C

D

E

F

G

H

I

K

J

L M N O P Q R

B

建築基準法施行規則（抄）●　第 1条の 3

下水管、下水溝又はためますその他これらに類する施設の位置及び排出経路又は処理経路

各階平面図 縮尺及び方位

間取、各室の用途及び床面積

壁及び筋かいの位置及び種類

通し柱及び開口部の位置

延焼のおそれのある部分の外壁の位置及び構造

申請に係る建築物が法第３条第２項の規定により法第28条の２（令第137条の４の２に規定する基準に係
る部分に限る。）の規定の適用を受けない建築物である場合であって当該建築物について増築、改築、大規
模の修繕又は大規模の模様替（以下この項において「増築等」という。）をしようとするときにあっては、当
該増築等に係る部分以外の部分について行う令第137条の４の３第三号に規定する措置

床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

ろ ２面以上の立面図 縮尺

開口部の位置

延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造

２面以上の断面図 縮尺

地盤面

各階の床及び天井（天井のない場合は、屋根）の高さ、軒及びひさしの出並びに建築物の各部分の高さ

地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ

地盤面を算定するための算式

は 基礎伏図 縮尺並びに構造耐力上主要な部分の材料の種別及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

構造詳細図

２

い
ろ

図書の種類 明示すべき事項

⑴ 法第20条
の規定が
適用され
る建築物

令第３章第２節の
規定が適用される
建築物
▪令３章２節〔構造

部材等〕➡１５0  

各階平面図 １　基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の種別及び寸法
２　屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する建築
物の部分及び広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付ける
ものの種別、位置及び寸法

２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図

構造詳細図 屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する建築物の
部分及び広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付けるものの
取付け部分の構造方法

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分で特に腐食、腐朽又は摩損のおそれのある
ものに用いる材料の腐食、腐朽若しくは摩損のおそれの程度又は
さび止め、防腐若しくは摩損防止のための措置

特定天井（令第39条第３項に規定する特定天井をいう。以下同じ。）
で特に腐食、腐朽その他の劣化のおそれのあるものに用いる材料
の腐食、腐朽その他の劣化のおそれの程度又はさび止め、防腐そ
の他の劣化防止のための措置

基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

基礎の種類

基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算出方法

木ぐい及び常水面の位置

施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐいの打撃力等に対す
る構造耐力上の安全性を確保するための措置
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令第38条第３項若しくは第
４項又は令第39条第２項若
しくは第３項の規定に適合
することの確認に必要な図
書

令第38条第３項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第38条第４項の構造計算の結果及びその算出方法

令第39条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第39条第３項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第３章第３節の
規定が適用される
建築物
▪令３章３節〔木造〕

➡１５１  

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 屋根ふき材の種別

柱の有効細長比

構造耐力上主要な部分である軸組等の構造方法

構造耐力上主要な部分である継手又は仕口の構造方法

外壁のうち、軸組が腐りやすい構造である部分の下地

構造耐力上主要な部分である部材の地面から１m以内の部分の
防腐又は防蟻措置

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に使用する木材の品質

令第40条ただし書、令第42
条第１項第二号、同条第１
項第三号、令第43条第１項
ただし書、同条第２項ただ
し書、令第46条第２項第一
号イ、同条第２項第一号ハ、
同条第３項、同条第４項、令
第47条第１項、令第48条第
１項第二号ただし書又は同
条第２項第二号の規定に適
合することの確認に必要な
図書

令第40条ただし書に規定する用途又は規模への適合性審査に必
要な事項

令第42条第１項第二号に規定する基準への適合性審査に必要な
事項

令第42条第１項第三号に規定する構造方法への適合性審査に必
要な事項

令第42条第１項第三号に規定する方法による検証内容

令第43条第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第43条第２項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第２項第一号イに規定する基準への適合性審査に必要
な事項

令第46条第２項第一号ハの構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第３項本文に規定する基準への適合性審査に必要な事
項

令第46条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第４項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第47条第１項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第48条第１項第二号ただし書の構造計算の結果及びその算出
方法

令第48条第２項第二号に規定する規格への適合性審査に必要な
事項

令第３章第４節の
規定が適用される
建築物
▪令３章４節〔組積

造〕➡１５４ 

配置図 組積造の塀の位置

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手す
り壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

第 1条の 3　●建築基準法施行規則（抄）
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令第38条第３項若しくは第
４項又は令第39条第２項若
しくは第３項の規定に適合
することの確認に必要な図
書

令第38条第３項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第38条第４項の構造計算の結果及びその算出方法

令第39条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第39条第３項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第３章第３節の
規定が適用される
建築物
▪令３章３節〔木造〕

➡１５１  

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 屋根ふき材の種別

柱の有効細長比

構造耐力上主要な部分である軸組等の構造方法

構造耐力上主要な部分である継手又は仕口の構造方法

外壁のうち、軸組が腐りやすい構造である部分の下地

構造耐力上主要な部分である部材の地面から１m以内の部分の
防腐又は防蟻措置

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に使用する木材の品質

令第40条ただし書、令第42
条第１項第二号、同条第１
項第三号、令第43条第１項
ただし書、同条第２項ただ
し書、令第46条第２項第一
号イ、同条第２項第一号ハ、
同条第３項、同条第４項、令
第47条第１項、令第48条第
１項第二号ただし書又は同
条第２項第二号の規定に適
合することの確認に必要な
図書

令第40条ただし書に規定する用途又は規模への適合性審査に必
要な事項

令第42条第１項第二号に規定する基準への適合性審査に必要な
事項

令第42条第１項第三号に規定する構造方法への適合性審査に必
要な事項

令第42条第１項第三号に規定する方法による検証内容

令第43条第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第43条第２項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第２項第一号イに規定する基準への適合性審査に必要
な事項

令第46条第２項第一号ハの構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第３項本文に規定する基準への適合性審査に必要な事
項

令第46条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第46条第４項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第47条第１項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第48条第１項第二号ただし書の構造計算の結果及びその算出
方法

令第48条第２項第二号に規定する規格への適合性審査に必要な
事項

令第３章第４節の
規定が適用される
建築物
▪令３章４節〔組積

造〕➡１５４ 

配置図 組積造の塀の位置

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手す
り壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

第 1条の 3　●建築基準法施行規則（抄）

269建築基準法施行規則

A

C

D

E

F

G

H

I

K

J

L M N O P Q R

B

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）、間仕切壁及
び手すり又は手すり壁の位置、寸法、構造方法及び材料の種別並
びに開口部の位置、形状及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の根入れ深さ並びに材料の種別及び寸
法

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

施工方法等計画書 使用するモルタルの調合等の組積材の施工方法の計画

令第51条第１項ただし書、
令第55条第２項、令第57条
第１項第一号及び第二号又
は令第59条の２の規定に適
合することの確認に必要な
図書

令第51条第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第55条第２項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第57条第１項第一号及び第二号に規定する基準への適合性審
査に必要な事項

令第59条の２に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第３章第４節の
２の規定が適用さ
れる建築物

▪令３章４節の２
〔補強コンクリートブ

ロック造〕➡１５６ 

配置図 補強コンクリートブロック造の塀の位置

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手す
り壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の丈及び根入れ深さ並びに材料の種別
及び寸法

帳壁の材料の種別及び構造方法

鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートブロックの組積方法

補強コンクリートブロックの耐力壁、門又は塀の縦筋の接合方法

令第62条の４第１項から第
３項まで、令第62条の５第
２項又は令第62条の８ただ
し書の規定に適合すること
の確認に必要な図書

令第62条の４第１項から第３項までに規定する基準への適合性
審査に必要な事項

令第62条の５第２項に規定する基準への適合性審査に必要な事
項

令第62条の８ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第３章第５節の
規定が適用される
建築物
▪令３章５節〔鉄骨

造〕➡１５７ 

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 圧縮材の有効細長比

構造耐力上主要な部分である接合部並びに継手及び仕口の構造
方法

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

令第66条、令第67条第２項、
令第69条又は令第70条の規
定に適合することの確認に
必要な図書

令第66条に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第67条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第69条の構造計算の結果及びその算出方法

建築基準法施行規則（抄）●　第 1条の 3
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令第70条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第70条に規定する一の柱のみの火熱による耐力の低下によっ
て建築物全体が容易に倒壊するおそれがある場合として国土交
通大臣が定める場合に該当することを確認するために必要な事
項

令第３章第６節の
規定が適用される
建築物
▪令３章６節〔鉄筋

コンクリート造〕
➡１５８ 

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法

２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

令第73条第２項ただし書、
同条第３項ただし書、令第
77条第四号、同条第五号た
だし書、令第77条の２第１
項ただし書又は令第79条第
２項の規定に適合すること
の確認に必要な図書

令第73条第２項ただし書に規定する構造方法への適合性審査に
必要な事項

令第73条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第77条第四号に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第77条第五号ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第77条の２第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方
法

令第79条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第３章第６節の
２の規定が適用さ
れる建築物

▪令３章６節の２
〔鉄骨鉄筋コンク

リート造〕➡１６１ 

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継手及び仕口の構造
方法

鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さ

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

令第66条、令第67条第２項、
令第69条、令第73条第２項
ただし書、同条第３項ただ
し書、令第77条第五号ただ
し書、同条第六号、令第77条
の２第１項ただし書、令第
79条第２項又は令第79条の
３第２項の規定に適合する

令第66条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第67条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第69条の構造計算の結果及びその算出方法

令第73条第２項ただし書に規定する構造方法への適合性審査に
必要な事項

令第73条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

第 1条の 3　●建築基準法施行規則（抄）
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令第70条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第70条に規定する一の柱のみの火熱による耐力の低下によっ
て建築物全体が容易に倒壊するおそれがある場合として国土交
通大臣が定める場合に該当することを確認するために必要な事
項

令第３章第６節の
規定が適用される
建築物
▪令３章６節〔鉄筋

コンクリート造〕
➡１５８ 

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法

２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

令第73条第２項ただし書、
同条第３項ただし書、令第
77条第四号、同条第五号た
だし書、令第77条の２第１
項ただし書又は令第79条第
２項の規定に適合すること
の確認に必要な図書

令第73条第２項ただし書に規定する構造方法への適合性審査に
必要な事項

令第73条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第77条第四号に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第77条第五号ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第77条の２第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方
法

令第79条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第３章第６節の
２の規定が適用さ
れる建築物

▪令３章６節の２
〔鉄骨鉄筋コンク

リート造〕➡１６１ 

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部
の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継手及び仕口の構造
方法

鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さ

使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

令第66条、令第67条第２項、
令第69条、令第73条第２項
ただし書、同条第３項ただ
し書、令第77条第五号ただ
し書、同条第六号、令第77条
の２第１項ただし書、令第
79条第２項又は令第79条の
３第２項の規定に適合する

令第66条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第67条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第69条の構造計算の結果及びその算出方法

令第73条第２項ただし書に規定する構造方法への適合性審査に
必要な事項

令第73条第３項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法
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ことの確認に必要な図書 令第77条第五号ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第77条第六号に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第77条の２第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方
法

令第79条第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要な事
項

令第79条の３第２項に規定する構造方法への適合性審査に必要
な事項

令第３章第７節の
規定が適用される
建築物
▪令３章７節〔無筋

コンクリート造〕
➡１６１ 

配置図 無筋コンクリート造の塀の位置、構造方法及び寸法

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手す
り壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法２面以上の立面図

２面以上の断面図

基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）、間仕切壁及
び手すり又は手すり壁の位置、寸法、構造方法及び材料の種別並
びに開口部の位置、形状及び寸法

各階床伏図

小屋伏図

２面以上の軸組図

構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の根入れ深さ並びに材料の種別及び寸
法

使用構造材料一覧表 コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

令第51条第１項ただし書、
令第55条第２項、令第57条
第１項第一号及び第二号又
は令第59条の２の規定に適
合することの確認に必要な
図書

令第51条第１項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

令第55条第２項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

令第57条第１項第一号及び第二号に規定する基準への適合性審
査に必要な事項

令第59条の２に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第３章第７節の
２の規定が適用さ
れる建築物

令第80条の２又は令第80条
の３の規定に適合すること
の確認に必要な図書

令第80条の２に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第80条の３に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

令第３章第８節の
規定が適用される
建築物

各階平面図、２面以上の立
面図、２面以上の断面図、基
礎伏図、小屋伏図、２面以上
の軸組図及び構造詳細図

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸法、
構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法

構造計算においてその影響を考慮した非構造部材の位置、形状、
寸法及び材料の種別

令第129条の２の
３第三号の規定が
適用される建築物

令第129条の２の３第三号
の規定に適合することの確
認に必要な図書

令第129条の２の３第三号に規定する構造方法への適合性審査に
必要な事項

第８条の３の規定
が適用される建築
物

第８条の３の規定に適合す
ることの確認に必要な図書

第８条の３に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

法第20条第２項の
規定が適用される
建築物

２面以上の断面図 令第36条の４に規定する構造方法

⑵ 法第21条
の規定が
適用され
る建築物

法第21条第１項本
文の規定が適用さ
れる建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

防火区画の位置及び面積

通常火災終了時間の算出に当たって必要な建築設備の位置

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

通常火災終了時間計算書 通常火災終了時間及びその算出方法

建築基準法施行規則（抄）●　第 1条の 3
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条まで若しくは第 68 条の２第１項の規定に基
づく条例（これらの規定に基づく条例の規定を
法第 88 条第２項において準用する法第 87 条第
２項又は第３項において準用する場合を含む。）
の規定に適合するものであることについての確
認をするために特に必要があると認める場合に
おいては、規則で、第１項から第３項までの規
定に定めるもののほか、申請書に添えるべき図
書について必要な規定を設けることができる。

７	 前各項の規定にかかわらず、確認を受けた工作
物の計画の変更の場合における確認の申請書並
びにその添付図書及び添付書類は、前各項に規
定する申請書並びにその添付図書及び添付書類
並びに当該計画の変更に係る直前の確認に要し
た図書及び書類（変更に係る部分に限る。）と
する。ただし、当該直前の確認を受けた建築主
事に対して申請を行う場合においては、変更に
係る部分の申請書（第１面が別記第 14 号様式
によるものをいう。）並びにその添付図書及び
添付書類とする。

８	 第２条第１項、第４項又は第５項の規定は、法
第 88 条第１項又は第２項において準用する法
第６条第４項又は第７項の規定による交付につ
いて準用する。

【計画の変更に係る確認を要しない軽微な変更】
第３条の２　法第６条第１項（法第 87 条第１項に
おいて準用する場合を含む。）の国土交通省令
で定める軽微な変更は、次に掲げるものであっ
て、変更後も建築物の計画が建築基準関係規定
に適合することが明らかなものとする。
一　敷地に接する道路の幅員及び敷地が道路に接
する部分の長さの変更（都市計画区域内、準
都市計画区域内及び法第 68 条の９第１項の
規定に基づく条例により建築物又はその敷地
と道路との関係が定められた区域内にあって
は敷地に接する道路の幅員が大きくなる場合
（敷地境界線が変更されない場合に限る。）及
び変更後の敷地が道路に接する部分の長さが
２m（条例で規定する場合にあってはその長
さ）以上である場合に限る。）

二　敷地面積が増加する場合の敷地面積及び敷地
境界線の変更（当該敷地境界線の変更により
変更前の敷地の一部が除かれる場合を除く。）

三　建築物の高さが減少する場合における建築物
の高さの変更（建築物の高さの最低限度が定

められている区域内の建築物に係るものを除
く。）

四　建築物の階数が減少する場合における建築物
の階数の変更

五　建築面積が減少する場合における建築面積の
変更（都市計画区域内、準都市計画区域内及
び法第 68 条の９第１項の規定に基づく条例
により日影による中高層の建築物の高さの制
限が定められた区域内において当該建築物の
外壁が隣地境界線又は同一の敷地内の他の建
築物若しくは当該建築物の他の部分から後退
しない場合及び建築物の建築面積の最低限度
が定められている区域内の建築物に係るもの
を除く。）

六　床面積の合計が減少する場合における床面積
の変更（都市計画区域内、準都市計画区域内
及び法第 68 条の９第１項の規定に基づく条
例の適用を受ける区域内の建築物に係るもの
にあっては次のイ又はロに掲げるものを除
く。）

イ　当該変更により建築物の延べ面積が増加す
るもの

ロ　建築物の容積率の最低限度が定められてい
る区域内の建築物に係るもの

七　用途の変更（令第 137 条の 18 で指定する類
似の用途相互間におけるものに限る。）

八　構造耐力上主要な部分である基礎ぐい、間柱、
床版、屋根版又は横架材（小ばりその他これ
に類するものに限る。）の位置の変更（変更
に係る部材及び当該部材に接する部材以外に
応力度の変更がない場合であって、変更に係
る部材及び当該部材に接する部材が令第 82
条各号に規定する構造計算によって確かめら
れる安全性を有するものに限る。）

九　構造耐力上主要な部分である部材の材料又は
構造の変更（変更後の建築材料が変更前の建
築材料と異なる変更及び強度又は耐力が減少
する変更を除き、第十二号の表の左欄に掲げ
る材料又は構造を変更する場合にあっては、
同表の右欄に掲げる材料又は構造とする変更
に限る。）

十　構造耐力上主要な部分以外の部分であって、
屋根ふき材、内装材（天井を除く。）、外装材、
帳壁その他これらに類する建築物の部分、広
告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付け

第 3条の 2　●建築基準法施行規則（抄）
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条まで若しくは第 68 条の２第１項の規定に基
づく条例（これらの規定に基づく条例の規定を
法第 88 条第２項において準用する法第 87 条第
２項又は第３項において準用する場合を含む。）
の規定に適合するものであることについての確
認をするために特に必要があると認める場合に
おいては、規則で、第１項から第３項までの規
定に定めるもののほか、申請書に添えるべき図
書について必要な規定を設けることができる。

７	 前各項の規定にかかわらず、確認を受けた工作
物の計画の変更の場合における確認の申請書並
びにその添付図書及び添付書類は、前各項に規
定する申請書並びにその添付図書及び添付書類
並びに当該計画の変更に係る直前の確認に要し
た図書及び書類（変更に係る部分に限る。）と
する。ただし、当該直前の確認を受けた建築主
事に対して申請を行う場合においては、変更に
係る部分の申請書（第１面が別記第 14 号様式
によるものをいう。）並びにその添付図書及び
添付書類とする。

８	 第２条第１項、第４項又は第５項の規定は、法
第 88 条第１項又は第２項において準用する法
第６条第４項又は第７項の規定による交付につ
いて準用する。

【計画の変更に係る確認を要しない軽微な変更】
第３条の２　法第６条第１項（法第 87 条第１項に
おいて準用する場合を含む。）の国土交通省令
で定める軽微な変更は、次に掲げるものであっ
て、変更後も建築物の計画が建築基準関係規定
に適合することが明らかなものとする。

一　敷地に接する道路の幅員及び敷地が道路に接
する部分の長さの変更（都市計画区域内、準
都市計画区域内及び法第 68 条の９第１項の
規定に基づく条例により建築物又はその敷地
と道路との関係が定められた区域内にあって
は敷地に接する道路の幅員が大きくなる場合
（敷地境界線が変更されない場合に限る。）及
び変更後の敷地が道路に接する部分の長さが
２m（条例で規定する場合にあってはその長
さ）以上である場合に限る。）

二　敷地面積が増加する場合の敷地面積及び敷地
境界線の変更（当該敷地境界線の変更により
変更前の敷地の一部が除かれる場合を除く。）

三　建築物の高さが減少する場合における建築物
の高さの変更（建築物の高さの最低限度が定

められている区域内の建築物に係るものを除
く。）

四　建築物の階数が減少する場合における建築物
の階数の変更

五　建築面積が減少する場合における建築面積の
変更（都市計画区域内、準都市計画区域内及
び法第 68 条の９第１項の規定に基づく条例
により日影による中高層の建築物の高さの制
限が定められた区域内において当該建築物の
外壁が隣地境界線又は同一の敷地内の他の建
築物若しくは当該建築物の他の部分から後退
しない場合及び建築物の建築面積の最低限度
が定められている区域内の建築物に係るもの
を除く。）

六　床面積の合計が減少する場合における床面積
の変更（都市計画区域内、準都市計画区域内
及び法第 68 条の９第１項の規定に基づく条
例の適用を受ける区域内の建築物に係るもの
にあっては次のイ又はロに掲げるものを除
く。）

イ　当該変更により建築物の延べ面積が増加す
るもの

ロ　建築物の容積率の最低限度が定められてい
る区域内の建築物に係るもの

七　用途の変更（令第 137 条の 18 で指定する類
似の用途相互間におけるものに限る。）

八　構造耐力上主要な部分である基礎ぐい、間柱、
床版、屋根版又は横架材（小ばりその他これ
に類するものに限る。）の位置の変更（変更
に係る部材及び当該部材に接する部材以外に
応力度の変更がない場合であって、変更に係
る部材及び当該部材に接する部材が令第 82
条各号に規定する構造計算によって確かめら
れる安全性を有するものに限る。）

九　構造耐力上主要な部分である部材の材料又は
構造の変更（変更後の建築材料が変更前の建
築材料と異なる変更及び強度又は耐力が減少
する変更を除き、第十二号の表の左欄に掲げ
る材料又は構造を変更する場合にあっては、
同表の右欄に掲げる材料又は構造とする変更
に限る。）

十　構造耐力上主要な部分以外の部分であって、
屋根ふき材、内装材（天井を除く。）、外装材、
帳壁その他これらに類する建築物の部分、広
告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付け
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B

るもの若しくは当該取付け部分、壁又は手す
り若しくは手すり壁の材料若しくは構造の変
更（第十二号の表の左欄に掲げる材料又は構
造を変更する場合にあっては、同表の右欄に
掲げる材料又は構造とする変更に限る。）又は
位置の変更（間仕切壁にあっては、主要構造
部であるもの及び防火上主要なものを除く。）

一
十　構造耐力上主要な部分以外の部分である天井
の材料若しくは構造の変更（次号の表の左欄
に掲げる材料又は構造を変更する場合にあっ
ては同表の右欄に掲げる材料又は構造とする
変更に限り、特定天井にあっては変更後の建
築材料が変更前の建築材料と異なる変更又は
強度若しくは耐力が減少する変更を除き、特
定天井以外の天井にあっては特定天井とする
変更を除く。）又は位置の変更（特定天井以
外の天井にあっては、特定天井とする変更を
除く。）

二
十　建築物の材料又は構造において、次の表の左
欄に掲げる材料又は構造を同表の右欄に掲げ
る材料又は構造とする変更（第九号から前号
までに係る部分の変更を除く。）

不燃材料 不燃材料

準不燃材料 不燃材料又は準不燃材料

難燃材料 不燃材料、準不燃材料又は難燃材料

耐火構造 耐火構造

準耐火構造

耐火構造又は準耐火構造（変更後の構造に
おける加熱開始後構造耐力上支障のある
変形、溶融、破壊その他の損傷を生じない
時間、加熱面以外の面（屋内に面するもの
に限る。）の温度が可燃物燃焼温度以上に
上昇しない時間及び屋外に火炎を出す原
因となる亀裂その他の損傷を生じない時
間が、それぞれ変更前の構造における加熱
開始後構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じない時間、加熱面
以外の面（屋内に面するものに限る。）の温
度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない時
間及び屋外に火炎を出す原因となる亀裂
その他の損傷を生じない時間以上である
場合に限る。）

防火構造 耐火構造、準耐火構造又は防火構造

令第109条の３
第一号の技術的
基準に適合する
構造

耐火構造、準耐火構造又は令第109条の３
第一号の技術的基準に適合する構造

令第109条の３
第二号ハの技術
的基準に適合す
る構造

耐火構造、準耐火構造又は令第109条の３
第二号ハの技術的基準に適合する構造

令第115条の２
第１項第四号の
技術的基準に適
合する構造

耐火構造、準耐火構造又は令第115条の２
第１項第四号の技術的基準に適合する構
造

令第109条の９
の技術的基準に
適合する構造

耐火構造、準耐火構造、防火構造又は令第
109条の９の技術的基準に適合する構造

令第136条の２
の２の技術的基
準に適合する構
造

令第136条の２の２の技術的基準に適合す
る構造

令第109条の８
の技術的基準に
適合する構造

令第136条の２の２の技術的基準に適合す
る構造又は令第109条の８の技術的基準に
適合する構造

特定防火設備 特定防火設備

令第114条第５
項において準用
する令第112条
第21項の技術的
基準に適合する
防火設備

特定防火設備又は令第114条第５項におい
て準用する令第112条第21項の技術的基準
に適合する防火設備

令第109条の２
の技術的基準に
適合する防火設
備

特定防火設備、令第114条第５項において
準用する令第112条第21項の技術的基準に
適合する防火設備又は令第109条の２の技
術的基準に適合する防火設備

令第110条の３
の技術的基準に
適合する防火設
備

特定防火設備、令第114条第５項において
準用する令第112条第21項の技術的基準に
適合する防火設備、令第109条の２の技術
的基準に適合する防火設備又は令第110条
の３の技術的基準に適合する防火設備

令第136条の２
第三号イ⑵の技
術的基準に適合
する防火設備又
は令第137条の
10第四号の技術
的基準に適合す
る防火設備

特定防火設備、令第114条第５項において
準用する令第112条第21項の技術的基準に
適合する防火設備、令第109条の２の技術
的基準に適合する防火設備、令第110条の
３の技術的基準に適合する防火設備、令第
136条の２第三号イ⑵の技術的基準に適合
する防火設備又は令第137条の10第四号の
技術的基準に適合する防火設備

第二種ホルムア
ルデヒド発散建
築材料

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料以
外の建築材料

第三種ホルムア
ルデヒド発散建
築材料

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料及
び第二種ホルムアルデヒド発散建築材料
以外の建築材料

第一種ホルムア
ルデヒド発散建
築材料、第二種
ホルムアルデヒ
ド発散建築材料
及び第三種ホル
ムアルデヒド発
散建築材料以外
の建築材料

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料、第
二種ホルムアルデヒド発散建築材料及び
第三種ホルムアルデヒド発散建築材料以
外の建築材料

三
十　井戸の位置の変更（くみ取便所の便槽との間
の距離が短くなる変更を除く。）

四
十　開口部の位置及び大きさの変更（次のイ又は
ロに掲げるものを除く。）

イ　令第 117 条の規定により令第５章第２節の
規定の適用を受ける建築物の開口部に係る

建築基準法施行規則（抄）●　第 3条の 2
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第 3条の 2　●建築基準法施行規則（抄）

変更で次の⑴及び⑵に掲げるもの
⑴　当該変更により令第 120 条第１項又は令
第 125 条第１項の歩行距離が長くなるも
の

⑵　令第 123 条第１項の屋内に設ける避難階
段、同条第２項の屋外に設ける避難階段
又は同条第３項の特別避難階段に係る開
口部に係るもの

ロ　令第 126 条の６の非常用の進入口に係る変
更で、進入口の間隔、幅、高さ及び下端の
床面からの高さ並びに進入口に設けるバル
コニーに係る令第 126 条の７第二号、第三
号及び第五号に規定する値の範囲を超える
こととなるもの

五
十　建築設備の材料、位置又は能力の変更（性能

が低下する材料の変更及び能力が減少する変
更を除く。）

六
十　前各号に掲げるもののほか、安全上、防火上
及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街
地の環境の保全上の有害の度に著しい変更を
及ぼさないものとして国土交通大臣が定める
もの

２	 法第 87 条の４において準用する法第６条第１
項の軽微な変更は、次に掲げるものであって、
変更後も建築設備の計画が建築基準関係規定に
適合することが明らかなものとする。
一　第１条の３第４項の表１の⑺項の昇降機の構
造詳細図並びに同表の⑽項のエレベーターの
構造詳細図、エスカレーターの断面図及び小
荷物専用昇降機の構造詳細図における構造又
は材料並びに同表の昇降機以外の建築設備の
構造詳細図における主要な部分の構造又は材
料において、耐火構造又は不燃材料を他の耐
火構造又は不燃材料とする変更

二　建築設備の材料、位置又は能力の変更（性能
が低下する材料の変更及び能力が減少する変
更を除く。）

三　前二号に掲げるもののほか、安全上、防火上
及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街
地の環境の保全上の有害の度に著しい変更を
及ぼさないものとして国土交通大臣が定める
もの

３	 法第 88 条第１項において準用する法第６条第
１項の軽微な変更は、次に掲げるものであって、
変更後も工作物の計画が建築基準関係規定に適

合することが明らかなものとする。
一　第３条第１項の表１の配置図における当該工
作物の位置の変更

二　構造耐力上主要な部分である基礎ぐい、間柱、
床版、屋根版又は横架材（小ばりその他これ
に類するものに限る。）の位置の変更（変更
に係る部材及び当該部材に接する部材以外に
応力度の変更がない場合であって、変更に係
る部材及び当該部材に接する部材が令第 82
条各号に規定する構造計算によって確かめら
れる安全性を有するものに限る。）

三　構造耐力上主要な部分である部材の材料又は
構造の変更（変更後の建築材料が変更前の建
築材料と異なる変更及び強度又は耐力が減少
する変更を除き、第１項第十二号の表の左欄
に掲げる材料又は構造を変更する場合にあっ
ては、同表の右欄に掲げる材料又は構造とす
る変更に限る。）

四　構造耐力上主要な部分以外の部分であって、
屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他こ
れらに類する工作物の部分、広告塔、装飾塔
その他工作物の屋外に取り付けるものの材料
若しくは構造の変更（第１項第十二号の表の
左欄に掲げる材料又は構造を変更する場合に
あっては、同表の右欄に掲げる材料又は構造
とする変更に限る。）又は位置の変更

五　観光用エレベーター等の構造耐力上主要な部
分以外の部分（前号に係る部分を除く。）の
材料、位置又は能力の変更（性能が低下する
材料の変更及び能力が減少する変更を除く。）

六　前各号に掲げるもののほか、安全上、防火上
及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街
地の環境の保全上の有害の度に著しい変更を
及ぼさないものとして国土交通大臣が定める
もの

４	 法第 88 条第２項において準用する法第６条第
１項の軽微な変更は、次に掲げるものであって、
変更後も工作物の計画が建築基準関係規定に適
合することが明らかなものとする。

一　築造面積が減少する場合における当該面積の
変更

二　高さが減少する場合における当該高さの変更
三　前二号に掲げるもののほか、安全上、防火上
及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街
地の環境の保全上の有害の度に著しい変更を
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もの（以下「設備設計図書」という。）の設計
をいう。

▪＊１ 省令【構造設計図書及び設備設計図書】

規則１条�１項➡４６８ 

▪＊２ 同条�２項➡４６８ 

８　この法律で「工事監理」とは、その者の責任に
おいて、工事を設計図書と照合し、それが設計
図書のとおりに実施されているかいないかを確
認することをいう。

９　この法律で「大規模の修繕」又は「大規模の模
様替」とは、それぞれ建築基準法第２条第十四
号又は第十五号に規定するものをいう。

10	 この法律で「延べ面積」、「高さ」、「軒の高さ」
又は「階数」とは、それぞれ建築基準法第 92
条の規定により定められた算定方法によるもの
をいう。
■関連【面積、高さ等の算定方法】建築基準法施行令２条�➡１３１ 

【職責】
第２条の２　建築士は、常に品位を保持し、業務に
関する法令及び実務に精通して、建築物の質の
向上に寄与するように、公正かつ誠実にその業
務を行わなければならない。

【一級建築士でなければできない設計又は工事監理】
第３条　次の各号に掲げる建築物（建築基準法第
85 条第１項又は第２項に規定する応急仮設建
築物を除く。以下この章中同様とする。）を新
築する場合においては、一級建築士でなければ、
その設計又は工事監理をしてはならない。

▪【仮設建築物に対する制限の緩和】

建築基準法８５条�１項、２項➡９0 

一　学校、病院、劇場、映画館、観覧場、公会堂、
集会場（オーディトリアムを有しないものを
除く。）又は百貨店の用途に供する建築物で、
延べ面積が 500㎡をこえるもの

二　木造の建築物又は建築物の部分で、高さが
13 ｍ又は軒の高さが９ｍを超えるもの

三　鉄筋コンクリート造、鉄骨造、石造、れん瓦造、
コンクリートブロック造若しくは無筋コンク
リート造の建築物又は建築物の部分で、延べ
面積が 300㎡、高さが 13 ｍ又は軒の高さが
９ｍをこえるもの

四　延べ面積が 1,000㎡をこえ、且つ、階数が２
以上の建築物

２　建築物を増築し、改築し、又は建築物の大規模
の修繕若しくは大規模の模様替をする場合にお

建築士法
昭和 25 年５月 24 日法律第 202 号

最終改正：令和３年５月 26 日法律第 44 号

第１章　総則

【目的】
第１条　この法律は、建築物の設計、工事監理等を
行う技術者の資格を定めて、その業務の適正を
はかり、もって建築物の質の向上に寄与させる
ことを目的とする。

【定義】
第２条　この法律で「建築士」とは、一級建築士、
二級建築士及び木造建築士をいう。

２　この法律で「一級建築士」とは、国土交通大臣
の免許を受け、一級建築士の名称を用いて、建
築物に関し、設計、工事監理その他の業務を行
う者をいう。

３　この法律で「二級建築士」とは、都道府県知事
の免許を受け、二級建築士の名称を用いて、建
築物に関し、設計、工事監理その他の業務を行
う者をいう。

４　この法律で「木造建築士」とは、都道府県知事
の免許を受け、木造建築士の名称を用いて、木
造の建築物に関し、設計、工事監理その他の業
務を行う者をいう。

５　この法律で「建築設備士」とは、建築設備に関
する知識及び技能につき国土交通大臣が定める
資格を有する者をいう。

■関連【建築設備士】規則１７条�の１８➡４７５ 

６　この法律で「設計図書」とは建築物の建築工事
の実施のために必要な図面（現寸図その他これ
に類するものを除く。）及び仕様書を、「設計」
とはその者の責任において設計図書を作成する
ことをいう。

７　この法律で「構造設計」とは基礎伏図、構造計
算書その他の建築物の構造に関する設計図書で
国土交通＊１ 省令で定めるもの（以下「構造設
計図書」という。）の設計を、「設備設計」とは
建築設備（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条
第三号に規定する建築設備をいう。以下同じ。）
の各階平面図及び構造詳細図その他の建築設備
に関する設計図書で国土交通＊２ 省令で定める

建築士法●　第 1 条
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いては、当該増築、改築、修繕又は模様替に係
る部分を新築するものとみなして前項の規定を
適用する。

【一級建築士又は二級建築士でなければできない設
計又は工事監理】
第３条の２　前条第１項各号に掲げる建築物以外の
建築物で、次の各号に掲げるものを新築する場
合においては、一級建築士又は二級建築士でな
ければ、その設計又は工事監理をしてはならな
い。
一　前条第１項第三号に掲げる構造の建築物又は
建築物の部分で、延べ面積が 30㎡を超える
もの

二　延べ面積が 100㎡（木造の建築物にあっては、
300㎡）を超え、又は階数が３以上の建築物

２　前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。
３　都道府県は、土地の状況により必要と認める場
合においては、第１項の規定にかかわらず、条
例で、区域又は建築物の用途を限り、同項各号
に規定する延べ面積（木造の建築物に係るもの
を除く。）を別に定めることができる。

【一級建築士、二級建築士又は木造建築士でなけれ
ばできない設計又は工事監理】
第３条の３　前条第１項第二号に掲げる建築物以外
の木造の建築物で、延べ面積が 100㎡を超える
ものを新築する場合においては、一級建築士、
二級建築士又は木造建築士でなければ、その設
計又は工事監理をしてはならない。

２　第３条第２項及び前条第３項の規定は、前項の
場合に準用する。この場合において、同条第３
項中「同項各号に規定する延べ面積（木造の建
築物に係るものを除く。）」とあるのは、「次条
第１項に規定する延べ面積」と読み替えるもの
とする。

第２章　免許等

【建築士の免許】
第４条　一級建築士になろうとする者は、国土交通
大臣の免許を受けなければならない。

２　一級建築士の免許は、国土交通大臣の行う一級
建築士試験に合格した者であって、次の各号の
いずれかに該当する者でなければ、受けること
ができない。

一　学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短
期大学を除く。）又は旧大学令（大正７年勅令第
388号）による大学において、国土交通大臣の
指定する建築に関する科目を修めて卒業した
者であって、その卒業後建築に関する実務と
して国土交通省令で定めるもの（以下「建築
実務」という。）の経験を２年以上有する者

二　学校教育法による短期大学（修業年限が３年
であるものに限り、同法による専門職大学の
３年の前期課程を含む。）において、国土交
通大臣の指定する建築に関する科目を修めて
卒業した者（同法による専門職大学の前期課
程にあっては、修了した者。以下この号及び
次号において同じ。）（夜間において授業を行
う課程等であって国土交通大臣の指定するも
のを修めて卒業した者を除く。）であって、
その卒業後（同法による専門職大学の前期課
程にあっては、修了後。同号において同じ。）
建築実務の経験を３年以上有する者

三　学校教育法による短期大学（同法による専門
職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専
門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）に
よる専門学校において、国土交通大臣の指定
する建築に関する科目を修めて卒業した者で
あって、その卒業後建築実務の経験を４年以
上有する者（前号に掲げる者を除く。）

四　二級建築士として設計その他の国土交通省令
で定める実務の経験を４年以上有する者

五　国土交通大臣が前各号に掲げる者と同等以上
の知識及び技能を有すると認める者

３　二級建築士又は木造建築士になろうとする者
は、都道府県知事の免許を受けなければならな
い。

４　二級建築士又は木造建築士の免許は、それぞれ
その免許を受けようとする都道府県知事の行う
二級建築士試験又は木造建築士試験に合格した
者であって、次の各号のいずれかに該当する者
でなければ、受けることができない。

一　学校教育法による大学若しくは高等専門学
校、旧大学令による大学又は旧専門学校令に
よる専門学校において、国土交通大臣の指
定する建築に関する科目を修めて卒業した者
（当該科目を修めて同法による専門職大学の
前期課程を修了した者を含む。）

二　学校教育法による高等学校若しくは中等教育

第 3条の 2　●建築士法
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いては、当該増築、改築、修繕又は模様替に係
る部分を新築するものとみなして前項の規定を
適用する。

【一級建築士又は二級建築士でなければできない設
計又は工事監理】
第３条の２　前条第１項各号に掲げる建築物以外の
建築物で、次の各号に掲げるものを新築する場
合においては、一級建築士又は二級建築士でな
ければ、その設計又は工事監理をしてはならな
い。

一　前条第１項第三号に掲げる構造の建築物又は
建築物の部分で、延べ面積が 30㎡を超える
もの

二　延べ面積が 100㎡（木造の建築物にあっては、
300㎡）を超え、又は階数が３以上の建築物

２　前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。
３　都道府県は、土地の状況により必要と認める場
合においては、第１項の規定にかかわらず、条
例で、区域又は建築物の用途を限り、同項各号
に規定する延べ面積（木造の建築物に係るもの
を除く。）を別に定めることができる。

【一級建築士、二級建築士又は木造建築士でなけれ
ばできない設計又は工事監理】
第３条の３　前条第１項第二号に掲げる建築物以外
の木造の建築物で、延べ面積が 100㎡を超える
ものを新築する場合においては、一級建築士、
二級建築士又は木造建築士でなければ、その設
計又は工事監理をしてはならない。

２　第３条第２項及び前条第３項の規定は、前項の
場合に準用する。この場合において、同条第３
項中「同項各号に規定する延べ面積（木造の建
築物に係るものを除く。）」とあるのは、「次条
第１項に規定する延べ面積」と読み替えるもの
とする。

第２章　免許等

【建築士の免許】
第４条　一級建築士になろうとする者は、国土交通
大臣の免許を受けなければならない。

２　一級建築士の免許は、国土交通大臣の行う一級
建築士試験に合格した者であって、次の各号の
いずれかに該当する者でなければ、受けること
ができない。

一　学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短
期大学を除く。）又は旧大学令（大正７年勅令第
388号）による大学において、国土交通大臣の
指定する建築に関する科目を修めて卒業した
者であって、その卒業後建築に関する実務と
して国土交通省令で定めるもの（以下「建築
実務」という。）の経験を２年以上有する者

二　学校教育法による短期大学（修業年限が３年
であるものに限り、同法による専門職大学の
３年の前期課程を含む。）において、国土交
通大臣の指定する建築に関する科目を修めて
卒業した者（同法による専門職大学の前期課
程にあっては、修了した者。以下この号及び
次号において同じ。）（夜間において授業を行
う課程等であって国土交通大臣の指定するも
のを修めて卒業した者を除く。）であって、
その卒業後（同法による専門職大学の前期課
程にあっては、修了後。同号において同じ。）
建築実務の経験を３年以上有する者

三　学校教育法による短期大学（同法による専門
職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専
門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）に
よる専門学校において、国土交通大臣の指定
する建築に関する科目を修めて卒業した者で
あって、その卒業後建築実務の経験を４年以
上有する者（前号に掲げる者を除く。）

四　二級建築士として設計その他の国土交通省令
で定める実務の経験を４年以上有する者

五　国土交通大臣が前各号に掲げる者と同等以上
の知識及び技能を有すると認める者

３　二級建築士又は木造建築士になろうとする者
は、都道府県知事の免許を受けなければならな
い。

４　二級建築士又は木造建築士の免許は、それぞれ
その免許を受けようとする都道府県知事の行う
二級建築士試験又は木造建築士試験に合格した
者であって、次の各号のいずれかに該当する者
でなければ、受けることができない。

一　学校教育法による大学若しくは高等専門学
校、旧大学令による大学又は旧専門学校令に
よる専門学校において、国土交通大臣の指
定する建築に関する科目を修めて卒業した者
（当該科目を修めて同法による専門職大学の
前期課程を修了した者を含む。）

二　学校教育法による高等学校若しくは中等教育

第 3条の 2　●建築士法
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B

納しなければならない。
５　一級建築士の免許を受けようとする者は、登録
免許税法（昭和42年法律第35号）の定めるところによ
り登録免許税を国に納付しなければならない。

６　一級建築士免許証の書換え交付又は再交付を受
けようとする者は、実費を勘案して政令で定め
る額の手数料を国に納付しなければならない。

▪政令【書換え交付等の手数料】令１条�➡４６６ 

■関連【免許証の再交付】規則５条�➡４７0 

■関連【指定登録機関が登録事務をする場合】
法１0条�の１９➡４４４ 

【住所等の届出】
第５条の２　一級建築士、二級建築士又は木造建築
士は、一級建築士免許証、二級建築士免許証又
は木造建築士免許証の交付の日から 30 日以内
に、住所その他の国土交通省令で定める事項を、
一級建築士にあっては国土交通大臣に、二級建
築士又は木造建築士にあっては免許を受けた都
道府県知事及び住所地の都道府県知事に届け出
なければならない。

▪省令【住所等の届出】規則８条�➡４７１ 

■関連【建築士の死亡等の届出】法８条�の２➡４４0 

２　一級建築士、二級建築士又は木造建築士は、前
項の国土交通省令で定める事項に変更があった
ときは、その日から 30 日以内に、その旨を、
一級建築士にあっては国土交通大臣に、二級建
築士又は木造建築士にあっては免許を受けた都
道府県知事及び住所地の都道府県知事（都道府
県の区域を異にして住所を変更したときは、変
更前の住所地の都道府県知事）に届け出なけれ
ばならない。

■関連【登録事項の変更】規則４条�➡４７0 

■関連【免許証の書換え交付】規則４条�の２➡４７0 

３　前項に規定するもののほか、都道府県の区域を
異にして住所を変更した二級建築士又は木造建
築士は、同項の期間内に第１項の国土交通省令
で定める事項を変更後の住所地の都道府県知事
に届け出なければならない。

【名簿】
第６条　一級建築士名簿は国土交通省に、二級建築
士名簿及び木造建築士名簿は都道府県に、これ
を備える。

２　国土交通大臣は一級建築士名簿を、都道府県知
事は二級建築士名簿及び木造建築士名簿を、そ
れぞれ一般の閲覧に供しなければならない。

建築士法●　第 ５ 条

学校又は旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）によ
る中等学校において、国土交通大臣の指定す
る建築に関する科目を修めて卒業した者で
あって、その卒業後建築実務の経験を２年以
上有する者

三　都道府県知事が前二号に掲げる者と同等以上
の知識及び技能を有すると認める者

四　建築実務の経験を７年以上有する者
５　外国の建築士免許を受けた者で、一級建築士に
なろうとする者にあっては国土交通大臣が、二
級建築士又は木造建築士になろうとする者に
あっては都道府県知事が、それぞれ一級建築士
又は二級建築士若しくは木造建築士と同等以上
の資格を有すると認めるものは、第２項又は前
項の規定にかかわらず、一級建築士又は二級建
築士若しくは木造建築士の免許を受けることが
できる。

■関連【免許の申請】規則１条�の５➡４６９ 

【免許の登録】
第５条　一級建築士、二級建築士又は木造建築士の
免許は、それぞれ一級建築士名簿、二級建築士
名簿又は木造建築士名簿に登録することによっ
て行う。

■関連【免許】規則２条�➡４６９ 

■関連【登録事項】規則３条�➡４６９ 

２　国土交通大臣又は都道府県知事は、一級建築士
又は二級建築士若しくは木造建築士の免許を与
えたときは、それぞれ一級建築士免許証又は二
級建築士免許証若しくは木造建築士免許証を交
付する。

３　一級建築士、二級建築士又は木造建築士は、一
級建築士免許証、二級建築士免許証又は木造建
築士免許証に記載された事項等に変更があった
ときは、一級建築士にあっては国土交通大臣に、
二級建築士又は木造建築士にあっては免許を受
けた都道府県知事に対し、一級建築士免許証、
二級建築士免許証又は木造建築士免許証の書換
え交付を申請することができる。

４　一級建築士、二級建築士又は木造建築士は、第
９条第１項若しくは第２項又は第 10 条第１項
の規定によりその免許を取り消されたときは、
速やかに、一級建築士にあっては一級建築士免
許証を国土交通大臣に、二級建築士又は木造建
築士にあっては二級建築士免許証又は木造建築
士免許証をその交付を受けた都道府県知事に返
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第 ７条　●建築士法

は木造建築士の業務を適正に行うことができ
ない場合に該当するものとして国土交通省令
で定める場合に該当するに至ったとき　　本
人又はその法定代理人若しくは同居の親族

■関連【免許の取消しの申請・返納】規則６条�➡４７0 

【免許の取消し】
第９条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その免
許を受けた一級建築士又は二級建築士若しくは
木造建築士が次の各号のいずれかに該当する場
合においては、当該一級建築士又は二級建築士
若しくは木造建築士の免許を取り消さなければ
ならない。

一　本人から免許の取消しの申請があったとき。
二　前条（第三号に係る部分を除く。次号におい
て同じ。）の規定による届出があったとき。

三　前条の規定による届出がなくて同条第一号又
は第二号に掲げる場合に該当する事実が判明
したとき。

四　虚偽又は不正の事実に基づいて免許を受けた
ことが判明したとき。

五　第 13 条の２第１項又は第２項の規定により
一級建築士試験、二級建築士試験又は木造建
築士試験の合格の決定を取り消されたとき。

２　国土交通大臣又は都道府県知事は、その免許を
受けた一級建築士又は二級建築士若しくは木造
建築士が次の各号のいずれかに該当する場合に
おいては、当該一級建築士又は二級建築士若し
くは木造建築士の免許を取り消すことができ
る。

一　前条（第三号に係る部分に限る。次号におい
て同じ。）の規定による届出があったとき。

二　前条の規定による届出がなくて同条第三号に
掲げる場合に該当する事実が判明したとき。

３　国土交通大臣又は都道府県知事は、前２項の規
定により免許を取り消したときは、国土交通省
令で定めるところにより、その旨を公告しなけ
ればならない。

▪省令【免許の取消しの公告】規則６条�の２➡４７0 

■関連【免許の取消しの申請・返納】規則６条�➡４７0 

【懲戒】
第 10 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
免許を受けた一級建築士又は二級建築士若しく
は木造建築士が次の各号のいずれかに該当する
場合においては、当該一級建築士又は二級建築
士若しくは木造建築士に対し、戒告し、若しく

■関連【一級建築士名簿の閲覧】規則９条�の２➡４７１ 

【絶対的欠格事由】
第７条　次の各号のいずれかに該当する者には、一
級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を
与えない。
一　未成年者
二　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなった日
から５年を経過しない者

三　この法律の規定に違反して、又は建築物の建
築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられ、そ
の刑の執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から５年を経過しない者

四　第９条第１項第四号又は第 10 条第１項の規
定により免許を取り消され、その取消しの日
から起算して５年を経過しない者

五　第 10 条第１項の規定による業務の停止の処
分を受け、その停止の期間中に第９条第１項
第一号の規定によりその免許が取り消され、
まだその期間が経過しない者

【相対的欠格事由】
第８条　次の各号のいずれかに該当する者には、一
級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を
与えないことができる。
一　禁錮以上の刑に処せられた者（前条第二号に
該当する者を除く。）

二　この法律の規定に違反して、又は建築物の建
築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられた者
（前条第三号に該当する者を除く。）

三　心身の故障により一級建築士、二級建築士又
は木造建築士の業務を適正に行うことができ
ない者として国土交通省令で定めるもの

【建築士の死亡等の届出】
第８条の２　一級建築士、二級建築士又は木造建築
士が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当す
ることとなったときは、当該各号に定める者は、
その日（第一号の場合にあっては、その事実を
知った日）から 30 日以内に、その旨を、一級
建築士にあっては国土交通大臣に、二級建築士
又は木造建築士にあっては免許を受けた都道府
県知事に届け出なければならない。
一　死亡したとき　　その相続人
二　第７条第二号又は第三号に該当するに至った
とき　　本人

三　心身の故障により一級建築士、二級建築士又
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第 ７条　●建築士法

は木造建築士の業務を適正に行うことができ
ない場合に該当するものとして国土交通省令
で定める場合に該当するに至ったとき　　本
人又はその法定代理人若しくは同居の親族

■関連【免許の取消しの申請・返納】規則６条�➡４７0 

【免許の取消し】
第９条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その免
許を受けた一級建築士又は二級建築士若しくは
木造建築士が次の各号のいずれかに該当する場
合においては、当該一級建築士又は二級建築士
若しくは木造建築士の免許を取り消さなければ
ならない。

一　本人から免許の取消しの申請があったとき。
二　前条（第三号に係る部分を除く。次号におい
て同じ。）の規定による届出があったとき。

三　前条の規定による届出がなくて同条第一号又
は第二号に掲げる場合に該当する事実が判明
したとき。

四　虚偽又は不正の事実に基づいて免許を受けた
ことが判明したとき。

五　第 13 条の２第１項又は第２項の規定により
一級建築士試験、二級建築士試験又は木造建
築士試験の合格の決定を取り消されたとき。

２　国土交通大臣又は都道府県知事は、その免許を
受けた一級建築士又は二級建築士若しくは木造
建築士が次の各号のいずれかに該当する場合に
おいては、当該一級建築士又は二級建築士若し
くは木造建築士の免許を取り消すことができ
る。

一　前条（第三号に係る部分に限る。次号におい
て同じ。）の規定による届出があったとき。

二　前条の規定による届出がなくて同条第三号に
掲げる場合に該当する事実が判明したとき。

３　国土交通大臣又は都道府県知事は、前２項の規
定により免許を取り消したときは、国土交通省
令で定めるところにより、その旨を公告しなけ
ればならない。

▪省令【免許の取消しの公告】規則６条�の２➡４７0 

■関連【免許の取消しの申請・返納】規則６条�➡４７0 

【懲戒】
第 10 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
免許を受けた一級建築士又は二級建築士若しく
は木造建築士が次の各号のいずれかに該当する
場合においては、当該一級建築士又は二級建築
士若しくは木造建築士に対し、戒告し、若しく

■関連【一級建築士名簿の閲覧】規則９条�の２➡４７１ 

【絶対的欠格事由】
第７条　次の各号のいずれかに該当する者には、一
級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を
与えない。

一　未成年者
二　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなった日
から５年を経過しない者

三　この法律の規定に違反して、又は建築物の建
築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられ、そ
の刑の執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から５年を経過しない者

四　第９条第１項第四号又は第 10 条第１項の規
定により免許を取り消され、その取消しの日
から起算して５年を経過しない者

五　第 10 条第１項の規定による業務の停止の処
分を受け、その停止の期間中に第９条第１項
第一号の規定によりその免許が取り消され、
まだその期間が経過しない者

【相対的欠格事由】
第８条　次の各号のいずれかに該当する者には、一
級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を
与えないことができる。

一　禁錮以上の刑に処せられた者（前条第二号に
該当する者を除く。）

二　この法律の規定に違反して、又は建築物の建
築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられた者
（前条第三号に該当する者を除く。）

三　心身の故障により一級建築士、二級建築士又
は木造建築士の業務を適正に行うことができ
ない者として国土交通省令で定めるもの

【建築士の死亡等の届出】
第８条の２　一級建築士、二級建築士又は木造建築
士が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当す
ることとなったときは、当該各号に定める者は、
その日（第一号の場合にあっては、その事実を
知った日）から 30 日以内に、その旨を、一級
建築士にあっては国土交通大臣に、二級建築士
又は木造建築士にあっては免許を受けた都道府
県知事に届け出なければならない。

一　死亡したとき　　その相続人
二　第７条第二号又は第三号に該当するに至った
とき　　本人

三　心身の故障により一級建築士、二級建築士又
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B

は１年以内の期間を定めて業務の停止を命じ、
又はその免許を取り消すことができる。

■関連【登録の抹消】規則７条�➡４７１ 

一　この法律若しくは建築物の建築に関する他の
法律又はこれらに基づく命令若しくは条例の
規定に違反したとき。

二　業務に関して不誠実な行為をしたとき。
２　国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の規定
により業務の停止を命じようとするときは、行
政手続法（平成５年法律第88号）第 13 条第１項の規定
による意見陳述のための手続の区分にかかわら
ず、聴聞を行わなければならない。

３　第１項の規定による処分に係る聴聞の主宰者
は、必要があると認めるときは、参考人の出頭
を求め、その意見を聴かなければならない。

４　国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規
定により、業務の停止を命じ、又は免許を取り
消そうとするときは、それぞれ中央建築士審査
会又は都道府県建築士審査会の同意を得なけれ
ばならない。

５　国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規
定による処分をしたときは、国土交通省令で定
めるところにより、その旨を公告しなければな
らない。

▪省令【処分の公告】規則６条�の３➡４７１ 

６　国土交通大臣又は都道府県知事は、第３項の規
定により出頭を求めた参考人に対して、政令の
定めるところにより、旅費、日当その他の費用
を支給しなければならない。

▪政令【参考人に支給する費用】令５条�➡４６６ 

【報告、検査等】
第 10 条の２　国土交通大臣は、建築士の業務の適
正な実施を確保するため必要があると認めると
きは、一級建築士に対しその業務に関し必要な
報告を求め、又はその職員に、建築士事務所そ
の他業務に関係のある場所に立ち入り、図書そ
の他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問
させることができる。

２　都道府県知事は、建築士の業務の適正な実施を
確保するため必要があると認めるときは、二級
建築士若しくは木造建築士に対しその業務に関
し必要な報告を求め、又はその職員に、建築士
事務所その他業務に関係のある場所に立ち入
り、図書その他の物件を検査させ、若しくは関
係者に質問させることができる。

３　前２項の規定により立入検査をする職員は、そ
の身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し
なければならない。

４　第１項及び第２項の規定による立入検査の権限
は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し
てはならない。

【構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証
の交付等】
第 10 条の３　次の各号のいずれかに該当する一級
建築士は、国土交通大臣に対し、構造設計一級
建築士証の交付を申請することができる。
■関連【構造設計一級建築士証等】規則９条�の３➡４７１ 

■関連【構造設計に関する特例等】
法２0条�の２、２0条�の３➡４５１ 

■関連【構造設計一級建築士証の再交付】規則９条�の５➡４７２ 

一　一級建築士として５年以上構造設計の業務に
従事した後、第 10 条の 22 から第 10 条の 25
までの規定の定めるところにより国土交通大
臣の登録を受けた者（以下この章において「登
録講習機関」という。）が行う講習（別表第
１⑴の項講習の欄に掲げる講習に限る。）の
課程をその申請前１年以内に修了した一級建
築士

二　国土交通大臣が、構造設計に関し前号に掲げ
る一級建築士と同等以上の知識及び技能を有
すると認める一級建築士

２　次の各号のいずれかに該当する一級建築士は、
国土交通大臣に対し、設備設計一級建築士証の
交付を申請することができる。

一　一級建築士として５年以上設備設計の業務に
従事した後、登録講習機関が行う講習（別表
第１⑵の項講習の欄に掲げる講習に限る。）
の課程をその申請前１年以内に修了した一級
建築士

二　国土交通大臣が、設備設計に関し前号に掲げ
る一級建築士と同等以上の知識及び技能を有
すると認める一級建築士

３　国土交通大臣は、前２項の規定による構造設計
一級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付
の申請があったときは、遅滞なく、その交付を
しなければならない。

４　構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士
証の交付を受けた一級建築士（以下それぞれ「構
造設計一級建築士」又は「設備設計一級建築士」
という。）は、構造設計一級建築士証又は設備
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設計一級建築士証に記載された事項等に変更が
あったときは、国土交通大臣に対し、構造設計
一級建築士証又は設備設計一級建築士証の書換
え交付を申請することができる。

■関連【構造設計一級建築士証の書換え交付】

規則９条�の４➡４７１ 

５　構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士
は、第９条第１項若しくは第２項又は第 10 条
第１項の規定によりその免許を取り消されたと
きは、速やかに、構造設計一級建築士証又は設
備設計一級建築士証を国土交通大臣に返納しな
ければならない。

６　構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士
証の交付、書換え交付又は再交付を受けようと
する一級建築士は、実費を勘案して政令で定め
る額の手数料を国に納付しなければならない。

▪政令【構造設計一級建築士証等の交付等の手数料】

令２条�➡４６６ 

【中央指定登録機関の指定】
第 10条の４　国土交通大臣は、その指定する者（以
下「中央指定登録機関」という。）に、一級建
築士の登録の実施に関する事務、一級建築士名
簿を一般の閲覧に供する事務並びに構造設計一
級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付の
実施に関する事務（以下「一級建築士登録等事
務」という。）を行わせることができる。
■関連【国土交通大臣による一級建築士登録等事務の実施等】

法１0条�の１７➡４４４ 

２　中央指定登録機関の指定は、一級建築士登録等
事務を行おうとする者の申請により行う。

【指定の基準】
第 10 条の５　国土交通大臣は、他に中央指定登録
機関の指定を受けた者がなく、かつ、前条第２
項の申請が次に掲げる基準に適合していると認
めるときでなければ、中央指定登録機関の指定
をしてはならない。
一　職員、設備、事務の実施の方法その他の事項
についての一級建築士登録等事務の実施に関
する計画が、一級建築士登録等事務の適正か
つ確実な実施のために適切なものであるこ
と。

二　前号の一級建築士登録等事務の実施に関する
計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及
び技術的な基礎を有するものであること。

三　一級建築士登録等事務以外の業務を行ってい

る場合には、その業務を行うことによって一
級建築士登録等事務の公正な実施に支障を及
ぼすおそれがないものであること。

２　国土交通大臣は、前条第２項の申請をした者が、
次の各号のいずれかに該当するときは、中央指
定登録機関の指定をしてはならない。

一　一般社団法人又は一般財団法人以外の者であ
ること。

二　この法律の規定に違反して、刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることが
なくなった日から起算して２年を経過しない
者であること。

三　第 10 条の 16 第１項又は第２項の規定により
指定を取り消され、その取消しの日から起算
して２年を経過しない者であること。

四　その役員のうちに、次のいずれかに該当する
者があること。

イ　第二号に該当する者
ロ　第 10 条の７第２項の規定による命令によ
り解任され、その解任の日から起算して２
年を経過しない者

【指定の公示等】
第 10 条の６　国土交通大臣は、中央指定登録機関
の指定をしたときは、中央指定登録機関の名称
及び住所、一級建築士登録等事務を行う事務所
の所在地並びに一級建築士登録等事務の開始の
日を公示しなければならない。

２　中央指定登録機関は、その名称若しくは住所又
は一級建築士登録等事務を行う事務所の所在地
を変更しようとするときは、変更しようとする
日の２週間前までに、その旨を国土交通大臣に
届け出なければならない。

３　国土交通大臣は、前項の規定による届出があっ
たときは、その旨を公示しなければならない。

【役員の選任及び解任】
第 10 条の７　中央指定登録機関の役員の選任及び
解任は、国土交通大臣の認可を受けなければ、
その効力を生じない。

２　国土交通大臣は、中央指定登録機関の役員が、
この法律（この法律に基づく命令又は処分を含
む。）若しくは第 10 条の９第１項に規定する登
録等事務規程に違反する行為をしたとき、又は
一級建築士登録等事務に関し著しく不適当な行
為をしたときは、中央指定登録機関に対し、そ
の役員を解任すべきことを命ずることができ
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設計一級建築士証に記載された事項等に変更が
あったときは、国土交通大臣に対し、構造設計
一級建築士証又は設備設計一級建築士証の書換
え交付を申請することができる。

■関連【構造設計一級建築士証の書換え交付】

規則９条�の４➡４７１ 

５　構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士
は、第９条第１項若しくは第２項又は第 10 条
第１項の規定によりその免許を取り消されたと
きは、速やかに、構造設計一級建築士証又は設
備設計一級建築士証を国土交通大臣に返納しな
ければならない。

６　構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士
証の交付、書換え交付又は再交付を受けようと
する一級建築士は、実費を勘案して政令で定め
る額の手数料を国に納付しなければならない。

▪政令【構造設計一級建築士証等の交付等の手数料】

令２条�➡４６６ 

【中央指定登録機関の指定】
第 10条の４　国土交通大臣は、その指定する者（以
下「中央指定登録機関」という。）に、一級建
築士の登録の実施に関する事務、一級建築士名
簿を一般の閲覧に供する事務並びに構造設計一
級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付の
実施に関する事務（以下「一級建築士登録等事
務」という。）を行わせることができる。
■関連【国土交通大臣による一級建築士登録等事務の実施等】

法１0条�の１７➡４４４ 

２　中央指定登録機関の指定は、一級建築士登録等
事務を行おうとする者の申請により行う。

【指定の基準】
第 10 条の５　国土交通大臣は、他に中央指定登録
機関の指定を受けた者がなく、かつ、前条第２
項の申請が次に掲げる基準に適合していると認
めるときでなければ、中央指定登録機関の指定
をしてはならない。

一　職員、設備、事務の実施の方法その他の事項
についての一級建築士登録等事務の実施に関
する計画が、一級建築士登録等事務の適正か
つ確実な実施のために適切なものであるこ
と。

二　前号の一級建築士登録等事務の実施に関する
計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及
び技術的な基礎を有するものであること。

三　一級建築士登録等事務以外の業務を行ってい

る場合には、その業務を行うことによって一
級建築士登録等事務の公正な実施に支障を及
ぼすおそれがないものであること。

２　国土交通大臣は、前条第２項の申請をした者が、
次の各号のいずれかに該当するときは、中央指
定登録機関の指定をしてはならない。

一　一般社団法人又は一般財団法人以外の者であ
ること。

二　この法律の規定に違反して、刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることが
なくなった日から起算して２年を経過しない
者であること。

三　第 10 条の 16 第１項又は第２項の規定により
指定を取り消され、その取消しの日から起算
して２年を経過しない者であること。

四　その役員のうちに、次のいずれかに該当する
者があること。

イ　第二号に該当する者
ロ　第 10 条の７第２項の規定による命令によ
り解任され、その解任の日から起算して２
年を経過しない者

【指定の公示等】
第 10 条の６　国土交通大臣は、中央指定登録機関
の指定をしたときは、中央指定登録機関の名称
及び住所、一級建築士登録等事務を行う事務所
の所在地並びに一級建築士登録等事務の開始の
日を公示しなければならない。

２　中央指定登録機関は、その名称若しくは住所又
は一級建築士登録等事務を行う事務所の所在地
を変更しようとするときは、変更しようとする
日の２週間前までに、その旨を国土交通大臣に
届け出なければならない。

３　国土交通大臣は、前項の規定による届出があっ
たときは、その旨を公示しなければならない。

【役員の選任及び解任】
第 10 条の７　中央指定登録機関の役員の選任及び
解任は、国土交通大臣の認可を受けなければ、
その効力を生じない。

２　国土交通大臣は、中央指定登録機関の役員が、
この法律（この法律に基づく命令又は処分を含
む。）若しくは第 10 条の９第１項に規定する登
録等事務規程に違反する行為をしたとき、又は
一級建築士登録等事務に関し著しく不適当な行
為をしたときは、中央指定登録機関に対し、そ
の役員を解任すべきことを命ずることができ
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る。
【秘密保持義務等】
第 10 条の８　中央指定登録機関の役員若しくは職
員又はこれらの職にあった者は、一級建築士登
録等事務に関して知り得た秘密を漏らしてはな
らない。

２　一級建築士登録等事務に従事する中央指定登録
機関の役員及び職員は、刑法（明治40年法律第45号）
その他の罰則の適用については、法令により公
務に従事する職員とみなす。

【登録等事務規程】
第 10 条の９　中央指定登録機関は、一級建築士登
録等事務の開始前に、一級建築士登録等事務に
関する規程（以下この章において「登録等事務
規程」という。）を定め、国土交通大臣の認可
を受けなければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。

２　一級建築士登録等事務の実施の方法その他の登
録等事務規程で定めるべき事項は、国土交通省
令で定める。

３　国土交通大臣は、第１項の認可をした登録等事
務規程が一級建築士登録等事務の適正かつ確実
な実施上不適当となったと認めるときは、中央
指定登録機関に対し、その登録等事務規程を変
更すべきことを命ずることができる。

【事業計画等】
第 10条の 10　中央指定登録機関は、事業年度ごと
に、その事業年度の事業計画及び収支予算を作
成し、毎事業年度開始前に（指定を受けた日の
属する事業年度にあっては、その指定を受けた
後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなけ
ればならない。これを変更しようとするときも、
同様とする。

２　中央指定登録機関は、事業年度ごとに、その事
業年度の事業報告書及び収支決算書を作成し、
毎事業年度経過後３月以内に国土交通大臣に提
出しなければならない。

【帳簿の備付け等】
第 10条の 11　中央指定登録機関は、国土交通省令
で定めるところにより、一級建築士登録等事務
に関する事項で国土交通省令で定めるものを記
載した帳簿を備え付け、これを保存しなければ
ならない。

【監督命令】
第 10条の 12　国土交通大臣は、一級建築士登録等

事務の適正かつ確実な実施を確保するため必要
があると認めるときは、中央指定登録機関に対
し、一級建築士登録等事務に関し監督上必要な
命令をすることができる。

【報告、検査等】
第 10条の 13　国土交通大臣は、一級建築士登録等
事務の適正かつ確実な実施を確保するため必要
があると認めるときは、中央指定登録機関に対
し一級建築士登録等事務に関し必要な報告を求
め、又はその職員に、中央指定登録機関の事務
所に立ち入り、一級建築士登録等事務の状況若
しくは設備、帳簿、書類その他の物件を検査さ
せ、若しくは関係者に質問させることができる。

２　第 10 条の２第３項及び第４項の規定は、前項
の規定による立入検査について準用する。

【照会】
第 10条の 14　中央指定登録機関は、一級建築士登
録等事務の適正な実施のため必要な事項につい
て、国土交通大臣に照会することができる。こ
の場合において、国土交通大臣は、中央指定登
録機関に対して、照会に係る事項の通知その他
必要な措置を講ずるものとする。

【一級建築士登録等事務の休廃止等】
第 10条の 15　中央指定登録機関は、国土交通大臣
の許可を受けなければ、一級建築士登録等事務
の全部又は一部を休止し、又は廃止してはなら
ない。

２　国土交通大臣が前項の規定により一級建築士登
録等事務の全部の廃止を許可したときは、当該
許可に係る指定は、その効力を失う。

３　国土交通大臣は、第１項の許可をしたときは、
その旨を公示しなければならない。

【指定の取消し等】
第 10条の 16　国土交通大臣は、中央指定登録機関
が第 10 条の５第２項各号（第三号を除く。）の
いずれかに該当するに至ったときは、その指定
を取り消さなければならない。

２　国土交通大臣は、中央指定登録機関が次の各号
のいずれかに該当するときは、その指定を取り
消し、又は期間を定めて一級建築士登録等事務
の全部若しくは一部の停止を命ずることができ
る。

一　第 10 条の５第１項各号に掲げる基準に適合
しなくなったと認めるとき。

二　第 10 条の６第２項、第 10 条の 10、第 10 条

建築士法●　第 10 条の ８
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の 11 又は前条第１項の規定に違反したとき。
三　第 10 条の７第２項、第 10 条の９第３項又は
第 10 条の 12 の規定による命令に違反したと
き。

四　第 10 条の９第１項の認可を受けた登録等事
務規程によらないで一級建築士登録等事務を
行ったとき。

五　その役員が一級建築士登録等事務に関し著し
く不適当な行為をしたとき。

六　不正な手段により中央指定登録機関の指定を
受けたとき。

３　国土交通大臣は、前２項の規定により指定を取
り消し、又は前項の規定により一級建築士登録
等事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき
は、その旨を公示しなければならない。

【国土交通大臣による一級建築士登録等事務の実施
等】
第 10条の 17　国土交通大臣は、中央指定登録機関
の指定をしたときは、一級建築士登録等事務を
行わないものとする。

■関連【中央指定登録機関の指定】法１0条�の４➡４４２ 

２　国土交通大臣は、中央指定登録機関が次の各号
のいずれかに該当するときは、前項の規定にか
かわらず、一級建築士登録等事務の全部又は一
部を自ら行うものとする。
一　第 10 条の 15 第１項の規定により一級建築士
登録等事務の全部又は一部を休止したとき。

二　前条第２項の規定により一級建築士登録等事
務の全部又は一部の停止を命じられたとき。

三　天災その他の事由により一級建築士登録等事
務の全部又は一部を実施することが困難と
なった場合において国土交通大臣が必要があ
ると認めるとき。

３　国土交通大臣は、前項の規定により一級建築士
登録等事務を行い、又は同項の規定により行っ
ている一級建築士登録等事務を行わないことと
しようとするときは、あらかじめ、その旨を公
示しなければならない。

４　国土交通大臣が、第２項の規定により一級建築
士登録等事務を行うこととし、第 10 条の 15 第
１項の規定により一級建築士登録等事務の廃止
を許可し、又は前条第１項若しくは第２項の規
定により指定を取り消した場合における一級建
築士登録等事務の引継ぎその他の必要な事項
は、国土交通省令で定める。

【審査請求】
第 10条の 18　中央指定登録機関が行う一級建築士
登録等事務に係る処分又はその不作為について
不服がある者は、国土交通大臣に対し、審査請
求をすることができる。この場合において、国
土交通大臣は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）
第 25 条第２項及び第３項、第 46 条第１項及び
第２項、第 47 条並びに第 49 条第３項の規定の
適用については、中央指定登録機関の上級行政
庁とみなす。

【中央指定登録機関が一級建築士登録等事務を行う
場合における規定の適用等】
第 10条の 19　中央指定登録機関が一級建築士登録
等事務を行う場合における第５条第２項から第
４項まで及び第６項、第５条の２第１項、第６
条並びに第 10 条の３の規定の適用については、
これらの規定（第５条第２項、第５条の２第１
項並びに第 10 条の３第１項各号及び第２項第
二号を除く。）中「一級建築士免許証」とある
のは「一級建築士免許証明書」と、「国土交通
大臣」とあり、及び「国土交通省」とあるのは
「中央指定登録機関」と、「国に」とあるのは「中
央指定登録機関に」と、第５条第２項中「国土
交通大臣」とあるのは「中央指定登録機関（第
10 条の４第１項に規定する中央指定登録機関
をいう。以下同じ。）」と、「一級建築士又は」
とあるのは「前項の規定により一級建築士名簿
に登録をし、又は」と、同項及び第５条の２第
１項中「一級建築士免許証」とあるのは「一級
建築士免許証明書」とする。

２　中央指定登録機関が一級建築士登録等事務を行
う場合において、第５条第１項の規定による登
録を受けようとする者は、実費を勘案して政令
で定める額の手数料を中央指定登録機関に納付
しなければならない。

３　第１項の規定により読み替えて適用する第５条
第６項及び第 10 条の３第６項の規定並びに前
項の規定により中央指定登録機関に納められた
手数料は、中央指定登録機関の収入とする。

【都道府県指定登録機関】
第 10条の 20　都道府県知事は、その指定する者（以
下「都道府県指定登録機関」という。）に、二
級建築士及び木造建築士の登録の実施に関する
事務並びに二級建築士名簿及び木造建築士名簿
を一般の閲覧に供する事務（以下「二級建築士
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の 11 又は前条第１項の規定に違反したとき。
三　第 10 条の７第２項、第 10 条の９第３項又は
第 10 条の 12 の規定による命令に違反したと
き。

四　第 10 条の９第１項の認可を受けた登録等事
務規程によらないで一級建築士登録等事務を
行ったとき。

五　その役員が一級建築士登録等事務に関し著し
く不適当な行為をしたとき。

六　不正な手段により中央指定登録機関の指定を
受けたとき。

３　国土交通大臣は、前２項の規定により指定を取
り消し、又は前項の規定により一級建築士登録
等事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき
は、その旨を公示しなければならない。

【国土交通大臣による一級建築士登録等事務の実施
等】
第 10条の 17　国土交通大臣は、中央指定登録機関
の指定をしたときは、一級建築士登録等事務を
行わないものとする。

■関連【中央指定登録機関の指定】法１0条�の４➡４４２ 

２　国土交通大臣は、中央指定登録機関が次の各号
のいずれかに該当するときは、前項の規定にか
かわらず、一級建築士登録等事務の全部又は一
部を自ら行うものとする。

一　第 10 条の 15 第１項の規定により一級建築士
登録等事務の全部又は一部を休止したとき。

二　前条第２項の規定により一級建築士登録等事
務の全部又は一部の停止を命じられたとき。

三　天災その他の事由により一級建築士登録等事
務の全部又は一部を実施することが困難と
なった場合において国土交通大臣が必要があ
ると認めるとき。

３　国土交通大臣は、前項の規定により一級建築士
登録等事務を行い、又は同項の規定により行っ
ている一級建築士登録等事務を行わないことと
しようとするときは、あらかじめ、その旨を公
示しなければならない。

４　国土交通大臣が、第２項の規定により一級建築
士登録等事務を行うこととし、第 10 条の 15 第
１項の規定により一級建築士登録等事務の廃止
を許可し、又は前条第１項若しくは第２項の規
定により指定を取り消した場合における一級建
築士登録等事務の引継ぎその他の必要な事項
は、国土交通省令で定める。

【審査請求】
第 10条の 18　中央指定登録機関が行う一級建築士
登録等事務に係る処分又はその不作為について
不服がある者は、国土交通大臣に対し、審査請
求をすることができる。この場合において、国
土交通大臣は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）
第 25 条第２項及び第３項、第 46 条第１項及び
第２項、第 47 条並びに第 49 条第３項の規定の
適用については、中央指定登録機関の上級行政
庁とみなす。

【中央指定登録機関が一級建築士登録等事務を行う
場合における規定の適用等】
第 10条の 19　中央指定登録機関が一級建築士登録
等事務を行う場合における第５条第２項から第
４項まで及び第６項、第５条の２第１項、第６
条並びに第 10 条の３の規定の適用については、
これらの規定（第５条第２項、第５条の２第１
項並びに第 10 条の３第１項各号及び第２項第
二号を除く。）中「一級建築士免許証」とある
のは「一級建築士免許証明書」と、「国土交通
大臣」とあり、及び「国土交通省」とあるのは
「中央指定登録機関」と、「国に」とあるのは「中
央指定登録機関に」と、第５条第２項中「国土
交通大臣」とあるのは「中央指定登録機関（第
10 条の４第１項に規定する中央指定登録機関
をいう。以下同じ。）」と、「一級建築士又は」
とあるのは「前項の規定により一級建築士名簿
に登録をし、又は」と、同項及び第５条の２第
１項中「一級建築士免許証」とあるのは「一級
建築士免許証明書」とする。

２　中央指定登録機関が一級建築士登録等事務を行
う場合において、第５条第１項の規定による登
録を受けようとする者は、実費を勘案して政令
で定める額の手数料を中央指定登録機関に納付
しなければならない。

３　第１項の規定により読み替えて適用する第５条
第６項及び第 10 条の３第６項の規定並びに前
項の規定により中央指定登録機関に納められた
手数料は、中央指定登録機関の収入とする。

【都道府県指定登録機関】
第 10条の 20　都道府県知事は、その指定する者（以
下「都道府県指定登録機関」という。）に、二
級建築士及び木造建築士の登録の実施に関する
事務並びに二級建築士名簿及び木造建築士名簿
を一般の閲覧に供する事務（以下「二級建築士
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B

等登録事務」という。）を行わせることができる。
２　都道府県指定登録機関の指定は、二級建築士等
登録事務を行おうとする者の申請により行う。

３　第 10 条の５から第 10 条の 18 までの規定は、
都道府県指定登録機関について準用する。この
場合において、これらの規定（第 10 条の５第
１項第一号を除く。）中「国土交通大臣」とあ
るのは「都道府県知事」と、「一級建築士登録
等事務」とあるのは「二級建築士等登録事務」と、
「登録等事務規程」とあるのは「登録事務規程」
と、第 10 条の５第１項中「他に」とあるのは
「当該都道府県の区域において他に」と、同条
中「前条第２項」とあるのは「第 10 条の 20 第
２項」と、同項第一号中「一級建築士登録等事
務の実施」とあるのは「二級建築士等登録事務
（第 10 条の 20 第１項に規定する二級建築士等
登録事務をいう。以下同じ。）の実施」と、「、
一級建築士登録等事務」とあるのは「、二級建
築士等登録事務」と、第 10 条の７第２項中「命
令」とあるのは「命令、規則」と読み替えるも
のとする。

【都道府県指定登録機関が二級建築士等登録事務を
行う場合における規定の適用等】
第 10条の 21　都道府県指定登録機関が二級建築士
等登録事務を行う場合における第５条第２項か
ら第４項まで、第５条の２第１項及び第６条の
規定の適用については、これらの規定（第５条
第２項及び第５条の２第１項を除く。）中「都
道府県知事」とあるのは「都道府県指定登録機
関」と、第５条第２項中「都道府県知事」とあ
るのは「都道府県指定登録機関（第 10 条の 20
第１項に規定する都道府県指定登録機関をい
う。以下同じ。）」と、「一級建築士又は二級建
築士若しくは木造建築士の免許を与えた」とあ
るのは「一級建築士の免許を与え、又は前項の
規定により二級建築士名簿若しくは木造建築士
名簿に登録をした」と、同項、同条第３項及び
第４項並びに第５条の２第１項中「二級建築士
免許証」とあるのは「二級建築士免許証明書」と、
「木造建築士免許証」とあるのは「木造建築士
免許証明書」と、第６条第１項中「都道府県」
とあるのは「都道府県指定登録機関」とする。

２　都道府県は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
227 条の規定に基づき二級建築士若しくは木造
建築士の登録又は二級建築士免許証若しくは木

造建築士免許証の書換え交付若しくは再交付に
係る手数料を徴収する場合においては、前条の
規定により都道府県指定登録機関が行う二級建
築士若しくは木造建築士の登録又は二級建築士
免許証明書若しくは木造建築士免許証明書の書
換え交付若しくは再交付を受けようとする者
に、条例で定めるところにより、当該手数料を
当該都道府県指定登録機関に納めさせ、その収
入とすることができる。

【構造設計一級建築士講習又は設備設計一級建築士
講習の講習機関の登録】
第 10条の 22　第 10 条の３第１項第一号の登録（第
11 条を除き、以下この章において単に「登録」
という。）は、別表第１の各項の講習の欄に掲
げる講習の区分ごとに、これらの講習の実施に
関する事務（以下この章において「講習事務」
という。）を行おうとする者の申請により行う。

【欠格条項】
第 10 条の 23　次の各号のいずれかに該当する者
は、登録を受けることができない。

一　未成年者
二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三　禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規
定により刑に処せられ、その執行を終わり、
又は執行を受けることがなくなった日から起
算して２年を経過しない者

四　第 10 条の 36 第１項又は第２項の規定により
登録を取り消され、その取消しの日から起算
して２年を経過しない者

五　心身の故障により講習事務を適正に行うこと
ができない者として国土交通省令で定めるも
の

六　法人であって、その役員のうちに前各号のい
ずれかに該当する者があるもの

【登録基準等】
第 10条の 24　国土交通大臣は、登録の申請をした
者（第二号において「登録申請者」という。）
が次に掲げる基準のすべてに適合しているとき
は、その登録をしなければならない。この場合
において、登録に関して必要な手続は、国土交
通省令で定める。

一　別表第１の各項の講習の欄に掲げる講習の区
分に応じ、当該各項の科目の欄に掲げる科目
について、それぞれ当該各項の講師の欄に掲
げる者のいずれかに該当する者が講師として

建築士法●　第 10 条の 21
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15 から第 10 条の 18 まで、第 15 条の２第３項、
第 15 条の３、第 15 条の４及び前条第２項の規
定は、都道府県指定試験機関について準用する。
この場合において、これらの規定（第 10 条の
５第１項第一号及び第２項第四号並びに第 10
条の７第１項を除く。）中「国土交通大臣」と
あるのは「都道府県知事」と、「一級建築士登
録等事務」とあるのは「二級建築士等試験事務」
と、「役員」とあるのは「役員（第 15 条の６第
３項において準用する第 15 条の３第１項の試
験委員を含む。）」と、「登録等事務規程」とあ
るのは「試験事務規程」と、第 10 条の５第１
項中「他に」とあるのは「当該都道府県の区域
において他に」と、同条中「前条第２項」とあ
るのは「第 15 条の６第２項」と、同項第一号
中「一級建築士登録等事務の実施」とあるのは
「二級建築士等試験事務（第 15 条の６第１項に
規定する二級建築士等試験事務をいう。以下同
じ。）の実施」と、「、一級建築士登録等事務」
とあるのは「、二級建築士等試験事務」と、第
10 条の７第１項中「国土交通大臣」とあるの
は「都道府県知事」と、同条第２項中「命令」
とあるのは「命令、規則」と、第 10 条の 16 第
２項第二号中「又は」とあるのは「若しくは」
と、「規定」とあるのは「規定又は第 15 条の６
第３項において準用する第 15 条の３の規定」
と、第 15 条の２第３項中「中央建築士審査会」
とあるのは「都道府県建築士審査会」と、前条
第２項中「前項」とあるのは「次条第３項」と
読み替えるものとする。

【受験手数料】
第 16 条　一級建築士試験を受けようとする者は国
（中央指定試験機関が行う試験を受けようとす
る者にあっては、中央指定試験機関）に、政令
の定めるところにより、実費を勘案して政令で
定める額の受験手数料を納付しなければならな
い。

２　前項の規定により中央指定試験機関に納められ
た手数料は、中央指定試験機関の収入とする。

３　都道府県は、地方自治法第 227 条の規定に基づ
き二級建築士試験又は木造建築士試験に係る手
数料を徴収する場合においては、前条の規定に
より都道府県指定試験機関が行う二級建築士試
験又は木造建築士試験を受けようとする者に、
条例で定めるところにより、当該手数料を当該

都道府県指定試験機関に納めさせ、その収入と
することができる。

【国土交通省令及び都道府県の規則への委任】
第 17 条　この章に規定するもののほか、一級建築
士試験の科目、受験手続その他一級建築士試験
に関して必要な事項並びに二級建築士試験及び
木造建築士試験の基準は、国土交通省令で定め
る。

２　この章に規定するもののほか、二級建築士試験
及び木造建築士試験の科目、受験手続その他二
級建築士試験及び木造建築士試験に関して必要
な事項は、都道府県の規則で定める。

第４章　業務

【設計及び工事監理】
第 18 条　建築士は、設計を行う場合においては、
設計に係る建築物が法令又は条例の定める建築
物に関する基準に適合するようにしなければな
らない。

２　建築士は、設計を行う場合においては、設計の
委託者に対し、設計の内容に関して適切な説明
を行うように努めなければならない。

３　建築士は、工事監理を行う場合において、工事
が設計図書のとおりに実施されていないと認め
るときは、直ちに、工事施工者に対して、その
旨を指摘し、当該工事を設計図書のとおりに実
施するよう求め、当該工事施工者がこれに従わ
ないときは、その旨を建築主に報告しなければ
ならない。

４　建築士は、延べ面積が 2,000㎡を超える建築物
の建築設備に係る設計又は工事監理を行う場合
においては、建築設備士の意見を聴くよう努め
なければならない。ただし、設備設計一級建築
士が設計を行う場合には、設計に関しては、こ
の限りでない。

■関連【業務に必要な表示行為】法２0条�５項➡４５１ 

■関連【設備設計に関する特例】法２0条�の３➡４５１ 

【設計の変更】
第 19 条　一級建築士、二級建築士又は木造建築士
は、他の一級建築士、二級建築士又は木造建築
士の設計した設計図書の一部を変更しようとす
るときは、当該一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の承諾を求めなければならない。ただ
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15 から第 10 条の 18 まで、第 15 条の２第３項、
第 15 条の３、第 15 条の４及び前条第２項の規
定は、都道府県指定試験機関について準用する。
この場合において、これらの規定（第 10 条の
５第１項第一号及び第２項第四号並びに第 10
条の７第１項を除く。）中「国土交通大臣」と
あるのは「都道府県知事」と、「一級建築士登
録等事務」とあるのは「二級建築士等試験事務」
と、「役員」とあるのは「役員（第 15 条の６第
３項において準用する第 15 条の３第１項の試
験委員を含む。）」と、「登録等事務規程」とあ
るのは「試験事務規程」と、第 10 条の５第１
項中「他に」とあるのは「当該都道府県の区域
において他に」と、同条中「前条第２項」とあ
るのは「第 15 条の６第２項」と、同項第一号
中「一級建築士登録等事務の実施」とあるのは
「二級建築士等試験事務（第 15 条の６第１項に
規定する二級建築士等試験事務をいう。以下同
じ。）の実施」と、「、一級建築士登録等事務」
とあるのは「、二級建築士等試験事務」と、第
10 条の７第１項中「国土交通大臣」とあるの
は「都道府県知事」と、同条第２項中「命令」
とあるのは「命令、規則」と、第 10 条の 16 第
２項第二号中「又は」とあるのは「若しくは」
と、「規定」とあるのは「規定又は第 15 条の６
第３項において準用する第 15 条の３の規定」
と、第 15 条の２第３項中「中央建築士審査会」
とあるのは「都道府県建築士審査会」と、前条
第２項中「前項」とあるのは「次条第３項」と
読み替えるものとする。

【受験手数料】
第 16 条　一級建築士試験を受けようとする者は国
（中央指定試験機関が行う試験を受けようとす
る者にあっては、中央指定試験機関）に、政令
の定めるところにより、実費を勘案して政令で
定める額の受験手数料を納付しなければならな
い。

２　前項の規定により中央指定試験機関に納められ
た手数料は、中央指定試験機関の収入とする。

３　都道府県は、地方自治法第 227 条の規定に基づ
き二級建築士試験又は木造建築士試験に係る手
数料を徴収する場合においては、前条の規定に
より都道府県指定試験機関が行う二級建築士試
験又は木造建築士試験を受けようとする者に、
条例で定めるところにより、当該手数料を当該

都道府県指定試験機関に納めさせ、その収入と
することができる。

【国土交通省令及び都道府県の規則への委任】
第 17 条　この章に規定するもののほか、一級建築
士試験の科目、受験手続その他一級建築士試験
に関して必要な事項並びに二級建築士試験及び
木造建築士試験の基準は、国土交通省令で定め
る。

２　この章に規定するもののほか、二級建築士試験
及び木造建築士試験の科目、受験手続その他二
級建築士試験及び木造建築士試験に関して必要
な事項は、都道府県の規則で定める。

第４章　業務

【設計及び工事監理】
第 18 条　建築士は、設計を行う場合においては、
設計に係る建築物が法令又は条例の定める建築
物に関する基準に適合するようにしなければな
らない。

２　建築士は、設計を行う場合においては、設計の
委託者に対し、設計の内容に関して適切な説明
を行うように努めなければならない。

３　建築士は、工事監理を行う場合において、工事
が設計図書のとおりに実施されていないと認め
るときは、直ちに、工事施工者に対して、その
旨を指摘し、当該工事を設計図書のとおりに実
施するよう求め、当該工事施工者がこれに従わ
ないときは、その旨を建築主に報告しなければ
ならない。

４　建築士は、延べ面積が 2,000㎡を超える建築物
の建築設備に係る設計又は工事監理を行う場合
においては、建築設備士の意見を聴くよう努め
なければならない。ただし、設備設計一級建築
士が設計を行う場合には、設計に関しては、こ
の限りでない。

■関連【業務に必要な表示行為】法２0条�５項➡４５１ 

■関連【設備設計に関する特例】法２0条�の３➡４５１ 

【設計の変更】
第 19 条　一級建築士、二級建築士又は木造建築士
は、他の一級建築士、二級建築士又は木造建築
士の設計した設計図書の一部を変更しようとす
るときは、当該一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の承諾を求めなければならない。ただ
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B

し、承諾を求めることのできない事由があると
き、又は承諾が得られなかったときは、自己の
責任において、その設計図書の一部を変更する
ことができる。

【建築士免許証等の提示】
第 19 条の２　一級建築士、二級建築士又は木造建
築士は、第 23 条第１項に規定する設計等の委
託者（委託しようとする者を含む。）から請求
があったときは、一級建築士免許証、二級建築
士免許証若しくは木造建築士免許証又は一級建
築士免許証明書、二級建築士免許証明書若しく
は木造建築士免許証明書を提示しなければなら
ない。

■関連【重要事項の説明等】法２４条�の７➡４５７ 

【業務に必要な表示行為】
第 20 条　一級建築士、二級建築士又は木造建築士
は、設計を行った場合においては、その設計図
書に一級建築士、二級建築士又は木造建築士で
ある旨の表示をして記名しなければならない。
設計図書の一部を変更した場合も同様とする。

２　一級建築士、二級建築士又は木造建築士は、構
造計算によって建築物の安全性を確かめた場合
においては、遅滞なく、国土交通省令で定める
ところにより、その旨の証明書を設計の委託者
に交付しなければならない。ただし、次条第１
項又は第２項の規定の適用がある場合は、この
限りでない。

▪省令【構造安全証明書】規則１７条�の１４の２➡４７４ 

３　建築士は、工事監理を終了したときは、直ちに、
国土交通省令で定めるところにより、その結果
を文書で建築主に報告しなければならない。

▪省令【工事監理報告書】規則１７条�の１５➡４７４ 

４　建築士は、前項の規定による文書での報告に代
えて、政令で定めるところにより、当該建築主
の承諾を得て、当該結果を電子情報処理組織を
使用する方法その他の情報通信の技術を利用す
る方法であって国土交通省令で定めるものによ
り報告することができる。この場合において、
当該建築士は、当該文書での報告をしたものと
みなす。

▪政令【承諾に関する手続等】令７条�➡４６６  

▪省令【情報通信の技術を利用する方法】

規則１７条�の１６、１７条�の１７➡４７４ 

５　建築士は、大規模の建築物その他の建築物の建
築設備に係る設計又は工事監理を行う場合にお

いて、建築設備士の意見を聴いたときは、第１
項の規定による設計図書又は第３項の規定によ
る報告書（前項前段に規定する方法により報告
が行われた場合にあっては、当該報告の内容）
において、その旨を明らかにしなければならな
い。

■関連【設計及び工事監理】法１８条�４項➡４５0 

■関連【設備設計に関する特例】法２0条�の３➡４５１ 

【構造設計に関する特例】
第 20 条の２　構造設計一級建築士は、第３条第１

項に規定する建築物のうち建築基準法第 20 条
第１項第一号又は第二号に掲げる建築物に該当
するものの構造設計を行った場合においては、
前条第１項の規定によるほか、その構造設計図
書に構造設計一級建築士である旨の表示をしな
ければならない。構造設計図書の一部を変更し
た場合も同様とする。

▪建築基準法２0条�➡３２ 

■関連【構造設計一級建築士証等の交付等】
法１0条�の３➡４４１ 

２　構造設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の構造設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、構造設計
一級建築士に当該構造設計に係る建築物が建築
基準法第 20 条（第１項第一号又は第二号に係
る部分に限る。）の規定及びこれに基づく命令
の規定（以下「構造関係規定」という。）に適
合するかどうかの確認を求めなければならな
い。構造設計図書の一部を変更した場合も同様
とする。

▪省令【構造設計一級建築士への法適合確認】

規則１７条�の１７の２➡４７５ 

３　構造設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が構造
関係規定に適合することを確認したとき又は適
合することを確認できないときは、当該構造設
計図書にその旨を記載するとともに、構造設計
一級建築士である旨の表示をして記名しなけれ
ばならない。

４　構造設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、構造設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

【設備設計に関する特例】
第 20 条の３　設備設計一級建築士は、階数が３以
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上で床面積の合計が 5,000㎡を超える建築物の
設備設計を行った場合においては、第 20 条第
１項の規定によるほか、その設備設計図書に設
備設計一級建築士である旨の表示をしなければ
ならない。設備設計図書の一部を変更した場合
も同様とする。

■関連【設計及び工事監理】法１８条�４項➡４５0 

２　設備設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の設備設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、設備設計
一級建築士に当該設備設計に係る建築物が建築
基準法第 28 条第３項、第 28 条の２第三号（換
気設備に係る部分に限る。）、第 32 条から第 34
条まで、第 35 条（消火栓、スプリンクラー、
貯水槽その他の消火設備、排煙設備及び非常用
の照明装置に係る部分に限る。）及び第 36 条（消
火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管
設備の設置及び構造並びに煙突及び昇降機の構
造に係る部分に限る。）の規定並びにこれらに
基づく命令の規定（以下「設備関係規定」とい
う。）に適合するかどうかの確認を求めなけれ
ばならない。設備設計図書の一部を変更した場
合も同様とする。

▪省令【設備設計一級建築士への法適合確認】

規則１７条�の１７の３➡４７５ 

３　設備設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が設備
関係規定に適合することを確認したとき又は適
合することを確認できないときは、当該設備設
計図書にその旨を記載するとともに、設備設計
一級建築士である旨の表示をして記名しなけれ
ばならない。

４　設備設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、設備設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

【その他の業務】
第 21 条　建築士は、設計（第 20 条の２第２項又
は前条第２項の確認を含む。第 22 条及び第 23
条第１項において同じ。）及び工事監理を行う
ほか、建築工事契約に関する事務、建築工事の
指導監督、建築物に関する調査又は鑑定及び建
築物の建築に関する法令又は条例の規定に基づ
く手続の代理その他の業務（木造建築士にあっ
ては、木造の建築物に関する業務に限る。）を

行うことができる。ただし、他の法律において
その業務を行うことが制限されている事項につ
いては、この限りでない。

【非建築士等に対する名義貸しの禁止】
第 21 条の２　建築士は、次の各号のいずれかに該
当する者に自己の名義を利用させてはならな
い。

一　第３条第１項（同条第２項の規定により適用
される場合を含む。第 26 条第２項第六号か
ら第八号までにおいて同じ。）、第３条の２第
１項（同条第２項において準用する第３条第
２項の規定により適用される場合を含む。第
26 条第２項第六号から第八号までにおいて
同じ。）、第３条の３第１項（同条第２項にお
いて準用する第３条第２項の規定により適用
される場合を含む。第 26 条第２項第八号に
おいて同じ。）又は第 34 条の規定に違反する
者

二　第３条の２第３項（第３条の３第２項におい
て読み替えて準用する場合を含む。）の規定
に基づく条例の規定に違反する者

【違反行為の指示等の禁止】
第 21 条の３　建築士は、建築基準法の定める建築
物に関する基準に適合しない建築物の建築その
他のこの法律若しくは建築物の建築に関する他
の法律又はこれらに基づく命令若しくは条例の
規定に違反する行為について指示をし、相談に
応じ、その他これらに類する行為をしてはなら
ない。

【信用失墜行為の禁止】
第 21 条の４　建築士は、建築士の信用又は品位を
害するような行為をしてはならない。

【知識及び技能の維持向上】
第 22 条　建築士は、設計及び工事監理に必要な知
識及び技能の維持向上に努めなければならな
い。

２　国土交通大臣及び都道府県知事は、設計及び工
事監理に必要な知識及び技能の維持向上を図る
ため、必要な情報及び資料の提供その他の措置
を講ずるものとする。

【定期講習】
第 22 条の２　次の各号に掲げる建築士は、３年以
上５年以内において国土交通省令で定める期間
ごとに、次条第１項の規定及び同条第２項にお
いて準用する第 10 条の 23 から第 10 条の 25 ま
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〔



452 建築士法　第４章

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

上で床面積の合計が 5,000㎡を超える建築物の
設備設計を行った場合においては、第 20 条第
１項の規定によるほか、その設備設計図書に設
備設計一級建築士である旨の表示をしなければ
ならない。設備設計図書の一部を変更した場合
も同様とする。

■関連【設計及び工事監理】法１８条�４項➡４５0 

２　設備設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の設備設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、設備設計
一級建築士に当該設備設計に係る建築物が建築
基準法第 28 条第３項、第 28 条の２第三号（換
気設備に係る部分に限る。）、第 32 条から第 34
条まで、第 35 条（消火栓、スプリンクラー、
貯水槽その他の消火設備、排煙設備及び非常用
の照明装置に係る部分に限る。）及び第 36 条（消
火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管
設備の設置及び構造並びに煙突及び昇降機の構
造に係る部分に限る。）の規定並びにこれらに
基づく命令の規定（以下「設備関係規定」とい
う。）に適合するかどうかの確認を求めなけれ
ばならない。設備設計図書の一部を変更した場
合も同様とする。

▪省令【設備設計一級建築士への法適合確認】

規則１７条�の１７の３➡４７５ 

３　設備設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が設備
関係規定に適合することを確認したとき又は適
合することを確認できないときは、当該設備設
計図書にその旨を記載するとともに、設備設計
一級建築士である旨の表示をして記名しなけれ
ばならない。

４　設備設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、設備設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

【その他の業務】
第 21 条　建築士は、設計（第 20 条の２第２項又
は前条第２項の確認を含む。第 22 条及び第 23
条第１項において同じ。）及び工事監理を行う
ほか、建築工事契約に関する事務、建築工事の
指導監督、建築物に関する調査又は鑑定及び建
築物の建築に関する法令又は条例の規定に基づ
く手続の代理その他の業務（木造建築士にあっ
ては、木造の建築物に関する業務に限る。）を

行うことができる。ただし、他の法律において
その業務を行うことが制限されている事項につ
いては、この限りでない。

【非建築士等に対する名義貸しの禁止】
第 21 条の２　建築士は、次の各号のいずれかに該
当する者に自己の名義を利用させてはならな
い。

一　第３条第１項（同条第２項の規定により適用
される場合を含む。第 26 条第２項第六号か
ら第八号までにおいて同じ。）、第３条の２第
１項（同条第２項において準用する第３条第
２項の規定により適用される場合を含む。第
26 条第２項第六号から第八号までにおいて
同じ。）、第３条の３第１項（同条第２項にお
いて準用する第３条第２項の規定により適用
される場合を含む。第 26 条第２項第八号に
おいて同じ。）又は第 34 条の規定に違反する
者

二　第３条の２第３項（第３条の３第２項におい
て読み替えて準用する場合を含む。）の規定
に基づく条例の規定に違反する者

【違反行為の指示等の禁止】
第 21 条の３　建築士は、建築基準法の定める建築
物に関する基準に適合しない建築物の建築その
他のこの法律若しくは建築物の建築に関する他
の法律又はこれらに基づく命令若しくは条例の
規定に違反する行為について指示をし、相談に
応じ、その他これらに類する行為をしてはなら
ない。

【信用失墜行為の禁止】
第 21 条の４　建築士は、建築士の信用又は品位を
害するような行為をしてはならない。

【知識及び技能の維持向上】
第 22 条　建築士は、設計及び工事監理に必要な知
識及び技能の維持向上に努めなければならな
い。

２　国土交通大臣及び都道府県知事は、設計及び工
事監理に必要な知識及び技能の維持向上を図る
ため、必要な情報及び資料の提供その他の措置
を講ずるものとする。

【定期講習】
第 22 条の２　次の各号に掲げる建築士は、３年以
上５年以内において国土交通省令で定める期間
ごとに、次条第１項の規定及び同条第２項にお
いて準用する第 10 条の 23 から第 10 条の 25 ま

第 21 条　●建築士法
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B

での規定の定めるところにより国土交通大臣の
登録を受けた者（次条において「登録講習機関」
という。）が行う当該各号に定める講習を受け
なければならない。

▪省令【定期講習の受講期間】規則１７条�の３６、３７➡４８0 

一　一級建築士（第 23 条第１項の建築士事務所
に属するものに限る。）　　別表第２⑴の項講
習の欄に掲げる講習

二　二級建築士（第 23 条第１項の建築士事務所
に属するものに限る。）　　別表第２⑵の項講
習の欄に掲げる講習

三　木造建築士（第 23 条第１項の建築士事務所
に属するものに限る。）　　別表第２⑶の項講
習の欄に掲げる講習

四　構造設計一級建築士　　別表第２⑷の項講習
の欄に掲げる講習

五　設備設計一級建築士　　別表第２⑸の項講習
の欄に掲げる講習

▪別表第２➡４６５ 

【定期講習の講習機関の登録】
第 22 条の３　前条の登録は、別表第２の各項の講
習の欄に掲げる講習の区分ごとに、これらの講
習の実施に関する事務を行おうとする者の申請
により行う。

２　第 10 条の 23、第 10 条の 24、第 10 条の 25 第
１項及び第 10 条の 26 の規定は前条の登録に、
第 10 条の 25 第２項及び第３項並びに第 10 条
の 27 から第 10 条の 38 までの規定は登録講習
機関について準用する。この場合において、第
10 条の 23 第五号中「講習事務」とあるのは「第
22 条の２の講習の実施に関する事務（以下「講
習事務」という。）」と、第 10 条の 24 第１項第
一号中「別表第１の各項の講習の欄」とあるの
は「別表第２の各項の講習の欄」と読み替える
ものとする。

３　前条の登録及び講習並びに登録講習機関に関し
て必要な事項は、国土交通省令で定める。

▪省令【定期講習の種類】規則１７条�の３７➡４８0 

第４章の２　設計受託契約等

【設計受託契約等の原則】
第 22 条の３の２　設計又は工事監理の委託を受け
ることを内容とする契約（以下それぞれ「設計

受託契約」又は「工事監理受託契約」という。）
の当事者は、各々の対等な立場における合意に
基づいて公正な契約を締結し、信義に従って誠
実にこれを履行しなければならない。

【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約の内
容】
第 22 条の３の３　延べ面積が 300㎡を超える建築
物の新築に係る設計受託契約又は工事監理受託
契約の当事者は、前条の趣旨に従って、契約の
締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、
署名又は記名押印をして相互に交付しなければ
ならない。

■関連【書面の交付】法２４条�の８➡４５８ 

一　設計受託契約にあっては、作成する設計図書
の種類

二　工事監理受託契約にあっては、工事と設計図
書との照合の方法及び工事監理の実施の状況
に関する報告の方法

三　当該設計又は工事監理に従事することとなる
建築士の氏名及びその者の一級建築士、二級
建築士又は木造建築士の別並びにその者が構
造設計一級建築士又は設備設計一級建築士で
ある場合にあっては、その旨

四　報酬の額及び支払の時期
五　契約の解除に関する事項
六　前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項

▪省令【延べ面積が300㎡を超える建築物の契約の内容】

規則１７条�の３８➡４８１ 

２　延べ面積が 300㎡を超える建築物の新築に係る
設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者
は、設計受託契約又は工事監理受託契約の内容
で前項各号に掲げる事項に該当するものを変更
するときは、その変更の内容を書面に記載し、
署名又は記名押印をして相互に交付しなければ
ならない。

３　建築物を増築し、改築し、又は建築物の大規模
の修繕若しくは大規模の模様替をする場合にお
いては、当該増築、改築、修繕又は模様替に係
る部分の新築とみなして前２項の規定を適用す
る。

４　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者
は、第１項又は第２項の規定による書面の交付
に代えて、政令で定めるところにより、当該契
約の相手方の承諾を得て、当該書面に記載すべ
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き事項を電子情報処理組織を使用する方法その
他の情報通信の技術を利用する方法であって国
土交通省令で定めるものにより提供することが
できる。この場合において、当該設計受託契約
又は工事監理受託契約の当事者は、当該書面を
交付したものとみなす。

５　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者
が、第１項の規定により書面を相互に交付した
場合（前項の規定により書面を交付したものと
みなされる場合を含む。）には、第 24 条の８第
１項の規定は、適用しない。

【適正な委託代金】
第 22 条の３の４　設計受託契約又は工事監理受託
契約を締結しようとする者は、第 25 条に規定
する報酬の基準に準拠した委託代金で設計受託
契約又は工事監理受託契約を締結するよう努め
なければならない。

第５章　建築士会及び　　　　　建築士会連合会

第 22 条の４　その名称中に建築士会という文字を
用いる一般社団法人（次項に規定するものを除
く。）は、建築士の品位の保持及びその業務の
進歩改善に資するため、建築士に対する建築技
術に関する研修並びに社員の指導及び連絡に関
する事務を行うことを目的とし、かつ、建築士
を社員とする旨の定款の定めがあるものでなけ
ればならない。

２　その名称中に建築士会連合会という文字を用い
る一般社団法人は、建築士の品位の保持及びそ
の業務の進歩改善に資するため、建築士に対す
る建築技術に関する研修並びに社員の指導及び
連絡に関する事務を行うことを目的とし、かつ、
前項に規定する一般社団法人（以下この条にお
いて「建築士会」という。）を社員とする旨の
定款の定めがあるものでなければならない。

３　前２項に規定する定款の定めは、これを変更す
ることができない。

４　建築士会及び第２項に規定する一般社団法人
（以下この条において「建築士会連合会」とい
う。）は、成立したときは、成立の日から２週
間以内に、登記事項証明書及び定款の写しを添
えて、その旨を、建築士会にあってはその主た

る事務所の所在地を管轄する都道府県知事に、
建築士会連合会にあっては国土交通大臣に届け
出なければならない。

５　建築士会及び建築士会連合会は、建築士に対し、
その業務に必要な知識及び技能の向上を図るた
めの建築技術に関する研修を実施しなければな
らない。

６　国土交通大臣は建築士会連合会に対して、建築
士会の主たる事務所の所在地を管轄する都道府
県知事は当該建築士会に対して、建築士の品位
の保持及びその業務の進歩改善に資するため、
必要な事項に関して報告を求め、又は必要な指
導、助言及び勧告をすることができる。

第６章　建築士事務所

【登録】
第 23 条　一級建築士、二級建築士若しくは木造建
築士又はこれらの者を使用する者は、他人の求
めに応じ報酬を得て、設計、工事監理、建築工
事契約に関する事務、建築工事の指導監督、建
築物に関する調査若しくは鑑定又は建築物の
建築に関する法令若しくは条例の規定に基づく
手続の代理（木造建築士又は木造建築士を使用
する者（木造建築士のほかに、一級建築士又は
二級建築士を使用する者を除く。）にあっては、
木造の建築物に関する業務に限る。以下「設計
等」という。）を業として行おうとするときは、
一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造
建築士事務所を定めて、その建築士事務所につ
いて、都道府県知事の登録を受けなければなら
ない。

■関連【その他の業務】法21条➡452 

■関連【無登録業務の停止】法23条の10➡456 

２　前項の登録の有効期間は、登録の日から起算し
て５年とする。

３　第１項の登録の有効期間の満了後、引き続き、
他人の求めに応じ報酬を得て、設計等を業とし
て行おうとする者は、その建築士事務所につい
て更新の登録を受けなければならない。

■関連【更新の登録の申請】規則18条➡482 

【登録の申請】
第 23 条の２　前条第１項又は第３項の規定により
建築士事務所について登録を受けようとする者
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き事項を電子情報処理組織を使用する方法その
他の情報通信の技術を利用する方法であって国
土交通省令で定めるものにより提供することが
できる。この場合において、当該設計受託契約
又は工事監理受託契約の当事者は、当該書面を
交付したものとみなす。

５　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者
が、第１項の規定により書面を相互に交付した
場合（前項の規定により書面を交付したものと
みなされる場合を含む。）には、第 24 条の８第
１項の規定は、適用しない。

【適正な委託代金】
第 22 条の３の４　設計受託契約又は工事監理受託
契約を締結しようとする者は、第 25 条に規定
する報酬の基準に準拠した委託代金で設計受託
契約又は工事監理受託契約を締結するよう努め
なければならない。

第５章　建築士会及び　　　　　建築士会連合会

第 22 条の４　その名称中に建築士会という文字を
用いる一般社団法人（次項に規定するものを除
く。）は、建築士の品位の保持及びその業務の
進歩改善に資するため、建築士に対する建築技
術に関する研修並びに社員の指導及び連絡に関
する事務を行うことを目的とし、かつ、建築士
を社員とする旨の定款の定めがあるものでなけ
ればならない。

２　その名称中に建築士会連合会という文字を用い
る一般社団法人は、建築士の品位の保持及びそ
の業務の進歩改善に資するため、建築士に対す
る建築技術に関する研修並びに社員の指導及び
連絡に関する事務を行うことを目的とし、かつ、
前項に規定する一般社団法人（以下この条にお
いて「建築士会」という。）を社員とする旨の
定款の定めがあるものでなければならない。

３　前２項に規定する定款の定めは、これを変更す
ることができない。

４　建築士会及び第２項に規定する一般社団法人
（以下この条において「建築士会連合会」とい
う。）は、成立したときは、成立の日から２週
間以内に、登記事項証明書及び定款の写しを添
えて、その旨を、建築士会にあってはその主た

る事務所の所在地を管轄する都道府県知事に、
建築士会連合会にあっては国土交通大臣に届け
出なければならない。

５　建築士会及び建築士会連合会は、建築士に対し、
その業務に必要な知識及び技能の向上を図るた
めの建築技術に関する研修を実施しなければな
らない。

６　国土交通大臣は建築士会連合会に対して、建築
士会の主たる事務所の所在地を管轄する都道府
県知事は当該建築士会に対して、建築士の品位
の保持及びその業務の進歩改善に資するため、
必要な事項に関して報告を求め、又は必要な指
導、助言及び勧告をすることができる。

第６章　建築士事務所

【登録】
第 23 条　一級建築士、二級建築士若しくは木造建
築士又はこれらの者を使用する者は、他人の求
めに応じ報酬を得て、設計、工事監理、建築工
事契約に関する事務、建築工事の指導監督、建
築物に関する調査若しくは鑑定又は建築物の
建築に関する法令若しくは条例の規定に基づく
手続の代理（木造建築士又は木造建築士を使用
する者（木造建築士のほかに、一級建築士又は
二級建築士を使用する者を除く。）にあっては、
木造の建築物に関する業務に限る。以下「設計
等」という。）を業として行おうとするときは、
一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造
建築士事務所を定めて、その建築士事務所につ
いて、都道府県知事の登録を受けなければなら
ない。

■関連【その他の業務】法21条➡452 

■関連【無登録業務の停止】法23条の10➡456 

２　前項の登録の有効期間は、登録の日から起算し
て５年とする。

３　第１項の登録の有効期間の満了後、引き続き、
他人の求めに応じ報酬を得て、設計等を業とし
て行おうとする者は、その建築士事務所につい
て更新の登録を受けなければならない。

■関連【更新の登録の申請】規則18条➡482 

【登録の申請】
第 23 条の２　前条第１項又は第３項の規定により
建築士事務所について登録を受けようとする者

第 22 条の ３の ４　●建築士法
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（以下「登録申請者」という。）は、次に掲げる
事項を記載した登録申請書をその建築士事務所
の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなけ
ればならない。
一　建築士事務所の名称及び所在地
二　一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木
造建築士事務所の別

三　登録申請者が個人である場合はその氏名、法
人である場合はその名称及び役員（業務を執
行する社員、取締役、執行役又はこれらに準
ずる者をいう。以下この章において同じ。）
の氏名

四　第 24 条第２項に規定する管理建築士の氏名
及びその者の一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の別

五　建築士事務所に属する建築士の氏名及びその
者の一級建築士、二級建築士又は木造建築士
の別

六　前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項

▪省令➡未制定

【登録の実施】
第 23 条の３　都道府県知事は、前条の規定による
登録の申請があった場合においては、次条の規
定により登録を拒否する場合を除くほか、遅滞
なく、前条各号に掲げる事項及び登録年月日、
登録番号その他国土交通省令で定める事項を一
級建築士事務所登録簿、二級建築士事務所登録
簿又は木造建築士事務所登録簿（以下「登録簿」
という。）に登録しなければならない。

▪省令【登録事項】規則２0条�の２➡４８２ 

２　都道府県知事は、前項の規定による登録をした
場合においては、直ちにその旨を当該登録申請
者に通知しなければならない。

【登録の拒否】
第 23 条の４　都道府県知事は、登録申請者が次の
各号のいずれかに該当する場合又は登録申請書
に重要な事項についての虚偽の記載があり、若
しくは重要な事実の記載が欠けている場合にお
いては、その登録を拒否しなければならない。
一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
二　第７条第二号から第四号までのいずれかに該
当する者

■関連【絶対的欠格事由】法７条�➡４４0 

三　第 26 条第１項又は第２項の規定により建築

士事務所について登録を取り消され、その取
消しの日から起算して５年を経過しない者
（当該登録を取り消された者が法人である場
合においては、その取消しの原因となった事
実があった日以前１年内にその法人の役員で
あった者でその取消しの日から起算して５年
を経過しないもの）

四　第 26 条第２項の規定により建築士事務所の
閉鎖の命令を受け、その閉鎖の期間が経過し
ない者（当該命令を受けた者が法人である場
合においては、当該命令の原因となった事実
があった日以前１年内にその法人の役員で
あった者でその閉鎖の期間が経過しないも
の）

五　暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律（平成３年法律第77号）第２条第六号に規定す
る暴力団員又は同号に規定する暴力団員でな
くなった日から５年を経過しない者（第九号
において「暴力団員等」という。）

六　心身の故障により建築士事務所の業務を適正
に行うことができない者として国土交通省令
で定めるもの

七　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しな
い未成年者でその法定代理人（法定代理人が
法人である場合においては、その役員を含
む。）が前各号のいずれかに該当するもの

八　法人でその役員のうちに第一号から第六号ま
でのいずれかに該当する者のあるもの

九　暴力団員等がその事業活動を支配する者
十　建築士事務所について第 24 条第１項及び第
２項に規定する要件を欠く者

■関連【建築士事務所の管理】法２４条�➡４５６ 

２　都道府県知事は、登録申請者が次の各号のいず
れかに該当する場合は、その登録を拒否するこ
とができる。

一　第８条第一号又は第二号のいずれかに該当す
る者

二　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しな
い未成年者でその法定代理人（法定代理人が
法人である場合においては、その役員を含
む。）が前号に該当するもの

三　法人でその役員のうちに第一号に該当する者
のあるもの

３　都道府県知事は、前２項の規定により登録を拒
否した場合においては、遅滞なく、その理由を
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記載した文書をもって、その旨を当該登録申請
者に通知しなければならない。

【変更の届出】
第 23 条の５　第 23 条の３第１項の規定により建
築士事務所について登録を受けた者（以下「建
築士事務所の開設者」という。）は、第 23 条の
２第一号、第三号、第四号又は第六号に掲げる
事項について変更があったときは、２週間以内
に、その旨を当該都道府県知事に届け出なけれ
ばならない。

２　建築士事務所の開設者は、第 23 条の２第五号
に掲げる事項について変更があったときは、３
月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出
なければならない。

３　第 23 条の３第１項及び前条の規定は、前２項
の規定による変更の届出があった場合に準用す
る。

【設計等の業務に関する報告書】
第 23 条の６　建築士事務所の開設者は、国土交通
省令で定めるところにより、事業年度ごとに、
次に掲げる事項を記載した設計等の業務に関す
る報告書を作成し、毎事業年度経過後３月以内
に当該建築士事務所に係る登録をした都道府県
知事に提出しなければならない。
一　当該事業年度における当該建築士事務所の業
務の実績の概要

二　当該建築士事務所に属する建築士の氏名
三　前号の建築士の当該事業年度における業務の
実績（当該建築士事務所におけるものに限
る。）

四　前３号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項
▪省令【設計等の業務に関する報告書】規則２0条�の３➡４８３  

【廃業等の届出】
第 23 条の７　建築士事務所の開設者が次の各号に
掲げる場合のいずれかに該当することとなった
ときは、当該各号に定める者は、その日（第二
号の場合にあっては、その事実を知った日）か
ら 30 日以内に、その旨を当該建築士事務所に
係る登録をした都道府県知事に届け出なければ
ならない。
一　その登録に係る建築士事務所の業務を廃止し
たとき　　建築士事務所の開設者であった者

二　死亡したとき　　その相続人
三　破産手続開始の決定があったとき　　その破

産管財人
四　法人が合併により解散したとき　　その法人
を代表する役員であった者

五　法人が破産手続開始の決定又は合併以外の事
由により解散したとき　　その清算人

【登録の抹消】
第 23 条の８　都道府県知事は、次の各号のいずれ
かに該当する場合においては、登録簿につき、
当該建築士事務所に係る登録を抹消しなければ
ならない。

一　前条の規定による届出があったとき。
二　第 23 条第１項の登録の有効期間の満了の際
更新の登録の申請がなかったとき。

三　第 26 条第１項又は第２項の規定により登録
を取り消したとき。

２　第 23 条の３第２項の規定は、前項の規定によ
り登録を抹消した場合に準用する。

【登録簿等の閲覧】
第 23 条の９　都道府県知事は、次に掲げる書類を
一般の閲覧に供しなければならない。

一　登録簿
二　第 23 条の６の規定により提出された設計等
の業務に関する報告書

三　その他建築士事務所に関する書類で国土交通
省令で定めるもの

【無登録業務の禁止】
第 23 条の 10　建築士は、第 23 条の３第１項の規
定による登録を受けないで、他人の求めに応じ
報酬を得て、設計等を業として行ってはならな
い。

２　何人も、第 23 条の３第１項の規定による登録
を受けないで、建築士を使用して、他人の求め
に応じ報酬を得て、設計等を業として行っては
ならない。

【建築士事務所の管理】
第 24 条　建築士事務所の開設者は、一級建築士事
務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所
ごとに、それぞれ当該一級建築士事務所、二級
建築士事務所又は木造建築士事務所を管理する
専任の一級建築士、二級建築士又は木造建築士
を置かなければならない。

２　前項の規定により置かれる建築士事務所を管理
する建築士（以下「管理建築士」という。）は、
建築士として３年以上の設計その他の国土交通
省令で定める業務に従事した後、第 26 条の５

第 23 条の ５　●建築士法
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記載した文書をもって、その旨を当該登録申請
者に通知しなければならない。

【変更の届出】
第 23 条の５　第 23 条の３第１項の規定により建
築士事務所について登録を受けた者（以下「建
築士事務所の開設者」という。）は、第 23 条の
２第一号、第三号、第四号又は第六号に掲げる
事項について変更があったときは、２週間以内
に、その旨を当該都道府県知事に届け出なけれ
ばならない。

２　建築士事務所の開設者は、第 23 条の２第五号
に掲げる事項について変更があったときは、３
月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出
なければならない。

３　第 23 条の３第１項及び前条の規定は、前２項
の規定による変更の届出があった場合に準用す
る。

【設計等の業務に関する報告書】
第 23 条の６　建築士事務所の開設者は、国土交通
省令で定めるところにより、事業年度ごとに、
次に掲げる事項を記載した設計等の業務に関す
る報告書を作成し、毎事業年度経過後３月以内
に当該建築士事務所に係る登録をした都道府県
知事に提出しなければならない。

一　当該事業年度における当該建築士事務所の業
務の実績の概要

二　当該建築士事務所に属する建築士の氏名
三　前号の建築士の当該事業年度における業務の
実績（当該建築士事務所におけるものに限
る。）

四　前３号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項
▪省令【設計等の業務に関する報告書】規則２0条�の３➡４８３  

【廃業等の届出】
第 23 条の７　建築士事務所の開設者が次の各号に
掲げる場合のいずれかに該当することとなった
ときは、当該各号に定める者は、その日（第二
号の場合にあっては、その事実を知った日）か
ら 30 日以内に、その旨を当該建築士事務所に
係る登録をした都道府県知事に届け出なければ
ならない。

一　その登録に係る建築士事務所の業務を廃止し
たとき　　建築士事務所の開設者であった者

二　死亡したとき　　その相続人
三　破産手続開始の決定があったとき　　その破

産管財人
四　法人が合併により解散したとき　　その法人
を代表する役員であった者

五　法人が破産手続開始の決定又は合併以外の事
由により解散したとき　　その清算人

【登録の抹消】
第 23 条の８　都道府県知事は、次の各号のいずれ
かに該当する場合においては、登録簿につき、
当該建築士事務所に係る登録を抹消しなければ
ならない。

一　前条の規定による届出があったとき。
二　第 23 条第１項の登録の有効期間の満了の際
更新の登録の申請がなかったとき。

三　第 26 条第１項又は第２項の規定により登録
を取り消したとき。

２　第 23 条の３第２項の規定は、前項の規定によ
り登録を抹消した場合に準用する。

【登録簿等の閲覧】
第 23 条の９　都道府県知事は、次に掲げる書類を
一般の閲覧に供しなければならない。

一　登録簿
二　第 23 条の６の規定により提出された設計等
の業務に関する報告書

三　その他建築士事務所に関する書類で国土交通
省令で定めるもの

【無登録業務の禁止】
第 23 条の 10　建築士は、第 23 条の３第１項の規
定による登録を受けないで、他人の求めに応じ
報酬を得て、設計等を業として行ってはならな
い。

２　何人も、第 23 条の３第１項の規定による登録
を受けないで、建築士を使用して、他人の求め
に応じ報酬を得て、設計等を業として行っては
ならない。

【建築士事務所の管理】
第 24 条　建築士事務所の開設者は、一級建築士事
務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所
ごとに、それぞれ当該一級建築士事務所、二級
建築士事務所又は木造建築士事務所を管理する
専任の一級建築士、二級建築士又は木造建築士
を置かなければならない。

２　前項の規定により置かれる建築士事務所を管理
する建築士（以下「管理建築士」という。）は、
建築士として３年以上の設計その他の国土交通
省令で定める業務に従事した後、第 26 条の５
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B

第１項の規定及び同条第２項において準用する
第 10 条の 23 から第 10 条の 25 までの規定の定
めるところにより国土交通大臣の登録を受けた
者（以下この章において「登録講習機関」とい
う。）が行う別表第３講習の欄に掲げる講習の
課程を修了した建築士でなければならない。

▪省令【管理建築士の業務要件】規則２0条�の４➡４８３ 

３　管理建築士は、その建築士事務所の業務に係る
次に掲げる技術的事項を総括するものとする。
一　受託可能な業務の量及び難易並びに業務の内
容に応じて必要となる期間の設定

二　受託しようとする業務を担当させる建築士そ
の他の技術者の選定及び配置

三　他の建築士事務所との提携及び提携先に行わ
せる業務の範囲の案の作成

四　建築士事務所に属する建築士その他の技術者
の監督及びその業務遂行の適正の確保

４　管理建築士は、その者と建築士事務所の開設者
とが異なる場合においては、建築士事務所の開
設者に対し、前項各号に掲げる技術的事項に関
し、その建築士事務所の業務が円滑かつ適切に
行われるよう必要な意見を述べるものとする。

５　建築士事務所の開設者は、前項の規定による管
理建築士の意見を尊重しなければならない。

【名義貸しの禁止】
第 24 条の２　建築士事務所の開設者は、自己の名
義をもって、他人に建築士事務所の業務を営ま
せてはならない。

【再委託の制限】
第 24 条の３　建築士事務所の開設者は、委託者の

許諾を得た場合においても、委託を受けた設計
又は工事監理の業務を建築士事務所の開設者以
外の者に委託してはならない。

２　建築士事務所の開設者は、委託者の許諾を得た
場合においても、委託を受けた設計又は工事監
理（いずれも延べ面積が 300㎡を超える建築物
の新築工事に係るものに限る。）の業務を、そ
れぞれ一括して他の建築士事務所の開設者に委
託してはならない。

■関連建設業法２２条�３項➡４９６ 

【帳簿の備付け等及び図書の保存】
第 24 条の４　建築士事務所の開設者は、国土交通

省令で定めるところにより、その建築士事務所
の業務に関する事項で国土交通省令で定めるも
のを記載した帳簿を備え付け、これを保存しな

ければならない。
▪省令【帳簿の備付け等及び図書の保存】

規則２１条�１項〜３項➡４８３ 

２　前項に定めるもののほか、建築士事務所の開設
者は、国土交通省令で定めるところにより、そ
の建築士事務所の業務に関する図書で国土交通
省令で定めるものを保存しなければならない。

▪省令【帳簿の備付け等及び図書の保存】

規則２１条�４項、５項➡４８３ 

【標識の掲示】
第 24 条の５　建築士事務所の開設者は、その建築
士事務所において、公衆の見やすい場所に国土
交通省令で定める標識を掲げなければならな
い。

▪省令【標識の書式】規則２２条�➡４８４ 

【書類の閲覧】
第 24 条の６　建築士事務所の開設者は、国土交通

省令で定めるところにより、次に掲げる書類を、
当該建築士事務所に備え置き、設計等を委託し
ようとする者の求めに応じ、閲覧させなければ
ならない。

一　当該建築士事務所の業務の実績を記載した書
類

二　当該建築士事務所に属する建築士の氏名及び
業務の実績を記載した書類

三　設計等の業務に関し生じた損害を賠償するた
めに必要な金額を担保するための保険契約の
締結その他の措置を講じている場合にあって
は、その内容を記載した書類

四　その他建築士事務所の業務及び財務に関する
書類で国土交通省令で定めるもの

▪省令【書類の閲覧】規則２２条�の２➡４８４ 

【重要事項の説明等】
第 24 条の７　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を建築主と締結しよ
うとするときは、あらかじめ、当該建築主に対
し、管理建築士その他の当該建築士事務所に属
する建築士（次項及び第３項において「管理建
築士等」という。）をして、設計受託契約又は
工事監理受託契約の内容及びその履行に関する
次に掲げる事項について、これらの事項を記載
した書面を交付して説明をさせなければならな
い。

一　設計受託契約にあっては、作成する設計図書
の種類

建築士法●　第 2４ 条の 2
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二　工事監理受託契約にあっては、工事と設計図
書との照合の方法及び工事監理の実施の状況
に関する報告の方法

三　当該設計又は工事監理に従事することとなる
建築士の氏名及びその者の一級建築士、二級
建築士又は木造建築士の別並びにその者が構
造設計一級建築士又は設備設計一級建築士で
ある場合にあっては、その旨

四　報酬の額及び支払の時期
五　契約の解除に関する事項
六　前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項

▪省令【重要事項説明】規則２２条�の２の２➡４８５ 

２　管理建築士等は、前項の説明をするときは、当
該建築主に対し、一級建築士免許証、二級建築
士免許証若しくは木造建築士免許証又は一級建
築士免許証明書、二級建築士免許証明書若しく
は木造建築士免許証明書を提示しなければなら
ない。

■関連【建築士免許証等の提示】法１９条�の２➡４５１ 

３　管理建築士等は、第１項の規定による書面の交
付に代えて、政令で定めるところにより、当該
建築主の承諾を得て、当該書面に記載すべき事
項を電子情報処理組織を使用する方法その他の
情報通信の技術を利用する方法であって国土交
通省令で定めるものにより提供することができ
る。この場合において、当該管理建築士等は、
当該書面を交付したものとみなす。

【書面の交付】
第 24 条の８　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を締結したときは、
遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、
次に掲げる事項を記載した書面を当該委託者に
交付しなければならない。

■関連法２２条�の３の３第５項➡４５４ 

一　第 22 条の３の３第１項各号に掲げる事項
二　前号に掲げるもののほか、設計受託契約又は
工事監理受託契約の内容及びその履行に関す
る事項で国土交通省令で定めるもの

▪省令【書面の交付】規則２２条�の３➡４８６ 

２　建築士事務所の開設者は、前項の規定による書
面の交付に代えて、政令で定めるところにより、
当該委託者の承諾を得て、当該書面に記載すべ
き事項を電子情報処理組織を使用する方法その
他の情報通信の技術を利用する方法であって国

土交通省令で定めるものにより提供することが
できる。この場合において、当該建築士事務所
の開設者は、当該書面を交付したものとみなす。

【保険契約の締結等】
第 24 条の９　建築士事務所の開設者は、設計等の
業務に関し生じた損害を賠償するために必要な
金額を担保するための保険契約の締結その他の
措置を講ずるよう努めなければならない。

【業務の報酬】
第 25 条　国土交通大臣は、中央建築士審査会の同
意を得て、建築士事務所の開設者がその業務に
関して請求することのできる報酬の基準を定め
ることができる。

【監督処分】
第 26 条　都道府県知事は、建築士事務所の開設者
が次の各号のいずれかに該当する場合において
は、当該建築士事務所の登録を取り消さなけれ
ばならない。

■関連【登録の抹消】法２３条�の８➡４５６ 

一　虚偽又は不正の事実に基づいて第 23 条の３
第１項の規定による登録を受けたとき。

二　第 23 条の４第１項第一号、第二号、第五号、
第六号、第七号（同号に規定する未成年者で
その法定代理人（法定代理人が法人である場
合においては、その役員を含む。）が同項第
四号に該当するものに係る部分を除く。）、第
八号（法人でその役員のうちに同項第四号に
該当する者のあるものに係る部分を除く。）、
第九号又は第十号のいずれかに該当するに
至ったとき。

■関連【登録の拒否】法２３条�の４➡４５５ 

三　第 23 条の７の規定による届出がなくて同条
各号に掲げる場合のいずれかに該当する事実
が判明したとき。

２　都道府県知事は、建築士事務所につき次の各号
のいずれかに該当する事実がある場合において
は、当該建築士事務所の開設者に対し、戒告し、
若しくは１年以内の期間を定めて当該建築士事
務所の閉鎖を命じ、又は当該建築士事務所の登
録を取り消すことができる。

■関連【登録の抹消】法２３条�の８➡４５６ 

一　建築士事務所の開設者が第 22 条の３の３第
１項から第４項まで又は第 24 条の２から第
24 条の８までの規定のいずれかに違反した
とき。

第 2４ 条の ８　●建築士法
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二　工事監理受託契約にあっては、工事と設計図
書との照合の方法及び工事監理の実施の状況
に関する報告の方法

三　当該設計又は工事監理に従事することとなる
建築士の氏名及びその者の一級建築士、二級
建築士又は木造建築士の別並びにその者が構
造設計一級建築士又は設備設計一級建築士で
ある場合にあっては、その旨

四　報酬の額及び支払の時期
五　契約の解除に関する事項
六　前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で
定める事項

▪省令【重要事項説明】規則２２条�の２の２➡４８５ 

２　管理建築士等は、前項の説明をするときは、当
該建築主に対し、一級建築士免許証、二級建築
士免許証若しくは木造建築士免許証又は一級建
築士免許証明書、二級建築士免許証明書若しく
は木造建築士免許証明書を提示しなければなら
ない。

■関連【建築士免許証等の提示】法１９条�の２➡４５１ 

３　管理建築士等は、第１項の規定による書面の交
付に代えて、政令で定めるところにより、当該
建築主の承諾を得て、当該書面に記載すべき事
項を電子情報処理組織を使用する方法その他の
情報通信の技術を利用する方法であって国土交
通省令で定めるものにより提供することができ
る。この場合において、当該管理建築士等は、
当該書面を交付したものとみなす。

【書面の交付】
第 24 条の８　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を締結したときは、
遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、
次に掲げる事項を記載した書面を当該委託者に
交付しなければならない。

■関連法２２条�の３の３第５項➡４５４ 

一　第 22 条の３の３第１項各号に掲げる事項
二　前号に掲げるもののほか、設計受託契約又は
工事監理受託契約の内容及びその履行に関す
る事項で国土交通省令で定めるもの

▪省令【書面の交付】規則２２条�の３➡４８６ 

２　建築士事務所の開設者は、前項の規定による書
面の交付に代えて、政令で定めるところにより、
当該委託者の承諾を得て、当該書面に記載すべ
き事項を電子情報処理組織を使用する方法その
他の情報通信の技術を利用する方法であって国

土交通省令で定めるものにより提供することが
できる。この場合において、当該建築士事務所
の開設者は、当該書面を交付したものとみなす。

【保険契約の締結等】
第 24 条の９　建築士事務所の開設者は、設計等の
業務に関し生じた損害を賠償するために必要な
金額を担保するための保険契約の締結その他の
措置を講ずるよう努めなければならない。

【業務の報酬】
第 25 条　国土交通大臣は、中央建築士審査会の同
意を得て、建築士事務所の開設者がその業務に
関して請求することのできる報酬の基準を定め
ることができる。

【監督処分】
第 26 条　都道府県知事は、建築士事務所の開設者
が次の各号のいずれかに該当する場合において
は、当該建築士事務所の登録を取り消さなけれ
ばならない。

■関連【登録の抹消】法２３条�の８➡４５６ 

一　虚偽又は不正の事実に基づいて第 23 条の３
第１項の規定による登録を受けたとき。

二　第 23 条の４第１項第一号、第二号、第五号、
第六号、第七号（同号に規定する未成年者で
その法定代理人（法定代理人が法人である場
合においては、その役員を含む。）が同項第
四号に該当するものに係る部分を除く。）、第
八号（法人でその役員のうちに同項第四号に
該当する者のあるものに係る部分を除く。）、
第九号又は第十号のいずれかに該当するに
至ったとき。

■関連【登録の拒否】法２３条�の４➡４５５ 

三　第 23 条の７の規定による届出がなくて同条
各号に掲げる場合のいずれかに該当する事実
が判明したとき。

２　都道府県知事は、建築士事務所につき次の各号
のいずれかに該当する事実がある場合において
は、当該建築士事務所の開設者に対し、戒告し、
若しくは１年以内の期間を定めて当該建築士事
務所の閉鎖を命じ、又は当該建築士事務所の登
録を取り消すことができる。

■関連【登録の抹消】法２３条�の８➡４５６ 

一　建築士事務所の開設者が第 22 条の３の３第
１項から第４項まで又は第 24 条の２から第
24 条の８までの規定のいずれかに違反した
とき。
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B

二　建築士事務所の開設者が第 23 条の４第２項
各号のいずれかに該当するに至ったとき。

三　建築士事務所の開設者が第 23 条の５第１項
又は第２項の規定による変更の届出をせず、
又は虚偽の届出をしたとき。

四　管理建築士が第 10 条第１項の規定による処
分を受けたとき。

五　建築士事務所に属する建築士が、その属する
建築士事務所の業務として行った行為を理由
として、第 10 条第１項の規定による処分を
受けたとき。

六　管理建築士である二級建築士又は木造建築士
が、第３条第１項若しくは第３条の２第１項
の規定又は同条第３項の規定に基づく条例の
規定に違反して、建築物の設計又は工事監理
をしたとき。

七　建築士事務所に属する二級建築士又は木造建
築士が、その属する建築士事務所の業務とし
て、第３条第１項若しくは第３条の２第１項
の規定又は同条第３項の規定に基づく条例の
規定に違反して、建築物の設計又は工事監理
をしたとき。

八　建築士事務所に属する者で建築士でないもの
が、その属する建築士事務所の業務として、
第３条第１項、第３条の２第１項若しくは第
３条の３第１項の規定又は第３条の２第３項
（第３条の３第２項において読み替えて準用
する場合を含む。）の規定に基づく条例の規
定に違反して、建築物の設計又は工事監理を
したとき。

九　建築士事務所の開設者又は管理建築士がこの
法律の規定に基づく都道府県知事の処分に違
反したとき。

十　前各号に掲げるもののほか、建築士事務所の
開設者がその建築士事務所の業務に関し不正
な行為をしたとき。

３　都道府県知事は、前項の規定により建築士事務
所の閉鎖を命じようとするときは、行政手続法
第 13 条第１項の規定による意見陳述のための
手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければ
ならない。

４　第 10 条第３項、第４項及び第６項の規定は都
道府県知事が第１項若しくは第２項の規定によ
り建築士事務所の登録を取り消し、又は同項の
規定により建築士事務所の閉鎖を命ずる場合に

ついて、同条第５項の規定は都道府県知事が第
１項又は第２項の規定による処分をした場合に
ついて、それぞれ準用する。

【報告及び検査】
第 26 条の２　都道府県知事は、第 10 条の２第２
項に定めるもののほか、この法律の施行に関し
必要があると認めるときは、建築士事務所の開
設者若しくは管理建築士に対し、必要な報告を
求め、又は当該職員をして建築士事務所に立ち
入り、図書その他の物件を検査させることがで
きる。

２　第 10 条の２第３項及び第４項の規定は、前項
の規定による立入検査について準用する。

【指定事務所登録機関の指定】
第 26条の３　都道府県知事は、その指定する者（以
下「指定事務所登録機関」という。）に、建築
士事務所の登録の実施に関する事務並びに登録
簿及び第 23 条の９第三号に掲げる書類（国土
交通省令で定める書類に限る。）を一般の閲覧
に供する事務（以下「事務所登録等事務」とい
う。）を行わせることができる。

２　指定事務所登録機関の指定は、事務所登録等事
務を行おうとする者の申請により行う。

３　第 10 条の５から第 10 条の 18 までの規定は、
指定事務所登録機関について準用する。この場
合において、これらの規定（第 10 条の５第１
項第一号を除く。）中「国土交通大臣」とある
のは「都道府県知事」と、「一級建築士登録等
事務」とあるのは「事務所登録等事務」と、第
10 条の５第１項中「他に」とあるのは「当該
都道府県の区域において他に」と、同条中「前
条第２項」とあるのは「第 26 条の３第２項」と、
同項第一号中「一級建築士登録等事務の実施」
とあるのは「事務所登録等事務（第 26 条の３
第１項に規定する事務所登録等事務をいう。以
下同じ。）の実施」と、「、一級建築士登録等事
務」とあるのは「、事務所登録等事務」と読み
替えるものとする。

【指定事務所登録機関が事務所登録等事務を行う場
合における規定の適用等】
第 26 条の４　指定事務所登録機関が事務所登録等
事務を行う場合における第 23 条第１項、第 23
条の２から第 23 条の４まで、第 23 条の５第１
項及び第２項、第 23 条の７、第 23 条の８第１
項並びに第 23 条の９の規定の適用については、

建築士法●　第 26 条の 2
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これらの規定（第 23 条第１項、第 23 条の２及
び第 23 条の９を除く。）中「都道府県知事」と
あるのは「指定事務所登録機関」と、第 23 条
第１項中「都道府県知事」とあるのは「指定事
務所登録機関（第 26 条の３第１項に規定する
指定事務所登録機関をいう。以下同じ。）」と、
第 23 条の２中「都道府県知事」とあるのは「都
道府県知事の第 26 条の３第１項の指定を受け
た者」と、第 23 条の８第１項第三号中「登録」
とあるのは「都道府県知事が登録」と、第 23
条の９中「次に掲げる書類」とあるのは「次に
掲げる書類（登録簿及び第 26 条の３第１項の
国土交通省令で定める書類を除く。）」とする。

２　都道府県は、地方自治法第 227 条の規定に基づ
き建築士事務所の登録に係る手数料を徴収する
場合においては、前条の規定により指定事務所
登録機関が行う建築士事務所の登録を受けよう
とする者に、条例で定めるところにより、当該
手数料を当該指定事務所登録機関に納めさせ、
その収入とすることができる。

【管理建築士講習の講習機関の登録】
第 26 条の５　第 24 条第２項の登録（次項におい
て単に「登録」という。）は、同条第２項の講
習の実施に関する事務を行おうとする者の申請
により行う。

２　第 10 条の 23、第 10 条の 24、第 10 条の 25 第
１項及び第 10 条の 26 の規定は登録に、第 10
条の 25 第２項及び第３項並びに第 10 条の 27
から第 10 条の 38 までの規定は登録講習機関に
ついて準用する。この場合において、第 10 条
の 23 第五号中「講習事務」とあるのは「第 24
条第２項の講習の実施に関する事務（以下「講
習事務」という。）」と、第 10 条の 24 第１項第
一号中「別表第１の各項の講習の欄」とあるの
は「別表第３講習の欄」と、同条第２項中「次
に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項（登
録の区分に関する事項を除く。）」と読み替える
ものとする。

【国土交通省令への委任】
第 27 条　この章に規定するもののほか、建築士事
務所の登録、第 24 条第２項の登録及び講習並
びに登録講習機関に関して必要な事項は、国土
交通省令で定める。

第７章　建築士事務所協会及び　　　　　建築士事務所協会連合会
【建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会】
第 27 条の２　その名称中に建築士事務所協会とい
う文字を用いる一般社団法人（次項に規定す
るものを除く。）は、建築士事務所の業務の適
正な運営及び建築士事務所の開設者に設計等を
委託する建築主（以下単に「建築主」という。）
の利益の保護を図ることを目的とし、かつ、建
築士事務所の開設者を社員（以下この章におい
て「協会会員」という。）とする旨の定款の定
めがあるものでなければならない。

２　その名称中に建築士事務所協会連合会という文
字を用いる一般社団法人は、建築士事務所の業
務の適正な運営及び建築主の利益の保護を図る
ことを目的とし、かつ、建築士事務所協会を社
員（第６項において「連合会会員」という。）
とする旨の定款の定めがあるものでなければな
らない。

３　第１項に規定する一般社団法人（以下「建築士
事務所協会」という。）及び前項に規定する一
般社団法人（以下「建築士事務所協会連合会」
という。）は、その目的を達成するため、次に
掲げる業務を行う。

一　建築士事務所の業務に関し、設計等の業務に
係る契約の内容の適正化その他建築主の利益
の保護を図るため必要な建築士事務所の開設
者に対する指導、勧告その他の業務

二　建築士事務所の業務に対する建築主その他の
関係者からの苦情の解決

三　建築士事務所の開設者に対する建築士事務所
の業務の運営に関する研修及び建築士事務所
に属する建築士に対する設計等の業務に関す
る研修

四　前３号に掲げるもののほか、その目的を達成
するために必要な業務

４　第１項及び第２項に規定する定款の定めは、こ
れを変更することができない。

５　建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会
は、成立したときは、成立の日から２週間以内
に、登記事項証明書及び定款の写しを添えて、
その旨を、建築士事務所協会にあってはその主
たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事
に、建築士事務所協会連合会にあっては国土交

第 26 条の ５　●建築士法
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これらの規定（第 23 条第１項、第 23 条の２及
び第 23 条の９を除く。）中「都道府県知事」と
あるのは「指定事務所登録機関」と、第 23 条
第１項中「都道府県知事」とあるのは「指定事
務所登録機関（第 26 条の３第１項に規定する
指定事務所登録機関をいう。以下同じ。）」と、
第 23 条の２中「都道府県知事」とあるのは「都
道府県知事の第 26 条の３第１項の指定を受け
た者」と、第 23 条の８第１項第三号中「登録」
とあるのは「都道府県知事が登録」と、第 23
条の９中「次に掲げる書類」とあるのは「次に
掲げる書類（登録簿及び第 26 条の３第１項の
国土交通省令で定める書類を除く。）」とする。

２　都道府県は、地方自治法第 227 条の規定に基づ
き建築士事務所の登録に係る手数料を徴収する
場合においては、前条の規定により指定事務所
登録機関が行う建築士事務所の登録を受けよう
とする者に、条例で定めるところにより、当該
手数料を当該指定事務所登録機関に納めさせ、
その収入とすることができる。

【管理建築士講習の講習機関の登録】
第 26 条の５　第 24 条第２項の登録（次項におい
て単に「登録」という。）は、同条第２項の講
習の実施に関する事務を行おうとする者の申請
により行う。

２　第 10 条の 23、第 10 条の 24、第 10 条の 25 第
１項及び第 10 条の 26 の規定は登録に、第 10
条の 25 第２項及び第３項並びに第 10 条の 27
から第 10 条の 38 までの規定は登録講習機関に
ついて準用する。この場合において、第 10 条
の 23 第五号中「講習事務」とあるのは「第 24
条第２項の講習の実施に関する事務（以下「講
習事務」という。）」と、第 10 条の 24 第１項第
一号中「別表第１の各項の講習の欄」とあるの
は「別表第３講習の欄」と、同条第２項中「次
に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項（登
録の区分に関する事項を除く。）」と読み替える
ものとする。

【国土交通省令への委任】
第 27 条　この章に規定するもののほか、建築士事
務所の登録、第 24 条第２項の登録及び講習並
びに登録講習機関に関して必要な事項は、国土
交通省令で定める。

第７章　建築士事務所協会及び　　　　　建築士事務所協会連合会
【建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会】
第 27 条の２　その名称中に建築士事務所協会とい
う文字を用いる一般社団法人（次項に規定す
るものを除く。）は、建築士事務所の業務の適
正な運営及び建築士事務所の開設者に設計等を
委託する建築主（以下単に「建築主」という。）
の利益の保護を図ることを目的とし、かつ、建
築士事務所の開設者を社員（以下この章におい
て「協会会員」という。）とする旨の定款の定
めがあるものでなければならない。

２　その名称中に建築士事務所協会連合会という文
字を用いる一般社団法人は、建築士事務所の業
務の適正な運営及び建築主の利益の保護を図る
ことを目的とし、かつ、建築士事務所協会を社
員（第６項において「連合会会員」という。）
とする旨の定款の定めがあるものでなければな
らない。

３　第１項に規定する一般社団法人（以下「建築士
事務所協会」という。）及び前項に規定する一
般社団法人（以下「建築士事務所協会連合会」
という。）は、その目的を達成するため、次に
掲げる業務を行う。

一　建築士事務所の業務に関し、設計等の業務に
係る契約の内容の適正化その他建築主の利益
の保護を図るため必要な建築士事務所の開設
者に対する指導、勧告その他の業務

二　建築士事務所の業務に対する建築主その他の
関係者からの苦情の解決

三　建築士事務所の開設者に対する建築士事務所
の業務の運営に関する研修及び建築士事務所
に属する建築士に対する設計等の業務に関す
る研修

四　前３号に掲げるもののほか、その目的を達成
するために必要な業務

４　第１項及び第２項に規定する定款の定めは、こ
れを変更することができない。

５　建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会
は、成立したときは、成立の日から２週間以内
に、登記事項証明書及び定款の写しを添えて、
その旨を、建築士事務所協会にあってはその主
たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事
に、建築士事務所協会連合会にあっては国土交
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B

通大臣に届け出なければならない。
６　建築士事務所協会は協会会員の名簿を、建築士
事務所協会連合会は連合会会員の名簿を、それ
ぞれ一般の閲覧に供しなければならない。

７　建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会
は、建築士事務所の業務の適正化を図るための
建築士事務所の開設者に対する建築士事務所の
業務の運営に関する研修及び建築士事務所に属
する建築士に対する設計等の業務に関する研修
を実施しなければならない。

８　国土交通大臣は建築士事務所協会連合会に対し
て、建築士事務所協会の主たる事務所の所在地
を管轄する都道府県知事は当該建築士事務所協
会に対して、建築士事務所の業務の適正な運営
及び建築主の利益の保護を図るため、必要な事
項に関して報告を求め、又は必要な指導、助言
及び勧告をすることができる。

【加入】
第 27 条の３　建築士事務所協会は、建築士事務所
の開設者が建築士事務所協会に加入しようとす
るときは、正当な理由がないのに、その加入を
拒み、又はその加入につき不当な条件を付して
はならない。

【名称の使用の制限】
第 27 条の４　建築士事務所協会及び建築士事務所
協会連合会でない者は、その名称中に建築士事
務所協会又は建築士事務所協会連合会という文
字を用いてはならない。

２　協会会員でない者は、その名称中に建築士事務
所協会会員という文字を用いてはならない。

【苦情の解決】
第 27 条の５　建築士事務所協会は、建築主その他
の関係者から建築士事務所の業務に関する苦情
について解決の申出があったときは、その相談
に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に
係る事情を調査するとともに、当該建築士事務
所の開設者に対しその苦情の内容を通知してそ
の迅速な処理を求めなければならない。

２　建築士事務所協会は、前項の申出に係る苦情の
解決について必要があると認めるときは、当該
建築士事務所の開設者に対し、文書若しくは口
頭による説明を求め、又は資料の提出を求める
ことができる。

３　協会会員は、建築士事務所協会から前項の規定
による求めがあったときは、正当な理由がない

のに、これを拒んではならない。

第８章　建築士審査会

【建築士審査会】
第 28 条　一級建築士試験、二級建築士試験又は木
造建築士試験に関する事務（中央指定試験機関
又は都道府県指定試験機関が行う事務を除く。）
をつかさどらせるとともに、この法律によりそ
の権限に属させられた事項を処理させるため、
国土交通省に中央建築士審査会を、都道府県に
都道府県建築士審査会を置く。

【建築士審査会の組織】
第 29 条　中央建築士審査会及び都道府県建築士審
査会は、委員をもって組織し、中央建築士審査
会の委員の定数は、10 人以内とする。

２　中央指定試験機関又は都道府県指定試験機関が
一級建築士試験事務又は二級建築士等試験事務
を行う場合を除き、試験の問題の作成及び採点
を行わせるため、一級建築士試験にあっては中
央建築士審査会に、二級建築士試験又は木造建
築士試験にあっては都道府県建築士審査会に、
それぞれ試験委員を置く。

３　委員及び前項の試験委員は、建築士のうちから、
中央建築士審査会にあっては国土交通大臣が、
都道府県建築士審査会にあっては都道府県知事
が任命する。この場合において、やむを得ない
理由があるときは、学識経験のある者のうちか
ら、任命することができる。ただし、その数は、
それぞれ委員又は同項の試験委員の半数を超え
てはならない。

【委員の任期】
第 30 条　委員の任期は、２年（都道府県建築士審
査会の委員にあっては、その任期を２年を超え
３年以下の期間で都道府県が条例で定めるとき
は、当該条例で定める期間）とする。ただし、
補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　前項の委員は、再任されることができる。
３　前条第２項の試験委員は、その者の任命に係る
試験の問題の作成及び採点が終了したときは、
解任されるものとする。

【会長】
第 31 条　中央建築士審査会及び都道府県建築士審
査会にそれぞれ会長を置き、委員の互選によっ
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て定める。
２　会長は、会務を総理する。
３　会長に事故のあるときは、委員のうちからあら
かじめ互選された者が、その職務を代理する。

【不正行為の禁止】
第 32 条　委員又は第 29 条第２項の試験委員は、
その事務の施行に当たって、厳正を保持し不正
の行為のないようにしなければならない。

【政令への委任】
第 33 条　この章に規定するもののほか、中央建築
士審査会及び都道府県建築士審査会に関して必
要な事項は、政令で定める。

▪政令【審査会の議事等】令９条�〜１３条�➡４６７ 

第９章　雑則

【名称の使用禁止】
第 34 条　建築士でない者は、建築士又はこれに紛
らわしい名称を用いてはならない。

２　二級建築士は、一級建築士又はこれに紛らわし
い名称を用いてはならない。

３　木造建築士は、一級建築士若しくは二級建築士
又はこれらに紛らわしい名称を用いてはならな
い。

【権限の委任】
第 35 条　この法律に規定する国土交通大臣の権限
は、国土交通省令で定めるところにより、その
一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任
することができる。

【経過措置】
第 36 条　この法律の規定に基づき命令を制定し、
又は改廃する場合においては、その命令で、そ
の制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断され
る範囲内において、所要の経過措置（罰則に関
する経過措置を含む。）を定めることができる。

第10章　罰則

第 37 条　次の各号のいずれかに該当するときは、
その違反行為をした者は、１年以下の懲役又は
100 万円以下の罰金に処する。
一　一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免
許を受けないで、それぞれその業務を行う目

的で一級建築士、二級建築士又は木造建築士
の名称を用いたとき

二　虚偽又は不正の事実に基づいて一級建築士、
二級建築士又は木造建築士の免許を受けたと
き

三　第３条第１項（同条第２項の規定により適用
される場合を含む。）、第３条の２第１項（同
条第２項において準用する第３条第２項の規
定により適用される場合を含む。）若しくは
第３条の３第１項（同条第２項において準用
する第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。）の規定又は第３条の２第３項（第
３条の３第２項において読み替えて準用する
場合を含む。）の規定に基づく条例の規定に
違反して、建築物の設計又は工事監理をした
とき

四　第 10 条第１項の規定による業務停止命令に
違反したとき

五　第 10 条の 36 第２項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定による講習事務（第 10 条の
22 に規定する講習事務、第 22 条の３第２項
において読み替えて準用する第 10 条の 23 第
五号に規定する講習事務及び第 26 条の５第
２項において読み替えて準用する第 10 条の
23 第五号に規定する講習事務をいう。第 40
条第八号において同じ。）の停止の命令に違
反したとき

六　第 20 条第２項の規定に違反して、構造計算
によって建築物の安全性を確かめた場合でな
いのに、同項の証明書を交付したとき

七　第 21 条の２の規定に違反したとき
八　虚偽又は不正の事実に基づいて第 23 条の３
第１項の規定による登録を受けたとき

九　第 23 条の 10 第１項又は第２項の規定に違反
したとき

十　第 24 条第１項の規定に違反したとき
一
十　第 24 条の２の規定に違反して、他人に建築
士事務所の業務を営ませたとき

二
十　第 26 条第２項の規定による建築士事務所の
閉鎖命令に違反したとき

三
十　第 32 条の規定に違反して、事前に試験問題
を漏らし、又は不正の採点をしたとき

第 38 条　次の各号のいずれかに該当する者は、１

第 32 条　●建築士法
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て定める。
２　会長は、会務を総理する。
３　会長に事故のあるときは、委員のうちからあら
かじめ互選された者が、その職務を代理する。

【不正行為の禁止】
第 32 条　委員又は第 29 条第２項の試験委員は、
その事務の施行に当たって、厳正を保持し不正
の行為のないようにしなければならない。

【政令への委任】
第 33 条　この章に規定するもののほか、中央建築
士審査会及び都道府県建築士審査会に関して必
要な事項は、政令で定める。

▪政令【審査会の議事等】令９条�〜１３条�➡４６７ 

第９章　雑則

【名称の使用禁止】
第 34 条　建築士でない者は、建築士又はこれに紛
らわしい名称を用いてはならない。

２　二級建築士は、一級建築士又はこれに紛らわし
い名称を用いてはならない。

３　木造建築士は、一級建築士若しくは二級建築士
又はこれらに紛らわしい名称を用いてはならな
い。

【権限の委任】
第 35 条　この法律に規定する国土交通大臣の権限
は、国土交通省令で定めるところにより、その
一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任
することができる。

【経過措置】
第 36 条　この法律の規定に基づき命令を制定し、
又は改廃する場合においては、その命令で、そ
の制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断され
る範囲内において、所要の経過措置（罰則に関
する経過措置を含む。）を定めることができる。

第10章　罰則

第 37 条　次の各号のいずれかに該当するときは、
その違反行為をした者は、１年以下の懲役又は
100 万円以下の罰金に処する。

一　一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免
許を受けないで、それぞれその業務を行う目

的で一級建築士、二級建築士又は木造建築士
の名称を用いたとき

二　虚偽又は不正の事実に基づいて一級建築士、
二級建築士又は木造建築士の免許を受けたと
き

三　第３条第１項（同条第２項の規定により適用
される場合を含む。）、第３条の２第１項（同
条第２項において準用する第３条第２項の規
定により適用される場合を含む。）若しくは
第３条の３第１項（同条第２項において準用
する第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。）の規定又は第３条の２第３項（第
３条の３第２項において読み替えて準用する
場合を含む。）の規定に基づく条例の規定に
違反して、建築物の設計又は工事監理をした
とき

四　第 10 条第１項の規定による業務停止命令に
違反したとき

五　第 10 条の 36 第２項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定による講習事務（第 10 条の
22 に規定する講習事務、第 22 条の３第２項
において読み替えて準用する第 10 条の 23 第
五号に規定する講習事務及び第 26 条の５第
２項において読み替えて準用する第 10 条の
23 第五号に規定する講習事務をいう。第 40
条第八号において同じ。）の停止の命令に違
反したとき

六　第 20 条第２項の規定に違反して、構造計算
によって建築物の安全性を確かめた場合でな
いのに、同項の証明書を交付したとき

七　第 21 条の２の規定に違反したとき
八　虚偽又は不正の事実に基づいて第 23 条の３
第１項の規定による登録を受けたとき

九　第 23 条の 10 第１項又は第２項の規定に違反
したとき

十　第 24 条第１項の規定に違反したとき
一
十　第 24 条の２の規定に違反して、他人に建築
士事務所の業務を営ませたとき

二
十　第 26 条第２項の規定による建築士事務所の
閉鎖命令に違反したとき

三
十　第 32 条の規定に違反して、事前に試験問題
を漏らし、又は不正の採点をしたとき

第 38 条　次の各号のいずれかに該当する者は、１

第 32 条　●建築士法
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年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処す
る。
一　第 10 条の８第１項（第 10 条の 20 第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第 26 条の３第３項において読み替えて準用
する場合を含む。）の規定に違反した者

二　第 15 条の４（第 15 条の６第３項において準
用する場合を含む。）の規定に違反して、不
正の採点をした者

第39条　第10条の16第２項（第10条の20第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第 26 条の３第３項において読み替えて準用す
る場合を含む。）の規定による一級建築士登録
等事務、二級建築士等登録事務、一級建築士試
験事務、二級建築士等試験事務又は事務所登録
等事務の停止の命令に違反したときは、その違
反行為をした中央指定登録機関、都道府県指定
登録機関、中央指定試験機関、都道府県指定試
験機関又は指定事務所登録機関の役員又は職員
（第 41 条において「中央指定登録機関等の役員
等」という。）は、１年以下の懲役又は 100 万
円以下の罰金に処する。

第 40 条　次の各号のいずれかに該当するときは、
その違反行為をした者は、30 万円以下の罰金
に処する。
一　第 10 条の２第１項又は第２項の規定による
報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき

二　第 10 条の２第１項又は第２項の規定による
検査を拒み、妨げ、又は忌避したとき

三　第 10 条の２第１項又は第２項の規定による
質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をし
たとき

四　第 10 条の 31（第 22 条の３第２項及び第 26
条の５第２項において準用する場合を含む。）
の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿
に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、
又は帳簿を保存しなかったとき

五　第 10 条の 34 第１項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。以下この条において同じ。）の規定
による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと
き

六　第10条の34第１項の規定による検査を拒み、

妨げ、又は忌避したとき
七　第 10 条の 34 第１項の規定による質問に対し
て答弁せず、又は虚偽の答弁をしたとき

八　第 10 条の 35 第１項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定による届出をしないで講習
事務の全部を廃止し、又は虚偽の届出をした
とき

九　第 23 条の５第１項又は第２項の規定による
変更の届出をせず、又は虚偽の届出をしたと
き

十　第 23 条の６の規定に違反して、設計等の業
務に関する報告書を提出せず、又は虚偽の記
載をして設計等の業務に関する報告書を提出
したとき

一
十　第 24 条の４第１項の規定に違反して、帳簿
を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳
簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しな
かったとき

二
十　第 24 条の４第２項の規定に違反して、図書
を保存しなかったとき

三
十　第 24 条の５の規定に違反して、標識を掲げ
なかったとき

四
十　第 24 条の６の規定に違反して、書類を備え
置かず、若しくは設計等を委託しようとする
者の求めに応じて閲覧させず、又は虚偽の記
載のある書類を備え置き、若しくは設計等を
委託しようとする者に閲覧させたとき

五
十　第 24 条の８第１項の規定に違反して、書面
を交付せず、又は虚偽の記載のある書面を交
付したとき

六
十　第 26 条の２第１項の規定による報告をせず、
若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に
よる立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避したとき

七
十　第 27 条の４第２項の規定に違反して、その
名称中に建築士事務所協会会員という文字を
用いたとき

八
十　第 34 条の規定に違反したとき（第 39 条第一
号に該当する場合を除く。）。

第 41 条　次の各号のいずれかに該当するときは、
その違反行為をした中央指定登録機関等の役員
等は、30 万円以下の罰金に処する。

一　第 10 条の 11（第 10 条の 20 第３項、第 15

建築士法●　第 39 条
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条の５第１項、第 15 条の６第３項及び第 26
条の３第３項において読み替えて準用する場
合を含む。）の規定に違反して、帳簿を備え
付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚
偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったと
き。

二　第 10 条の 13 第１項（第 10 条の 20 第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第 26 条の３第３項において読み替えて準用
する場合を含む。以下この条において同じ。）
の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を
したとき。

三　第10条の13第１項の規定による検査を拒み、
妨げ、又は忌避したとき。

四　第 10 条の 13 第１項の規定による質問に対し
て答弁せず、又は虚偽の答弁をしたとき。

五　第 10 条の 15 第１項（第 10 条の 20 第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第26条の３第３項において読み替えて準用す
る場合を含む。）の許可を受けないで一級建
築士登録等事務、二級建築士等登録事務、一
級建築士試験事務、二級建築士等試験事務又
は事務所登録等事務の全部を廃止したとき。

第 42 条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理
人、使用人その他の従業者が、その法人又は人
の業務に関し、第 37 条（第十三号を除く。）又
は第 40 条の違反行為をしたときは、その行為
者を罰するほか、その法人又は人に対しても各
本条の罰金刑を科する。

第 43 条　次の各号のいずれかに該当する者は、10
万円以下の過料に処する。
一　第５条第４項（第 10 条の 19 第１項及び第
10 条の 21 第１項の規定により読み替えて適
用される場合を含む。）、第８条の２（第三号
を除く。）、第 10 条の３第５項（第 10 条の
19 第１項の規定により読み替えて適用され
る場合を含む。）、第 23 条の７（第 26 条の４
第１項の規定により読み替えて適用される場
合を含む。）又は第 24 条の７第２項の規定に
違反した者

二　第 10 条の 27 第２項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定による届出をせず、又は虚

偽の届出をした者
三　第 10 条の 30 第１項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定に違反して、財務諸表等を
備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事項
を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は
正当な理由がないのに第 10 条の 30 第２項各
号（第 22 条の３第２項及び第 26 条の５第２
項において準用する場合を含む。）の請求を
拒んだ者

四　第 27 条の４第１項の規定に違反して、その
名称中に建築士事務所協会又は建築士事務所
協会連合会という文字を用いた者

別表第１　（第10条の３、第10条の22、第10条の24関係）
講　　習 科　　目 講　　師

⑴
構造設計
一級建築士
講習

イ　構造関係
規定に関す
る科目

⑴　学校教育法による大
学（以下「大学」という。）
において行政法学を担
当する教授若しくは准
教授の職にあり、又はこ
れらの職にあった者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　建築物の
構造に関す
る科目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑵
設備設計
一級建築士
講習

イ　設備関係
規定に関す
る科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　建築設備
に関する科
目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

第 ４2 条、別表第 1　●建築士法
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条の５第１項、第 15 条の６第３項及び第 26
条の３第３項において読み替えて準用する場
合を含む。）の規定に違反して、帳簿を備え
付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚
偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったと
き。

二　第 10 条の 13 第１項（第 10 条の 20 第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第 26 条の３第３項において読み替えて準用
する場合を含む。以下この条において同じ。）
の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を
したとき。

三　第10条の13第１項の規定による検査を拒み、
妨げ、又は忌避したとき。

四　第 10 条の 13 第１項の規定による質問に対し
て答弁せず、又は虚偽の答弁をしたとき。

五　第 10 条の 15 第１項（第 10 条の 20 第３項、
第 15 条の５第１項、第 15 条の６第３項及び
第26条の３第３項において読み替えて準用す
る場合を含む。）の許可を受けないで一級建
築士登録等事務、二級建築士等登録事務、一
級建築士試験事務、二級建築士等試験事務又
は事務所登録等事務の全部を廃止したとき。

第 42 条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理
人、使用人その他の従業者が、その法人又は人
の業務に関し、第 37 条（第十三号を除く。）又
は第 40 条の違反行為をしたときは、その行為
者を罰するほか、その法人又は人に対しても各
本条の罰金刑を科する。

第 43 条　次の各号のいずれかに該当する者は、10
万円以下の過料に処する。

一　第５条第４項（第 10 条の 19 第１項及び第
10 条の 21 第１項の規定により読み替えて適
用される場合を含む。）、第８条の２（第三号
を除く。）、第 10 条の３第５項（第 10 条の
19 第１項の規定により読み替えて適用され
る場合を含む。）、第 23 条の７（第 26 条の４
第１項の規定により読み替えて適用される場
合を含む。）又は第 24 条の７第２項の規定に
違反した者

二　第 10 条の 27 第２項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定による届出をせず、又は虚

偽の届出をした者
三　第 10 条の 30 第１項（第 22 条の３第２項及
び第 26 条の５第２項において準用する場合
を含む。）の規定に違反して、財務諸表等を
備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事項
を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は
正当な理由がないのに第 10 条の 30 第２項各
号（第 22 条の３第２項及び第 26 条の５第２
項において準用する場合を含む。）の請求を
拒んだ者

四　第 27 条の４第１項の規定に違反して、その
名称中に建築士事務所協会又は建築士事務所
協会連合会という文字を用いた者

別表第１　（第10条の３、第10条の22、第10条の24関係）
講　　習 科　　目 講　　師

⑴
構造設計
一級建築士
講習

イ　構造関係
規定に関す
る科目

⑴　学校教育法による大
学（以下「大学」という。）
において行政法学を担
当する教授若しくは准
教授の職にあり、又はこ
れらの職にあった者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　建築物の
構造に関す
る科目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑵
設備設計
一級建築士
講習

イ　設備関係
規定に関す
る科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　建築設備
に関する科
目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

第 ４2 条、別表第 1　●建築士法
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別表第２　（第22条の２、第22条の３関係）
講　習 科　目 講　師

⑴
一級建築士
定期講習

イ　建築物の
建築に関す
る法令に関
する科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　設計及び
工事監理に
関する科目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑵
二級建築士
定期講習

イ　建築物の
建築に関す
る法令に関
する科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　建築物
（第３条に
規定する建
築物を除
く。）の設計
及び工事監
理に関する
科目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑶ 木造建築士
定期講習

イ　木造の建
築物の建築
に関する法
令に関する
科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　木造の建
築物（第３
条及び第３
条の２に規
定する建築
物を除く。）
の設計及び
工事監理に
関する科目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑷ 構造設計‥
一級建築士‥
定期講習

イ　構造関係
規定に関す
る科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者
⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　構造設計
に関する科
目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

⑸
設備設計‥
一級建築士‥
定期講習

イ　設備関係
規定に関す
る科目

⑴　大学において行政法
学を担当する教授若し
くは准教授の職にあり、
又はこれらの職にあっ
た者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

ロ　設備設計
に関する科
目

⑴　大学において建築学
を担当する教授若しく
は准教授の職にあり、又
はこれらの職にあった
者

⑵　⑴に掲げる者と同等
以上の知識及び経験を
有する者

別表第３　（第24条、第26条の５関係）
講　習 科　目 講　師

管理建築士
講習

イ　この法律
その他関係
法令に関す
る科目

⑴　大学において行政法学を
担当する教授若しくは准教
授の職にあり、又はこれらの
職にあった者

⑵　⑴に掲げる者と同等以上
の知識及び経験を有する者

ロ　建築物の
品質確保に
関する科目

⑴　管理建築士として３年以
上の実務の経験を有する管
理建築士

⑵　⑴に掲げる者と同等以上
の知識及び経験を有する者

建築士法●　別表第 2、別表第 3

線引きはありません
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建築士法施行規則
昭和 25 年 10 月 31 日建設省令第 38 号

最終改正：令和４年２月 28 日国土交通省令第７号

第１章　総則

【構造設計図書及び設備設計図書】
第１条　建築士法（以下「法」という。）第２条第
７項の国土交通省令で定める建築物の構造に関
する設計図書は、次に掲げる図書（建築基準
法（昭和25年法律第201号）第 68 条の 10 第１項の規定
により、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第
136 条の２の 11 第一号で定める一連の規定に
適合するものであることの認定を受けた型式に
よる建築物の部分を有する建築物に係るものを
除く。）とする。
一　建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１
条の３第１項の表２の第⑴項のい欄に掲げる
建築物の区分に応じそれぞれ同表の第⑴項の
ろ欄に掲げる図書及び同条第４項の表１の各
項のい欄に掲げる建築設備の区分に応じそれ
ぞれ当該各項のろ欄に掲げる図書（いずれも
構造関係規定に係るものに限る。）

二　建築基準法第 20 条第１項第一号の認定に係
る構造方法を用いる建築物にあっては、建築
基準法施行規則第 10 条の５の 21 第１項各号
に掲げる図書

三　建築基準法施行規則第１条の３第１項の表３
の各項のい欄に掲げる建築物にあっては、そ
の区分に応じそれぞれ当該各項のろ欄に掲げ
る構造計算書

四　建築基準法施行令第 81 条第２項第一号イ若
しくはロ又は同項第二号イに規定する国土交
通大臣が定める基準に従った構造計算により
安全性を確かめた建築物にあっては、建築基
準法施行規則第１条の３第１項の表３の各項
のろ欄に掲げる構造計算書に準ずるものとし
て国土交通大臣が定めるもの

２　法第２条第７項に規定する国土交通省令で定め
る建築設備に関する設計図書は、建築基準法施
行規則第１条の３第４項の表１の各項のい欄に
掲げる建築設備の区分に応じそれぞれ当該各項
のろ欄に掲げる図書（設備関係規定が適用され

る建築設備に係るものに限る。）とする。

第１章の２　免許

【実務の経験の内容】
第１条の２　法第４条第２項第一号及び第四号の国
土交通省令で定める建築に関する実務は、次に
掲げるものとする。

一　建築物の設計（法第 21	条に規定する設計を
いう。第 20 条の４第１項第一号において同
じ。）に関する実務

二　建築物の工事監理に関する実務
三　建築工事の指導監督に関する実務
四　建築士事務所の業務として行う建築物に関す
る調査又は評価に関する実務

五　次に掲げる工事の施工の技術上の管理に関す
る実務

イ　建築一式工事（建設業法（昭和24年法律第百号）
別表第１に掲げる建築一式工事をいう。）

ロ　大工工事（建設業法別表第１に掲げる大工
工事をいう。）

ハ　建築設備（建築基準法第２条第三号に規定
する建築設備をいう。）の設置工事

六　建築基準法第 18 条の３第１項に規定する確
認審査等に関する実務

七　前各号の実務に準ずるものとして国土交通大
臣が定める実務

２　第１項各号に掲げる実務の経験には、単なる写
図工若しくは労務者としての経験又は単なる庶
務、会計その他これらに類する事務に関する経
験を含まないものとする。

３　第１項各号に掲げる実務に従事したそれぞれの
期間は通算することができる。

【心身の故障により一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の業務を適正に行うことができない者】
第１条の３　法第８条第三号の国土交通省令で定め
る者は、精神の機能の障害により一級建築士、
二級建築士又は木造建築士の業務を適正に行う
に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適
切に行うことができない者とする。

【治療等の考慮】
第１条の４　国土交通大臣又は都道府県知事は、一
級建築士又は二級建築士若しくは木造建築士の
免許を申請した者が前条に規定する者に該当す

第 1条　●建築士法施行規則

線引きはありません
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建築士法施行規則
昭和 25 年 10 月 31 日建設省令第 38 号

最終改正：令和４年２月 28 日国土交通省令第７号

第１章　総則

【構造設計図書及び設備設計図書】
第１条　建築士法（以下「法」という。）第２条第
７項の国土交通省令で定める建築物の構造に関
する設計図書は、次に掲げる図書（建築基準
法（昭和25年法律第201号）第 68 条の 10 第１項の規定
により、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第
136 条の２の 11 第一号で定める一連の規定に
適合するものであることの認定を受けた型式に
よる建築物の部分を有する建築物に係るものを
除く。）とする。

一　建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１
条の３第１項の表２の第⑴項のい欄に掲げる
建築物の区分に応じそれぞれ同表の第⑴項の
ろ欄に掲げる図書及び同条第４項の表１の各
項のい欄に掲げる建築設備の区分に応じそれ
ぞれ当該各項のろ欄に掲げる図書（いずれも
構造関係規定に係るものに限る。）

二　建築基準法第 20 条第１項第一号の認定に係
る構造方法を用いる建築物にあっては、建築
基準法施行規則第 10 条の５の 21 第１項各号
に掲げる図書

三　建築基準法施行規則第１条の３第１項の表３
の各項のい欄に掲げる建築物にあっては、そ
の区分に応じそれぞれ当該各項のろ欄に掲げ
る構造計算書

四　建築基準法施行令第 81 条第２項第一号イ若
しくはロ又は同項第二号イに規定する国土交
通大臣が定める基準に従った構造計算により
安全性を確かめた建築物にあっては、建築基
準法施行規則第１条の３第１項の表３の各項
のろ欄に掲げる構造計算書に準ずるものとし
て国土交通大臣が定めるもの

２　法第２条第７項に規定する国土交通省令で定め
る建築設備に関する設計図書は、建築基準法施
行規則第１条の３第４項の表１の各項のい欄に
掲げる建築設備の区分に応じそれぞれ当該各項
のろ欄に掲げる図書（設備関係規定が適用され

る建築設備に係るものに限る。）とする。

第１章の２　免許

【実務の経験の内容】
第１条の２　法第４条第２項第一号及び第四号の国
土交通省令で定める建築に関する実務は、次に
掲げるものとする。

一　建築物の設計（法第 21	条に規定する設計を
いう。第 20 条の４第１項第一号において同
じ。）に関する実務

二　建築物の工事監理に関する実務
三　建築工事の指導監督に関する実務
四　建築士事務所の業務として行う建築物に関す
る調査又は評価に関する実務

五　次に掲げる工事の施工の技術上の管理に関す
る実務

イ　建築一式工事（建設業法（昭和24年法律第百号）
別表第１に掲げる建築一式工事をいう。）

ロ　大工工事（建設業法別表第１に掲げる大工
工事をいう。）

ハ　建築設備（建築基準法第２条第三号に規定
する建築設備をいう。）の設置工事

六　建築基準法第 18 条の３第１項に規定する確
認審査等に関する実務

七　前各号の実務に準ずるものとして国土交通大
臣が定める実務

２　第１項各号に掲げる実務の経験には、単なる写
図工若しくは労務者としての経験又は単なる庶
務、会計その他これらに類する事務に関する経
験を含まないものとする。

３　第１項各号に掲げる実務に従事したそれぞれの
期間は通算することができる。

【心身の故障により一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の業務を適正に行うことができない者】
第１条の３　法第８条第三号の国土交通省令で定め
る者は、精神の機能の障害により一級建築士、
二級建築士又は木造建築士の業務を適正に行う
に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適
切に行うことができない者とする。

【治療等の考慮】
第１条の４　国土交通大臣又は都道府県知事は、一
級建築士又は二級建築士若しくは木造建築士の
免許を申請した者が前条に規定する者に該当す

第 1条　●建築士法施行規則
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建築士法施行規則●　第 1条の ５

ると認める場合において、当該者に免許を与え
るかどうかを決定するときは、当該者が現に受
けている治療等により障害の程度が軽減してい
る状況を考慮しなければならない。

【免許の申請】
第１条の５　法第４条第１項の規定により一級建築
士の免許を受けようとする者は、第１号書式に
よる免許申請書に、次に掲げる書類（その書類
を得られない正当な事由がある場合において
は、これに代わる適当な書類）を添え、これを
国土交通大臣に提出しなければならない。ただ
し、第 15 条第１項の規定により同項第一号に
掲げる書類を国土交通大臣に提出した場合又は
同条第２項の規定により当該書類を中央指定試
験機関に提出した場合で、当該書類に記載され
た内容と第一号書式による免許申請書に記載さ
れた内容が同一であるときは、第三号に掲げる
書類を添えることを要しない。
一　本籍の記載のある住民票の写しその他参考と
なる事項を記載した書類

二　国土交通大臣又は中央指定試験機関が交付し
た一級建築士試験に合格したことを証する書
類

三　次のイからニまでのいずれかに掲げる書類
イ　法第４条第２項第一号、第二号又は第三号
に該当する者にあっては、当該各号に掲げ
る学校を卒業したことを証する証明書

ロ　法第４条第２項第四号に該当する者にあっ
ては、二級建築士であった期間を証する都
道府県知事の証明書

ハ　国土交通大臣が別に定める法第４条第２項
第五号に該当する者の基準に適合する者に
あっては、その基準に適合することを証す
るに足る書類

ニ　法第４条第２項第五号に該当する者のう
ち、ハに掲げる者以外の者にあっては、法
第４条第２項第一号から第四号までに掲げ
る者と同等以上の知識及び技能を有するこ
とを証する書類

四　第一号の二書式による実務の経験を記載した
書類（以下この号において「実務経歴書」と
いう。）及び第一号の三書式による使用者そ
の他これに準ずる者が実務経歴書の内容が事
実と相違しないことを確認したことを証する
書類

２　法第４条第５項の規定により一級建築士の免許
を受けようとする者は、第一号書式による免許
申請書に、前項第一号に掲げる書類（その書類
を得られない正当な事由がある場合において
は、これに代わる適当な書類）及び外国の建築
士免許証の写しを添え、これを国土交通大臣に
提出しなければならない。

３　前２項の免許申請書には、申請前６月以内に
撮影した無帽、正面、無背景の縦の長さ 4.5㎝、
横の長さ 3.5㎝の写真でその裏面に氏名及び撮
影年月日を記入したもの（以下「一級建築士免
許証用写真」という。）を貼付しなければなら
ない。

【免許】
第２条　国土交通大臣は、前条の規定による申請が
あった場合においては、免許申請書の記載事項
を審査し、申請者が一級建築士となる資格を有
すると認めたときは、法第５条第１項の一級建
築士名簿（以下「名簿」という。）に登録し、
かつ、申請者に第二号書式による一級建築士免
許証を交付する。

２　国土交通大臣は、前項の場合において、申請者
が一級建築士となる資格を有しないと認めたと
きは、理由を付し、免許申請書を申請者に返却
する。

【登録事項】
第３条　名簿に登録する事項は、次のとおりとする。
一　登録番号及び登録年月日
二　氏名、生年月日及び性別
三　一級建築士試験合格の年月及び合格証書番号
（外国の建築士免許を受けた者にあっては、
その免許の名称、免許者名及び免許の年月日）

四　法第 10 条第１項の規定による戒告、業務停
止又は免許の取消しの処分及びこれらの処分
を受けた年月日

五　法第 10 条の３第１項第一号若しくは同条第
２項第一号又は法第 24 条第２項に規定する
講習の課程を修了した者にあっては、当該講
習を修了した年月日及び当該講習の修了証の
番号

六　法第 22 条の２に定める講習を受けた年月日
及び当該講習の修了証の番号

▪【定期講習】法２２条�の２➡４５２ 

七　第９条の３第３項の規定により構造設計一級
建築士証若しくは設備設計一級建築士証の交
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付を受けた者にあっては、当該建築士証の番
号及び当該建築士証の交付を受けた年月日

八　構造設計一級建築士証若しくは設備設計一級
建築士証の返納を行った者にあっては、当該
建築士証の返納を行った年月日

【登録事項の変更】
第４条　一級建築士は、前条第二号に掲げる登録事
項に変更を生じた場合においては、その変更を
生じた日から 30 日以内に、その旨を国土交通
大臣に届け出なければならない。

２　国土交通大臣は、前項の届出があった場合にお
いては、名簿を訂正する。

■関連【構造設計一級建築士証の書換え交付】

規則９条�の４➡４７１ 

【免許証の書換え交付】
第４条の２　一級建築士は、前条第１項の規定によ
る届出をする場合において、一級建築士免許証
（以下「免許証」という。）又は一級建築士免許
証明書（以下「免許証明書」という。）に記載
された事項に変更があったときは、免許証の書
換え交付を申請しなければならない。

２　前項及び法第５条第３項の規定により免許証の
書換え交付を申請しようとする者は、一級建築
士免許証用写真を貼付した免許証書換え交付申
請書に免許証又は免許証明書を添え、これを国
土交通大臣に提出しなければならない。

３　国土交通大臣は、前項の規定による申請があっ
た場合においては、免許証を書き換えて、申請
者に交付する。

【免許証の再交付】
第５条　一級建築士は、免許証又は免許証明書を汚
損し又は失った場合においては、遅滞なく、一
級建築士免許証用写真を貼付した免許証再交付
申請書にその事由を記載し、汚損した場合に
あってはその免許証又は免許証明書を添え、こ
れを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　国土交通大臣は、前項の規定による申請があっ
た場合においては、申請者に免許証を再交付す
る。

３　一級建築士は、第１項の規定により免許証の再
交付を申請した後、失った免許証又は免許証明
書を発見した場合においては、発見した日から
10 日以内に、これを国土交通大臣に返納しな
ければならない。

【心身の故障により一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の業務を適正に行うことができない場合】
第５条の２　法第８条の２第三号の国土交通省令で
定める場合は、一級建築士、二級建築士又は木
造建築士が精神の機能の障害を有することによ
り認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない状態となった場合とする。

【免許の取消しの申請及び免許証等の返納】
第６条　一級建築士は、法第８条の２（第二号に該
当する場合に限る。）の規定による届出をする
場合においては、届出書に、免許証又は免許証
明書を添え、これを国土交通大臣に提出しなけ
ればならない。

２　一級建築士又はその法定代理人若しくは同居の
親族は、法第８条の２（第三号に係る部分に限
る。）の規定による届出をする場合においては、
届出書に、病名、障害の程度、病因、病後の経
過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載
した医師の診断書を添え、これを国土交通大臣
に提出しなければならない。

３　一級建築士は、法第９条第１項第一号の規定に
よる免許の取消しを申請する場合においては、
免許取消申請書に、免許証又は免許証明書を添
え、これを国土交通大臣に提出しなければなら
ない。

４　一級建築士が失踪の宣告を受けた場合において
は、戸籍法（昭和22年法律第224号）による失踪の届出
義務者は、失踪の宣告の日から 30 日以内に、
その旨を国土交通大臣に届け出なければならな
い。

５　一級建築士が法第９条第１項（第一号及び第二
号を除き、第三号にあっては法第８条の２第二
号に掲げる場合に該当する場合に限る。）若し
くは第２項又は法第 10 条第１項の規定により
免許を取り消された場合においては、当該一級
建築士（法第９条第２項の規定により免許を取
り消された場合においては、当該一級建築士又
はその法定代理人若しくは同居の親族）は、取
消しの通知を受けた日から 10 日以内に、免許
証又は免許証明書を国土交通大臣に返納しなけ
ればならない。

【免許の取消しの公告】
第６条の２　法第９条第３項の規定による公告は、
次に掲げる事項について、国土交通大臣にあっ
ては官報又はウェブサイトへの掲載その他の適

第 ４条　●建築士法施行規則
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付を受けた者にあっては、当該建築士証の番
号及び当該建築士証の交付を受けた年月日

八　構造設計一級建築士証若しくは設備設計一級
建築士証の返納を行った者にあっては、当該
建築士証の返納を行った年月日

【登録事項の変更】
第４条　一級建築士は、前条第二号に掲げる登録事
項に変更を生じた場合においては、その変更を
生じた日から 30 日以内に、その旨を国土交通
大臣に届け出なければならない。

２　国土交通大臣は、前項の届出があった場合にお
いては、名簿を訂正する。

■関連【構造設計一級建築士証の書換え交付】

規則９条�の４➡４７１ 

【免許証の書換え交付】
第４条の２　一級建築士は、前条第１項の規定によ
る届出をする場合において、一級建築士免許証
（以下「免許証」という。）又は一級建築士免許
証明書（以下「免許証明書」という。）に記載
された事項に変更があったときは、免許証の書
換え交付を申請しなければならない。

２　前項及び法第５条第３項の規定により免許証の
書換え交付を申請しようとする者は、一級建築
士免許証用写真を貼付した免許証書換え交付申
請書に免許証又は免許証明書を添え、これを国
土交通大臣に提出しなければならない。

３　国土交通大臣は、前項の規定による申請があっ
た場合においては、免許証を書き換えて、申請
者に交付する。

【免許証の再交付】
第５条　一級建築士は、免許証又は免許証明書を汚
損し又は失った場合においては、遅滞なく、一
級建築士免許証用写真を貼付した免許証再交付
申請書にその事由を記載し、汚損した場合に
あってはその免許証又は免許証明書を添え、こ
れを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　国土交通大臣は、前項の規定による申請があっ
た場合においては、申請者に免許証を再交付す
る。

３　一級建築士は、第１項の規定により免許証の再
交付を申請した後、失った免許証又は免許証明
書を発見した場合においては、発見した日から
10 日以内に、これを国土交通大臣に返納しな
ければならない。

【心身の故障により一級建築士、二級建築士又は木
造建築士の業務を適正に行うことができない場合】
第５条の２　法第８条の２第三号の国土交通省令で
定める場合は、一級建築士、二級建築士又は木
造建築士が精神の機能の障害を有することによ
り認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない状態となった場合とする。

【免許の取消しの申請及び免許証等の返納】
第６条　一級建築士は、法第８条の２（第二号に該
当する場合に限る。）の規定による届出をする
場合においては、届出書に、免許証又は免許証
明書を添え、これを国土交通大臣に提出しなけ
ればならない。

２　一級建築士又はその法定代理人若しくは同居の
親族は、法第８条の２（第三号に係る部分に限
る。）の規定による届出をする場合においては、
届出書に、病名、障害の程度、病因、病後の経
過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載
した医師の診断書を添え、これを国土交通大臣
に提出しなければならない。

３　一級建築士は、法第９条第１項第一号の規定に
よる免許の取消しを申請する場合においては、
免許取消申請書に、免許証又は免許証明書を添
え、これを国土交通大臣に提出しなければなら
ない。

４　一級建築士が失踪の宣告を受けた場合において
は、戸籍法（昭和22年法律第224号）による失踪の届出
義務者は、失踪の宣告の日から 30 日以内に、
その旨を国土交通大臣に届け出なければならな
い。

５　一級建築士が法第９条第１項（第一号及び第二
号を除き、第三号にあっては法第８条の２第二
号に掲げる場合に該当する場合に限る。）若し
くは第２項又は法第 10 条第１項の規定により
免許を取り消された場合においては、当該一級
建築士（法第９条第２項の規定により免許を取
り消された場合においては、当該一級建築士又
はその法定代理人若しくは同居の親族）は、取
消しの通知を受けた日から 10 日以内に、免許
証又は免許証明書を国土交通大臣に返納しなけ
ればならない。

【免許の取消しの公告】
第６条の２　法第９条第３項の規定による公告は、
次に掲げる事項について、国土交通大臣にあっ
ては官報又はウェブサイトへの掲載その他の適

第 ４条　●建築士法施行規則
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B

切な方法で、都道府県知事にあっては当該都道
府県の公報又はウェブサイトへの掲載その他の
適切な方法で行うものとする。
一　免許の取消しをした年月日
二　免許の取消しを受けた建築士の氏名、その者
の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の
別及びその者の登録番号

三　免許の取消しの理由
【処分の公告】
第６条の３　法第 10 条第５項の規定による公告は、
次に掲げる事項について、国土交通大臣にあっ
ては官報又はウェブサイトへの掲載その他の適
切な方法で、都道府県知事にあっては当該都道
府県の公報又はウェブサイトへの掲載その他の
適切な方法で行うものとする。
一　処分をした年月日
二　処分を受けた建築士の氏名、その者の一級建
築士、二級建築士又は木造建築士の別及びそ
の者の登録番号

三　処分の内容
四　処分の原因となった事実

【登録の抹消】
第７条　国土交通大臣は、免許を取り消した場合又
は第６条第４項の届出があった場合において
は、登録を抹消し、その名簿に抹消の事由及び
年月日を記載する。

２　国土交通大臣は、前項の規定により登録を抹消
した名簿を、抹消した日から５年間保存する。

【住所等の届出】
第８条　法第５条の２第１項に規定する国土交通省
令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一　登録番号及び登録年月日
二　本籍、住所、氏名、生年月日及び性別
三　建築に関する業務に従事する者にあっては、
その業務の種別並びに勤務先の名称（建築士
事務所にあっては、その名称及び開設者の氏
名）及び所在地

２　法第５条の２第１項の規定による届出は、一級
建築士にあっては、第３号書式によらなければ
ならない。

【免許証等の領置】
第９条　国土交通大臣は、法第 10 条第１項の規定
により一級建築士に業務の停止を命じた場合に
おいては、当該一級建築士に対して、免許証又
は免許証明書の提出を求め、かつ、処分期間満

了までこれを領置することができる。
【一級建築士名簿の閲覧】
第９条の２　国土交通大臣は、法第６条第２項の規
定により一級建築士名簿を一般の閲覧に供する
ため、閲覧規則を定めてこれを告示しなければ
ならない。

【構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証】
第９条の３　法第 10 条の３第１項又は同条第２項
の規定により、構造設計一級建築士証又は設備
設計一級建築士証の交付を申請しようとする者
は、第３号の２書式による交付申請書に、次に
掲げる書類を添え、これを国土交通大臣に提出
しなければならない。

一　法第 10 条の３第１項第一号又は同条第２項
第一号に該当する者にあっては、建築士法に
基づく中央指定登録機関等に関する省令（平成
20年国土交通省令第37号）第 28 条第十二号に規定
する修了証

二　法第 10 条の３第１項第二号又は同条第２項
第二号に該当する者にあっては、同条第１項
第一号又は同条第２項第一号に掲げる一級建
築士と同等以上の知識及び技能を有すること
を証する書類

２　前項の交付申請書には、一級建築士免許証用写
真を貼付しなければならない。

３　国土交通大臣は、第１項の規定による申請が
あった場合においては、交付申請書の記載事項
を審査し、申請者が構造設計一級建築士又は設
備設計一級建築士となる資格を有すると認めた
ときは、申請者に第３号の３書式による構造設
計一級建築士証又は第３号の４書式による設備
設計一級建築士証を交付する。

▪第３号の３書式・第３号の４書式➡４８８ 

４　国土交通大臣は、前項の審査の結果、申請者が
構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士と
なる資格を有しないと認めたときは、理由を付
し、交付申請書を申請者に返却する。

【構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証
の書換え交付】
第９条の４　構造設計一級建築士又は設備設計一級
建築士は、第４条第１項の規定による届出をす
る場合において、構造設計一級建築士証又は設
備設計一級建築士証に記載された事項に変更が
あったときは、当該構造設計一級建築士証又は
設備設計一級建築士証の書換え交付を申請しな

建築士法施行規則●　第 6条の 3



480 建築士法施行規則　第２章の４

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

二　第17条の24の規定による届出があったとき。
三　第17条の26の規定による届出があったとき。
四　第 17 条の 30 の規定により第 17 条の 18 第一
号イ又はロの登録を取り消し、又は登録試験
事務の停止を命じたとき。

五　第 17 条の 32 の規定により登録試験事務の全
部若しくは一部を自ら行うこととするとき、
又は自ら行っていた登録試験事務の全部若し
くは一部を行わないこととするとき。

【登録】
第 17 条の 35　建築設備士として業務を行う者は、
建築設備士を対象とする登録であって、建築設
備士の資格を有することを証明するものとして
国土交通大臣が指定するものを受けることがで
きる。

２　前項の規定による登録の指定は、次に掲げる基
準に適合すると認められる者が実施する登録に
ついて行う。
一　職員、登録の実施の方法その他の事項につい
ての登録の実施に関する計画が登録の適正か
つ確実な実施のために適切なものであるこ
と。

二　前号の登録の実施に関する計画を適正かつ確
実に実施するに足りる経理的基礎及び技術的
能力があること。

三　登録以外の業務を行っている場合には、その
業務を行うことによって登録が不公正になる
おそれがないこと。

３　第１項の規定による指定を受けた登録を実施す
る者の名称及び主たる事務所の所在地並びに登
録の名称は、次のとおりとする。

登録を実施する者 登録の名称

名　称 主たる事務所の
所在地

建築設備士登録
一般社団法人建築設備
技術者協会

東京都港区新橋
六丁目９番６号

第２章の４　定期講習

【定期講習の受講期間】
第 17 条の 36　法第 22 条の２の国土交通省令で定
める期間は、法第 22 条の２各号に掲げる建築
士が同条各号に規定する講習のうち直近のもの
を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日か

ら起算して３年とする。

第 17 条の 37　次の表の左欄に掲げる講習につい
て、同表の中欄に掲げる一級建築士は、前条の
規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に定め
るところにより講習を受けなければならない。

１　一級建築士
定期講習

イ　一級建築士試験
に合格した日の属
する年度の翌年度
の開始の日から起
算して３年以内に
建築士事務所に所
属した一級建築士
であって、一級建築
士定期講習を受け
たことがない者

当該建築士試験に
合格した日の属す
る年度の翌年度の
開始の日から起算
して３年以内

ロ　一級建築士試験
に合格した日の属
する年度の翌年度
の開始の日から起
算して３年を超え
た日以降に建築士
事務所に所属した
一級建築士であっ
て、一級建築士定期
講習を受けたこと
がない者

遅滞なく

ハ　一級建築士で
あって、建築士事
務所に所属しなく
なった後、当該者が
受けた一級建築士
定期講習のうち直
近のものを受けた
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
を超えた日以降に
建築士事務所に所
属した者

遅滞なく

２　構造設計‥
一級建築士‥
定期講習

法第10条の３第１項
の構造設計一級建築
士証の交付を受けた
者であって、構造設計
一級建築士定期講習
を受けたことがない
者

法第10条の３第１
項第一号に規定す
る講習を修了した
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
以内

３　設備設計‥
一級建築士‥
定期講習

法第10条の３第２項
の設備設計一級建築
士証の交付を受けた
者であって、設備設計
一級建築士定期講習
を受けたことがない
者

法第10条の３第２
項第一号に規定す
る講習を修了した
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
以内

２　前項の規定（表第２号及び第３号を除く。）は、
二級建築士について準用する。この場合におい
て、同項中「一級建築士」とあるのは「二級建
築士」と読み替えるものとする。

３　第１項の規定（表第２号及び第３号を除く。）は、

第 1７ 条の 3５　●建築士法施行規則
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二　第17条の24の規定による届出があったとき。
三　第17条の26の規定による届出があったとき。
四　第 17 条の 30 の規定により第 17 条の 18 第一
号イ又はロの登録を取り消し、又は登録試験
事務の停止を命じたとき。

五　第 17 条の 32 の規定により登録試験事務の全
部若しくは一部を自ら行うこととするとき、
又は自ら行っていた登録試験事務の全部若し
くは一部を行わないこととするとき。

【登録】
第 17 条の 35　建築設備士として業務を行う者は、
建築設備士を対象とする登録であって、建築設
備士の資格を有することを証明するものとして
国土交通大臣が指定するものを受けることがで
きる。

２　前項の規定による登録の指定は、次に掲げる基
準に適合すると認められる者が実施する登録に
ついて行う。

一　職員、登録の実施の方法その他の事項につい
ての登録の実施に関する計画が登録の適正か
つ確実な実施のために適切なものであるこ
と。

二　前号の登録の実施に関する計画を適正かつ確
実に実施するに足りる経理的基礎及び技術的
能力があること。

三　登録以外の業務を行っている場合には、その
業務を行うことによって登録が不公正になる
おそれがないこと。

３　第１項の規定による指定を受けた登録を実施す
る者の名称及び主たる事務所の所在地並びに登
録の名称は、次のとおりとする。

登録を実施する者 登録の名称

名　称 主たる事務所の
所在地

建築設備士登録
一般社団法人建築設備
技術者協会

東京都港区新橋
六丁目９番６号

第２章の４　定期講習

【定期講習の受講期間】
第 17 条の 36　法第 22 条の２の国土交通省令で定
める期間は、法第 22 条の２各号に掲げる建築
士が同条各号に規定する講習のうち直近のもの
を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日か

ら起算して３年とする。

第 17 条の 37　次の表の左欄に掲げる講習につい
て、同表の中欄に掲げる一級建築士は、前条の
規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に定め
るところにより講習を受けなければならない。

１　一級建築士
定期講習

イ　一級建築士試験
に合格した日の属
する年度の翌年度
の開始の日から起
算して３年以内に
建築士事務所に所
属した一級建築士
であって、一級建築
士定期講習を受け
たことがない者

当該建築士試験に
合格した日の属す
る年度の翌年度の
開始の日から起算
して３年以内

ロ　一級建築士試験
に合格した日の属
する年度の翌年度
の開始の日から起
算して３年を超え
た日以降に建築士
事務所に所属した
一級建築士であっ
て、一級建築士定期
講習を受けたこと
がない者

遅滞なく

ハ　一級建築士で
あって、建築士事
務所に所属しなく
なった後、当該者が
受けた一級建築士
定期講習のうち直
近のものを受けた
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
を超えた日以降に
建築士事務所に所
属した者

遅滞なく

２　構造設計‥
一級建築士‥
定期講習

法第10条の３第１項
の構造設計一級建築
士証の交付を受けた
者であって、構造設計
一級建築士定期講習
を受けたことがない
者

法第10条の３第１
項第一号に規定す
る講習を修了した
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
以内

３　設備設計‥
一級建築士‥
定期講習

法第10条の３第２項
の設備設計一級建築
士証の交付を受けた
者であって、設備設計
一級建築士定期講習
を受けたことがない
者

法第10条の３第２
項第一号に規定す
る講習を修了した
日の属する年度の
翌年度の開始の日
から起算して３年
以内

２　前項の規定（表第２号及び第３号を除く。）は、
二級建築士について準用する。この場合におい
て、同項中「一級建築士」とあるのは「二級建
築士」と読み替えるものとする。

３　第１項の規定（表第２号及び第３号を除く。）は、

第 1７ 条の 3５　●建築士法施行規則
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B

木造建築士について準用する。この場合におい
て、同項中「一級建築士」とあるのは「木造建
築士」と読み替えるものとする。

４　法第 22 条の２の規定により同条第二号又は第
三号に掲げる講習を受けなければならない建築
士であって、同条第一号に掲げる講習を受けた
者は、同条第二号又は第三号に掲げる講習を受
けたものとみなす。

５　法第 22 条の２の規定により同条第三号に掲げ
る講習を受けなければならない建築士（第４項
に掲げる者を除く。）であって、同条第二号に
掲げる講習を受けた者は、同条第三号に掲げる
講習を受けたものとみなす。

第２章の５　設計受託契約等

【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約の内
容】
第 17 条の 38　法第 22 条の３の３第１項第六号に
規定する国土交通省令で定める事項は、次に掲
げるものとする。
一　建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建
築士事務所の一級建築士事務所、二級建築士
事務所又は木造建築士事務所の別

二　建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事
務所の開設者が法人である場合にあっては、
当該開設者の名称及びその代表者の氏名）

三　設計受託契約又は工事監理受託契約の対象と
なる建築物の概要

四　業務に従事することとなる建築士の登録番号
五　業務に従事することとなる建築設備士がいる
場合にあっては、その氏名

六　設計又は工事監理の一部を委託する場合に
あっては、当該委託に係る設計又は工事監理
の概要並びに受託者の氏名又は名称及び当該
受託者に係る建築士事務所の名称及び所在地

■関連【重要事項説明】規則２２条�の２の２➡４８５  

七　設計又は工事監理の実施の期間
八　第三号から第六号までに掲げるもののほか、
設計又は工事監理の種類、内容及び方法

【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約に係
る書面の交付に係る情報通信の技術を利用する方
法】
第 17 条の 39　法第 22 条の３の３第４項の国土交

通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。
一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事
者の使用に係る電子計算機と契約の相手方
の使用に係る電子計算機とを接続する電気
通信回線を通じて送信し、受信者の使用に
係る電子計算機に備えられたファイルに記
録する方法

ロ　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事
者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに記録された書面に記載すべき事
項を電気通信回線を通じて契約の相手方の
閲覧に供し、当該契約の相手方の使用に係
る電子計算機に備えられたファイルに当該
書面に記載すべき事項を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
書面に記載すべき事項を記録したものを交付
する方法

２	 前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適
合するものでなければならない。

一　契約の相手方がファイルへの記録を出力する
ことにより書面を作成することができるもの
であること。

二　ファイルに記録された書面に記載すべき事項
について、改変が行われていないかどうかを
確認することができる措置を講じているこ
と。

三　前項第一号ロに掲げる措置にあっては、書面
に記載すべき事項を設計受託契約又は工事監
理受託契約の当事者の使用に係る電子計算機
に備えられたファイルに記録する旨又は記録
した旨を契約の相手方に対し通知するもので
あること。ただし、当該契約の相手方が当該
書面に記載すべき事項を閲覧していたことを
確認したときはこの限りではない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、設
計受託契約又は工事監理受託契約の当事者の使
用に係る電子計算機と、契約の相手方の使用に
係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電
子情報処理組織をいう。

【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約に係
る書面の交付に係る電磁的方法の種類及び方法】
第 17条の 40　令第８条第１項の規定により示すべ
き電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事

建築士法施行規則●　第 1７ 条の 3８
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項とする。
一　前条第１項各号に規定する方法のうち設計受
託契約又は工事監理受託契約の当事者が使用
するもの

二　ファイルへの記録の方式
【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約に係
る書面の交付に係る情報通信の技術を利用した承
諾の取得】
第 17条の 41　令第８条第１項において準用する令
第７条第１項の国土交通省令で定める方法は、
次に掲げるものとする。
一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの
イ　契約の相手方の使用に係る電子計算機から
電気通信回線を通じて設計受託契約又は工
事監理受託契約の当事者の使用に係る電子
計算機に令第８条第１項において準用する
令第７条第１項の承諾又は令第８条第１項
において準用する令第７条第２項の申出
（以下この項において「承諾等」という。）
をする旨を送信し、当該電子計算機に備え
られたファイルに記録する方法

ロ　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事
者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに記録された前条に規定する電磁
的方法の種類及び内容を電気通信回線を通
じて契約の相手方の閲覧に供し、当該電子
計算機に備えられたファイルに承諾等をす
る旨を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
承諾等をする旨を記録したものを交付する方
法

２	 前項各号に掲げる方法は、設計受託契約又は工
事監理受託契約の当事者がファイルへの記録を
出力することにより書面を作成することができ
るものでなければならない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、設
計受託契約又は工事監理受託契約の当事者の使
用に係る電子計算機と、契約の相手方の使用に
係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電
子情報処理組織をいう。

第３章　建築士事務所

【更新の登録の申請】
第 18 条　法第 23 条第３項の規定により更新の登
録を受けようとする者は、有効期間満了の日前
30 日までに登録申請書を提出しなければなら
ない。

【添付書類】
第 19 条　法第 23 条第１項又は第３項の規定によ
り建築士事務所について登録を受けようとする
者（以下「登録申請者」という。）は、法第 23
条の２の登録申請書の正本及び副本にそれぞれ
次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　建築士事務所が行った業務の概要を記載した
書類

二　登録申請者（法人である場合には、その代表
者をいう。以下この号において同じ。）及び
建築士事務所を管理する建築士（以下「管理
建築士」という。）の略歴を記載した書類（登
録申請者が管理建築士を兼ねているときは、
登録申請者の略歴を記載した書類とする。）

三　管理建築士が受講した法第 24 条第２項に規
定する講習の修了証の写し

四　法第 23 条の４第１項各号及び第２項各号に
関する登録申請者の誓約書

五　登録申請者が法人である場合には、定款及び
登記事項証明書

【登録申請書等の書式】
第 20 条　登録申請書及び前条の添付書類（同条第
四号に掲げる書類を除く。）は、それぞれ第５
号書式及び第６号書式によらなければならな
い。

【登録事項】
第 20 条の２　法第 23 条の３第１項に規定する国
土交通省令で定める事項は、法第 26 条第１項
又は第２項の規定による取消し、戒告又は閉鎖
の処分（当該処分を受けた日から５年を経過し
たものを除く。）及びこれらを受けた年月日並
びに建築士事務所に属する建築士の登録番号と
する。

２　都道府県知事は、法第 23 条の３第１項の規定
による登録をした後において、法第 26 条第２
項の規定による戒告又は閉鎖の処分をしたとき
は、当該処分及びこれらを受けた年月日を法第
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項とする。
一　前条第１項各号に規定する方法のうち設計受
託契約又は工事監理受託契約の当事者が使用
するもの

二　ファイルへの記録の方式
【延べ面積が300㎡を超える建築物に係る契約に係
る書面の交付に係る情報通信の技術を利用した承
諾の取得】
第 17条の 41　令第８条第１項において準用する令
第７条第１項の国土交通省令で定める方法は、
次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　契約の相手方の使用に係る電子計算機から
電気通信回線を通じて設計受託契約又は工
事監理受託契約の当事者の使用に係る電子
計算機に令第８条第１項において準用する
令第７条第１項の承諾又は令第８条第１項
において準用する令第７条第２項の申出
（以下この項において「承諾等」という。）
をする旨を送信し、当該電子計算機に備え
られたファイルに記録する方法

ロ　設計受託契約又は工事監理受託契約の当事
者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに記録された前条に規定する電磁
的方法の種類及び内容を電気通信回線を通
じて契約の相手方の閲覧に供し、当該電子
計算機に備えられたファイルに承諾等をす
る旨を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
承諾等をする旨を記録したものを交付する方
法

２	 前項各号に掲げる方法は、設計受託契約又は工
事監理受託契約の当事者がファイルへの記録を
出力することにより書面を作成することができ
るものでなければならない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、設
計受託契約又は工事監理受託契約の当事者の使
用に係る電子計算機と、契約の相手方の使用に
係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電
子情報処理組織をいう。

第３章　建築士事務所

【更新の登録の申請】
第 18 条　法第 23 条第３項の規定により更新の登
録を受けようとする者は、有効期間満了の日前
30 日までに登録申請書を提出しなければなら
ない。

【添付書類】
第 19 条　法第 23 条第１項又は第３項の規定によ
り建築士事務所について登録を受けようとする
者（以下「登録申請者」という。）は、法第 23
条の２の登録申請書の正本及び副本にそれぞれ
次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　建築士事務所が行った業務の概要を記載した
書類

二　登録申請者（法人である場合には、その代表
者をいう。以下この号において同じ。）及び
建築士事務所を管理する建築士（以下「管理
建築士」という。）の略歴を記載した書類（登
録申請者が管理建築士を兼ねているときは、
登録申請者の略歴を記載した書類とする。）

三　管理建築士が受講した法第 24 条第２項に規
定する講習の修了証の写し

四　法第 23 条の４第１項各号及び第２項各号に
関する登録申請者の誓約書

五　登録申請者が法人である場合には、定款及び
登記事項証明書

【登録申請書等の書式】
第 20 条　登録申請書及び前条の添付書類（同条第
四号に掲げる書類を除く。）は、それぞれ第５
号書式及び第６号書式によらなければならな
い。

【登録事項】
第 20 条の２　法第 23 条の３第１項に規定する国
土交通省令で定める事項は、法第 26 条第１項
又は第２項の規定による取消し、戒告又は閉鎖
の処分（当該処分を受けた日から５年を経過し
たものを除く。）及びこれらを受けた年月日並
びに建築士事務所に属する建築士の登録番号と
する。

２　都道府県知事は、法第 23 条の３第１項の規定
による登録をした後において、法第 26 条第２
項の規定による戒告又は閉鎖の処分をしたとき
は、当該処分及びこれらを受けた年月日を法第
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B

23 条の３第１項に規定する登録簿（次項にお
いて単に「登録簿」という。）に登録しなけれ
ばならない。

３　指定事務所登録機関が法第 26 条の３第１項に
規定する事務所登録等事務を行う場合におい
て、建築士法に基づく中央指定登録機関等に関
する省令第 21 条に規定する通知を受けたとき
は、同条第三号に掲げる事項を登録簿に登録し
なければならない。

【心身の故障により建築士事務所の業務を適正に行
うことができない者】
第 20 条の２の２　法第 23 条の４第六号の国土交
通省令で定める者は、精神の機能の障害により
建築士事務所の業務を適正に行うに当たって必
要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこと
ができない者とする。

【設計等の業務に関する報告書】
第 20 条の３　法第 23 条の６第四号に規定する国
土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。
一　当該建築士事務所に属する建築士の一級建築
士、二級建築士又は木造建築士の別、その者
の登録番号及びその者が受けた法第 22 条の
２第一号から第三号までに定める講習のうち
直近のものを受けた年月日並びにその者が管
理建築士である場合にあっては、その旨

二　当該建築士事務所に属する一級建築士が構造
設計一級建築士又は設備設計一級建築士であ
る場合にあっては、その旨、その者の構造設
計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の
交付番号並びにその者が受けた法第 22 条の
２第四号及び第五号に定める講習のうちそれ
ぞれ直近のものを受けた年月日

三　当該事業年度において法第 24 条第４項の規
定により意見が述べられたときは、当該意見
の概要

２　法第 23 条の６に規定する設計等の業務に関す
る報告書は、第６号の２書式によるものとする。

３　法第 23 条の６各号に掲げる事項が、電子計算
機に備えられたファイル又は磁気ディスク等に
記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器
を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該
記録をもって同条に規定する設計等の業務に関
する報告書への記載に代えることができる。

４　都道府県知事は、法第 23 条の６に規定する設
計等の業務に関する報告書（前項の規定による

記録が行われた同項のファイル又は磁気ディス
ク等を含む。）を、その提出を受けた日から起
算して５年間保存しなければならない。

【管理建築士の業務要件】
第 20 条の４　法第 24 条第２項の国土交通省令で
定める業務は、次に掲げるものとする。

一　建築物の設計に関する業務
二　建築物の工事監理に関する業務
三　建築工事契約に関する事務に関する業務
四　建築工事の指導監督に関する業務
五　建築物に関する調査又は鑑定に関する業務
六　建築物の建築に関する法令又は条例の規定に
基づく手続の代理に関する業務

２　前項各号に掲げる業務に従事したそれぞれの期
間は通算することができる。

【帳簿の備付け等及び図書の保存】
第 21 条　法第 24 条の４第１項に規定する国土交
通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　契約の年月日
二　契約の相手方の氏名又は名称
三　業務の種類及びその概要
四　業務の終了の年月日
五　報酬の額
六　業務に従事した建築士及び建築設備士の氏名
七　業務の一部を委託した場合にあっては、当該
委託に係る業務の概要並びに受託者の氏名又
は名称及び住所

八　法第 24 条第４項の規定により意見が述べら
れたときは、当該意見の概要

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えら
れたファイル又は磁気ディスク等に記録され、
必要に応じ当該建築士事務所において電子計算
機その他の機器を用いて明確に紙面に表示され
るときは、当該記録をもって法第 24 条の４第
１項に規定する帳簿への記載に代えることがで
きる。

３　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の４第１
項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行
われた同項のファイル又は磁気ディスク等を含
む。）を各事業年度の末日をもって閉鎖するも
のとし、当該閉鎖をした日の翌日から起算して
15 年間当該帳簿を保存しなければならない。

４　法第 24 条の４第２項に規定する建築士事務所
の業務に関する図書で国土交通省令で定めるも
のは、建築士事務所に属する建築士が建築士事
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務所の業務として作成した図書（第三号ロに
あっては、受領した図書）のうち次に掲げるも
のとする。
一　設計図書のうち次に掲げるもの
イ　配置図、各階平面図、２面以上の立面図、
２面以上の断面図、基礎伏図、各階床伏図、
小屋伏図及び構造詳細図

ロ　当該設計が建築基準法第６条第１項に規定
する建築基準法令の規定に定めるところに
よる構造計算により安全性を確かめた建築
物の設計である場合にあっては、当該構造
計算に係る図書

ハ　当該設計が建築基準法施行令第 46	条第４
項又は同令第 47 条第１項の規定の適用を
受ける建築物の設計である場合にあっては
当該各項の規定に、同令第 80 条の２又は
建築基準法施行規則第８条の３の規定の適
用を受ける建築物の設計である場合にあっ
ては当該各条の技術的基準のうち国土交通
大臣が定めるものに、それぞれ適合するこ
とを確認できる図書（イ及びロに掲げるも
のを除く。）

二　工事監理報告書
三　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律（平成27年法律第53号）第 27 条第１項に規定す
る小規模建築物の建築に係る設計を行った場
合にあっては、次のイ又はロに掲げる場合の
区分に応じ、それぞれイ又はロに定める図書
イ　建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律第 ２７ 条�第１項の規定による評価及
び説明を行った場合　　同項に規定する書
面

ロ　建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律第 ２７ 条�第２項の意思の表明があっ
た場合　　建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律施行規則（平成28年国土交通
省令第５号）第 21 条の４に規定する書面

５　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の４第２
項に規定する図書を作成した日から起算して
15 年間当該図書を保存しなければならない。

【標識の書式】
第 22 条　法第 24 条の５の規定により建築士事務
所の開設者が掲げる標識は、第７号書式による
ものとする。

【書類の閲覧】
第 22 条の２　法第 24 条の６第四号に規定する建
築士事務所の業務及び財務に関する書類で国土
交通省令で定めるものは、次に掲げる事項を記
載した書類とする。

一　建築士事務所の名称及び所在地、当該建築士
事務所の開設者の氏名（当該建築士事務所の
開設者が法人である場合にあっては、当該開
設者の名称及びその代表者の氏名）、当該建
築士事務所の一級建築士事務所、二級建築士
事務所又は木造建築士事務所の別並びに当該
建築士事務所の登録番号及び登録の有効期間

二　建築士事務所に属する建築士の氏名、その者
の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の
別、その者の登録番号及びその者が受けた法
第 22 条の２第一号から第三号までに定める
講習のうち直近のものを受けた年月日並びに
その者が管理建築士である場合にあっては、
その旨

三　建築士事務所に属する一級建築士が構造設計
一級建築士又は設備設計一級建築士である場
合にあっては、その旨、その者の構造設計一
級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付
番号並びにその者が受けた法第 22 条の２第
四号及び第五号に定める講習のうちそれぞれ
直近のものを受けた年月日

２　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の６第一
号及び第二号に定める書類並びに前項各号に掲
げる事項を記載した書類を、第７号の２書式に
より、事業年度ごとに当該事業年度経過後３月
以内に作成し、遅滞なく建築士事務所ごとに備
え置くものとする。

３　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の６第三
号に規定する措置を講じたときは、同号に定め
る書類を、遅滞なく作成し、建築士事務所ごと
に備え置くものとする。当該措置の内容を変更
したときも、同様とする。

４　前２項の書類に記載すべき事項が、電子計算機
に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記
録され、必要に応じ当該建築士事務所において
電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に
表示されるときは、当該記録をもって法第 24
条の６に規定する書類に代えることができる。
この場合における法第 24 条の６の規定による
閲覧は、当該ファイル又は磁気ディスク等に記

第 22 条　●建築士法施行規則
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務所の業務として作成した図書（第三号ロに
あっては、受領した図書）のうち次に掲げるも
のとする。

一　設計図書のうち次に掲げるもの
イ　配置図、各階平面図、２面以上の立面図、
２面以上の断面図、基礎伏図、各階床伏図、
小屋伏図及び構造詳細図

ロ　当該設計が建築基準法第６条第１項に規定
する建築基準法令の規定に定めるところに
よる構造計算により安全性を確かめた建築
物の設計である場合にあっては、当該構造
計算に係る図書

ハ　当該設計が建築基準法施行令第 46	条第４
項又は同令第 47 条第１項の規定の適用を
受ける建築物の設計である場合にあっては
当該各項の規定に、同令第 80 条の２又は
建築基準法施行規則第８条の３の規定の適
用を受ける建築物の設計である場合にあっ
ては当該各条の技術的基準のうち国土交通
大臣が定めるものに、それぞれ適合するこ
とを確認できる図書（イ及びロに掲げるも
のを除く。）

二　工事監理報告書
三　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律（平成27年法律第53号）第 27 条第１項に規定す
る小規模建築物の建築に係る設計を行った場
合にあっては、次のイ又はロに掲げる場合の
区分に応じ、それぞれイ又はロに定める図書

イ　建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律第 ２７ 条�第１項の規定による評価及
び説明を行った場合　　同項に規定する書
面

ロ　建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律第 ２７ 条�第２項の意思の表明があっ
た場合　　建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律施行規則（平成28年国土交通
省令第５号）第 21 条の４に規定する書面

５　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の４第２
項に規定する図書を作成した日から起算して
15 年間当該図書を保存しなければならない。

【標識の書式】
第 22 条　法第 24 条の５の規定により建築士事務
所の開設者が掲げる標識は、第７号書式による
ものとする。

【書類の閲覧】
第 22 条の２　法第 24 条の６第四号に規定する建
築士事務所の業務及び財務に関する書類で国土
交通省令で定めるものは、次に掲げる事項を記
載した書類とする。

一　建築士事務所の名称及び所在地、当該建築士
事務所の開設者の氏名（当該建築士事務所の
開設者が法人である場合にあっては、当該開
設者の名称及びその代表者の氏名）、当該建
築士事務所の一級建築士事務所、二級建築士
事務所又は木造建築士事務所の別並びに当該
建築士事務所の登録番号及び登録の有効期間

二　建築士事務所に属する建築士の氏名、その者
の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の
別、その者の登録番号及びその者が受けた法
第 22 条の２第一号から第三号までに定める
講習のうち直近のものを受けた年月日並びに
その者が管理建築士である場合にあっては、
その旨

三　建築士事務所に属する一級建築士が構造設計
一級建築士又は設備設計一級建築士である場
合にあっては、その旨、その者の構造設計一
級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付
番号並びにその者が受けた法第 22 条の２第
四号及び第五号に定める講習のうちそれぞれ
直近のものを受けた年月日

２　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の６第一
号及び第二号に定める書類並びに前項各号に掲
げる事項を記載した書類を、第７号の２書式に
より、事業年度ごとに当該事業年度経過後３月
以内に作成し、遅滞なく建築士事務所ごとに備
え置くものとする。

３　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の６第三
号に規定する措置を講じたときは、同号に定め
る書類を、遅滞なく作成し、建築士事務所ごと
に備え置くものとする。当該措置の内容を変更
したときも、同様とする。

４　前２項の書類に記載すべき事項が、電子計算機
に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記
録され、必要に応じ当該建築士事務所において
電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に
表示されるときは、当該記録をもって法第 24
条の６に規定する書類に代えることができる。
この場合における法第 24 条の６の規定による
閲覧は、当該ファイル又は磁気ディスク等に記

第 22 条　●建築士法施行規則
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B

録されている事項を紙面又は入出力装置の映像
面に表示する方法で行うものとする。

５　建築士事務所の開設者は、第２項の書類（前項
の規定による記録が行われた同項のファイル又
は磁気ディスク等を含む。）を、当該書類を備
え置いた日から起算して３年を経過する日まで
の間、当該建築士事務所に備え置くものとする。

【重要事項説明】
第 22 条の２の２　法第 24 条の７第１項第六号に
規定する国土交通省令で定める事項は、第 17
条の 38 第一号から第六号までに掲げる事項と
する。

【重要事項説明に係る書面の交付に係る情報通信の
技術を利用する方法】
第 22 条の２の３　法第 24 条の７第３項の国土交
通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。
一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの
イ　管理建築士等の使用に係る電子計算機と建
築主の使用に係る電子計算機とを接続する
電気通信回線を通じて送信し、受信者の使
用に係る電子計算機に備えられたファイル
に記録する方法

ロ　管理建築士等の使用に係る電子計算機に備
えられたファイルに記録された書面に記載
すべき事項を電気通信回線を通じて建築主
の閲覧に供し、当該建築主の使用に係る電
子計算機に備えられたファイルに当該書面
に記載すべき事項を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
書面に記載すべき事項を記録したものを交付
する方法

２	 前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適
合するものでなければならない。
一　建築主がファイルへの記録を出力することに
よる書面を作成することができるものである
こと。

二　ファイルに記録された書面に記載すべき事項
について、改変を防止するための措置を講じ
ていること。

三　前項第一号ロに掲げる措置にあっては、書面
に記載すべき事項を管理建築士等の使用に係
る電子計算機に備えられたファイルに記録す
る旨又は記録した旨を建築主に対し通知する
ものであること。ただし、当該建築主が当該

書面に記載すべき事項を閲覧していたことを
確認したときはこの限りではない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、管
理建築士等の使用に係る電子計算機と、建築主
の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接
続した電子情報処理組織をいう。

【重要事項説明に係る書面の交付に係る電磁的方法
の種類及び方法】
第 22 条の２の４　令第８条第２項において準用す
る令第７条第１項の規定により示すべき電磁的
方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第１項各号に規定する方法のうち管理建
築士等が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式
【重要事項説明に係る書面の交付に係る情報通信の
技術を利用した承諾の取得】
第 22 条の２の５　令第８条第２項において準用す
る令第７条第１項の国土交通省令で定める方法
は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　建築主の使用に係る電子計算機から電気通
信回線を通じて管理建築士等の使用に係る
電子計算機に令第８条第２項において準用
する令第７条第１項の承諾又は令第８条第
２項において準用する令第７条第２項の申
出（以下この項において「承諾等」という。）
をする旨を送信し、当該電子計算機に備え
られたファイルに記録する方法

ロ　管理建築士等の使用に係る電子計算機に備
えられたファイルに記録された前条に規定
する電磁的方法の種類及び内容を電気通信
回線を通じて建築主の閲覧に供し、当該電
子計算機に備えられたファイルに承諾等を
する旨を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
承諾等をする旨を記録したものを交付する方
法

２	 前項各号に掲げる方法は、管理建築士等がファ
イルへの記録を出力することにより書面を作成
することができるものでなければならない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、管
理建築士等の使に係る電子計算機と、建築主の
使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続
した電子情報処理組織をいう。
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【書面の交付】
第 22 条の３　法第 24 条の８第１項第二号に規定
する国土交通省令で定める事項は、次のとおり
とする。
一　契約の年月日
二　契約の相手方の氏名又は名称
２　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の８第１

項に規定する書面を作成したときは、当該書面
に記名押印又は署名をしなければならない。

【書面の交付に係る情報通信の技術を利用する方法】
第 22 条の４　法第 24 条の８第２項の国土交通省
令で定める方法は、次に掲げるものとする。
一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの
イ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機と委託者の使用に係る電子計算機とを
接続する電気通信回線を通じて送信し、受
信者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに記録する方法

ロ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルに記録された書
面に記載すべき事項を電気通信回線を通じ
て委託者の閲覧に供し、当該委託者の使用
に係る電子計算機に備えられたファイルに
当該書面に記載すべき事項を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
書面に記載すべき事項を記録したものを交付
する方法

２	 前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適
合するものでなければならない。
一　委託者がファイルへの記録を出力することに
より書面を作成することができるものである
こと。

二　ファイルに記録された書面に記載すべき事項
について、改変が行われていないかどうかを
確認することができる措置を講じているこ
と。

三　前項第一号ロに掲げる措置にあっては、書面
に記載すべき事項を建築士事務所の開設者の
使用に係る電子計算機に備えられたファイル
に記録する旨又は記録した旨を委託者に対し
通知するものであること。ただし、当該委託
者が当該書面に記載すべき事項を閲覧してい
たことを確認したときはこの限りではない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、建

築士事務所の開設者の使用に係る電子計算機
と、委託者の使用に係る電子計算機とを電気通
信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

【書面の交付に係る電磁的方法の種類及び方法】
第 22 条の５　令第８条第３項において準用する令
第７条第１項の規定により示すべき電磁的方法
の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第１項各号に規定する方法のうち建築士
事務所の開設者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式
【書面の交付に係る情報通信の技術を利用した承諾
の取得】
第 22 条の５の２　令第８条第３項において準用す
る令第７条第１項の国土交通省令で定める方法
は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　委託者の使用に係る電子計算機から電気通
信回線を通じて建築士事務所の開設者の使
用に係る電子計算機に令第８条第３項にお
いて準用する令第７条第１項の承諾又は令
第８条第３項において準用する令第７条第
２項の申出（以下この項において「承諾等」
という。）をする旨を送信し、当該電子計
算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルに記録された前
条に規定する電磁的方法の種類及び内容を
電気通信回線を通じて委託者の閲覧に供
し、当該電子計算機に備えられたファイル
に承諾等をする旨を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
承諾等をする旨を記録したものを交付する方
法

２	 前項各号に掲げる方法は、建築士事務所の開設
者がファイルへの記録を出力することにより書
面を作成することができるものでなければなら
ない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、建
築士事務所の開設者の使用に係る電子計算機
と、委託者の使用に係る電子計算機とを電気通
信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

【監督処分の公告】
第 22 条の６　法第 26 条第４項において準用する
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【書面の交付】
第 22 条の３　法第 24 条の８第１項第二号に規定
する国土交通省令で定める事項は、次のとおり
とする。

一　契約の年月日
二　契約の相手方の氏名又は名称

２　建築士事務所の開設者は、法第 24 条の８第１
項に規定する書面を作成したときは、当該書面
に記名押印又は署名をしなければならない。

【書面の交付に係る情報通信の技術を利用する方法】
第 22 条の４　法第 24 条の８第２項の国土交通省
令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機と委託者の使用に係る電子計算機とを
接続する電気通信回線を通じて送信し、受
信者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに記録する方法

ロ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルに記録された書
面に記載すべき事項を電気通信回線を通じ
て委託者の閲覧に供し、当該委託者の使用
に係る電子計算機に備えられたファイルに
当該書面に記載すべき事項を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
書面に記載すべき事項を記録したものを交付
する方法

２	 前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適
合するものでなければならない。

一　委託者がファイルへの記録を出力することに
より書面を作成することができるものである
こと。

二　ファイルに記録された書面に記載すべき事項
について、改変が行われていないかどうかを
確認することができる措置を講じているこ
と。

三　前項第一号ロに掲げる措置にあっては、書面
に記載すべき事項を建築士事務所の開設者の
使用に係る電子計算機に備えられたファイル
に記録する旨又は記録した旨を委託者に対し
通知するものであること。ただし、当該委託
者が当該書面に記載すべき事項を閲覧してい
たことを確認したときはこの限りではない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、建

築士事務所の開設者の使用に係る電子計算機
と、委託者の使用に係る電子計算機とを電気通
信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

【書面の交付に係る電磁的方法の種類及び方法】
第 22 条の５　令第８条第３項において準用する令
第７条第１項の規定により示すべき電磁的方法
の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第１項各号に規定する方法のうち建築士
事務所の開設者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式
【書面の交付に係る情報通信の技術を利用した承諾
の取得】
第 22 条の５の２　令第８条第３項において準用す
る令第７条第１項の国土交通省令で定める方法
は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又
はロに掲げるもの

イ　委託者の使用に係る電子計算機から電気通
信回線を通じて建築士事務所の開設者の使
用に係る電子計算機に令第８条第３項にお
いて準用する令第７条第１項の承諾又は令
第８条第３項において準用する令第７条第
２項の申出（以下この項において「承諾等」
という。）をする旨を送信し、当該電子計
算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　建築士事務所の開設者の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルに記録された前
条に規定する電磁的方法の種類及び内容を
電気通信回線を通じて委託者の閲覧に供
し、当該電子計算機に備えられたファイル
に承諾等をする旨を記録する方法

二　磁気ディスク等をもって調製するファイルに
承諾等をする旨を記録したものを交付する方
法

２	 前項各号に掲げる方法は、建築士事務所の開設
者がファイルへの記録を出力することにより書
面を作成することができるものでなければなら
ない。

３	 第１項第一号の「電子情報処理組織」とは、建
築士事務所の開設者の使用に係る電子計算機
と、委託者の使用に係る電子計算機とを電気通
信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

【監督処分の公告】
第 22 条の６　法第 26 条第４項において準用する

第 22 条の 3　●建築士法施行規則
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法第 10 条第５項の規定による公告は、次に掲
げる事項について、都道府県の公報又はウェブ
サイトへの掲載その他の適切な方法で行うもの
とする。
一　監督処分をした年月日
二　監督処分を受けた建築士事務所の名称及び所
在地、当該建築士事務所の開設者の氏名（当
該建築士事務所の開設者が法人である場合に
あっては、当該開設者の名称及びその代表者
の氏名）、当該建築士事務所の一級建築士事
務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務
所の別並びに当該建築士事務所の登録番号

三　監督処分の内容
四　監督処分の原因となった事実

第４章　雑則

【立入検査をする職員の証明書の書式】
第 23 条　法第 10 条の２第３項（法第 26 条の２第
２項において準用する場合を含む。）に規定す
る証明書は、第８号書式によるものとする。

【権限の委任】
第 24 条　法及びこの省令に規定する国土交通大臣
の権限のうち、次に掲げるものは、地方整備局
長及び北海道開発局長に委任する。ただし、第
四号に掲げる権限については、国土交通大臣が
自ら行うことを妨げない。
一　法第５条第２項の規定により一級建築士免許
証を交付すること。

二　法第５条の２第１項又は第２項の規定による
届出を受理すること。

二の二　法第８条の２の規定による届出（同条第
二号に掲げる場合に該当する場合の届出に
あっては、第６条第１項の規定による免許証
の提出を含む。）を受理すること。

三　法第 10 条第１項の規定により戒告を与え、
同条第２項の規定により聴聞を行い、同条第
３項の規定により参考人の意見を聴き、及び
同条第５項の規定により公告（同条第１項の
規定により戒告を与えたときに係るものに限
る。）すること。

四　法第 10 条の２第１項の規定により必要な報
告を求め、立入検査させ、又は関係者に質問
させること。

五　法第 10 条の３第３項の規定により構造設計
一級建築士証又は設備設計一級建築士証を交
付し、及び同条第５項の規定による受納をす
ること。

六　第１条の５第１項又は第２項の規定による免
許の申請を受理すること。

七　第２条第２項の規定により免許申請書を返却
すること。

八　第４条第１項の規定による届出を受理するこ
と。

九　第４条の２第２項の規定による免許証の書換
え交付の申請を受理し、及び同条第３項の規
定により交付すること。

十　第５条第１項の規定による免許証の再交付の
申請を受理し、同条第２項の規定により再交
付し、及び同条第３項の規定による受納をす
ること。

一
十　第６条第３項の規定による免許取消しの申請
を受理し、同条第４項の規定による届出を受
理し、並びに同条第５項の規定による受納を
すること。

二
十　第９条の規定により免許証の提出を求め、か
つ、これを領置すること。

三
十　第９条の３第１項の規定による交付の申請を
受理し、及び同条第４項の規定により交付申
請書を返却すること。

四
十　第９条の４第２項の規定による構造設計一級
建築士証又は設備設計一級建築士証の書換え
交付の申請を受理し、及び同条第３項の規定
により交付すること。

五
十　第９条の５第１項の規定による建築士証の再
交付の申請を受理し、同条第２項の規定によ
り再交付し、及び同条第３項の規定による受
納をすること。

六
十　第９条の６の規定により構造設計一級建築士
証又は設備設計一級建築士証の提出を求め、
かつ、これを領置すること。

建築士法施行規則●　第 23 条
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講習の種別

写

真

印

構 造 設 計 一 級 建 築 士 証

（氏　　　　　　名）　　年　　月　　日生

建築士証交付番号　第　　　　　号

年　　月　　日

国　土　交　通　大　臣（氏　　　名）

講習受講履歴
修了年月日 修了書番号

（表） （裏）

第３号の３書式（第９条の３関係）

講習の種別

写

真

印

設 備 設 計 一 級 建 築 士 証

（氏　　　　　　名）　　年　　月　　日生

建築士証交付番号　第　　　　　号

年　　月　　日

国　土　交　通　大　臣（氏　　　名）

講習受講履歴
修了年月日 修了書番号

（表） （裏）

第３号の４書式（第９条の３関係）
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講習の種別

写

真

印

構 造 設 計 一 級 建 築 士 証

（氏　　　　　　名）　　年　　月　　日生

建築士証交付番号　第　　　　　号

年　　月　　日

国　土　交　通　大　臣（氏　　　名）

講習受講履歴
修了年月日 修了書番号

（表） （裏）

第３号の３書式（第９条の３関係）

講習の種別

写

真

印

設 備 設 計 一 級 建 築 士 証

（氏　　　　　　名）　　年　　月　　日生

建築士証交付番号　第　　　　　号

年　　月　　日

国　土　交　通　大　臣（氏　　　名）

講習受講履歴
修了年月日 修了書番号

（表） （裏）

第３号の４書式（第９条の３関係）
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建設業法（抄）
昭和 24 年５月 24 日法律第 100 号

最終改正：令和３年５月 28 日法律第 48 号

【目的】
第１条　この法律は、建設業を営む者の資質の向
上、建設工事の請負契約の適正化等を図ること
によって、建設工事の適正な施工を確保し、発
注者を保護するとともに、建設業の健全な発達
を促進し、もって公共の福祉の増進に寄与する
ことを目的とする。

【定義】
第２条　この法律において「建設工事」とは、土木
建築に関する工事で別表第１の左欄に掲げるも
のをいう。

▪別表第１➡５0３ 

２	 この法律において「建設業」とは、元請、下請
その他いかなる名義をもってするかを問わず、
建設工事の完成を請け負う営業をいう。

３	 この法律において「建設業者」とは、第３条第
１項の許可を受けて建設業を営む者をいう。

４	 この法律において「下請契約」とは、建設工事
を他の者から請け負った建設業を営む者と他の
建設業を営む者との間で当該建設工事の全部又
は一部について締結される請負契約をいう。

５	 この法律において「発注者」とは、建設工事（他
の者から請け負ったものを除く。）の注文者を
いい、「元請負人」とは、下請契約における注
文者で建設業者であるものをいい、「下請負人」
とは、下請契約における請負人をいう。

【建設業の許可】
第３条　建設業を営もうとする者は、次に掲げる区
分により、この章で定めるところにより、２以
上の都道府県の区域内に営業所（本店又は支店
若しくは＊１ 政令で定めるこれに準ずるものを
いう。以下同じ。）を設けて営業をしようとす
る場合にあっては国土交通大臣の、一の都道府
県の区域内にのみ営業所を設けて営業をしよう
とする場合にあっては当該営業所の所在地を管
轄する都道府県知事の許可を受けなければなら
ない。ただし、＊２ 政令で定める軽微な建設工
事のみを請け負うことを営業とする者は、この
限りでない。

▪＊１ 政令【支店に準ずる営業所】令１条�➡５0４ 

▪＊２ 政令【法３条１項ただし書の軽微な建設工事】

令１条�の２➡５0４ 

一　建設業を営もうとする者であって、次号に掲
げる者以外のもの

■関連【一般建設業の許可】６項➡４９0 

二　建設業を営もうとする者であって、その営業
にあたって、その者が発注者から直接請け負
う１件の建設工事につき、その工事の全部又
は一部を、下請代金の額（その工事に係る下
請契約が２以上あるときは、下請代金の額の
総額）が政令で定める金額以上となる下請契
約を締結して施工しようとするもの

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

■関連【特定建設業の許可】６項➡４９0 

２	 前項の許可は、別表第１の左欄に掲げる建設工
事の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる
建設業に分けて与えるものとする。

３	 第１項の許可は、５年ごとにその更新を受けな
ければ、その期間の経過によって、その効力を
失う。

４	 前項の更新の申請があった場合において、同項
の期間（以下「許可の有効期間」という。）の
満了の日までにその申請に対する処分がされな
いときは、従前の許可は、許可の有効期間の満
了後もその処分がされるまでの間は、なおその
効力を有する。

５	 前項の場合において、許可の更新がされたとき
は、その許可の有効期間は、従前の許可の有効
期間の満了の日の翌日から起算するものとす
る。

６	 第１項第一号に掲げる者に係る同項の許可（第
３項の許可の更新を含む。以下「一般建設業の
許可」という。）を受けた者が、当該許可に係
る建設業について、第１項第二号に掲げる者に
係る同項の許可（第３項の許可の更新を含む。
以下「特定建設業の許可」という。）を受けた
ときは、その者に対する当該建設業に係る一般
建設業の許可は、その効力を失う。

【許可の条件】
第３条の２　国土交通大臣又は都道府県知事は、前
条第１項の許可に条件を付し、及びこれを変更
することができる。

２	 前項の条件は、建設工事の適正な施工の確保及
び発注者の保護を図るため必要な最小限度のも
のに限り、かつ、当該許可を受ける者に不当な
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建設業法（抄）
昭和 24 年５月 24 日法律第 100 号

最終改正：令和３年５月 28 日法律第 48 号

【目的】
第１条　この法律は、建設業を営む者の資質の向
上、建設工事の請負契約の適正化等を図ること
によって、建設工事の適正な施工を確保し、発
注者を保護するとともに、建設業の健全な発達
を促進し、もって公共の福祉の増進に寄与する
ことを目的とする。

【定義】
第２条　この法律において「建設工事」とは、土木
建築に関する工事で別表第１の左欄に掲げるも
のをいう。

▪別表第１➡５0３ 

２	 この法律において「建設業」とは、元請、下請
その他いかなる名義をもってするかを問わず、
建設工事の完成を請け負う営業をいう。

３	 この法律において「建設業者」とは、第３条第
１項の許可を受けて建設業を営む者をいう。

４	 この法律において「下請契約」とは、建設工事
を他の者から請け負った建設業を営む者と他の
建設業を営む者との間で当該建設工事の全部又
は一部について締結される請負契約をいう。

５	 この法律において「発注者」とは、建設工事（他
の者から請け負ったものを除く。）の注文者を
いい、「元請負人」とは、下請契約における注
文者で建設業者であるものをいい、「下請負人」
とは、下請契約における請負人をいう。

【建設業の許可】
第３条　建設業を営もうとする者は、次に掲げる区
分により、この章で定めるところにより、２以
上の都道府県の区域内に営業所（本店又は支店
若しくは＊１ 政令で定めるこれに準ずるものを
いう。以下同じ。）を設けて営業をしようとす
る場合にあっては国土交通大臣の、一の都道府
県の区域内にのみ営業所を設けて営業をしよう
とする場合にあっては当該営業所の所在地を管
轄する都道府県知事の許可を受けなければなら
ない。ただし、＊２ 政令で定める軽微な建設工
事のみを請け負うことを営業とする者は、この
限りでない。

▪＊１ 政令【支店に準ずる営業所】令１条�➡５0４ 

▪＊２ 政令【法３条１項ただし書の軽微な建設工事】

令１条�の２➡５0４ 

一　建設業を営もうとする者であって、次号に掲
げる者以外のもの

■関連【一般建設業の許可】６項➡４９0 

二　建設業を営もうとする者であって、その営業
にあたって、その者が発注者から直接請け負
う１件の建設工事につき、その工事の全部又
は一部を、下請代金の額（その工事に係る下
請契約が２以上あるときは、下請代金の額の
総額）が政令で定める金額以上となる下請契
約を締結して施工しようとするもの

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

■関連【特定建設業の許可】６項➡４９0 

２	 前項の許可は、別表第１の左欄に掲げる建設工
事の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる
建設業に分けて与えるものとする。

３	 第１項の許可は、５年ごとにその更新を受けな
ければ、その期間の経過によって、その効力を
失う。

４	 前項の更新の申請があった場合において、同項
の期間（以下「許可の有効期間」という。）の
満了の日までにその申請に対する処分がされな
いときは、従前の許可は、許可の有効期間の満
了後もその処分がされるまでの間は、なおその
効力を有する。

５	 前項の場合において、許可の更新がされたとき
は、その許可の有効期間は、従前の許可の有効
期間の満了の日の翌日から起算するものとす
る。

６	 第１項第一号に掲げる者に係る同項の許可（第
３項の許可の更新を含む。以下「一般建設業の
許可」という。）を受けた者が、当該許可に係
る建設業について、第１項第二号に掲げる者に
係る同項の許可（第３項の許可の更新を含む。
以下「特定建設業の許可」という。）を受けた
ときは、その者に対する当該建設業に係る一般
建設業の許可は、その効力を失う。

【許可の条件】
第３条の２　国土交通大臣又は都道府県知事は、前
条第１項の許可に条件を付し、及びこれを変更
することができる。

２	 前項の条件は、建設工事の適正な施工の確保及
び発注者の保護を図るため必要な最小限度のも
のに限り、かつ、当該許可を受ける者に不当な
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B

義務を課することとならないものでなければな
らない。

【附帯工事】
第４条　建設業者は、許可を受けた建設業に係る建
設工事を請け負う場合においては、当該建設工
事に附帯する他の建設業に係る建設工事を請け
負うことができる。

【許可の申請】
第５条　一般建設業の許可（第８条第二号及び第三
号を除き、以下この節において「許可」という。）
を受けようとする者は、国土交通省令で定める
ところにより、２以上の都道府県の区域内に営
業所を設けて営業をしようとする場合にあって
は国土交通大臣に、一の都道府県の区域内に
のみ営業所を設けて営業をしようとする場合に
あっては当該営業所の所在地を管轄する都道府
県知事に、次に掲げる事項を記載した許可申請
書を提出しなければならない。
一　商号又は名称
二　営業所の名称及び所在地
三　法人である場合においては、その資本金額
（出資総額を含む。第 24 条の６第１項におい
て同じ。）及び役員等（業務を執行する社員、
取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又
は相談役、顧問その他いかなる名称を有する
者であるかを問わず、法人に対し業務を執行
する社員、取締役、執行役若しくはこれらに
準ずる者と同等以上の支配力を有するものと
認められる者をいう。以下同じ。）の氏名

四　個人である場合においては、その者の氏名及
び支配人があるときは、その者の氏名

五　その営業所ごとに置かれる第７条第二号イ、
ロ又はハに該当する者の氏名

六　許可を受けようとする建設業
七　他に営業を行っている場合においては、その
営業の種類

【許可の基準】
第７条　国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を
受けようとする者が次に掲げる基準に適合して
いると認めるときでなければ、許可をしてはな
らない。
一　建設業に係る経営業務の管理を適正に行うに
足りる能力を有するものとして国土交通省令
で定める基準に適合する者であること。

二　その営業所ごとに、次のいずれかに該当する

者で専任のものを置く者であること。
イ　許可を受けようとする建設業に係る建設工
事に関し学校教育法（昭和22年法律第26号）によ
る高等学校（旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）
による実業学校を含む。第 26 条の７第１
項第二号ロにおいて同じ。）若しくは中等
教育学校を卒業した後５年以上又は同法に
よる大学（旧大学令（大正７年勅令第388号）によ
る大学を含む。同号ロにおいて同じ。）若
しくは高等専門学校（旧専門学校令（明治36
年勅令第61号）による専門学校を含む。同号ロ
において同じ。）を卒業した（同法による
専門職大学の前期課程を修了した場合を含
む。）後３年以上実務の経験を有する者で
在学中に国土交通省令で定める学科を修め
たもの

ロ　許可を受けようとする建設業に係る建設工
事に関し 10 年以上実務の経験を有する者

ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等
以上の知識及び技術又は技能を有するもの
と認定した者

三　法人である場合においては当該法人又はその
役員等若しくは政令で定める使用人が、個人
である場合においてはその者又は政令で定め
る使用人が、請負契約に関して不正又は不誠
実な行為をするおそれが明らかな者でないこ
と。

▪政令【使用人】令３条�➡５0４ 

四　請負契約（第３条第１項ただし書の政令で定
める軽微な建設工事に係るものを除く。）を
履行するに足りる財産的基礎又は金銭的信用
を有しないことが明らかな者でないこと。

▪政令【法３条１項ただし書の軽微な建設工事】

令１条�の２➡５0４ 

【許可の基準】
第 15 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、特定
建設業の許可を受けようとする者が次に掲げる
基準に適合していると認めるときでなければ、
許可をしてはならない。

一　第７条第一号及び第三号に該当する者である
こと。

二　その営業所ごとに次のいずれかに該当する者
で専任のものを置く者であること。ただし、
施工技術（設計図書に従って建設工事を適正
に実施するために必要な専門の知識及びその

建設業法（抄）●　第 ４条
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【準用規定】
第 17 条　第５条、第６条及び第８条から第 14 条
までの規定は、特定建設業の許可及び特定建設
業の許可を受けた者（以下「特定建設業者」と
いう。）について準用する。この場合において、
第５条第五号中「第７条第二号イ、ロ又はハ」
とあるのは「第 15 条第二号イ、ロ又はハ」と、
第６条第１項第五号中「次条第一号及び第二号」
とあるのは「第７条第一号及び第 15 条第二号」
と、第 11 条第４項中「第７条第二号イ、ロ又
はハ」とあるのは「第 15 条第二号イ、ロ又はハ」
と、「同号ハ」とあるのは「同号イ、ロ若しく
はハ」と、同条第５項中「第７条第一号若しく
は第二号」とあるのは「第７条第一号若しくは
第 15 条第二号」と読み替えるものとする。

【譲渡及び譲受け並びに合併及び分割】
第 17 条の２　建設業者が許可に係る建設業の全部
（以下単に「建設業の全部」という。）の譲渡を
行う場合（当該建設業者（以下この条におい
て「譲渡人」という。）が一般建設業の許可を
受けている場合にあっては譲受人（建設業の全
部を譲り受ける者をいう。以下この条において
同じ。）が当該一般建設業の許可に係る建設業
と同一の種類の建設業に係る特定建設業の許可
を、譲渡人が特定建設業の許可を受けている場
合にあっては譲受人が当該特定建設業の許可に
係る建設業と同一の種類の建設業に係る一般建
設業の許可を受けている場合を除く。）におい
て、譲渡人及び譲受人が、あらかじめ当該譲渡
及び譲受けについて、国土交通省令で定めると
ころにより次の各号に掲げる場合の区分に応じ
当該各号に定める者の認可を受けたときは、譲
受人は、当該譲渡及び譲受けの日に、譲渡人の
この法律の規定による建設業者としての地位を
承継する。

一　譲渡人が国土交通大臣の許可を受けていると
き国土交通大臣

二　譲渡人が都道府県知事の許可を受けていると
き当該都道府県知事。ただし、次のいずれか
に該当するときは、国土交通大臣とする。

イ　譲受人が国土交通大臣の許可を受けている
とき。

ロ　譲受人が当該都道府県知事以外の都道府県
知事の許可を受けているとき。

２　建設業者である法人が合併により消滅すること

応用能力をいう。以下同じ。）の総合性、施
工技術の普及状況その他の事情を考慮して政
令で定める建設業（以下「指定建設業」とい
う。）の許可を受けようとする者にあっては、
その営業所ごとに置くべき専任の者は、イに
該当する者又はハの規定により国土交通大臣
がイに掲げる者と同等以上の能力を有するも
のと認定した者でなければならない。

▪政令【法15条二号ただし書の建設業】令５条�の２➡５0４ 

イ　第 27 条第１項の規定による技術検定その
他の法令の規定による試験で許可を受けよ
うとする建設業の種類に応じ国土交通大臣
が定めるものに合格した者又は他の法令の
規定による免許で許可を受けようとする建
設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるも
のを受けた者

ロ　第７条第二号イ、ロ又はハに該当する者の
うち、許可を受けようとする建設業に係る
建設工事で、発注者から直接請け負い、そ
の請負代金の額が政令で定める金額以上で
あるものに関し２年以上指導監督的な実務
の経験を有する者

▪政令【法15条二号ロの金額】令５条�の３➡５0４ 

ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等
以上の能力を有するものと認定した者

三　発注者との間の請負契約で、その請負代金の
額が政令で定める金額以上であるものを履行
するに足りる財産的基礎を有すること。

▪政令【法15条三号の金額】令５条�の４➡５0４ 

【下請契約の締結の制限】
第16条　特定建設業の許可を受けた者でなければ、
その者が発注者から直接請け負った建設工事を
施工するための次の各号の一に該当する下請契
約を締結してはならない。
一　その下請契約に係る下請代金の額が、１件で、
第３条第１項第二号の政令で定める金額以上
である下請契約

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

二　その下請契約を締結することにより、その下
請契約及びすでに締結された当該建設工事を
施工するための他のすべての下請契約に係る
下請代金の額の総額が、第３条第１項第二号
の政令で定める金額以上となる下請契約

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

第 16 条　●建設業法（抄）
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び第 15 条の規定は特定建設業の許可を受けて
いる譲渡人等に係る前３項の認可について、そ
れぞれ準用する。この場合において、第７条及
び第８条中「許可を受けようとする者」とあり、
並びに第 15 条中「特定建設業の許可を受けよ
うとする者」とあるのは、「第 17 条の２第１項
に規定する譲受人、同条第２項に規定する合併
存続法人若しくは合併により設立される法人又
は同条第３項に規定する分割承継法人」と読み
替えるものとする。

５　国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項から
第３項までの認可をするに際しては、当該認可
をしようとする承継に係る建設業の許可又は譲
受人、合併存続法人若しくは分割承継法人が受
けている建設業の許可について第３条の２第１
項の規定により付された条件（この項（次条第
３項において準用する場合を含む。）の規定に
より変更され、又は新たに付された条件を含
む。第 29	条第２項において同じ。）を取り消し、
変更し、又は新たに条件を付することができる。
この場合においては、第３条の２第２項の規定
を準用する。

６　第１項から第３項までの規定により譲渡人等の
建設業者としての地位を承継した譲受人等（建
設業の全部を譲り受けた者、合併存続法人若し
くは合併により設立された法人又は分割により
建設業の全部を承継した法人をいう。以下この
条において同じ。）が次の各号に掲げる場合の
いずれかに該当するときは、当該承継の日に、
譲受人等は、当該各号に定める建設業について
国土交通大臣の許可を受けたものとみなし、譲
受人等に係る都道府県知事の許可は、その効力
を失う。

一　国土交通大臣の許可を受けている譲受人等が
都道府県知事の許可を受けている譲渡人等の
地位を承継したとき当該都道府県知事の許可
に係る建設業（当該国土交通大臣の許可に係
る建設業と同一の種類のものを除く。）

二　都道府県知事の許可を受けている譲受人等が
国土交通大臣の許可を受けている譲渡人等の
地位を承継したとき当該都道府県知事の許可
に係る建設業（当該国土交通大臣の許可に係
る建設業と同一の種類のものを除く。）

三　都道府県知事の許可を受けている譲受人等が
他の都道府県知事の許可を受けている譲渡人

等の地位を承継したとき当該都道府県知事の
許可に係る建設業及び当該他の都道府県知事
の許可に係る建設業

四　建設業の許可を受けていない譲受人等が、同
時に、国土交通大臣の許可を受けている譲渡
人等の地位及び都道府県知事の許可を受けて
いる譲渡人等の地位を承継したとき当該都道
府県知事の許可に係る建設業（当該国土交通
大臣の許可に係る建設業と同一の種類のもの
を除く。）

五　建設業の許可を受けていない譲受人等が、同
時に、都道府県知事の許可を受けている２以
上の譲渡人等の地位を承継したとき（当該許
可をした都道府県知事が同一であるときを除
く。）当該都道府県知事の許可に係る建設業

７　第１項から第３項までの規定により譲受人等が
譲渡人等の建設業者としての地位を承継した場
合における承継許可等（当該承継に係る建設業
の許可及び当該譲受人等が受けている建設業の
許可（当該承継前に自ら受けたものに限る。）
をいう。以下この項において同じ。）に係る許
可の有効期間については、当該承継の日におけ
る承継許可等に係る許可の有効期間の残存期間
にかかわらず、当該承継の日の翌日から起算す
るものとする。

【相続】
第 17 条の３　建設業者が死亡した場合において、
当該建設業者（以下この条において「被相続人」
という。）の相続人（相続人が２人以上ある場
合において、その全員の同意により被相続人の
営んでいた建設業の全部を承継すべき相続人を
選定したときは、その者。以下この条において
単に「相続人」という。）が被相続人の営んで
いた建設業の全部を引き続き営もうとするとき
（被相続人が一般建設業の許可を受けていた場
合にあっては相続人が当該一般建設業の許可に
係る建設業と同一の種類の建設業に係る特定建
設業の許可を、被相続人が特定建設業の許可を
受けていた場合にあっては相続人が当該特定建
設業の許可に係る建設業と同一の種類の建設業
に係る一般建設業の許可を受けている場合を除
く。）は、その相続人は、国土交通省令で定め
るところにより、被相続人の死亡後 30 日以内
に次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号
に定める者に申請して、その認可を受けなけれ
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ばならない。
一　被相続人が国土交通大臣の許可を受けていた
とき国土交通大臣

二　被相続人が都道府県知事の許可を受けていた
とき当該都道府県知事。ただし、次のいずれ
かに該当するときは、国土交通大臣とする。
イ　相続人が国土交通大臣の許可を受けている
とき。

ロ　相続人が当該都道府県知事以外の都道府県
知事の許可を受けているとき。

２　相続人が前項の認可の申請をしたときは、被相
続人の死亡の日からその認可を受ける日又はそ
の認可をしない旨の通知を受ける日までは、被
相続人に対してした建設業の許可は、その相続
人に対してしたものとみなす。

３　第７条及び第８条の規定又は同条及び第 15	条
の規定は一般建設業の許可を受けていた被相続
人又は特定建設業の許可を受けていた被相続人
に係る第１項の認可について、前条第５項の規
定は第１項の認可をしようとする承継に係る建
設業の許可又は相続人が受けている建設業の許
可について、それぞれ準用する。

４　第１項の認可を受けた相続人は、被相続人のこ
の法律の規定による建設業者としての地位を承
継する。

５　前条第６項及び第７項の規定は、前項の規定に
より被相続人の建設業者としての地位を承継し
た相続人について準用する。

【建設工事の請負契約の原則】
第 18 条　建設工事の請負契約の当事者は、各々の
対等な立場における合意に基いて公正な契約を
締結し、信義に従って誠実にこれを履行しなけ
ればならない。

【建設工事の請負契約の内容】
第 19 条　建設工事の請負契約の当事者は、前条の
趣旨に従って、契約の締結に際して次に掲げる
事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして
相互に交付しなければならない。
一　工事内容
二　請負代金の額
三　工事着手の時期及び工事完成の時期
四　工事を施工しない日又は時間帯の定めをする
ときは、その内容

五　請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形
部分に対する支払の定めをするときは、その

支払の時期及び方法
六　当事者の一方から設計変更又は工事着手の延
期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の
申出があった場合における工期の変更、請負
代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの
額の算定方法に関する定め

七　天災その他不可抗力による工期の変更又は損
害の負担及びその額の算定方法に関する定め

八　価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118号）第２条
に規定する価格等をいう。）の変動若しくは
変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変
更

九　工事の施工により第三者が損害を受けた場合
における賠償金の負担に関する定め

十　注文者が工事に使用する資材を提供し、又は
建設機械その他の機械を貸与するときは、そ
の内容及び方法に関する定め

一
十　注文者が工事の全部又は一部の完成を確認す
るための検査の時期及び方法並びに引渡しの
時期

二
十　工事完成後における請負代金の支払の時期及
び方法

三
十　工事の目的物が種類又は品質に関して契約の
内容に適合しない場合におけるその不適合を
担保すべき責任又は当該責任の履行に関して
講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に
関する定めをするときは、その内容

四
十　各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の
場合における遅延利息、違約金その他の損害
金

五
十　契約に関する紛争の解決方法
六
十　その他国土交通省令で定める事項

２	 請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に
掲げる事項に該当するものを変更するときは、
その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名
押印をして相互に交付しなければならない。

３	 建設工事の請負契約の当事者は、前２項の規定
による措置に代えて、政令で定めるところによ
り、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報
処理組織を使用する方法その他の情報通信の技
術を利用する方法であって、当該各項の規定に
よる措置に準ずるものとして国土交通省令で定
めるものを講ずることができる。この場合にお
いて、当該国土交通省令で定める措置を講じた
者は、当該各項の規定による措置を講じたもの

建設業法（抄）●　第 1８ 条
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とみなす。
【不当に低い請負代金の禁止】
第 19 条の３　注文者は、自己の取引上の地位を不
当に利用して、その注文した建設工事を施工す
るために通常必要と認められる原価に満たない
金額を請負代金の額とする請負契約を締結して
はならない。

【不当な使用資材等の購入強制の禁止】
第 19 条の４　注文者は、請負契約の締結後、自己
の取引上の地位を不当に利用して、その注文し
た建設工事に使用する資材若しくは機械器具又
はこれらの購入先を指定し、これらを請負人に
購入させて、その利益を害してはならない。

【著しく短い工期の禁止】
第 19 条の５　注文者は、その注文した建設工事を
施工するために通常必要と認められる期間に比
して著しく短い期間を工期とする請負契約を締
結してはならない。

【発注者に対する勧告等】
第 19 条の６　建設業者と請負契約を締結した発注
者（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律（昭和22年法律第54号）第２条第１項に規定す
る事業者に該当するものを除く。）が第 19 条の
３又は第 19 条の４の規定に違反した場合にお
いて、特に必要があると認めるときは、当該建
設業者の許可をした国土交通大臣又は都道府県
知事は、当該発注者に対して必要な勧告をする
ことができる。

２	 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定
める金額以上であるものに限る。）を締結した
発注者が前条の規定に違反した場合において、
特に必要があると認めるときは、当該建設業者
の許可をした国土交通大臣又は都道府県知事
は、当該発注者に対して必要な勧告をすること
ができる。

▪政令【著しく短い工期の禁止に係る勧告の対象となる

請負代金の額の下限】令５条�の８➡５0４ 

３	 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告
を受けた発注者がその勧告に従わないときは、
その旨を公表することができる。

４	 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項又は
第２項の勧告を行うため必要があると認めると
きは、当該発注者に対して、報告又は資料の提
出を求めることができる。

【契約の保証】
第 21 条　建設工事の請負契約において請負代金の
全部又は一部の前金払をする定がなされたとき
は、注文者は、建設業者に対して前金払をする
前に、保証人を立てることを請求することがで
きる。但し、公共工事の前払金保証事業に関す
る法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定す
る保証事業会社の保証に係る工事又は政令で定
める軽微な工事については、この限りでない。

２	 前項の請求を受けた建設業者は、次の各号の一
に規定する保証人を立てなければならない。

一　建設業者の債務不履行の場合の遅延利息、違
約金その他の損害金の支払の保証人

二　建設業者に代って自らその工事を完成するこ
とを保証する他の建設業者

３	 建設業者が第１項の規定により保証人を立てる
ことを請求された場合において、これを立てな
いときは、注文者は、契約の定にかかわらず、
前金払をしないことができる。

【一括下請負の禁止】
第 22条　建設業者は、その請け負った建設工事を、
いかなる方法をもってするかを問わず、一括し
て他人に請け負わせてはならない。

２	 建設業を営む者は、建設業者から当該建設業者
の請け負った建設工事を一括して請け負っては
ならない。

３	 前２項の建設工事が多数の者が利用する施設又
は工作物に関する重要な建設工事で政令で定め
るもの以外の建設工事である場合において、当
該建設工事の元請負人があらかじめ発注者の書
面による承諾を得たときは、これらの規定は、
適用しない。

▪政令【一括下請負禁止の対象となる重要な建設工事】

令６条�の３➡５0４ 

■関連建築士法２４条�の３第２項➡４５７ 

４	 発注者は、前項の規定による書面による承諾に
代えて、政令で定めるところにより、同項の元
請負人の承諾を得て、電子情報処理組織を使用
する方法その他の情報通信の技術を利用する方
法であって国土交通省令で定めるものにより、
同項の承諾をする旨の通知をすることができ
る。この場合において、当該発注者は、当該書
面による承諾をしたものとみなす。

【下請負人の変更請求】
第 23 条　注文者は、請負人に対して、建設工事の
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とみなす。
【不当に低い請負代金の禁止】
第 19 条の３　注文者は、自己の取引上の地位を不
当に利用して、その注文した建設工事を施工す
るために通常必要と認められる原価に満たない
金額を請負代金の額とする請負契約を締結して
はならない。

【不当な使用資材等の購入強制の禁止】
第 19 条の４　注文者は、請負契約の締結後、自己
の取引上の地位を不当に利用して、その注文し
た建設工事に使用する資材若しくは機械器具又
はこれらの購入先を指定し、これらを請負人に
購入させて、その利益を害してはならない。

【著しく短い工期の禁止】
第 19 条の５　注文者は、その注文した建設工事を
施工するために通常必要と認められる期間に比
して著しく短い期間を工期とする請負契約を締
結してはならない。

【発注者に対する勧告等】
第 19 条の６　建設業者と請負契約を締結した発注
者（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律（昭和22年法律第54号）第２条第１項に規定す
る事業者に該当するものを除く。）が第 19 条の
３又は第 19 条の４の規定に違反した場合にお
いて、特に必要があると認めるときは、当該建
設業者の許可をした国土交通大臣又は都道府県
知事は、当該発注者に対して必要な勧告をする
ことができる。

２	 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定
める金額以上であるものに限る。）を締結した
発注者が前条の規定に違反した場合において、
特に必要があると認めるときは、当該建設業者
の許可をした国土交通大臣又は都道府県知事
は、当該発注者に対して必要な勧告をすること
ができる。

▪政令【著しく短い工期の禁止に係る勧告の対象となる

請負代金の額の下限】令５条�の８➡５0４ 

３	 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告
を受けた発注者がその勧告に従わないときは、
その旨を公表することができる。

４	 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項又は
第２項の勧告を行うため必要があると認めると
きは、当該発注者に対して、報告又は資料の提
出を求めることができる。

【契約の保証】
第 21 条　建設工事の請負契約において請負代金の
全部又は一部の前金払をする定がなされたとき
は、注文者は、建設業者に対して前金払をする
前に、保証人を立てることを請求することがで
きる。但し、公共工事の前払金保証事業に関す
る法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定す
る保証事業会社の保証に係る工事又は政令で定
める軽微な工事については、この限りでない。

２	 前項の請求を受けた建設業者は、次の各号の一
に規定する保証人を立てなければならない。

一　建設業者の債務不履行の場合の遅延利息、違
約金その他の損害金の支払の保証人

二　建設業者に代って自らその工事を完成するこ
とを保証する他の建設業者

３	 建設業者が第１項の規定により保証人を立てる
ことを請求された場合において、これを立てな
いときは、注文者は、契約の定にかかわらず、
前金払をしないことができる。

【一括下請負の禁止】
第 22条　建設業者は、その請け負った建設工事を、
いかなる方法をもってするかを問わず、一括し
て他人に請け負わせてはならない。

２	 建設業を営む者は、建設業者から当該建設業者
の請け負った建設工事を一括して請け負っては
ならない。

３	 前２項の建設工事が多数の者が利用する施設又
は工作物に関する重要な建設工事で政令で定め
るもの以外の建設工事である場合において、当
該建設工事の元請負人があらかじめ発注者の書
面による承諾を得たときは、これらの規定は、
適用しない。

▪政令【一括下請負禁止の対象となる重要な建設工事】

令６条�の３➡５0４ 

■関連建築士法２４条�の３第２項➡４５７ 

４	 発注者は、前項の規定による書面による承諾に
代えて、政令で定めるところにより、同項の元
請負人の承諾を得て、電子情報処理組織を使用
する方法その他の情報通信の技術を利用する方
法であって国土交通省令で定めるものにより、
同項の承諾をする旨の通知をすることができ
る。この場合において、当該発注者は、当該書
面による承諾をしたものとみなす。

【下請負人の変更請求】
第 23 条　注文者は、請負人に対して、建設工事の
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施工につき著しく不適当と認められる下請負人
があるときは、その変更を請求することができ
る。ただし、あらかじめ注文者の書面による承
諾を得て選定した下請負人については、この限
りでない。

２	 注文者は、前項ただし書の規定による書面によ
る承諾に代えて、政令で定めるところにより、
同項ただし書の規定により下請負人を選定する
者の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する
方法その他の情報通信の技術を利用する方法で
あって国土交通省令で定めるものにより、同項
ただし書の承諾をする旨の通知をすることがで
きる。この場合において、当該注文者は、当該
書面による承諾をしたものとみなす。

【工事監理に関する報告】
第 23 条の２　請負人は、その請け負った建設工事

の施工について建築士法（昭和25年法律第202号）第
18 条第３項の規定により建築士から工事を設
計図書のとおりに実施するよう求められた場合
において、これに従わない理由があるときは、
直ちに、第 19 条の２第２項の規定により通知
された方法により、注文者に対して、その理由
を報告しなければならない。

【請負契約とみなす場合】
第 24 条　委託その他いかなる名義をもってするか
を問わず、報酬を得て建設工事の完成を目的と
して締結する契約は、建設工事の請負契約とみ
なして、この法律の規定を適用する。

【下請負人の意見の聴取】
第 24 条の２　元請負人は、その請け負った建設工
事を施工するために必要な工程の細目、作業方
法その他元請負人において定めるべき事項を定
めようとするときは、あらかじめ、下請負人の
意見をきかなければならない。

【下請代金の支払】
第 24 条の３　元請負人は、請負代金の出来形部分
に対する支払又は工事完成後における支払を受
けたときは、当該支払の対象となった建設工事
を施工した下請負人に対して、当該元請負人が
支払を受けた金額の出来形に対する割合及び当
該下請負人が施工した出来形部分に相応する下
請代金を、当該支払を受けた日から１月以内で、
かつ、できる限り短い期間内に支払わなければ
ならない。

２	 前項の場合において、元請負人は、同項に規定

する下請代金のうち労務費に相当する部分につ
いては、現金で支払うよう適切な配慮をしなけ
ればならない。

３	 元請負人は、前払金の支払を受けたときは、下
請負人に対して、資材の購入、労働者の募集そ
の他建設工事の着手に必要な費用を前払金とし
て支払うよう適切な配慮をしなければならな
い。

【不利益取扱いの禁止】
第 24 条の５　元請負人は、当該元請負人について
第 19 条の３、第 19 条の４、第 24 条の３第１
項、前条又は次条第３項若しくは第４項の規定
に違反する行為があるとして下請負人が国土交
通大臣等（当該元請負人が許可を受けた国土交
通大臣又は都道府県知事をいう。）、公正取引委
員会又は中小企業庁長官にその事実を通報した
ことを理由として、当該下請負人に対して、取
引の停止その他の不利益な取扱いをしてはなら
ない。

【特定建設業者の下請代金の支払期日等】
第 24 条の６　特定建設業者が注文者となった下請
契約（下請契約における請負人が特定建設業者
又は資本金額が政令で定める金額以上の法人で
あるものを除く。以下この条において同じ。）
における下請代金の支払期日は、第 24 条の４
第２項の申出の日（同項ただし書の場合にあっ
ては、その一定の日。以下この条において同じ。）
から起算して 50 日を経過する日以前において、
かつ、できる限り短い期間内において定められ
なければならない。

２	 特定建設業者が注文者となった下請契約におい
て、下請代金の支払期日が定められなかったと
きは第 24 条の４第２項の申出の日が、前項の
規定に違反して下請代金の支払期日が定められ
たときは同条第２項の申出の日から起算して
50 日を経過する日が下請代金の支払期日と定
められたものとみなす。

３	 特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者と
なった下請契約に係る下請代金の支払につき、
当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関
（預金又は貯金の受入れ及び資金の融通を業と
する者をいう。）による割引を受けることが困
難であると認められる手形を交付してはならな
い。

４	（略）
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【施工体制台帳及び施工体系図の作成等】
第 24 条の８　特定建設業者は、発注者から直接建
設工事を請け負った場合において、当該建設工
事を施工するために締結した下請契約の請負代
金の額（当該下請契約が２以上あるときは、そ
れらの請負代金の額の総額）が政令で定める金
額以上になるときは、建設工事の適正な施工を
確保するため、国土交通省令で定めるところに
より、当該建設工事について、下請負人の商号
又は名称、当該下請負人に係る建設工事の内容
及び工期その他の国土交通省令で定める事項を
記載した施工体制台帳を作成し、工事現場ごと
に備え置かなければならない。

▪政令【法24条の７第１項の金額】令７条�の４➡５0４ 

２	 前項の建設工事の下請負人は、その請け負った
建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせた
ときは、国土交通省令で定めるところにより、
同項の特定建設業者に対して、当該他の建設業
を営む者の商号又は名称、当該者の請け負った
建設工事の内容及び工期その他の国土交通省令
で定める事項を通知しなければならない。

３	 第１項の特定建設業者は、同項の発注者から請
求があったときは、同項の規定により備え置か
れた施工体制台帳を、その発注者の閲覧に供し
なければならない。

４	 第１項の特定建設業者は、国土交通省令で定め
るところにより、当該建設工事における各下請
負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を
作成し、これを当該工事現場の見やすい場所に
掲げなければならない。

【建設工事紛争審査会の設置】
第 25 条　建設工事の請負契約に関する紛争の解決
を図るため、建設工事紛争審査会を設置する。

２	 建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、
この法律の規定により、建設工事の請負契約に
関する紛争（以下「紛争」という。）につきあっ
せん、調停及び仲裁（以下「紛争処理」という。）
を行う権限を有する。

３	 審査会は、中央建設工事紛争審査会（以下「中
央審査会」という。）及び都道府県建設工事紛
争審査会（以下「都道府県審査会」という。）
とし、中央審査会は、国土交通省に、都道府県
審査会は、都道府県に置く。

【管轄】
第 25 条の９　中央審査会は、次の各号に掲げる場

合における紛争処理について管轄する。
一　当事者の双方が国土交通大臣の許可を受けた
建設業者であるとき。

二　当事者の双方が建設業者であって、許可をし
た行政庁を異にするとき。

三　当事者の一方のみが建設業者であって、国土
交通大臣の許可を受けたものであるとき。

２	 都道府県審査会は、次の各号に掲げる場合にお
ける紛争処理について管轄する。

一　当事者の双方が当該都道府県の知事の許可を
受けた建設業者であるとき。

二　当事者の一方のみが建設業者であって、当該
都道府県の知事の許可を受けたものであると
き。

三　当事者の双方が許可を受けないで建設業を営
む者である場合であって、その紛争に係る建
設工事の現場が当該都道府県の区域内にある
とき。

四　前項第三号に掲げる場合及び第二号に掲げる
場合のほか、当事者の一方のみが許可を受け
ないで建設業を営む者である場合であって、
その紛争に係る建設工事の現場が当該都道府
県の区域内にあるとき。

３	 前２項の規定にかかわらず、当事者は、双方の
合意によって管轄審査会を定めることができ
る。

【施工技術の確保に関する建設業者等の責務】
第 25条の 27　建設業者は、建設工事の担い手の育
成及び確保その他の施工技術の確保に努めなけ
ればならない。

２	 建設工事に従事する者は、建設工事を適正に実
施するために必要な知識及び技術又は技能の向
上に努めなければならない。

３	 国土交通大臣は、前２項の施工技術の確保並び
に知識及び技術又は技能の向上に資するため、
必要に応じ、講習及び調査の実施、資料の提供
その他の措置を講ずるものとする。

【主任技術者及び監理技術者の設置等】
第 26 条　建設業者は、その請け負った建設工事を
施工するときは、当該建設工事に関し第７条第
二号イ、ロ又はハに該当する者で当該工事現場
における建設工事の施工の技術上の管理をつか
さどるもの（以下「主任技術者」という。）を
置かなければならない。

■関連【特定専門工事】令２６条�の３第１項➡４９９ 
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【施工体制台帳及び施工体系図の作成等】
第 24 条の８　特定建設業者は、発注者から直接建
設工事を請け負った場合において、当該建設工
事を施工するために締結した下請契約の請負代
金の額（当該下請契約が２以上あるときは、そ
れらの請負代金の額の総額）が政令で定める金
額以上になるときは、建設工事の適正な施工を
確保するため、国土交通省令で定めるところに
より、当該建設工事について、下請負人の商号
又は名称、当該下請負人に係る建設工事の内容
及び工期その他の国土交通省令で定める事項を
記載した施工体制台帳を作成し、工事現場ごと
に備え置かなければならない。

▪政令【法24条の７第１項の金額】令７条�の４➡５0４ 

２	 前項の建設工事の下請負人は、その請け負った
建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせた
ときは、国土交通省令で定めるところにより、
同項の特定建設業者に対して、当該他の建設業
を営む者の商号又は名称、当該者の請け負った
建設工事の内容及び工期その他の国土交通省令
で定める事項を通知しなければならない。

３	 第１項の特定建設業者は、同項の発注者から請
求があったときは、同項の規定により備え置か
れた施工体制台帳を、その発注者の閲覧に供し
なければならない。

４	 第１項の特定建設業者は、国土交通省令で定め
るところにより、当該建設工事における各下請
負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を
作成し、これを当該工事現場の見やすい場所に
掲げなければならない。

【建設工事紛争審査会の設置】
第 25 条　建設工事の請負契約に関する紛争の解決
を図るため、建設工事紛争審査会を設置する。

２	 建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、
この法律の規定により、建設工事の請負契約に
関する紛争（以下「紛争」という。）につきあっ
せん、調停及び仲裁（以下「紛争処理」という。）
を行う権限を有する。

３	 審査会は、中央建設工事紛争審査会（以下「中
央審査会」という。）及び都道府県建設工事紛
争審査会（以下「都道府県審査会」という。）
とし、中央審査会は、国土交通省に、都道府県
審査会は、都道府県に置く。

【管轄】
第 25 条の９　中央審査会は、次の各号に掲げる場

合における紛争処理について管轄する。
一　当事者の双方が国土交通大臣の許可を受けた
建設業者であるとき。

二　当事者の双方が建設業者であって、許可をし
た行政庁を異にするとき。

三　当事者の一方のみが建設業者であって、国土
交通大臣の許可を受けたものであるとき。

２	 都道府県審査会は、次の各号に掲げる場合にお
ける紛争処理について管轄する。

一　当事者の双方が当該都道府県の知事の許可を
受けた建設業者であるとき。

二　当事者の一方のみが建設業者であって、当該
都道府県の知事の許可を受けたものであると
き。

三　当事者の双方が許可を受けないで建設業を営
む者である場合であって、その紛争に係る建
設工事の現場が当該都道府県の区域内にある
とき。

四　前項第三号に掲げる場合及び第二号に掲げる
場合のほか、当事者の一方のみが許可を受け
ないで建設業を営む者である場合であって、
その紛争に係る建設工事の現場が当該都道府
県の区域内にあるとき。

３	 前２項の規定にかかわらず、当事者は、双方の
合意によって管轄審査会を定めることができ
る。

【施工技術の確保に関する建設業者等の責務】
第 25条の 27　建設業者は、建設工事の担い手の育
成及び確保その他の施工技術の確保に努めなけ
ればならない。

２	 建設工事に従事する者は、建設工事を適正に実
施するために必要な知識及び技術又は技能の向
上に努めなければならない。

３	 国土交通大臣は、前２項の施工技術の確保並び
に知識及び技術又は技能の向上に資するため、
必要に応じ、講習及び調査の実施、資料の提供
その他の措置を講ずるものとする。

【主任技術者及び監理技術者の設置等】
第 26 条　建設業者は、その請け負った建設工事を
施工するときは、当該建設工事に関し第７条第
二号イ、ロ又はハに該当する者で当該工事現場
における建設工事の施工の技術上の管理をつか
さどるもの（以下「主任技術者」という。）を
置かなければならない。

■関連【特定専門工事】令２６条�の３第１項➡４９９ 
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B

２	 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設
業者は、当該建設工事を施工するために締結し
た下請契約の請負代金の額（当該下請契約が２
以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）
が第３条第１項第二号の政令で定める金額以上
になる場合においては、前項の規定にかかわら
ず、当該建設工事に関し第 15 条第二号イ、ロ
又はハに該当する者（当該建設工事に係る建設
業が指定建設業である場合にあっては、同号イ
に該当する者又は同号ハの規定により国土交通
大臣が同号イに掲げる者と同等以上の能力を有
するものと認定した者）で当該工事現場におけ
る建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる
もの（以下「監理技術者」という。）を置かな
ければならない。

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

３	 公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者
が利用する施設若しくは工作物に関する重要
な建設工事で＊１ 政令で定めるものについては、
前２項の規定により置かなければならない主任
技術者又は監理技術者は、工事現場ごとに、専
任の者でなければならない。ただし、監理技術
者にあっては、発注者から直接当該建設工事を
請け負った特定建設業者が、当該監理技術者の
行うべき第 26 条の４第１項に規定する職務を
補佐する者として、当該建設工事に関し第 15
条第二号イ、ロ又はハに該当する者に準ずる者
として＊２ 政令で定める者を当該工事現場に専
任で置くときは、この限りでない。

▪＊１ 政令【専任の主任技術者又は監理技術者を

必要とする建設工事】令２７条�➡５0４ 

▪＊２	政令【監理技術者の行うべき職務を補佐する者】令２８条�

➡５0５ 

４	 前項ただし書の規定は、同項ただし書の工事現
場の数が、同一の特例監理技術者（同項ただ
し書の規定の適用を受ける監理技術者をいう。
次項において同じ。）がその行うべき各工事現
場に係る第 26 条の４第１項に規定する職務を
行ったとしてもその適切な実施に支障を生ずる
おそれがないものとして政令で定める数を超え
るときは、適用しない。

▪政令【同一の特例監理技術者を置くことのできる

工事現場の数】令２９条�➡５0５ 

５	 第３項の規定により専任の者でなければならな
い監理技術者（特例監理技術者を含む。）は、

第 27 条の 18 第１項の規定による監理技術者資
格者証の交付を受けている者であって、第 26
条の５から第 26 条の７までの規定により国土
交通大臣の登録を受けた講習を受講したものの
うちから、これを選任しなければならない。

６	 前項の規定により選任された監理技術者は、発
注者から請求があったときは、監理技術者資格
者証を提示しなければならない。

第 26 条の２　土木工事業又は建築工事業を営む者
は、土木一式工事又は建築一式工事を施工する
場合において、土木一式工事又は建築一式工事
以外の建設工事（第３条第１項ただし書の政令
で定める軽微な建設工事を除く。）を施工する
ときは、当該建設工事に関し第７条第二号イ、
ロ又はハに該当する者で当該工事現場における
当該建設工事の施工の技術上の管理をつかさど
るものを置いて自ら施工する場合のほか、当該
建設工事に係る建設業の許可を受けた建設業者
に当該建設工事を施工させなければならない。

▪政令【法３条１項ただし書の軽微な建設工事】

令１条�の２➡５0４ 

２	 建設業者は、許可を受けた建設業に係る建設工
事に附帯する他の建設工事（第３条第１項ただ
し書の政令で定める軽微な建設工事を除く。）
を施工する場合においては、当該建設工事に関
し第７条第二号イ、ロ又はハに該当する者で当
該工事現場における当該建設工事の施工の技術
上の管理をつかさどるものを置いて自ら施工す
る場合のほか、当該建設工事に係る建設業の許
可を受けた建設業者に当該建設工事を施工させ
なければならない。

▪政令【法３条１項ただし書の軽微な建設工事】

令１条�の２➡５0４ 

第 26 条の３　特定専門工事の元請負人及び下請負
人（建設業者である下請負人に限る。以下この
条において同じ。）は、その合意により、当該
元請負人が当該特定専門工事につき第 26 条第
１項の規定により置かなければならない主任技
術者が、その行うべき次条第１項に規定する職
務と併せて、当該下請負人がその下請負に係る
建設工事につき第 26 条第１項の規定により置
かなければならないこととされる主任技術者の
行うべき次条第１項に規定する職務を行うこと
とすることができる。この場合において、当該
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下請負人は、第 26 条第１項の規定にかかわら
ず、その下請負に係る建設工事につき主任技術
者を置くことを要しない。

２	 前項の「特定専門工事」とは、土木一式工事又
は建築一式工事以外の建設工事のうち、その施
工技術が画一的であり、かつ、その施工の技術
上の管理の効率化を図る必要があるものとして
＊１ 政令で定めるものであって、当該建設工事
の元請負人がこれを施工するために締結した下
請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上
あるときは、それらの請負代金の額の総額。以
下この項において同じ。）が＊２ 政令で定める金
額未満となるものをいう。ただし、元請負人が
発注者から直接請け負った建設工事であって、
当該元請負人がこれを施工するために締結した
下請契約の請負代金の額が第 26 条第２項に規
定する金額以上となるものを除く。

▪＊１ 政令【施行の技術上の管理の効率化を図る

必要があるもの】令３0条�１項➡５0５ 

▪＊２ 政令【下請契約の請負代金の額】令３0条�２項➡５0５ 

３	 第１項の合意は、書面により、当該特定専門工
事（前項に規定する特定専門工事をいう。第７
項において同じ。）の内容、当該元請負人が置
く主任技術者の氏名その他の国土交通省令で定
める事項を明らかにしてするものとする。

４	 第１項の元請負人及び下請負人は、前項の規定
による書面による合意に代えて、電子情報処理
組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法であって国土交通省令で定めるも
のにより第１項の合意をすることができる。こ
の場合において、当該元請負人及び下請負人は、
当該書面による合意をしたものとみなす。

５	 第１項の元請負人は、同項の合意をしようとす
るときは、あらかじめ、注文者の書面による承
諾を得なければならない。

６	 注文者は、前項の規定による書面による承諾に
代えて、政令で定めるところにより、同項の元
請負人の承諾を得て、電子情報処理組織を使用
する方法その他の情報通信の技術を利用する方
法であって国土交通省令で定めるものにより、
同項の承諾をする旨の通知をすることができ
る。この場合において、当該注文者は、当該書
面による承諾をしたものとみなす。

７	 第１項の元請負人が置く主任技術者は、次に掲
げる要件のいずれにも該当する者でなければな

らない。
一　当該特定専門工事と同一の種類の建設工事に
関し１年以上指導監督的な実務の経験を有す
ること。

二　当該特定専門工事の工事現場に専任で置かれ
ること。

８　第１項の元請負人が置く主任技術者について
は、第 26 条第３項の規定は、適用しない。

９　第１項の下請負人は、その下請負に係る建設工
事を他人に請け負わせてはならない。

【主任技術者及び監理技術者の職務等】
第 26 条の４　主任技術者及び監理技術者は、工事
現場における建設工事を適正に実施するため、
当該建設工事の施工計画の作成、工程管理、品
質管理その他の技術上の管理及び当該建設工事
の施工に従事する者の技術上の指導監督の職務
を誠実に行わなければならない。

２	 工事現場における建設工事の施工に従事する者
は、主任技術者又は監理技術者がその職務とし
て行う指導に従わなければならない。

【技術検定】
第 27 条　国土交通大臣は、施工技術の向上を図る
ため、建設業者の施工する建設工事に従事し又
はしようとする者について、政令の定めるとこ
ろにより、技術検定を行うことができる。

２	 前項の検定は、これを分けて第一次検定及び第
二次検定とする。

３	 第一次検定は、第１項に規定する者が施工技術
の基礎となる知識及び能力を有するかどうかを
判定するために行う。

４	 第二次検定は、第１項に規定する者が施工技術
のうち第 26 条の４第１項に規定する技術上の
管理及び指導監督に係る知識及び能力を有する
かどうかを判定するために行う。

５	 国土交通大臣は、第一次検定又は第二次検定に
合格した者に、それぞれ合格証明書を交付する。

６	 合格証明書の交付を受けた者は、合格証明書を
滅失し、又は損傷したときは、合格証明書の再
交付を申請することができる。

７	 第一次検定又は第二次検定に合格した者は、そ
れぞれ政令で定める称号を称することができ
る。

【指示及び営業の停止】
第 28 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
許可を受けた建設業者が次の各号のいずれかに

第 26 条の ４　●建設業法（抄）
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下請負人は、第 26 条第１項の規定にかかわら
ず、その下請負に係る建設工事につき主任技術
者を置くことを要しない。

２	 前項の「特定専門工事」とは、土木一式工事又
は建築一式工事以外の建設工事のうち、その施
工技術が画一的であり、かつ、その施工の技術
上の管理の効率化を図る必要があるものとして
＊１ 政令で定めるものであって、当該建設工事
の元請負人がこれを施工するために締結した下
請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上
あるときは、それらの請負代金の額の総額。以
下この項において同じ。）が＊２ 政令で定める金
額未満となるものをいう。ただし、元請負人が
発注者から直接請け負った建設工事であって、
当該元請負人がこれを施工するために締結した
下請契約の請負代金の額が第 26 条第２項に規
定する金額以上となるものを除く。

▪＊１ 政令【施行の技術上の管理の効率化を図る

必要があるもの】令３0条�１項➡５0５ 

▪＊２ 政令【下請契約の請負代金の額】令３0条�２項➡５0５ 

３	 第１項の合意は、書面により、当該特定専門工
事（前項に規定する特定専門工事をいう。第７
項において同じ。）の内容、当該元請負人が置
く主任技術者の氏名その他の国土交通省令で定
める事項を明らかにしてするものとする。

４	 第１項の元請負人及び下請負人は、前項の規定
による書面による合意に代えて、電子情報処理
組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法であって国土交通省令で定めるも
のにより第１項の合意をすることができる。こ
の場合において、当該元請負人及び下請負人は、
当該書面による合意をしたものとみなす。

５	 第１項の元請負人は、同項の合意をしようとす
るときは、あらかじめ、注文者の書面による承
諾を得なければならない。

６	 注文者は、前項の規定による書面による承諾に
代えて、政令で定めるところにより、同項の元
請負人の承諾を得て、電子情報処理組織を使用
する方法その他の情報通信の技術を利用する方
法であって国土交通省令で定めるものにより、
同項の承諾をする旨の通知をすることができ
る。この場合において、当該注文者は、当該書
面による承諾をしたものとみなす。

７	 第１項の元請負人が置く主任技術者は、次に掲
げる要件のいずれにも該当する者でなければな

らない。
一　当該特定専門工事と同一の種類の建設工事に
関し１年以上指導監督的な実務の経験を有す
ること。

二　当該特定専門工事の工事現場に専任で置かれ
ること。

８　第１項の元請負人が置く主任技術者について
は、第 26 条第３項の規定は、適用しない。

９　第１項の下請負人は、その下請負に係る建設工
事を他人に請け負わせてはならない。

【主任技術者及び監理技術者の職務等】
第 26 条の４　主任技術者及び監理技術者は、工事
現場における建設工事を適正に実施するため、
当該建設工事の施工計画の作成、工程管理、品
質管理その他の技術上の管理及び当該建設工事
の施工に従事する者の技術上の指導監督の職務
を誠実に行わなければならない。

２	 工事現場における建設工事の施工に従事する者
は、主任技術者又は監理技術者がその職務とし
て行う指導に従わなければならない。

【技術検定】
第 27 条　国土交通大臣は、施工技術の向上を図る
ため、建設業者の施工する建設工事に従事し又
はしようとする者について、政令の定めるとこ
ろにより、技術検定を行うことができる。

２	 前項の検定は、これを分けて第一次検定及び第
二次検定とする。

３	 第一次検定は、第１項に規定する者が施工技術
の基礎となる知識及び能力を有するかどうかを
判定するために行う。

４	 第二次検定は、第１項に規定する者が施工技術
のうち第 26 条の４第１項に規定する技術上の
管理及び指導監督に係る知識及び能力を有する
かどうかを判定するために行う。

５	 国土交通大臣は、第一次検定又は第二次検定に
合格した者に、それぞれ合格証明書を交付する。

６	 合格証明書の交付を受けた者は、合格証明書を
滅失し、又は損傷したときは、合格証明書の再
交付を申請することができる。

７	 第一次検定又は第二次検定に合格した者は、そ
れぞれ政令で定める称号を称することができ
る。

【指示及び営業の停止】
第 28 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
許可を受けた建設業者が次の各号のいずれかに
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B

該当する場合又はこの法律の規定（第 19 条の
３、第 19 条の４、第 24 条の３第１項、第 24
条の４、第 24 条の５並びに第 24 条の６第３項
及び第４項を除き、公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号。
以下「入札契約適正化法」という。）第 15 条第
１項の規定により読み替えて適用される第 24
条の８第１項、第２項及び第４項を含む。第４
項において同じ。）、入札契約適正化法第 15 条
第２項若しくは第３項の規定若しくは特定住宅
瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平
成19年法律第66号。以下この条において「履行確保
法」という。）第３条第６項、第４条第１項、
第７条第２項、第８条第１項若しくは第２項若
しくは第 10 条第１項の規定に違反した場合に
おいては、当該建設業者に対して、必要な指示
をすることができる。特定建設業者が第 41 条
第２項又は第３項の規定による勧告に従わない
場合において必要があると認めるときも、同様
とする。
一　建設業者が建設工事を適切に施工しなかった
ために公衆に危害を及ぼしたとき、又は危害
を及ぼすおそれが大であるとき。

二　建設業者が請負契約に関し不誠実な行為をし
たとき。

三　建設業者（建設業者が法人であるときは、当
該法人又はその役員等）又は政令で定める使
用人がその業務に関し他の法令（入札契約適
正化法及び履行確保法並びにこれらに基づく
命令を除く。）に違反し、建設業者として不
適当であると認められるとき。

▪政令【使用人】令３条�➡５0４ 

四　建設業者が第 22 条第１項若しくは第２項又
は第 26 条の３第９項の規定に違反したとき。

五　第 26 条第１項又は第２項に規定する主任技
術者又は監理技術者が工事の施工の管理につ
いて著しく不適当であり、かつ、その変更が
公益上必要であると認められるとき。

六　建設業者が、第３条第１項の規定に違反して
同項の許可を受けないで建設業を営む者と下
請契約を締結したとき。

七　建設業者が、特定建設業者以外の建設業を営
む者と下請代金の額が第３条第１項第二号の
政令で定める金額以上となる下請契約を締結
したとき。

▪政令【法３条１項二号の金額】令２条�➡５0４ 

八　建設業者が、情を知って、第３項の規定によ
り営業の停止を命ぜられている者又は第 29
条の４第１項の規定により営業を禁止されて
いる者と当該停止され、又は禁止されている
営業の範囲に係る下請契約を締結したとき。

九　履行確保法第３条第１項、第５条又は第７条
第１項の規定に違反したとき。

２	 都道府県知事は、その管轄する区域内で建設工
事を施工している第３条第１項の許可を受けな
いで建設業を営む者が次の各号のいずれかに該
当する場合においては、当該建設業を営む者に
対して、必要な指示をすることができる。

一　建設工事を適切に施工しなかったために公衆
に危害を及ぼしたとき、又は危害を及ぼすお
それが大であるとき。

二　請負契約に関し著しく不誠実な行為をしたと
き。

３	 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を
受けた建設業者が第１項各号のいずれかに該当
するとき若しくは同項若しくは次項の規定によ
る指示に従わないとき又は建設業を営む者が前
項各号のいずれかに該当するとき若しくは同項
の規定による指示に従わないときは、その者に
対し、１年以内の期間を定めて、その営業の全
部又は一部の停止を命ずることができる。

４	 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府
県知事の許可を受けた建設業者で当該都道府県
の区域内において営業を行うものが、当該都道
府県の区域内における営業に関し、第１項各号
のいずれかに該当する場合又はこの法律の規
定、入札契約適正化法第 15 条第２項若しくは
第３項の規定若しくは履行確保法第３条第６
項、第４条第１項、第７条第２項、第８条第１
項若しくは第２項若しくは第 10 条第１項の規
定に違反した場合においては、当該建設業者に
対して、必要な指示をすることができる。

５	 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府
県知事の許可を受けた建設業者で当該都道府県
の区域内において営業を行うものが、当該都道
府県の区域内における営業に関し、第１項各号
のいずれかに該当するとき又は同項若しくは前
項の規定による指示に従わないときは、その者
に対し、１年以内の期間を定めて、当該営業の
全部又は一部の停止を命ずることができる。

建設業法（抄）●　第 2８ 条
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６	 都道府県知事は、前２項の規定による処分をし
たときは、遅滞なく、その旨を、当該建設業者
が国土交通大臣の許可を受けたものであるとき
は国土交通大臣に報告し、当該建設業者が他の
都道府県知事の許可を受けたものであるときは
当該他の都道府県知事に通知しなければならな
い。

７	 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項第一
号若しくは第三号に該当する建設業者又は第２
項第一号に該当する第３条第１項の許可を受け
ないで建設業を営む者に対して指示をする場合
において、特に必要があると認めるときは、注
文者に対しても、適当な措置をとるべきことを
勧告することができる。

【許可の取消し】
第 29 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
許可を受けた建設業者が次の各号のいずれかに
該当するときは、当該建設業者の許可を取り消
さなければならない。
一　一般建設業の許可を受けた建設業者にあって
は第７条第一号又は第二号、特定建設業者に
あっては同条第一号又は第 15 条第二号に掲
げる基準を満たさなくなった場合

二　第８条第一号又は第七号から第十四号まで
（第 17 条において準用する場合を含む。）の
いずれかに該当するに至った場合

三　第９条第１項各号（第 17 条において準用す
る場合を含む。）のいずれかに該当する場合
（第 17 条の２第１項から第３項まで又は第
17 条の３第４項の規定により他の建設業者
の地位を承継したことにより第９条第１項第
三号（第 17 条において準用する場合を含む。）
に該当する場合を除く。）において一般建設
業の許可又は特定建設業の許可を受けないと
き。

四　許可を受けてから１年以内に営業を開始せ
ず、又は引き続いて１年以上営業を休止した
場合

五　第 12 条各号（第 17 条において準用する場合
を含む。）のいずれかに該当するに至った場
合

六　死亡した場合において第 17 条の３第１項の
認可をしない旨の処分があったとき。

七　不正の手段により第３条第１項の許可（同条
第３項の許可の更新を含む。）又は第 17 条の

２第１項から第３項まで若しくは第 17 条の
３第１項の認可を受けた場合

八　前条第１項各号のいずれかに該当し情状特に
重い場合又は同条第３項若しくは第５項の規
定による営業の停止の処分に違反した場合

２	 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を
受けた建設業者が第３条の２第１項の規定によ
り付された条件に違反したときは、当該建設業
者の許可を取り消すことができる。

【中央建設業審議会の設置等】
第 34 条　この法律、公共工事の前払金保証事業に
関する法律及び入札契約適正化法によりその権
限に属させられた事項を処理するため、国土交
通省に、中央建設業審議会を設置する。

２	 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約
約款、入札の参加者の資格に関する基準、予定
価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費
に関する基準並びに建設工事の工期に関する基
準を作成し、並びにその実施を勧告することが
できる。

【標識の掲示】
第 40 条　建設業者は、その店舗及び建設工事（発
注者から直接請け負ったものに限る。）の現場
ごとに、公衆の見やすい場所に、国土交通省
令の定めるところにより、許可を受けた別表第
１の右欄の区分による建設業の名称、一般建設
業又は特定建設業の別その他国土交通省令で定
める事項を記載した標識を掲げなければならな
い。

【表示の制限】
第 40 条の２　建設業を営む者は、当該建設業につ
いて、第３条第１項の許可を受けていないのに、
その許可を受けた建設業者であると明らかに誤
認されるおそれのある表示をしてはならない。

【帳簿の備付け等】
第 40 条の３　建設業者は、国土交通省令で定める
ところにより、その営業所ごとに、その営業に
関する事項で国土交通省令で定めるものを記載
した帳簿を備え、かつ、当該帳簿及びその営業
に関する図書で国土交通省令で定めるものを保
存しなければならない。

第 29 条　●建設業法（抄）
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６	 都道府県知事は、前２項の規定による処分をし
たときは、遅滞なく、その旨を、当該建設業者
が国土交通大臣の許可を受けたものであるとき
は国土交通大臣に報告し、当該建設業者が他の
都道府県知事の許可を受けたものであるときは
当該他の都道府県知事に通知しなければならな
い。

７	 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項第一
号若しくは第三号に該当する建設業者又は第２
項第一号に該当する第３条第１項の許可を受け
ないで建設業を営む者に対して指示をする場合
において、特に必要があると認めるときは、注
文者に対しても、適当な措置をとるべきことを
勧告することができる。

【許可の取消し】
第 29 条　国土交通大臣又は都道府県知事は、その
許可を受けた建設業者が次の各号のいずれかに
該当するときは、当該建設業者の許可を取り消
さなければならない。

一　一般建設業の許可を受けた建設業者にあって
は第７条第一号又は第二号、特定建設業者に
あっては同条第一号又は第 15 条第二号に掲
げる基準を満たさなくなった場合

二　第８条第一号又は第七号から第十四号まで
（第 17 条において準用する場合を含む。）の
いずれかに該当するに至った場合

三　第９条第１項各号（第 17 条において準用す
る場合を含む。）のいずれかに該当する場合
（第 17 条の２第１項から第３項まで又は第
17 条の３第４項の規定により他の建設業者
の地位を承継したことにより第９条第１項第
三号（第 17 条において準用する場合を含む。）
に該当する場合を除く。）において一般建設
業の許可又は特定建設業の許可を受けないと
き。

四　許可を受けてから１年以内に営業を開始せ
ず、又は引き続いて１年以上営業を休止した
場合

五　第 12 条各号（第 17 条において準用する場合
を含む。）のいずれかに該当するに至った場
合

六　死亡した場合において第 17 条の３第１項の
認可をしない旨の処分があったとき。

七　不正の手段により第３条第１項の許可（同条
第３項の許可の更新を含む。）又は第 17 条の

２第１項から第３項まで若しくは第 17 条の
３第１項の認可を受けた場合

八　前条第１項各号のいずれかに該当し情状特に
重い場合又は同条第３項若しくは第５項の規
定による営業の停止の処分に違反した場合

２	 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を
受けた建設業者が第３条の２第１項の規定によ
り付された条件に違反したときは、当該建設業
者の許可を取り消すことができる。

【中央建設業審議会の設置等】
第 34 条　この法律、公共工事の前払金保証事業に
関する法律及び入札契約適正化法によりその権
限に属させられた事項を処理するため、国土交
通省に、中央建設業審議会を設置する。

２	 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約
約款、入札の参加者の資格に関する基準、予定
価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費
に関する基準並びに建設工事の工期に関する基
準を作成し、並びにその実施を勧告することが
できる。

【標識の掲示】
第 40 条　建設業者は、その店舗及び建設工事（発
注者から直接請け負ったものに限る。）の現場
ごとに、公衆の見やすい場所に、国土交通省
令の定めるところにより、許可を受けた別表第
１の右欄の区分による建設業の名称、一般建設
業又は特定建設業の別その他国土交通省令で定
める事項を記載した標識を掲げなければならな
い。

【表示の制限】
第 40 条の２　建設業を営む者は、当該建設業につ
いて、第３条第１項の許可を受けていないのに、
その許可を受けた建設業者であると明らかに誤
認されるおそれのある表示をしてはならない。

【帳簿の備付け等】
第 40 条の３　建設業者は、国土交通省令で定める
ところにより、その営業所ごとに、その営業に
関する事項で国土交通省令で定めるものを記載
した帳簿を備え、かつ、当該帳簿及びその営業
に関する図書で国土交通省令で定めるものを保
存しなければならない。

第 29 条　●建設業法（抄）
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B

別表第１
土木一式工事 土木工事業

建築一式工事 建築工事業

大工工事 大工工事業

左官工事 左官工事業

とび・土工・コンクリート工事 とび・土工工事業

石工事 石工事業

屋根工事 屋根工事業

電気工事 電気工事業

管工事 管工事業

タイル・れんが
・ブロック工事

タイル・れんが
・ブロック工事業

鋼構造物工事 鋼構造物工事業

鉄筋工事 鉄筋工事業

舗装工事 舗装工事業

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事業

板金工事 板金工事業

ガラス工事 ガラス工事業

塗装工事 塗装工事業

防水工事 防水工事業

内装仕上工事 内装仕上工事業

機械器具設置工事 機械器具設置工事業

熱絶縁工事 熱絶縁工事業

電気通信工事 電気通信工事業

造園工事 造園工事業

さく井工事 さく井工事業

建具工事 建具工事業

水道施設工事 水道施設工事業

消防施設工事 消防施設工事業

清掃施設工事 清掃施設工事業

解体工事 解体工事業

建設業法（抄）●　別表第 1
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建設業法施行令（抄）
昭和 31 年８月 29 日政令第 273 号

最終改正：令和４年 12 月 23 日政令第 393 号

【支店に準ずる営業所】
第１条　建設業法（以下「法」という。）第３条第
１項の政令で定める支店に準ずる営業所は、常
時建設工事の請負契約を締結する事務所とす
る。

【法第３条第１項ただし書の軽微な建設工事】
第１条の２　法第３条第１項ただし書の政令で定め
る軽微な建設工事は、工事一件の請負代金の額
が 500 万円（当該建設工事が建築一式工事であ
る場合にあっては、1,500 万円）に満たない工
事又は建築一式工事のうち延べ面積が 150㎡に
満たない木造住宅を建設する工事とする。

２	 前項の請負代金の額は、同一の建設業を営む者
が工事の完成を２以上の契約に分割して請け負
うときは、各契約の請負代金の額の合計額とす
る。ただし、正当な理由に基いて契約を分割し
たときは、この限りでない。

３	 注文者が材料を提供する場合においては、その
市場価格又は市場価格及び運送賃を当該請負契
約の請負代金の額に加えたものを第１項の請負
代金の額とする。

【法第３条第１項第二号の金額】
第２条　法第３条第１項第二号の政令で定める金額
は、4,500 万円とする。ただし、同項の許可を
受けようとする建設業が建築工事業である場合
においては、7,000 万円とする。

【使用人】
第３条　法第６条第１項第四号（法第 17 条におい
て準用する場合を含む。）、法第７条第三号、法
第８条第四号、第十二号及び第十三号（これら
の規定を法第 17 条において準用する場合を含
む。）、法第 28 条第１項第三号並びに法第 29 条
の４の政令で定める使用人は、支配人及び支店
又は第１条に規定する営業所の代表者（支配人
である者を除く。）であるものとする。

【法第15条第二号ただし書の建設業】
第５条の２　法第 15 条第二号ただし書の政令で定
める建設業は、次に掲げるものとする。
一　土木工事業
二　建築工事業

三　電気工事業
四　管工事業
五　鋼構造物工事業
六　舗装工事業
七　造園工事業

【法第15条第二号ロの金額】
第５条の３　法第 15 条第二号ロの政令で定める金
額は、4,500 万円とする。

【法第15条第三号の金額】
第５条の４　法第 15 条第三号の政令で定める金額
は、8,000 万円とする。

【著しく短い工期の禁止に係る勧告の対象となる請
負契約の請負代金の額の下限】
第５条の８　法第 19 条の６第２項の政令で定める
金額は、500 万円とする。ただし、当該請負契
約に係る建設工事が建築一式工事である場合に
おいては、1,500 万円とする。

【一括下請負の禁止の対象となる多数の者が利用す
る施設又は工作物に関する重要な建設工事】
第６条の３　法第 22 条第３項の政令で定める重要
な建設工事は、共同住宅を新築する建設工事と
する。

【法第24条の８第１項の金額】
第７条の４　法第 24 条の８第１項の政令で定める
金額は、4,500 万円とする。ただし、特定建設
業者が発注者から直接請け負った建設工事が建
築一式工事である場合においては、7,000 万円
とする。

【専任の主任技術者又は監理技術者を必要とする建
設工事】
第 27 条　法第 26 条第３項の政令で定める重要な
建設工事は、次の各号のいずれかに該当する
建設工事で工事１件の請負代金の額が 4,000 万
円（当該建設工事が建築一式工事である場合に
あっては、8,000 万円）以上のものとする。
一　国又は地方公共団体が注文者である施設又は
工作物に関する建設工事

二　第 15 条第一号及び第三号に掲げる施設又は
工作物に関する建設工事

三　次に掲げる施設又は工作物に関する建設工事
イ　石油パイプライン事業法（昭和47年法律第105号）
第５条第２項第二号に規定する事業用施設

ロ　電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第
五号に規定する電気通信事業者（同法第９
条第一号に規定する電気通信回線設備を設

第 1条　●建設業法施行令（抄）

〔

〔

〕
〕



504 建設業法施行令

5

10

15

20

25

30

35

40

45

5

10

15

20

25

30

35

40

45

建設業法施行令（抄）
昭和 31 年８月 29 日政令第 273 号

最終改正：令和４年 12 月 23 日政令第 393 号

【支店に準ずる営業所】
第１条　建設業法（以下「法」という。）第３条第
１項の政令で定める支店に準ずる営業所は、常
時建設工事の請負契約を締結する事務所とす
る。

【法第３条第１項ただし書の軽微な建設工事】
第１条の２　法第３条第１項ただし書の政令で定め
る軽微な建設工事は、工事一件の請負代金の額
が 500 万円（当該建設工事が建築一式工事であ
る場合にあっては、1,500 万円）に満たない工
事又は建築一式工事のうち延べ面積が 150㎡に
満たない木造住宅を建設する工事とする。

２	 前項の請負代金の額は、同一の建設業を営む者
が工事の完成を２以上の契約に分割して請け負
うときは、各契約の請負代金の額の合計額とす
る。ただし、正当な理由に基いて契約を分割し
たときは、この限りでない。

３	 注文者が材料を提供する場合においては、その
市場価格又は市場価格及び運送賃を当該請負契
約の請負代金の額に加えたものを第１項の請負
代金の額とする。

【法第３条第１項第二号の金額】
第２条　法第３条第１項第二号の政令で定める金額
は、4,500 万円とする。ただし、同項の許可を
受けようとする建設業が建築工事業である場合
においては、7,000 万円とする。

【使用人】
第３条　法第６条第１項第四号（法第 17 条におい
て準用する場合を含む。）、法第７条第三号、法
第８条第四号、第十二号及び第十三号（これら
の規定を法第 17 条において準用する場合を含
む。）、法第 28 条第１項第三号並びに法第 29 条
の４の政令で定める使用人は、支配人及び支店
又は第１条に規定する営業所の代表者（支配人
である者を除く。）であるものとする。

【法第15条第二号ただし書の建設業】
第５条の２　法第 15 条第二号ただし書の政令で定
める建設業は、次に掲げるものとする。

一　土木工事業
二　建築工事業

三　電気工事業
四　管工事業
五　鋼構造物工事業
六　舗装工事業
七　造園工事業

【法第15条第二号ロの金額】
第５条の３　法第 15 条第二号ロの政令で定める金
額は、4,500 万円とする。

【法第15条第三号の金額】
第５条の４　法第 15 条第三号の政令で定める金額
は、8,000 万円とする。

【著しく短い工期の禁止に係る勧告の対象となる請
負契約の請負代金の額の下限】
第５条の８　法第 19 条の６第２項の政令で定める
金額は、500 万円とする。ただし、当該請負契
約に係る建設工事が建築一式工事である場合に
おいては、1,500 万円とする。

【一括下請負の禁止の対象となる多数の者が利用す
る施設又は工作物に関する重要な建設工事】
第６条の３　法第 22 条第３項の政令で定める重要
な建設工事は、共同住宅を新築する建設工事と
する。

【法第24条の８第１項の金額】
第７条の４　法第 24 条の８第１項の政令で定める
金額は、4,500 万円とする。ただし、特定建設
業者が発注者から直接請け負った建設工事が建
築一式工事である場合においては、7,000 万円
とする。

【専任の主任技術者又は監理技術者を必要とする建
設工事】
第 27 条　法第 26 条第３項の政令で定める重要な
建設工事は、次の各号のいずれかに該当する
建設工事で工事１件の請負代金の額が 4,000 万
円（当該建設工事が建築一式工事である場合に
あっては、8,000 万円）以上のものとする。
一　国又は地方公共団体が注文者である施設又は
工作物に関する建設工事

二　第 15 条第一号及び第三号に掲げる施設又は
工作物に関する建設工事

三　次に掲げる施設又は工作物に関する建設工事
イ　石油パイプライン事業法（昭和47年法律第105号）
第５条第２項第二号に規定する事業用施設

ロ　電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第
五号に規定する電気通信事業者（同法第９
条第一号に規定する電気通信回線設備を設
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B

置するものに限る。）が同条第四号に規定
する電気通信事業の用に供する施設

ハ　放送法（昭和25年法律第132号）第２条第二十三
号に規定する基幹放送事業者又は同条第
二十四号に規定する基幹放送局提供事業者
が同条第一号に規定する放送の用に供する
施設（鉄骨造又は鉄筋コンクリート造の塔
その他これに類する施設に限る。）

ニ　学校
ホ　図書館、美術館、博物館又は展示場
ヘ　社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第１項
に規定する社会福祉事業の用に供する施設

ト　病院又は診療所
チ　火葬場、と畜場又は廃棄物処理施設
リ　熱供給事業法（昭和47年法律第88号）第２条第４

項に規定する熱供給施設
ヌ　集会場又は公会堂
ル　市場又は百貨店
ヲ　事務所
ワ　ホテル又は旅館
カ　共同住宅、寄宿舎又は下宿
ヨ　公衆浴場
タ　興行場又はダンスホール
レ　神社、寺院又は教会
ソ　工場、ドック又は倉庫
ツ　展望塔

２	 前項に規定する建設工事のうち密接な関係のあ
る２以上の建設工事を同一の建設業者が同一の
場所又は近接した場所において施工するものに
ついては、同一の専任の主任技術者がこれらの
建設工事を管理することができる。

【監理技術者の行うべき職務を補佐する者】
第 28 条　法第 26 条第３項ただし書の政令で定め
る者は、次の各号のいずれかに該当する者とす
る。
一　法第７条第二号イ、ロ又はハに該当する者の
うち、法第 26 条の４第１項に規定する技術
上の管理及び指導監督であって監理技術者が
その職務として行うべきものに係る基礎的な
知識及び能力を有すると認められる者とし
て、建設工事の種類に応じ国土交通大臣が定
める要件に該当する者

二　国土交通大臣が前号に掲げる者と同等以上の
能力を有するものと認定した者

【同一の特例監理技術者を置くことができる工事現
場の数】
第 29 条　法第 26 条第４項の政令で定める数は、
２とする。

【特定専門工事の対象となる建設工事】
第 30 条　法第 26 条の３第２項の政令で定めるも
のは、次に掲げるものとする。

一　大工工事又はとび・土工・コンクリート工事
のうち、コンクリートの打設に用いる型枠の
組立てに関する工事

二　鉄筋工事
２	 法第 26 条の３第２項の政令で定める金額は、
4,000 万円とする。

建設業法施行令（抄）●　第 2８ 条




	2024無料体験用-1Q法令集抜粋_P1-2
	2024_１級法規_無料体験用法令集抜粋（学科本科）_本文
	法令集_線引き_1級_001-120_〔　〕付_無料体験講義2
	法令集_線引き_1級_121-430_〔　〕付_無料体験講義2
	法令集_線引き_1級_431-962_〔　〕付_無料体験講義1


